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序

本報告書は産業教育計画研究施設道又研究員を責任者とする研究，わが国の『鉄鋼業の「合理化」

と企業内教育』の一部をなすものである。既に公刊した同報告その I（報告書11号）は鉄鋼独占体の

労慟力編成＝統轄の変貌過程を中軸に，独占資本主義的「合理化」の進行と労働力陶冶の諸関係を明

らかにし，またその前提として，いわゆる企業内教育の科学的分析方法を確立するうえで理論的な寄

与をした。それにひきつづき，この報告その皿は研究対象を，いわゆる系列企業群のいくつかの典型

にひろげて実証分析をこころみ，あわせて「補論」に鉄鋼独占体の労務管理の具体的態様とその意義

の分析を加え，既刊の報告の補強とした。

ところで，現実の進行は1976年の世界粗鋼総生産 6.8億トソ（前年の5.5バーセ‘ノト増）と， 73年オ

イルショック以降の不況脱出の必死の模索がこころみられているが、日本の鉄鋼独占はアメリカ (1.5

億トン），ソ連 (1.2億トソ）とともに 1.1億トソを生産し，ビッグ3の1つとして，それぞれEC

9ケ国合計に匹敵，しかも， EC域内取引をのぞく世界市場では日本は実にその 5割をこえるシェア

ーをみせるにいたっている（輸出先の第 1位アメリカ，第2位中国，第3位ソ連！）

そこに，われわれは3つの特徴をみる。第 1は日本資本主義のこれまでの異常な高成長，強蓄根の

もっども基礎的な部門としての鉄鋼業の地位・性格と，第 2は現在の「スクッグフレーショソ」下の

内需限界を輸出でカバーしようとする鉄鋼独占体のビヘイビアーと，第 3fi，何よりも重要なことと

•して，原料海外依存の日本鉄鋼独占体がどのようにしてそうした巨大な生産力と市場地歩を実現しえ

たか，その現代的メカニズムである。それはいうまでもなく，最新鋭設備の，国独資的諸条件をフル

に動員した投資と，それと対照的な系統的低賃金労働力動員で，とりわけ後者の日本的現代的形態が

膨大な社外工の尊入と「社外」系列企業の再緬の進行である。

したがって，鉄鋼生産における労働力編成は単に独占体のそれのみでなく，重層的な企業の群系総

体について把握されねばその深部の関係は全ー的にはとらえられないであろう。本報告書は，比較的

若年労働力の採用によって「少数精鋭主義」の亜流形態をとりうる二次製品加工系列大手企業，比較

的自立的で中途採用者を蒔入して拡大してきた系列小形棒鋼メーカー，さらに主婦労慟力をも導入し

ている溶接棒メーカー等に立入り，それぞれの系列化「合理化」の実態のみならず，北海道独自の諸

地城労働力市場との関連にまで分析視野を広げ一定の照応関係を明示するという成果をあげている。

さらに，企業内教育との関係でも一独占体におけるそれとことなり一一方では設備「合理化」

にともなう訓練の必要にせまられながらも，系列条件のきぴしさから労慟力の即戦力化を余俄なくさ

れるという矛盾の展開の具体的諸形態が明らかにされると同時に，その結果続発する労災が安全教育

を不可避の課題として提起するという労働の社会化の歴史的弁証法も示唆して貴重である。

大方の御批判を得られれば幸せであるc

なお，この鉄鋼労働者の主体形成の具体的条件，労働運動については，ひきつづき産研報告書第14

号が予定されていることをつけ加えておきたい。

1 9 7 7年 3月

北海道大学教育学部

産業教育計画研究施設

施設長美土路 達 雄
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序章研究の課題

第 1節 研究の課題と限定

第~鉄鋼独占体に属する大手製鉄所の描内で（動いている本

工および社外下が主たる考察の対象であったのに対し，本稿でとりあげる対象は大手製鉄所の外部

にありながら当該鉄鋼独占体から原材料供給．資本参加，役員派逍をうけている電炉．単圧あるい

は鉄鋼二次製品メーカーなど一般に系列企業と呼ばれている企業群とそこで慟く労慟者を主たる対

象としている。

こうした系列企業を調査対象としたことはすでに序論のうちでも述べられているように，鉄鋼

業の産業「合理化」の推転が鉄鋼独占体を頂点とするコソツェルソ的な独占支配構造の再絹成をも

伴いながら展開していることからしても．コソツェルソ傘下の各種系列企業群の「体質改善」ある

いは「再絹成」を内容とする「合理化」を含むコソッニルソ全体の「合理化」の全面的展開として

把握することによってはじめて鉄鋼独占体の「合理化」の現段階的特質が明らかになると考えられ

るからである。

したがって第 4部で目的とするところは，調査対象企業となるこれら電炉，単圧，二次製品メ

ーカーにおいて、親企業たる新日本製鉄の戦後「合理化」の過程．特に1960年代の第 3次「合理化」

以降の過程で，本報告で対象としたM製鉄所とのかかわりで，系列諸企業がどのような「体質改善」

あるいは「再絹成」をとげたのか，そしてそのなかで企業内教育がどのような役割，機能を果して

きたのか，を明らかにすることにある。

周知のように企業系列化の問題は中小企業問題あるいは下請制工業問題どかかわって，鉄鋼業

に限らず，自動車，繊維などあらゆる部門について，戦後段階の資本蓄稲運動との関連とりわけ独

占資本と中小資本との間の諸矛盾の解明という観点から多くの談論がおこなわれてきた。しかしな

がらこうした「系列論」についての活澄な談論にもかかわらず「系列概念」についての厳密な規定

ということでは不明確で，実態把握への理論的貢献はさしてなかったといえる。

さらにはこうし坦里論レペ／又問題以上に，実証レベルでの系列化へのアプローチは少ないし．

系列化の内実一ー「中小資本や中小企業労働者の系統的な大蓋動員」 1)の内容的な検証ーについ

ての具体的事実に即しての研究はほとんどないといってもよい。

したがって本稿では70年代「合理化」のもとでの系列化の特質について，以下の観点から実証

面でのアプローチをもとに明らかにすることとした。

(1蕨鋼中小メーカーの系列化の過程においては当該地域の独占体製鉄所一ーここではM製鉄所

ーの設備「合理化」および労慟力再編成と密接な関連をもちながら各系列企業の「体質改善」が

なによりも重視された。

ところで戦後における鉄鋼「合理化」過程の下ての系列化の進展は．個別系列企業においては

企業のスクラップ化あるいは企業合併ということを含む系列企業再絹・「合理化」の進展というこ

とであった。系列企業の労働者にとっては．時には自らの働く企業の存立の危機＝親企業からの切

捨てという資本の創り出した危機意識のもとで「合理化」に対する全面協力が強いられ．こうした

労資の協力体制こそが親企業に対する系列企業の「義務」であり安定した雇用保証するものである

という論理の浸透がはかられてきた。
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つまり系列企業労働者の立場からすれば「系列化に如何に対処するか」ということと自らの企

業に森ける「合理化」にいかに対処するかということはほぼ同義的な内容をもたざるを得なかった

のである。

したがってここでは，親企業たるM製鉄所の「合理化」の展開のもとで個別企業における「合

理化」がどのような内容をもって展開したのか•それに対して労慟者がどのような状態におかれど

のように対応したか．その具体的分析を課題の一つとした。

(2)系列化のもとでの「合理化」の展開，すなわち系列企業の規模拡大はまず系列企業労働者の

量的拡大となってあらわれたが，それは単なる痘的拡大，すなわち設備「合理化」に対応したとこ

ろの旧来の当該業種における熟練労働力の増大としてではなく．いずれの業種においてもオペレ

ークー的職務を内容とする労働力の編成替えをともなう増大であった。

この編成替のもとでの系列中小メーカーの基幹労慟力のクイプの特徴は第 1には設備「合理化；

にもっとも適応性の高い若年労慟カー—とりわけ新規高卒労慟カー—への需要の増大としてまず現

われたが，第 2に「高度紬済成長」期における産業再編成によって地域労慟市場に滞留を余儀なく

されていた他産業から排出された過剰労慟力を梢極的に利用しうるような系列企業の技能捉成体制

の強化を前提としたところの過剰労慟力すなわち低賃金労慟力の雇用量の増大という点にもあった

といえる。各企業によっては前者あるいは後者の一方だけ又はこれが並存する場合もあろう。

多様な形での労働力構成が如何なる意味をもつのか，現段階における系列企業の労働力再編成の

特徴を明らかにすることを重要な柱とした。

(3)しかしこうした労慟力の編成替えは従来の町工場的労務統轄方式から脱皮した近代的労務管

理にもとずく労務統轄機構の再絹強化を必然的なものとした。それは旧来の熟練エ依存型の生産遂

行方式から設備「合理化」の効果が最大限に実現しうるような．つまり系列資本の意志が直接現場

労慟者の統轄と結びつくような職制機構の確立と近代的労務管理技法の渫入を必然的なものとした

ということができよう。

他方．こうした労務管理機描の近代化に必須となる職務分析など一 IE手法など＿のいわ

ゆる管理技術は，すでに親企業の製鉄所で実施され菩稲された技術を系列企業に対して「育成」策

の一喋として哨入するというケースが多い。

(4)以上のべてきた系列化の進展＝系列企業における「合理化」の展開は．技能狸成方法を含む

企業内教育の機能．役割にも変容を促さざるを得ないものであった。

まず第 1に設備「合理化」の面では．独占体相互の製品市場におけるシニア拡大競争のもとで

直接に最終的消費をうけもつ二次加工メーカーでは．ホットコィル，冷延コィルなど親企業の製鉄

所の設備拡大自体が系列企業の生産能力の増大と直結している場合が多く．こうした場合には親企

業自体がもっている最新技術，あるいは親企業が仲介する形での外国技術の嘩入が系列企業の生産

設備の更新を著しくす Lめた2)。

小形棒鋼メーカーなどの電炉圧延メーカーで直接的には親企業との原材粒供給の関係をもたな

い場合においてふ建設産業部門の急激な鋼材需要増加を背景に設備更新が急テソポにおこなわれ

たことは同様である。

こうした設備機械の大巾な変容は．当然の事ながら新設備の稼動に必要な要員の狸成を必須な

ものとしたが，装置の大型化，連続化を背景にしたオペレークー化への転換は既存の古い熟練工よ

りも可塑性の高い若年労働者が要員として対象化されるのが我国においてはとりわけ独占的企業を
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中心に一般的である。このことは経験的熟練工に依存した教育体系から資本が組織的体系的に教育

訓練を実施する契機ともなり， こうした教育体系の整備が系列企業においても波及すると思われる6

第 2に，経験的熟練の後退，即ち新たな労働力編成への転換ほ，資本の厳密な労務統轄によっ

てのみ生産能率の向上を実現せしめることから．資本の下士官としての職制層の育成がこうした「合

理化」の死命を制する鍵にならざるを得ない。あえていえば，このような職制層の育成つまり既存

熟練工に代る新しいクイプの職場リーダー層の養成こそが．町工場的労務統轄から独占体の構成分

肢としての中規模工場的労務統轄への転換を可能にし得る要因なのである。

第 3tここうした職場リーダー層の狸成は•資本の組織的な教育訓練．藍督者教育の端入によっ

て実現をみる。

こうした藍督者教育の目標は．．求められる職制としての能力が如何なるところにおかれるかと

いうことで決定されるが，考慮すべき新たな点は，作業標準．職務分析等の渫入によって新たなレ

ベルで設定された労慟時間の厳格な管理にもとずく生産計画の遂行する能力と．労働力構成におい

て若年層の比重が増大する職場で中高年令層に比して流動性向の高い若年層の定着性に配慮するこ

とおよび新たな労慟力再編成の下で不安定を増した中高年令層労慟者の不満の顕在化等に起因する

「人間関係の円滑化」や「労資関係の安定」等の管理を担いうる能力がとりわけ重視されるに至る。

若年労働者の定着率の問題は，労慟市場から既存の経験工を求めるという「合理化」以前の体

制から，企業内養成によって企業独自に要員体制を組むという転換によって．こうした企業にとっ

てはきわめて重要な問題である。

こうした能力を育成する藍督者教育は， 50年代後半に大企業に普及したTWIゃ．その後の各

種の職長訓練の系列企業における普及という形をとる他，親企業たる新日鉄等ですでに実施され整

備された IE手法． QC活動等の系列企業への普及という形態をとるといえる。

以上，第四部で展開すべき課題についていくつかのポイ‘ノトを述べてきたが．系列企業労働者の

形成，陶治を．鉄鋼独占体の本工．社外工そして系列企業労慟者という重層的絹成体のうちに位置

附けるための実証を狙いとしている。

こうした点は．このあとに予定する第一部から第四部までのまとめのなかで展開される製鉄所

内部における本ェ，社外下との対比によってもその楷造的特質がより一層明らかにされることにな

ろう。

ここて断っておかねばならないのは本調査で対象とした系列企業がM製鉄所との関連での企業に限

定されていることである。このことはM製鉄所の設備のもつ特質および地理的（市場的）条件から

本州における独占体の大手製鉄所と関連する系列企業に比べれば，企業数も少いし企業規模も小さ

いことである。さらに70年代鉄鋼系列再絹成のもっとも大きな業種としての特殊鋼が．北海道内に

は立地されておらず調査対象となっていない。

特殊鋼については別の機会に発表すべく準備中である．

＜注＞

1) 頂占資本の系列支配」小林義雄『購座中小企業2』246頁

2) 例えば特殊鋼を例にとれば， 「八幡製鉄が米国アームコ社からステソレス鋼の製造に関する全般的な．． 

技循迎入を意図したもので，さらに企架グループに再実施を行ない，グループ全般の総合力を強化すると

ともに，特殊鋼生産の合理化をねらっている。」というように，こうした傾向は第 2次合理化計画時の亜

鉛鉄板の製造法，製罐技術等についても同じことがいえる。通商産業省重工業局網「鉄鋼業の合理化とそ

の成果」 1963年， 142頁～146頁参照のこと。
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第 2節 調査の概要

第四部で対象とする系列企業は全て道内に本社または主要工場をもつ企業である。調査を実施

した企業名とその所在地は以下記しておく。

①富士工業株式会社 本社一ー東京都

工場一ー室蘭市

R 北海鋼機株式会社 本社一—札幌市

工場一ー江別市

③ 北海鋼業株式会社 本社・工場一ー小樽市

④ 北日本電極製造株式会社

本社・工場一—札幌市

R 豊平製鋼株式会社

本社・工場一ー札幌市

以上のうち①～④は新日本製鉄の系列メーカーであり，＠は川崎製鉄の系列企業である。これ

らの企業の性格については本論のなかで詳述しているのでここでは省略するが，若干調査方法との

関連でのべると，①～④については，いずれもその資本構成のうちに新日本製鉄が有力株主として

位置しているが，こうした資本関係だけではなく，さらに具体的関係として新日本製鉄室蘭製鉄所

との間で人的交流，原材料，技術，生産管理管理技法等々を存する。しかしその関係は一様ではな

く各企業の業種，沿革等によって異っているだけでなく，それぞれの労働力編成も又異った特徴を

示している。

従って調査では均ーな調査項目としてではなく，それぞれの調査企業についてそうした特質が

明らかになるよう予備調査の結果に基いた企業関係者，労働組合幹部，一般労働者調査を実施しt.=,,

以下簡単に調査概要を紹介しておこう。

1. 富士工業閥関係

(1) 企業調査（面接，資料収集）

担当管理職

(2) 労働組合調査

執行委員長他

(3) 社外企業調査

岡本工業管理職

(4) 一般労慟者調査

圧延部門労働者への面接調査

2. 北海鋼機昧関係

(1) 企業調査（面接・資料収集）

管理職

(2) 労組調査（面接・資料収集）

執行委員長他

(3) 社外企業調査（面接）

北海運輸管理職
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(4) 段付エ調査（職長面接調査）

(5) 一般労働者調査（面接）

3. 北海鋼業醐関係

(1) 企業調査（面接・資料収集）

管理職等

(2) 労組調査（面接・資料収集）

書記長他

(3) 一般労働者調査（面接）

4. 北日本電極製造（株）関係

0 企業調査（面接・資料収集）

会長役員他

5. 豊平製鋼陳関係

(1) 企業調査（面接・資糾収集）

管理職等

(2) 労組調査（面接・資斜収集）

書記長他

(3) 社外企業調査（面接）

北央鋼材役員

(4) 労慟者面接調査

6. その他

新日鉄室蘭の企業調査・労組役員調査で得た資料も参考にした。

調査時点については70年から71年にかけてが中心であったが，執筆が遅れたのでその後73年に

労働者面接調査をおこなった他74年から75年にかけて再度企業調査等を行うことによって補足したっ

最後に本調査にあたって，数回に亘って訪門調査を行ったにもかかわらず，快く協力して頂い

た各企業ならびに関係者の方々，それに労働組合の方々，そして残業などで疲れているにもかかわ

らず長時間に亘る面接調査に協力して下さった労働者の方々に心から感謝の気持を記しておきたい。

尚，以下の文章中，年次の表現は全て西暦によっている。したがって70年とあるのは， 1970年を

意味している。但し，インクビュー等の引用文にほ，そのまま昭和等の年次をつかっているし吐か，

表の一部で元号を附してつかっている場合もある。
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第一章鉄鋼独占体の「合理化」の展開と系
列化

第 1節 鉄鋼独占体の「合理化」と生産の集中

1970年の八幡製鉄と富士製鉄との大型合併による新日本製鉄の誕生は， 60年代の鉄鋼高炉大手

の巨大な額の設備投資を背景に展開されてきた大手独占体間の「シェア競争」が，一つのピリオド

をうち鉄鋼業界は「協調」の時代に入ったと言われた。

1951年にスクートした第1次合理化以降の設備「合理化」の本格化過程で行なわれた激しい企

業間競争の展開と高炉一貫大手メーカー主導型の独占体制の確立は，第2次大戦以前における我国

の鉄鋼業の生産描造一高炉，平炉，単圧メーカーの並存―ーを根底から覆えすことになった。そ

の結果， 70年代の初頭には，新日鉄を頂点とした五大鉄鋼独占体が我国鉄鋼業の全分野を自己の支

配下（系列下）に組み入れた戦後鉄鋼業の新しい生産構造が一応確立したのである。

'.典型的ピラミッド構造をなすという我国に鉄鋼業の鋼造を簡略に示すと図 1- 1のように

なるo鉄鋼大手独占体の支配とは，大手一貫メーカーたる五大独占体が，準大手と言われる一貫メ

ーカーである日新製鋼すらをも含む大多数の鉄鋼企業に対して，資本の面でも人的側面・技術的側

面においても何らかの結合をもち影署力を行使し，独占体を頂点とするグループを形成しているこ

とである。

新日鉄の巨大さを問題とする場合，他の鉄鋼独占とのシェア関係だけでなく，新日鉄の支配下

の全企業を含めて問題にしなければならない。このことは，例えば新日鉄合併直前の69年の粗鋼シ

ェアが新日鉄一社では 35.4％であっても，傘下の系列企業を含めると，約50％に達していることか

らも明らかであろう。

このような鉄鋼独占体の支配力を持株状況から把えてみたのが，表 1-1である。

新日鉄をはじめとする 5大鉄鋼独占体が，その巨額の資本金からいって全産業の中でも頂点に

たつ巨大資本であることは明白であるがそれとは別に持株状況の面からみても，多数の関係会社と

自己の資本金額の半分近くの関係会社の株を所有していることがわかる。

このことを，新日鉄についてみると，銀行や大口需要家への投資を除いて， 「200社弱の総売

上高は約 1兆 4,000億円，資本金合計約 2,000億円，従業員数14万人になるという。新日鉄本社の

資本金は 2,293億円，従業員数は 8万人弱だから，ほぼ『もう一つの新日鉄』をかかえている」1)

ことになり，総体としての鉄鋼大手独占体の巨大さは当該大手独占体グループ全体の巨大さとして

把えなければならないということが明らかになろう。

このような鉄鋼大手独占体への資本集中を意味する系列企業支配の強化とともに，鉄鋼製品生

産面での大手独占体への集中が55年以後急速に進展してきたことも見逃せない。

表 1- 2は，鋼材品種別に鉄鋼独占の生産集中度の推移についてみたものである。

ここに掲げた26品種についてみると， 「厚板」 「薄板」をはじめ14品種以上で大手 5社が70%

以上の圧倒的な生産シェアをもち，大手 5社のシェアが50％未満のものは数百社という小規模業者

がひしめく小形棒鋼をはじめ，小・中・大の形鋼，中-大形捧鋼，軽軌道など 6品種しかない。又

この間のシェアの変動の動きからみると， 5社以外の鉄鋼メーカーがシェアを拡大したのは，小形

棒鋼，普通線材など限られた品種にとどまり，逆に独占体がシェアを拡大したのは亜鉛鉄板，中板
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表 1-1 鉄鋼大手の株式所有状況

国内企業中 決
持株価額

関係会社数
総資産 (Q (Q 

の資本金規 資（本分 金
会社名 算 持株比率別内訳

模による輯立 (1 o. 12現 (B) (Q (B) R 会社数 10% 
(70年） 期 在）

~25% 

年月 百万円 百万円 百万円 ％ ％ 社 社
2 新日本製鉄 70. 9 229,360 1,765,403 104,957 5.9 45.8 1 98 85 

8 川崎製鉄 70. 10 89,250 6 60,319 19,202 2.9 21.5 56 14 

， 住友金属 70. 9 82,976 585,746 31,194 5.3 3 7.6 88 28 

10 日本鋼管 70. 9 76,384 839,223 39,385 4.6 5 1.6 77 25 
: 

11 神戸製鉄所 70. 9 76,154 501,965 19,360 3.9 25.4 72 22 

31 日新製鋼 70. 9 32,400 225,563 9,101 4.0 28.1 32 12 

86 日本製鋼所 70. 9 12,500 106,237 3,135 3.4 25.1 20 5 

上位100社の単純平均 35,428 334,733 19,163 5.7 5 4.1 76 17 

資料出所； 『日本の企業集中』公正阪引委員会事務局網71年8月より作成

注 (1) 「資本金規模による順位」は金融業を除く上位 100社である。

(2) 商社が相対的に関係会社薮が大ぎ、ヽ他，化学・電気などが大きい事が産業別にみた全般的な特徴である。

(3) 資本金規模による順位(70年）の 1位は東京電力である。

~255% 0劣
50% 
一つ・

社 社
83 30 

41 1 

31 29 

29 23 

32 18 

， 11 
6 ， 
31 28 

50％超の小会社の

資本金合計 総資産合計

百万円 百万円

20,611 242,130 

320 11,814 

6,471 128,117 

8,139 79,981 

6,207 138,652 

1,821 30,344 

565 8,380 

5,339 66,081 
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表 1-2 銅材品種別 5社生産集中度の推移（ 195&60, 65, 70年）

新日鉄 鋼 Ill 住 神 5 新日鉄 鋼 Ill 住
品種別 a 座 翡 品種別 八 窟

夕＂ 鉄 金 戸 幡 管 鉄 金

重 軌 条 7 52 2 1.6 96.8 小形棒鋼 5.8 I 5,5 I 0.2 3,9 5.1 

7 4.1 22.2 9 63 4.0 I 5.9 7.5 3.0 3.9 
7 4.9 2 3.8 98.7 3.4 1.5 2.2 3.7 4.4 

97.3 97.3 1.8 0.1 1.7 53 

軽 軌 条 2.21 I 6.7 I 8.9 バーイソコイル

28.0 2 8.0 16.7119.0 12.7 

゜ ゜
I 0.819.5 58 0.3 13.4 

゜ ゜
5 1.2 o.o 6.4 14.0 

鋼 矢 板
I 00 I 100 管 材

I 3.61 
5 6.8 

77.6 11.2 I 0.0 9 8.8 8.9 3 5.9 5 4.5 

6 1.6 28.9 8.6 9 9.1 4.7 28.5 6 4.6 

82.9 9 9.~ 8.1 26.2 1.6 5 7. 7 

大形形鋼 57.5116.4 
1 6.5 9 0.7 普通線材 1 5.1 I 2 00 18.1 

2 2.6 I 7.3 I 9,4 3.5 7.7 7 0.5 25.7 13.3 20.9 

29.0 22.1 12.9 9.5 1,9 3.3 7 8.9 22.1 I SA 0.2 1 4.0 

4 5.9 I 4.0 18.0 1.6 2.4 8 1.9 3 7.5 2.5 11.3 

中形形鋼 9.311 7.9 
1 5.3 2.8 4 5.3 特殊線材 9.3 55 0.5 

1.8 9.8 4.4 2.7 6.3 2.5 2 7.3 13.8 I 5.8 4.5 

2.1 2.0 2.2 1.2 1.0 0.2 9.8 I 5.7 I 5.2 6.4 

2.7 1.3 2.2 0.8 7.0 

小形形鋼 1.71 
厚板鋼板 18.8 I 88 24.1 I 9.0 

2.0 1.0 3.0 19.5 I 7.8 I 6.9 13.1 

OA 0.5 0.9 I 6.0 16.1 16.0 I 5.8 4A 
リムリップ・バー

3 8.6 20.6 1 7.4 1 0.3 
サッツユ・ベー

7.3 7.3 中板鋼板 I 6.91 23.4 4.8 
7.9 

0.9 0.9 1.8 13.1 14.8 I 0.9 14.6 

12.7 14.5 7.7 1 7.3 1 2.0 

大形棒銅 39.5 14.0 5 3.5 31.9 I 4.2 14.9 15.3 

7.J 9.5 31,0 47.6 薄板鋼板

紅l''8.4 24.9 0.2 1.4 0.1 1.4 7.2 I 0.5 1 0.5 1 6.7 I 2.3 I 3.8 

2.2 9.7 4.8 9.526.2 2 1.2 2 3.2 1.2 11.2 7.5 

中形棒銅 9.11 I 6.2 
11.6 2.3 4.7 5.44 9.3 4.6 15.9 I 3,4 I 5.4 

4.3 6.3 15.9 1.0 3.9 I 0.6 4 2.0 電気鋼板

46 70::,0 ： | 4 0.0 0.3 4.7 2.3 3.3 5A 8.7 2 4.7 3 2,9 

5.2 2.2 5,2 5.7 11.6 299 1 0.4 

汽料出所；『現代日本産業発達史ー鉄鋼』現代日本産莱史研究会P582および『鉄鋼年鑑』71年版から作成

注（1) 各制の最上段は55年，＇二段目が 60年，三段目が65年，最下段が70年の数字である0 (70年は新日鉄としての数字である）

(2) 小形棒銅の55年にはバーインコイルが含まれている。

(3) 普涌銅管では合併した富士三機銅管を含むと7~は 7o.s％になる。

(4) 70年以前は旧宮士・八幡の数字である。

（単位：％）

神 5 新日鉄 鉛 Ill 住 神 6 

翡 品樋別 八 富 背戸 幡 士 管 鉄 金 戸

3.1 4 3,6 5 9.3 5 9.3 

6.7 31.0 広幅帯銅 7 1.8 26.2 9 8.1 

8,5 23.6 66.0 29.2 6.6 I 7.1 9 8.9 

5.214.1 3 0.1 2 6.1 12.1 19.2 I 0.0 9 7.6 

゜
4 8,8 1 8A I 6.7 I 0.4 9 4.3 

I 2.6 61.9 帯 鋼
12  0.0 

I 8.6 I 0.1 13.6 6 2.6 

15.2 65.0 20.9 16.2 11.9 22.1 7 1.2 

8.9 8 0.5 0 8.9 I 9.1 7.2 2 8.7 64.0 

100 I 0.7 19,7 4.5 4 5.5 —•8 0.4 

0.9 100 外 輪

―|― 
100 100 

2.1 100 100 100 

6A 100 100 IO 0 

2 5.7 7 4.1 100 100 

I 6.9 7 6.8 冷延広幅帯鋼 66.91 254 92.4 

1 7.9 7 2.3 so.517.2 0.6 2.1 7 0.4 

I 6.2 6 7.5 2 9.1 19.3 I 0.3 I 1.0 5.3 7 4.7 

5 5.0 7 0.5 4 3.5 I 6.6 12.7 6.4 7 9.2 

40.0 7 4.1 冷延鋼板 4 4.413 3.6 2.3 8 0.1 

4 0.0 7 4,2 25.1 1 6.1 4.1 1 6.3 61.6 

1 7.7 14.4 9.5 1 6.0 5.3 6.5 6 9.4 

8 0.6 3 1.8 I 6.8 I 6.8 5.5 - 78,1 

6.9 7 4.3 プ リ キ
5 2.5| 

5 2.5 

50 7 3.2 4 7.7 11.6 5 9.2 

5.5 9 2.4 4 2.9 I 9.8 9.8 0.8 7 3,4 

5 3.1 5 2.1 98 7.9 698 

3.0 5 8.0 亜鉛鉄板 9.41 3.5 
2.2 9.s 24.6 

2.6 6 6.8 1 3.7 5.5 I.I 7.7 28.1 

0.0 7 6.3 13.0 6.3 2.5 7.6 2.9 3 2.3 

4 5.9 3 5.1 6.5 58 4,8 5 2.2 

I 0.2 63,6 普遥鋼管

I 
3 4.4 2.8 2 8.2 6 5.4 

7 4.3 24.0 5.0 2 3.6 0.2 5 2.7 

8 5.3 2 2,6 84 24.1 0.4 556 

100 I 2.3 22.0 6.8 2 0.4 1.0 6 2.5 

8 0.5 
環芳腎隈）

(8.0) (7 0.5） 

8 7.5 I 



薄板，冷延鋼板などで，かって中小メーカーが比較的大きなシェアを確保していた分野にも大手独

占体が進出していることを示している。

このような生産集中は，先の資本の集中度と合わせて考えると，鉄鋼「合理化」の過程で大手

独占体が資本•生産のあらゆる面でシェアを高めてきたのに対し，その他の鉄鋼メーカーは自己の

生産基盤を狭ばめられ，設備拡充に立遅れたため，競争から脱落し，自主性を喪失して大手独占体

の支配下にますます組入れざるを得なかったことを物語っている。それは又，現時点における鉄鋼

業の企業系列化の進行が，まさに日本鉄鋼業の「第 1次合理化計画」 C1951-55年）の時期に

展開したという周知の事実 l)からも明らかなように，戦後の重化学下業化としての基軸をなす鉄鋼

業が，すでに「1950-51年の朝鮮戦争の時期に金属＝機械工業のうち最大の増加率を示し」2) 鉄鋼

一貫製鉄所（高炉メーカー）の地位が確定しそれを頂点とする日本鉄鋼業のピラミッド型の構造が

戦前型とは全く異った形態で楷築される過程において鉄鋼一貫製鉄所以外の鉄鋼各社の主要な存立

基盤を「系列化」＝強力な支配関係として存続させうる強大な鉄鋼大手独占体の形成に特徴づけら

れていることからも明らかである。鉄鋼大手独占体＝鉄鋼一貫メーカーが，三井，三菱等の企業集

団に匹敵する企業集団の頂点として確立するその資本蓄穣のうちに「系列化」の特質＝強力な支配

関係の成立をとらえなければならないのである。具体的に本稿の対象たる新日鉄のうちに堀り下げ

て展開することにしよう。

第 2節 新日鉄における系列支配の特徴

新日鉄が巨大独占体として，資本的．入的結合を通し七支配を賞徹ずぢ，いわゆる系列企業は

指標のとり方如何によって若干のくい違いが生ずるが，金融業などへの投資的性格なものを除いて

少なくとも 200企業位をあげることができる。公正取引委員会の資料によっても，株式所有10％以

上が 198社， 50％以上が30社にのぼるが全態様を示す資料は今のところ公開されていない。

しかも，これらの企業はいわゆる中小メーカーに滞まらず，新日鉄が自らから育成した日新製

鋼のように1970年度現在，日本の巨大企業の31位にラソクされる巨大企業をはじめ一般には大企業

にラソクされる資本金10偲円以上の企業がざっとみても60以上も含まれているのである。勿論；新

日鉄が直接的に資本的，人的結合をもつ企業には資本金 1,000万円以下の中小メーカーも存在してい

る。ところで，上記のような資本金10億円以上の系列会社のほとんどが，さらに少なくて数社多い場合

には30社位の子会社・系列会社をもっており，そこにはまさに巨大としか表現しようがない新日鉄

企業集団の重層的ヒ゜ラミッド型支配樅造の存在を認めざるを得ないのである。

一般に言われる新日鉄系列会社の資本的・人的結合状態を明確にすることは容易ではないが，

いくつかの発表されている資料をもとに不充分ながらもその内実に接近するために一覧にしたもの

が表 1- 3である。この表は海外を含む 185企業についてみたものであるが，製鉄所楠内での作業

を請負う「生産関連」（第一部で展開された社外企業がこれにあたる）については，実際の企業数

よりかなり少ない。

周知のように，鉄鋼巨大独占体は第一次合理計画以後，平電炉メーカーからさらに鉄鋼 2次，

3次加工メーカー，特殊鋼メーカー，合金鉄，エネルギーなどのメーカー，鉄鋼問屋・商社，更に

は化学工業，近時には不動産，海洋工事など広汎な産業部問にその支配を拡大し，鉄鋼製品の末端

加工，その利用産業，製鉄t程から生ずる化学製品と，いうならば毛細血管の末端まで収益を吸い

上げる態勢を確立してきた。
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表 1-3 新日鉄の系列メーカーと系列関係 (1970年～ 7碑三の期間中‘ ◎..・社長又ほ会長のポスト

番号 業種 会 社 名
資本金 新日鉄の株

派逍役員
事 業 内 容

（百万円） 式併有率

高炉•平電炉

1 
＂ 日 新 製 鋼 32,400 1 3.1 ◎ 冷延鋼板・ステ｀ノレス・亜鉛鉄板

t 

2 
＂ 

右山 手 製 鉄 160 2 0.2 

゜
鋳物用銑鉄・銑鉄鋳物

3 II 大 阪 製 鋼 2,163 3.5 ◎ 各種形鋼・棒鋼

4 
＂ 大 和 製 鋼 1,50 0 4 4.9 。 厚板・条鋼・溶接H形鋼

5 
＂ 大 鉄 工 業 750 4 2.2 ◎ 形鋼・鉄矢板

6 
＂ 大谷重工業

690 22.9 。 棒・形鋼・＂ロール

7 
＂ 日本砂鉄鋼業 1,600 I 0.8 ◎ 棒・形鋼・軽レール

8 
＂ 

卜 ピー工業 4,150 1 1.2 ◎ 車輪と部品・棒・形鋼
， 
＂ 東 海 鋼 莱 2,000 1 0.0 。 棒・溝形・中厚板

1 0 
＂ 西 製 鋼 200 2 5.0 

゜
小形棒鋼
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11 
＂ 富 士 工 業 50 2 0.0 

゜
小形棒鋼・ (H形鋼等の委託加工）

12 
＂ 北 海 鋼 業 40 25.0 ◎ 小形棒鋼•平鋼

1 3 
＂ 

関 西 製 鋼 4 8 0 2.1 平鋼・角・山形鋼

14 
＂ 

中 部 鋼 板 1,230 。 厚中板・鋼塊

15 
＂ 王 子 製 鉄 345 7.2 平鋼・丸棒・角鋼

線材加工

1 6 
＂ 
日鉄溶接工業 2,200 6 8.2 ◎ 溶接材料・溶接機器

'1 7 
＂ 

日鉄ロープ工業
I 

800 4 8.1 ？ 鋼索・鋼撚線・硬鋼線
18 
＂ 

日 亜 鋼 業 500 4 0.0 

゜
亜鉛鉄板・鉄線 ． 

19 
＂ 鈴木金属工業 1,200 2 0.0 。 ピアノ線 •PC線

20 
＂ 日 鉄 鋼 機 50 1 0 o.o 。 鉄線・針金・軽巌形鋼

21 
＂ 

中 尽． 製 線 120 8 0.0 ◎ 鉄線・釘・針金

22 
＂ 

日本ペラレルワイヤー 400 5 0.0 。 ペラレルワイヤー

23 
＂ 
北日本電極製造 13 3 8.5 

゜
溶接棒・製罐加工

24 
＂ 新 潟 鋼 機 50 1 0.0 涵・鉄線・金網

25 
＂ 

昭 和 製 鋼 200 4 4.3 

゜
鋼索・鉄鋼線・亜鉛引鉄線

26 
＂ 
日鉄鋼線鋼業 5 00 4 9.3 ◎ 鋼索・鋼撚線・硬鋼線



， 

27 
＂ 本 州 製 鋼 60 20.0 。 疇・瞬

28 
＂ 東 尽． 製 鋼 3,554 3.3 疇・疇・醐鋼

特殊鋼

29 
＂ 特 殊 製 鋼 9 7 2.8 4 6.6 ◎ 特殊鋼鋼材

30 
＂ 東海特殊鋼

500 5 0.0 。 特殊鋼鋼塊

31 II 日 本鋳蝦鋼 7,200 4 0.0 ？ 鋳鍛鋼品
32 
＂ 山陽特殊製鋼 4,3 6 9.7 2 3.3 ◎ 特殊鋼鋼材・鋼線・ペイプ

33 
＂ 日 本特殊鋼 2,100 1 8.2 ◎ 特殊鋼鋼材・鍛造品

34 II 大 同 製 鋼 12,5 0 0 11.5 ◎ 特殊鋼鋼材・鋳鍛鋼品

35 
＂ 愛 知 製 鋼 4,712.4 13.6 特殊鋼鋼材・鍛鋸品

36 
＂ 日 本 金 属 3,000 13.8 。 ステンレス帯鋼・磨特殊帯鋼

37 
＂ 高 砂 鉄 工 1,504 19.3 

゜ ＂ 
38 II 東 北特殊鋼 302 9.8 

゜
各種高級特殊鋼

39 
＂ 日本治金工業 4,860 2.4 。 各種ステソレス鋼・フエロニッケル

ー19_

40 
＂ 菱 製 鋼 7,200 1.6 鍛鋼品・鋳鋼品・ロール

41 II 日 本 電 工 3,300 8.3 ◎ フ＝ロアロイ・金属 素・工業薬品

建 材

42 
＂ 日鉄ボルテ｀ノ 300 10 0.0 ◎ ボルトナット

43 
＂ 日 本 鉄 描 450 3 3.3 ◎ 鉄骨稲梁・建築土木

44 
＂ 三協特殊鋼ねじ製業 860 2.0 。 岱張ポルト•特殊ポルト

45 
＂ 八 尾 精 鋼 100 3 o.o 。 磨棒鋼・冷間tE造用線材等

46 
＂ 松菱金属工業 300 2 0.0 ？ 呻鋼及びヘッダー用線材

47 
＂ 宮 崎 精 鋼 500 7.8 0 磨棒鋼及びヘッダー用線材

48 
＂ 日本林業土木 20 4 0.0 。 饂土木用材料・機械装骰

49 
＂ 啓 東 産 莱 240 3.3 シートパイル• H • I形鋼

50 
＂ 丸藤ツートパイル 5 20 4.7 鉄矢板等鋼製仮設材

51 
＂ 白 111 産 業 140 1 0.0 。 スタソフレームZ・Hの一次・ニ次加工・各種コソペアークレーソ

52 
＂ 東 亜 鉄 構 300 2 0.0 0 鉄骨組:{r./J11工

53 
＂ 日 本 工 務 56 9 5.8 ◎ 鉄廿・橋梁・鉄構物

54 
＂ 東 洋 鉄 描 4 0 0 1 2.5 。 鉄鋼描造物鋼材加工
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116 
＂ 中 部 鋼 管 40 12.5 鋼管

117 
＂ 淡 路 産 業 100 2 5.0 

゜
可鍛鋳鉄・普通鋳鉄

118 
＂ 君津鋼管鍍金 270 7.4 。綱管メッキ加工

119 
＂ 多摩鋼管工業 50 40 ◎ 鋼管途装工業

120 
＂ 富士三機鋼管工事 50 40 。配管及び土木工事

121 II ．日東亜鉛鍍金 100 30 。各種亜鉛メッキ加工
122 
＂ 神戸鋳鉄所

1,500 5.3 。鋳哲・産業機械鋳物
ア Iレ ミ

123 
＂ 日鉄カーテ｀ノホール 4,000 3 5.7 。住宅用・ビル用サッツ・カーテソホール

124 II スカイアルミニウム 12,000 2 7.3 。アルミの延加工
125 
＂ アルマー工業 50 4 o.o 。アルミニューム溶融鋳金

化 学

126 
＂ 新日製鉄化学工業 6,000 10 0.0 ◎ コークス・｛ほ兒品

127 II 製鉄化学工業 2,500 34.4 

゜
化学肥料・有機｛悶喰駐t
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128 II 日鉄化学工業 736 2 7.1 ◎ ビッチ・コークス

129 
＂ 日本触媒化学工業 5,868 1 8.1 

゜
フクール酸・マレイソ酸

130 
＂ 日 鉄加工機 8 0.8 63.3 ◎ （玲工業関係諧装骰の設計建設

131 II 日本粘土鉱業 100 36 。耐火粘土の採掘加工
132 
＂ 日本バーカライジング 1,931 8.6 0 金属表面処理剤の製造

133 
＂ 宇部化学工業 2,400 12.3 

゜
マグネツヤクリソカー・ドロマイトクリソカー

134 
＂ 鵬 崎 油 化 2,000 1 0.0 。＝チレ‘ノ・プロビレン／

原材料・ニネルギー

135 
＂ 光 和 精 鉱 1,000 4 0.0 

゜
ペレット・硫酸

136 
＂ 日鉄セメソ 卜 1,500 5 5.0 ◎ セメソト

137 II 黒 崎 業 2,400 5 1.1 ◎ 耐火煉瓦

138 
＂ 播磨耐火煉瓦 1,500 4 5.7 ◎ 

＂ 139 

＂ 日 鉄 鋼 業 2,000 3 0.0 石炭・鉄鉱石・石灰石

140 

＂ 大分サソソセソクー 150 5 0.0 。酸素
141 
＂ 室蘭共同酸素 100 5 0.0 0 ＂ 142 

＂ 製鉄オキットソ 300 4 0.0 。
＂ 



143 
＂ 

名古屋サンソセソクー 100 4 0.0 。酸素
144 ＂ 大分共同火力 4,000 5 0.0 。 火力発電 (72• 4営業開始）

145 
＂ 戸畑共同火力 4,000 5 0.0 ◎ ＂ 

146 
＂ 君津共同火力 3,500 5 0.0 ◎ ＂ 

147 II 堺 共同火 力 1,500 4 7.0 ◎ ＂ 
148 
＂ 九 州 石 油 3,000 3 3.7 。石油

149 II 有 明 製 鉄 120 6 2.5 ◎ ペレット

150 
＂ ケミライトエ莱 240 5 2.5 ◎ フ＝ライト原料

l 5 l 
＂ 釜 石 瓦 斬 50 4 9.4 ◎ 都市ガス・液｛切ヨ油ガス

152 ＂ 日本コソクリート工業 2,000 1 3.1 コソクリートボール・ペイル

153 II 日本テトラボット 858 11.3 ◎ テトラボッド・同工事

1 5 4 II 日本ブレスコンクリート 500 5 0.0 ◎ プレスコソクリート工事

155 
＂ 広畑鉱滓加工 48 2 5.0 ◎ 鉱滓バラス

生産関連

ー23ー

156 ＂ 広 畑 海 運 410 10 0.0 ◎ 内航海運・港湾運送

157 ＂ 日 鉄 運 楡 500 5 8.4 ◎ 海上運送・港湾運送

158 II 製 鉄 運 翰 2,000 3 0.0 ◎ 海上運送・港湾運送・自動車運送

159 ＂ 日鉄電設工莱 200 100.0 ◎ 電気関係工事

160 II 太 乎 工 莱 2,700 4 3.5 。 土木建築・常例工事

161 ＂ 大分スチール 1,000 21.0 ◎ 鋼材の切断・加工 (71•11営業開始）

162 ＂ 不 動 建 設 4,259 1 7.3 。建 ． 
163 ＂ 友 和 産 莱 50 ~ 7.6 ◎ 梱包作業

l 6 4 ＂ 大和＾ウス工業 11,4 1 9 7.1 。鉄骨構造建築・プレハプ
165 ＂ 日本ホームズ 340 1 7.6 住宅の設計・建築

1 6 6 II 新 和 海 運 5,400 1 5.0 海運業

167 ＂ 協 同 商 船 4 4.1 11.3 内航海選

168 II 高業鉄鋼埠頭 300 2 o.o 。港湾事業
169 ＂ 鉄 原 432 3 0.2 

゜
製鉄原料

170 II 産 業 振 典 245 12.2 0 作業請負・鉄鋼介庫

171 ” 第 1 鉄 鋼 50 ◎ 作業請負・鋼材切断

172 その 他 日 鉄不動産 500 1 0 0.0 ◎ 不動産業
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----------------173 II 日 鉄 企 莱 25 0 10 o.o ◎ I 
174 
＂ 日 本 鉄 板 1 80 6 6.7 

゜1 7 5 
＂ 日 鉄 化工機 8 0.8 6 3.3 ◎ 

1 7 6 II 新 日 本工機 1,000 4 o.o 0 
177 
＂ 日鉄海洋工事 3,150 3 3.3 ◎ 

178 
＂ 

八幡製鉄ビルデイング 480 9 1.7 ◎ 

179 II 津 田 鋼 材 500 2 7.5 

180 
＂ 

大 阪 鋼 材 1,250 3 5.2 ◎ 

181 
＂ 大 丸 産 業 1,000 30.2 

182 

＂ 
光 明 ‘商／事 270 1 6.7 

183 
＂ 大 和 団 地 2,420 8.3 。 ． 

184 
日本モールド＝ソジ

20 5 0.0 ◎ ＂ ア リ グ二 ン'
185 
＂ 大 平 起 業 2 100.0 ◎ 

海 外

186 
＂ 
日本ウジミナス 13,966 1 7.8 。伯ウに対する技術協カ・設備供給

187 
＂ 

マラヤヤ＾夕製鉄 4,060 2 0.8 

゜
製鉄業

188 
＂ 

スーダニーズスチール 279 2 0.1 。 亜鉛鉄板

189 
＂ 

フ ミ ラ 333 2 8.0 

゜ ＂ 資料出所；『週刊東洋経済』臨時増刊 70.11. 24および『日本の企架集団』企業研究会綱毎日新聞社， 72.12, 「企業大山脈」企業史研究会編『流動』 75年 8月号

その他，鉄鋼年鑑等も参考にして作成

注(1) ◎印は社長が新日鉄出向者の企業である

(2) 〇印は役員（社長を除く）が新日鉄の派遣役員数である。ーは調査時点では認められなかった企業である。

(3) 資本金持株数，役員関係は70年～72年の間で各企業によって調査時点は異っている

（附記） 表としては不完全な側面もあるが，現在新日鉄の系列会社の全貌が公表されていないのであえて掲載して今後の研究の参考とした。



従って新日鉄についても71年 6月に設立された資本金31億5千万円の「日鉄海淫工事」のよう

な鉄鋼産業以外の企業は除外して鉄鋼製品の新規需要の拡大と新分野の開拓の性格をもつ子会社的

企業など，、鉄鋼製品およびその二次三次加工をおこなう生産企業について系列化の特徴を考察して

みよう。

表 1~ 3 に掲げた企業のうち上述の範疇に入るものとして「高炉•平電炉」メーカー・「線材

加工メーカー」・「鋼板加工メーカー」 ・「建材」生産メーカー「特殊鋼」メーカーをあげること

ができるが，それらのメーカーだけでも124を数え，全体の67％になる。つまり新日鉄の系列下企

業のうちの 3分の 2が鉄鋼製品生産の中で相互に補完しながら市場を形成しているわけである。

これらの新日鉄の系列鉄鋼メーカーの内容を表 1-4によってみてみると，業種別では蒋板・

厚板などの二次・三次加工（鋼管も含む）がもっとも多く 69企業と全体の過半数を占め，次いで高

炉•平電炉メーカーが15企業，特殊鋼，線材加工，建材などのメーカーは13企業と同数である。し

かし，これを業界全体の中でみると，特殊鋼の専業メーカーは約44社といわれるので，新日鉄系列

特殊鋼メーカーは全体の 3分の 1強を占めている。同じことは，例えば平電炉メーカーのうち平炉

の場合には，業界 4社のうち 2社は新日鉄系列メーカーというように，たとえ企業数は少なくても

業界の中では新日鉄系列企業は大きな比重を占めている。

表 1-4 新日鉄系列鉄銅メーカーの資金規模・業種別分布

哀
1,000万未満

1,000万以上～ 5.00 0万以上～ 3厖以上 ～ 
10捻以上 合計

S.000未満 3低未満 10億未満 莱種別

50％満I50% |̀ 50% 50%m I 50% 5 oro~ I SO% |̀ 50% 50%~1 50% 百分

未 以上 未 以上 未 以上 未 以上 未 以上 未 以上 比

i!li 炉 I 3 4 7 15 

゜平電炉 ゜
．』 , ．．」 ． ヽ 12,7% 

6.7o/o 20% 2 6.7o/o 4 6.6% 10.0 o/o 

2 I 10 12 1 
特殊鋼

゜
．． ．』 ．・ I 0.6o/o 

゜ ゜
2 3.lo/o 76.9% 10 Oo/o 

1 3 2 3 I 2 I ， 4 
線材加工

゜
.． ．』 ．． ．． ． 10．畷
7,7o/o 3 8.5% 30.8％ 23.0% I OOo/<, 

8 26 5 15 4 7 4 56 13 
銅板加工

゜
．→』 ． ヽ • ▲ 

．』 5 6.lo/o 
11.6% 4 4,9% 27.5% 16.0% I 00%, 

11 3 1 7 I 

゜ ゜
11 2 

建 材

゜
． ．』 ． 

―-. 一』 10．続
1.1%, 3 0.8% 6 1.5% 0 % 100% 

11 

゜
35 8 31 7 26 5 103 20 

ムロ 計

゜
ヽ ． ． ヽ 』

I 0啜
8,9% 35.0% 3 0.9o/o 25.2% IO Oo/o 

賓料出所；1ltr出表 1-2と同じ

また，資本金規模別にみると， 10億円以上の資本金規模をもっ，鉄鋼業のなかでのいわば大規

模企業に属するものが全体の 4分の 1強あり，逆に，資本金規模では鉄鋼業では小規模に属するも

のは 8.9％と少なく，系列化が 3億円以上の資本金規模をもつ業界中上位内のグループに占める割合

の高いことが分る。いずれにせよ，鋼板加下によくあらわれているように，小規模企業から大規模

企業まで広汎な企業群を有するところに大量生産する鋼板等から釘，金網などの多種小量的鉄鋼製

品の生産を行う分野まで，鉄鋼製品市場の隅々にまで支配する体制が形成されてきていることが指

摘できよう。

このような巨大グループを形成するにいたった新日鉄の合併成立は，盪だけではなくより一層

の利潤を確保するためグループ内の系列企業の再編成がたゞちに重要課題となった。旧富士，八幡
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の各生産部門に拡がるそれぞれ同一の品種を生産する企業の整理，統合による再絹成である。こう

した再編成は，特殊鋼•平電炉等の分野でその推進を急がれたが，当初ば容接棒部門の合併がおこなわれ

るなど全体的にみれば部分的にしか実現しなかった。しかし他方では経営不振にあえぐ，系列各社

に対して「救済」という形で，新日鉄から社長以下の役員を多数送りこんだり，筆頭株主になるな

ど系列各社の「再建」を名目に実質的に子会社として完全に支配権を確立するなどが進行した。 64

年以後の日特鋼の会社更生，山陽特殊鋼の「再建」，特殊製鋼への援助などがその事例となろう。

こうして 76年に入ってから，懸案だった特殊鋼分野では，系列下の大同製鋼・日本特殊鋼，特殊製

鋼の三社の合併が 3月に調印され，普通鋼平電炉でも大谷重工業，大阪製鋼， 日本砂鉄鋼業，東海

鋼業の四社の合併交渉や，共販会社日本棒鋼（株）に属する西製鋼の大阪製鋼への吸収するなど本

格的な再絹成が進行しつつある。

このような再編成は急激な工場のスクラップ化，労働者の大撒解雇を内容とするもので，大谷

重工業，東海鋼業， 日本砂鉄鋼など工湯の一部閉鎖・休業などがあいつぎ，半数近い労働者の希望

退職の募集という方式で人員整理を強行した。

特殊鋼でも合併によるエ湯労働者の大撮解雇がす上み， 76年 3月 5日付の「朝日新聞」朝刊の

特殊製鋼の大量解雇者のその後の就業の困難な実態など，社会問題として深刻な問題を顕在化させ

ている。

鉄鋼独占体の「合理化」再編成が，実はこうした系列企業の犠牲，その労働者の犠牲のもとに

着々と進行しつ上あるといえよう。

＜荘＞

1) 『週刊東洋経済』］ 1月24日号， No.3568. 1970年11月24日， P78 

2) 「日本資本主義における戦後重化学工業段階 (1965-70)」鍋島力也『土也制度史学』 60号．’’73.7.P4 

3) 「企業系列化」の進行の展開点になった「鉄鋼第一次合理化計画」期 (51-55)の様相は次の通りで

ある。

戦後の重化学工業の基軸と位置づけられた鉄鋼業は，政府の財政投融資が大手高炉一貫メーカーに傾

斜されるなど当時のアメリカの意図のもとの国家施策によって鉄鋼独占としての地位を朝鮮戦争時期には

やくも確立し，他の中小鉄鋼メーカーに対して決定的な優位にたつ。高炉以外の鉄鋼メーカーは「原材料」

面での大手高炉メーカーヘの依存を強めざるをえなくなる一方，大手高炉メーカーの圧伊郎な生産カ・競

争力のもとで経営面での危機的な状態におかれるうちにスクラップアンドビルドとして他方では，労働者

の首切り「合理化」として進行した。新日鉄の前身の富士・八幡製鉄の場合次のようであった。

先に述べたように，鉄鋼独占体の「合理化」計画の推進により，平炉・単圧メーカーなど大手独占体

以外の鉄鋼メーカーに対して企業淘汰を含む再絹成・「合理化」を強いてきたが，なかでも今日の新日鉄

を形成している旧八幡・富士両製鉄がその中心的な役割を担ってきて，それぞれ自社の競争力を拡大し，

資本蓄被ー「合理化」を推進するため，その他の鉄鋼メーカーの支配・選別淘汰をシビアーにおしすす

めた。

新日鉄系列鉄鋼メーカーのなかには，戦後の合理化計画以前，つまり系列化が本格化する以前にも系

列企業としての特質をそなえた企業がいくつかあるが，その一つのクイプは大鉄工業（大正4年創立，資

本 7億 5千万円）のように，戦前， 日本製鉄に合併され，戦後， 1949年の日本製鉄の分割により，分離さ

れ資本・人的側面，原材料 (1::.万／ットなど）・技術面でも系列会社としての性格をもつもの，あるいは東

海鋼業（大正 5 年創立，資本金2嘩〖円）のように，当時の民間製鉄事業奨励の国策に基き八幡製鉄所の鋼

塊・鋼片の供給による，鋼板・条鋼・軽軌条の生産というようにいわば加工部門として位置付けられ，現

在もスラプおよび亜鉛鉄板の供給をうけ，鋼板，カラー鋼板の製造を行うなど戦前・戦後を遥して衛星的

系列企業もある。
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しかし， 1951年もはじまった第一次合理化計画の進行は， 52年の「関東製鋼に対する富士製鉄の乗

り込み」l)に端的に示される如く，大手一貫メーカーの圧倒的優位と不況を背景に，鉄鋼中小メーカーの

企業整備・再絹を行いつゞ支配下に組みいれてきたが，なかでも旧富士製鉄が強大な支配圏を確立したと

いわれる。旧八幡•富士両社が第一次合理化の時期に系列化した主な企架および原材料の供給関係は次の

通りである。

八幡製鉄

＜スラプないしホットコイルの供給＞

0 日亜製鋼 0日本鉄板 0淀川製鋼所 0東洋鋼板

＜スラプの供給＞

0徳山鉄板 0東海鋼業 0日本鋼業 0中津鋼板

＜ビVットの供給＞

0中之島製鋼

＜管材の供給＞

0日特管

富士製鉄

＜ピVットの供給＞

0国光製鋼 0大鉄工業 0大同製鋼

＜ホットコイルの供給＞

0大同鋼板

＜帯鋼の供給＞

0三機工業 0東北鋼管 0岩崎鋼管

＜特殊鋼ビ Vットの供給＞

0東北特殊鋼。関東製鋼

＜冷延鋼板の供給＞

0大阪製鋼

その他，この時期に富士鉄の系列下に入った企業として，東都製鋼，大和製鋼，東京製鋼，関西

製鋼，山陽製鋼などがあげられている。

前掲『鉄鋼労働運動史』 Pl52~153から作成。
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第 2章 系列化の進展とその特徴

第 1節 北海道における鉄鋼生産構造

この研究報告で対象とする鉄鋼メーカーは，北海道に主要工場を立地し I)' しかも第 1部で分

析した新日本製鉄室蘭製鉄所と原料供給，委託加工などの関係をもつ，いわゆる新日鉄系列と呼ば

れる鉄鋼中小企業を主要な対象としているり。

従って，調査対象企業を包括する道内鉄鋼業のなかでのこれらの企業の位置付けを一応与えて

おく必要がある。

道内鉄鋼業の描造については， 66年に北海道総合経済研究所が発表した「北海道における鋼材

の需要構造と工業化」のなかで詳細に分析されており，その基本楷造は現段階でもごく部分的なと

ころを除いてさしたる変化はない3)が，その後も新規立地，既存設備の更新，拡張が進展している。

そこでの基本構造の特徴を要約すると次のようなことになろう。

表 2-1 北海道の主要な鉄鋼メーカー一覧表

会社および工場名 所在地 創立年月 資 本金 従業員数 主要生産品目

百萬円 ステンレス製品，銑鉄，半成品
新日本製鉄俄邁ミ蘭製鉄所 室蘭市 明42. 7 23, 000, 000 G 

鋼材（条鋼・線材・帯鋼・鋼阪）

（株）日本製鋼所室闊製作所

札鬱幌市

明40.11 1, 250, 00 0 G 鋳鍛鋼品・厚板・小形棒鋼

日本電工（株）日高工場 昭 16. 1 333, 000 E 合金鉄（フ-コマカbツ・シリ＝マZbシ）

豊平製鋼（株） 昭 12. 25, 000 G 小形鉄棒

北 海 鋼 業 （株） 小樟市 昭 11. 3 40 E 電炉鋼塊・小形鉄捧・鋳造品

宮士工業（株）室闊工場 登別市 昭26. 2 50 E 小形鉄棒

土 田 工 機 （株） 札幌市 昭23. 9 500 E ＂ 
（株）宮坂金属鋼業札幌工場 ＂ 昭36. 8 23. 5 D ＂ 
東 洋 鋼 業 （株） ＂ 昭34. I B ＂ 
北海製缶釧路工場 釧路市 昭36. 4 120, 000 G 缶詰用空缶， 18.l缶

北海製 缶（小樽工場） 小樽市 昭36. 4 120, 000 F ” 
小樽電解工業（株） ＂ 昭35. 3 500 A プリキ．^ ・ノダ

北海鋼機（株）江別工場 江別市 昭36. 2 30, 000 F 
鉄線・丸釘・針金・ツイストバー

鉄線・亜鉛鉄板・溶接金鋼

北 進 製 釘 （株） 室蘭市 昭 26. 5 1, 000 C 鉄線・丸釘

北日本電極製造（株） 札幌市 昭 16.11 13 C 被覆アーク溶接棒

北海道玉造鋼業 札幌市 昭 1, 000 D 軽砒形鋼

北海道丸一鋼管（株）札幌工場 札幌郡 昭 3, 000 C 電維鋼管

尼崎製缶（株）函館工場 函館市 昭35.10 10 B " 
北 都 鉄 網 （株） 札幌市 昭26. 2 1, 000 B 一般金網・蛇籠・溶接金網

加 藤 鉄 網 （株） 小樽市 昭30.12 500 C ＂ ＂ II 鉄製金網

川崎鉄網（株）札幌支店 札幌市 昭22. 7 3, 000 B II II 

北 部金網（株）

牧虐咄市

昭 14, 1 1, 100 D 蛇籠

消水製鋼（株）苫小牧支店 昭49. 5, 000 E 圧延鋼塊

料出所；北海道商工観光部 北海道工場総呟』7¥1:-版により作訊資

注；従業員数は次のように区分した。
A: 10~19人 B:2o~29人 C:30~49人 D:5D~99人 E:100~299人

F: 300~499人 G: soo人以上
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表 2-2 主な普通鋼材品種別需要と道内メーカー供給率の推移

心又． 7 I 年 72 年 73 年

要
迅内メーカー

自給率 需 要
函メーカー

自給率 褥 要
道内メーカ一

自給料 自給祉 自給拭

9,050 12,819 10. 0 78. 0 20,903 18 
角パイブ

（トン） （千トン） （％） （トソ） （千トン） （％） （トン） （千トソ）

小形搾鋒l288,434 264 91. 5 353,563 297 84. 0 455,978 344 

線 材 51.752 49 93. 9 65,666 55 84. 5 71,780 52 

大形形鋼 61,614 50 so. 5 73,046 43 58. 7 84,377 45 

軽益：形鋼 41,794 33 80. 6 61,490 43 69. 6 83,780 44 

亜鉛メツキ銅板 90,937 42 46. 0 124,612 45 35, 9 144,897 59 

鋼 管 130,055 10 9. 6 170,471 25 14. 6 205,356 28 

H 形 鋼 I07,993 21 19. 8 I 85,383 47 25. 6 257,659 37 

冷延鋼板 25,066 22 87, 0 33,350 3. 4 10. I 21,467 3 

沢料出所；北海迅通商産莱屈編『北海遥産情報』（月刊）中の「il:1fd道の鋼材裔要」各年次から作成
注；ll) 冷延鋼板の74年変の自給量は不明

(2) 自給率の計ヰは只料掲破数字によっている。

表 2-3 鉄鋼業従業員数規模別工場数 (73年3月）

自給率 儒 要

84. 8 13,620 

（％） （トン）

75. 4 349,935 

72. 7 54,427 

52. 9 74,720 

52. 4 42,479 

40. 7 137,008 

17. 6 158,169 

14. 2 155,874 

13. 9 17,117 

区 分 工場数 区 分 工場数

10 ～ 19人 26 100 ～ 299 10 

20 ～ 29 人 11 300 ～ 499 2 

30 ～ 49 人 16 500 人以上 2 

50 ～ 99人 ， 

計 76 

資料出所：北海道商工観光部網『北海道工場総覧』 1974年版から集計作成

7 4 年

道内メーカー
自給率

自給益

9. 8 72. 3 

（千トソ） （劣）

249. 3 71. 2 

45. 8 84. I 

41. 4 55, 4 

24. 4 57. 4 

48. 5 35. 4 

28. 6 23. 2 

6. 5 4. 2 

／ ／ 

表 2-4 鉄鋼業従業員数規模別工場数
(73年3月）

鉄鋼業資本金規模別企業数 (73年 3月）

区 分 工場数 区 分 工場数

10 ~ 49 53 500萬円未満 25 

50 ~ 99 ， 500萬 ～ 1, 000萬未満 7 

100 ~ 299 10 1, 000萬 ～ 5, 000萬未満 24 

300 ~ 499 2 5, 000萬～ 1偉未満 4 

500人以上 2 1億以上 7 

計 76 計 67 

資料出所；表2-3に同じ 資料出所；表 2-3に同じ
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表 2-5 調査対象企業一覧 (1971年現在）

北海鋼機 富士工業 北海鋼業 北日本電極製造 輪西工業 豊平製鋼

資本系列 新 日 鉄 新 日 鉄 新 日 鉄 新 日 鉄 （新日鉄） 川崎製鉄

設立年月 1961年 1942年 1936年 1939年 1945年 1946年

本社所在地 札 幌 市 東 尽・ 都 小 樽 市 札 幌 市 室 蘭 市 札 幌市

資 本 金 3 億 円 1 億 円 4 千萬円 1千3百萬円 1 千萬円 5 億 円

工冠雀碍場
76億円(4呼三） 33 億円 68,000 (t) 1,600 (t) 53億円@6年）

江別市 室蘭，大沢， 小樽，銭函 菊水，発寒 室蘭 発寒，豊平

鷲別，佐野

営 業所 本社の他，東 本社の他札幌 札帳 本社の他，札 本社の他東京

京営業所 事務所 幌，室蘭，旭川 函館，苫小牧

主要製品 亜鉛鉄板，ヵ 丸鋼，山型鋼， 丸鋼，平鋼 溶接棒，溶接 ボールト， 各種棒鋼，梱

ラートタン， 平銅，線材， 機械器具 リペット 梁，水門，鉄

線材製品 直線加工 骨等

従業員数 385人 252人 194人 60人 70人 600人

資料出所；各社の『会社概要』から作成

1) 「北海道の鋼材生産における企業関係をみると，市中くずを原料とした再生圧延メーカー

の再生小形棒鋼と，同様に平炉メーカーの再生小形棒鋼及び厚板そしてプリキを除いた以外の品種

は，富士鉄と富士鉄の資本系列，原材料系列のもとにあるメーカーによって生産されている」り。

2) 「北海道の鋼材の生産構造にあっては電炉メーカーの地位が低く，その低い分だけ高炉

メーカーの生産ウエイトが高い」 5)こととし，とくに品種別の生産ウニイトについて，厚板，棒鋼

を除く全品種が高炉メーカーに完全に集中されていることを指摘し，全国レベルとの係わりで，全

国レベルでは「形鋼・棒鋼類」の生産に電炉メーカーが大きなウニイトを占めているのに対し，道

内では「電炉メーカーは小形棒鋼の生産に止ま」 6)っていて，なおかつその場合も全国レベルから

みて高炉メーカーより生産ウニイトが低いとしている。

3) また， 64年当時，道内の「鋼材の出荷額の『 87.9％が瀧外に移輸出されている』ことと

関連して，広巾帯鋼，線材等によって大宗が占められている北海道の鋼材生産の特徴として，「小

形棒鋼の一部としてその他いくつかの品種の生産を除けばそれらが，…（中略）…海外需要（市場）

をも含めた道外需要（市場）を基礎にしている」7)という特徴があげられている。

以上を要約すれば道内鉄鋼業の生産楷造が基本的には「北海道唯一の高炉メーカーである富士

製鉄室蘭工湯の生産活動そのものが北海道の鋼材生産活動ではないにしても， その大部分をしめ

る」8）ということであり，従ってそれは富士製鉄の企業内分業体制（各製鉄所間の役割分担）と一

致しているということになる。

そこで70年代における北海道鉄鋼業の生産楷造について，以上の基本的特質とかかわるその後

の変化について若干，考察してみよう。

まず，第 1の立地企業の特徴について主要な変化についてだけ述べると，表 2-1にも示され

ているように，•なによりも 70年に富士製鉄が合併により新日本製鉄となったこと，従って室蘭製鉄

所も新日鉄の各製鉄所間分業体制で再絹されることになっていたという点°)だけでなく， 65年以後，
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同製鉄所内にJ1o.4高炉， .J1o.3大型転炉が新設され生産規模拡大の基盤が強化されるとともに，冷延

工場の完成 (65年）， H形鋼圧延設備 (67年），第 2線材工場の完成 (69年），棒鋼設備の操業開

始 (73年）など鋼材生産品種が多角化し量的にも増大したことである。

このことは後で詳述するように単圧メーカーの原料供給関係を変容せざるを得なかったし，他

方では新日鉄系列企業の設備更新を促すことにもなった。

第 2に，電炉メーカーの中に65年以後，新日鉄以外の川崎製鉄に属する豊平製鋼が新たに参入

し，旧富士系列独占という状態が崩れたことがあげられる。

また，単圧メーカーである富士工業の設備能力増大に対応するだけのビレットの供給を新日鉄

室蘭に期待できないところから本州企業との共同出資で清水製鋼という電炉メーカーを新たに苫小

牧市設立したこと。これらのことの結果として，小形棒鋼分野では道内自給率が64年当時の60％台

から70年代には80％台以上に増加するとともに，電炉メ，ーカーの道内鉄鋼生産構造のなかに占める

ウニイトも高まった。その具体的状況は，表2-2, 2-3に示したとおりである。

しかし，道内の小棒需要は本州方面に比べて，年度毎にまた，季節的に変動巾が大きいという

難点がある。そのうえ，北海道と本州の小棒の価格差によっては本州小棒メーカーからの小棒の流

入も増大する半面，北海道メーカーの主たる道外移出地域である東北北部では，八戸鋼業などが新

規設備更新をし生産能力が強化され．メーカー間の競争はきわめて厳しく，結局，不安定な市場条

件のもとでの道内小棒メーカー間の競争関係は一層激化しているのが実情である。

＜注＞
1) いわゆる「地場企業」と呼ばれる企業を対象とした力3富士工業のように本社を東京においてあるも

のも主要工場が道内に立地されて，いわば， ここでは地場企業と考えたo

2) 鉄鋼系列化の特質をより鮮明にするためにここでは65年以後にあらたに川崎製鉄の系列に入った

翌平製鋼（株）も新日鉄系列との対比で記述することとしたo

3) 大住芳夫，佐藤茂行稿「北海道における鋼材の需要構造と工業化〔 I〕『北海道商工経済研究』第4
号，北海道総合経済研究所， 1966年

4)~8) 同上49~56頁

9) この点については第1部の 76頁以下を参照のことo

第 2節 調査企業の概要

新日鉄室蘭製鉄所を中核とするいわゆる系列企業は，今回調査の対象とした鉄鋼中小メーカー

以外にも，新日本製鉄化学1)，日鉄セメントなどの製鉄所の副産物を利用した直系子会社，あるい

は直接構内作業に従事している社外企業の一部（例えば，大平工業，産業振興などの全国業者や第

ー鉄鋼などの地元企業）がある。

ここでは，自家工場における鉄鋼製品の生産を主たる活動9としている，いわゆる地場企業の

範疇に入る新日鉄系列の 5社を主たる対象とした。それとともに66年以後にあらたに川崎製鉄系列

下に参入した豊平製鋼も新日鉄系列との比較という意味で考察の対象として加えた。 （表2- 5) 

表 2-5は，調査対象企業の概要である。このうち通例二次製品加工メーカーに入るのは，北

海鋼機，北日本電極，輪西工業の 3社であり，富士工業，北海鋼業，豊平製鋼の 3社は小形棒鋼メ

ーカーである 3.）。

以下，各企業の概要について紹介する。

イ，北海鋼機株式会社（以下北海鋼機と略称）

-31-



｀ 北海鋼機は 1961年に旧富士鉄系であった北日本鋼機工業と北海鉄板が合併．当初，資
本金 6,000万円で発足した企業で，現在資本金 3億円のうち 50％の株式を新日鉄が所有している。

64年に現在の江別市に工場を移転・統合し，アームコゼソジミア方式による亜鉛鉄板の生産を主

力にカラートクソ，各種線材品（釘，鉄線，メッキ鉄線，カラー鉄線， PC鋼線， 溶接金網な

ど）の生産をおこなう他．自社プランド以外の新日鉄の委託加工もやっているo亜鉛鉄板メーカー

としては道内唯一の企業であり，釘，線材製品でも道内のトップ企業にラソクされている。また，

亜鉛鉄板，カラートクソは，生産盤の約半分を海外に輸出しており， 71年の輸出実績は 4万七千ト

ンであった。現在の従業員数は 385人で本社・営業部のある札幌市に若干名の職員がいる以外は，

管理・工場部門のある江別市に従業員の大半が働いている。

表 2- 6 北海鋼機の沿革

年次 沿 革

1946年1北日本鋼機（札幌）が設立，創立者現社長，富士製鉄より資材を購入し，釘，鉄線等の製造

1949年北海鉄板（室蘭）が設立o富士鉄系の大阪造船等から冷延鋼板を購入し亜鉛鉄板の製造

1961年両者が合併し北海鋼機が設立されるo資本金6000萬円富士製鉄持株分50%0工場統合まてiL幌エ
場，室蘭工場として操業

1963年1委託加工としての軽鯛瞬産開始

1964年第 1次合理化計画一江別市に新工場建設，第 1次工場（連続亜鉛メッキライン）第 2工場（線メッ

キライン）操業開始。

資本金3億円の増資，カラーライソ稼動

1966年1:f虚金属設立
19 68年第 2次合理化計画，第3工場建設， PC鋼ライン稼動

新カラーライソ (2コート 2ペーク）稼動，断熱カラーライソ建設

1969年1カラー鉄線ライ噂動

1970年カラー鉄線， PCライン増設，新製釘機の渫入など設備増強が進行。

資料出所；同社新入社員用教育資料から

ロ，富士工業株式会社（以下富士工業）

富士工業は戦後室蘭製鉄所の外注を行う町工場から同製鉄所の発生品の整理作業を主体とした

作業請負業者になり，ついで発生品を利用した小形棒鋼（再生棒鋼）を生産する伸鉄業に進出し，

さらには設備を更新し小形棒鋼をする単圧メーカーとなり今では道内の小形棒鋼主力企業に成長し

ている。

現在の資本金は 1億円 (74年から）で，そのうち40万株2000万円を新日鉄が所有している。 74

年の売上げ高は約100億円で，そのうちの96％が小形棒鋼，残りが新日鉄室蘭からの委託加工とし

ての坑枠鋼曲成加工をおこない，新日鉄に納める小棒と合わせると，委託加工は，売上げ高の約10

％を占める。現在の主力工場は室蘭市に隣接する登別市鷲別町にある第 2工場である，従業員数は

74年現在293人で，それ以外に15人前後が新日鉄室蘭製鉄所構内でのCT工場で形鋼を切断する作

業に従事している。このような事情から新日鉄室蘭下請協力会の構成企業になっていて，他方労組

も新日鉄関連労組協議会の構成メンバーに加わっている。表では，本社所在地が東京都になってい
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るが，これは同社の話によれば「税金対策的なもの」であり，経営上の機能は道内にある。

表 2-7 富士工業の沿革

年次 沿 革

1942年 4月I株式会社宮士板金製作所として発足。
本社及工場を群馬県館林町に置き中島飛行機製作所の協力工場として操業を開始するo

1945年10月1民需品生産に転換し当時の商工省麟工場として戦災者及引揚者用家庭金物の製造に従事するo

1949年 4月 日本製鉄株式会社輪西製鉄所における薄鋼板圧延開始を機に商工省鉄鋼課の推鷹により同所の

衛星工場として室蘭工場を建設暖房用品建築金物等の製作を開始する。

1951年 2月富士工業株式会社と改称する。

1951年11月富士製鉄室蘭製鉄所より「ビレツト」， 「シートバー」等の発生品の供給を受け，これを素材

とする，伸鉄工場を輪西町に建設する。

1953年 1月旧富士製鉄室蘭製鉄所作業請負業者（認可第2啜：）に指定されるo

1956年 9月宮士製鉄より資本を渫入される。

1958年 9月富士製鉄の坑枠鋼曲げ加工作業を受託。

1959年12月室蘭工場に小型条鋼第二圧延工場を建設。

1963年 6月資本金5,000萬円に増資する。

1965年 5月登別市鷲別町に連続式条錮第一圧延工場を建設o

1968年12月 J IS表示許可工場に指定され棒鋼全生産品目の指定をうける。

1970年12月旧富士製鉄のH形銅加工を受託o

1970年 6月清水鋼鉄と当社との共同出資による清水製鋼株式会社を設立o

1970年 6月佐野市工業団地に鉄鋼加工センクーとしての佐野工場の建設に蒲手。

1972年 資本金 1億円に増資する。

1973年 鷲別地区に二圧延工場移転o工場統合完了。

資料出所；同社工場概要から

ハ，北海鋼業株式会社（以下，北海鋼業）

北海鋼業は道内の地場鉄鋼企業としては古参に属し戦前から小樽市で伸鉄業を営み，また一部

鋳鋼品をする電炉メーカーでもあった。 61年には10屯電気炉を新たに設置し，また，圧延設備も更

新して小形棒鋼を生産する電炉，圧延メーカーとして出発した。この時期に資本金も 4,000万円に

増資し，富士鉄が 1,000万円 (25%），鉄鋼商社である日綿実業が 1,000万円 (2,5%）とそれぞれ

株式を取得し，富士鉄ならびに日綿実業の系列会社となったが経営主体は日綿実業がイ檜ニシアチプ

をもっているo小形棒鋼の他にほ，平鋼の生産設備をもっているが現在は休止している。小棒生産

メーカーとしては73年についてみると年間約 6万 8千トンと富士工業の約半分にすぎず，後発メー

カーである川鉄系列の豊平製鋼よりも生産最が下廻ることになったため， 75年には手狭な小樽市街

地にある現工場から郊外の銭函工業地域にあらたに電炉エ湯を新設するとともに，今後は圧延設備

をもリプレースして月産 1万 3千トソ体制の実現をめざしている。

73年現在の従業員数は182人である。同社も小棒生産の素材である鋼塊（ビレット）の一部を

新日鉄室蘭から購入しているほか生産盤の約10％が新日鉄室蘭からの委託加工となっている。

二，北日本電極製造株式会社（以下，北日本電極）

北日本電極は当初札幌市の国鉄苗穂工場の専属工場として溶接棒の製造を開始し，戦後60年

に設備拡張とともに当時の富士製鉄の系列下に入り，現在道内の溶接棒需要市場に対して約25％の

-33-



表 2-8 北海鋼業の沿革

年次 沿 革

1936年資本金20萬円をもつて創立，初代社長に堀岡長太郎氏が就任o

1938年鋼材剪断工場，伸鉄工場，製鉄工場を増設し鉄鋼2次加工製品を生産する。

1941年 15トン電気炉工場を新設，鉱山機械，産業機械，船舶計器などの鋳鍛鋼製品の生産をはじめる。

1959年堀岡長三郎氏が社長に就任

1961年賓本金を4,000萬円に増資

10トソ電気炉，半自動圧延機をそれぞれ華入し，製鋼圧延一貫体制を確立o

1963年旧富士製鉄 (25%）， 日綿実業 (25%）が資本参加きまる。

1964年金谷厳氏（日綿実業から出向）が社長に就任。

1965年日本工業規格表示工場に指定される。

196 8年建設省特認工場となる。

1969年第3圧延工場可眺平鋼の生産を開始o

1971年藤田勇氏（新日鉄から出向）が社長に就任。

1971年電気炉集塵装饂完成o

1973年銭函地区への移転，工場集中計画開始o

同9月 第一期製鋼工場建設開始 (1975年から課動）

資料出所；同社の『工場概要』から作成。

シニアをもっている。現在の資本金 1,300万円のうち500万円 (10万株，約38%）を新日鉄が所有

するとともに，．溶接棒用心線材を室蘭製鉄所から購入している。従業員数は60人である。

表 2-9 北日本電極製造会社の沿革

年次 沿 革

1939年 3月東亜製作所の名称で国鉄苗穂工業の専属工場として溶接棒の製造に蒲手o

1941年11月北日本鼈極製造株式会社として新発足。

1952年 7月本社及び工場を札幌市菊水東町 1丁目に移転拡張o

1956年 5月同地に月産能力30屯の新工場を建設。

1959年 9月生産能力を月産 60屯に拡張。

1960年12月生産能力を月産 100屯に拡張すると共に富士製鉄（株）より資本参加を得

1962年10月研究設備の充実を図り，研究所を新設

1963年 5月営業品目に溶接機械器具の販売，並に各種溶接製缶加工を加え事業内容を拡大すo

19 65年10月札幌市琴似町発寒1020番地，鉄工団地に工業用地2,000坪，住宅用地 866坪を獲保，発寒工場

を新設すo

1967年 5月生産能力を 130屯に拡張すo

1968年 8月発寒工場を 268坪に増設すo

1969年 4月事業部制を採用

商事部，菊水工場，発寒工場の 3事業部を設置すo札幌営業所，室蘭営業所開設o

19口場を400坪疇設o
1970年 4月旭川営業所開設o

資料出所；同社『経歴書』から作成。
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ホ，輪西工業

戦後，当時の富士製鉄室蘭製鉄所および日本製鋼所室蘭製作所の第一次下請けとして創業し，

現在両工場の専属的下請として製銑，製鋼部問の部品加工ならびにリベット・ボールトの製作をお

こなっている。

資本金は 1,000万円で従業員数は約70人である。

ヘ，豊平製鋼株式会社

川崎製鉄の系列会社である。

現在の主力製品は小形棒鋼であるが，古くから炭鉱用車輛メーカーとして知られているように，

炭車の他産業機械，橋梁．鉄骨組立て，建設元請など営業分野は広い。

本社，工場とも札幌市にあり，資本金は 5億円である。

表 2- 10 豊平製鋼株式会社の沿革

年次 沿 革

1937年 1合名会社野口製錮所を札幌市豊乎1条9丁目に創設，鋳鋼製品の生産を開始すo

1946年 6月株式会社豊平製鋼所として改組し，鋳鋼製缶機械工場を完備する一貫メーカーとして資本金

500萬円を以つて新発足すo

1954年 1月鉱車製造について通商産業大臣より日本工業規格 (JI S)表示を許可さる。

1957年10月豊平製鋼株式会社として発足，現在に至るo

1960年 8月転倒車（ダンプカー）チルド車輪，車軸製造について通商産業大臣より日本工業規格 (JIS) 

表示を許可さるo

1961年 1月I鉱車製造について通商疇大臣より日本工業規格 (JIS)表示を『午可さるo
1961年 5月資本金4,000萬円に増額するo石川島播磨重工業（株）と技術提携し，橋梁鉄骨の生産を開始

するo

1964年 6月札幌市発寒鉄工団地内に製鋼工場を新設する。

1967年 4月川鉄建材工業（株）と技術提携し，テーパースチール，軽最形鋼の委託加工を開始する。

1968年 4月発寒事業所内に圧延工場を新設，棒鋼の生産を開始するo

1969年 3月鉄筋コンクリート用棒鋼について日本工業規格 (JIS)表示を許可さるo

1970年12月発寒事業所に橋梁工場を建設し，橋梁工場を移転する。

1971年 7月発寒事業所に第一鉄骨工場を新設するo

1971年 7月発寒1020番地所在の工場 (4,040吋）を買収し第二鉄骨工場とする。

1971年 8月本社事務所を札幌市豊平区豊平から札幌市西区発寒へ移転する。

1972年 4月資本金を 5億円に増額するo

1973年 9月第一鉄骨工場を増築する。

1974年 4月川崎製鉄（株）の直系子会社となるo

資料出所；同社『経歴書』から作成。

第 3節 系列化の展開とその特徴

先の企業の概要のところでも若干ふれたように，新日鉄系の鉄鋼メーカーといつても，全ての

系列企業が原材料を親会社に依存しているわけではない。それどころか加工メーカーに属さない富

士工業の場合などは，前述したように設備増強による一貫体制が強化された室蘭製鉄所からの中間

成品たるビレツトの供給を受けることが困難になり， ビレットを生産する電炉会社を新たに設立した

ほどである。また，二次加工メーカーと単圧，電炉メーカーとでは同じ新日鉄系列企業といって

も系列化の内容が異なる。
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新日鉄系列企業の一般的特徴についてはすでに一章でふれたので，ここでは調査企業に関する

系列化の具体的な内容について検討を試みることにする l)。

1 調査企業における系列化の展開

A.北海鋼機の事例

北海鋼機の場合，合併そして新会社の設立そのものが，系列再絹成として親会社である新日鉄

の方針のもとに遂行された。

新会社の前身である北日本鋼機（所在地 札幌市）と北海鉄板（所在地 室蘭市）の両社は，

終戦直後から室蘭製鉄所より原材料の支給を受けていた衛星工場的存在であった。そうして両社の

工場は，いずれも釘等の線材製品をつくる二次加工メーカーとして生産内容がオーバラップしてい

た上，工場規模も町工場的で設備面でも旧式化していたo一方，室蘭製鉄所自体は56~60年の第 2

合理化計画， 61年からは長期設備計画（第3次合理化計画）の推進過程で，圧延設備の更新や冷延

工場の新設など生産能力の面でも，鋼材品種の多様化の面でも飛躍的増犬を示していた。しかし，

本州方面の一貫製鉄所に比べると同一地域の系列二次加工メーカーは上記の二社が主力という状況

で極めて弱体であり，おりからの「北海総合開発計画」の進捗による各種鋼材製品の需要の増大に

対応しきれるものではなかった2)。

こうした事情が，系列企業の合併による再編，新会社の設立，そうして新工場の建設による設

備の能力の増強という動きとなって現われたのである。この間のいきさつについて，社内報では次

のように述べられている。

「(2つの会社は）ともに曲折を経ながら漸次，道内の鉄鋼二次製品メーカーとしての地位を.......................... 
築いてきたのですが，昭和35年に至り，双方の親会社である富士製鉄（株） ＝当時＝の斡旋により，

合併の準備が進められ，昭和36年2月1日を期して合併力城立し，新会社北海鋼機（株）が発足しました。．．．． 
合併の目的はいうまでもなく，室蘭製鉄所を共通の原料供給源としていた線材製品，板製品を

それぞれの主要製品とする基盤の脆弱な両社を統合，集約的合理化を進め，道内シニアを確保し，

経営の安定と発展をはかることにありましたo 」3)（傍点は引用者）

こうして新会社を設立したわけだが，そのイニシアチプをとり北海鋼機という名称にしたのは，

当時の富士製鉄社長，永野重雄氏であった。4)合併の最大課題である新工場建設統合も， 「富士製

鉄の御指蒔のもと」 5にすすめられ， 64年，札幌に隣接する江別市に近代化設備を備えた新工場の

設立を見ることになったのである。

こうした系列化の進展のもとで統合による人員整理がはかられるとともに，争議行為の禁止

と賃上げ自粛を内容とする長期にわたる平和協定が締結され，労働者の「合理化」への全面協力と

労賃関係安定化の体制が築かれていった。なお， 71年以降における同社の動きは，表2-6に示し

た。

B. 富士工業の事例

富士工業の場合は，現在の社長であるY氏一族の個人会社であった。室蘭製鉄所からの発生品

を利用する小規模衛星工場であったが，さらに53年から同製鉄所の作業請負業者として構内で下

請作業を行うようになってから富士製鉄との関係はより密接になった。この間の事情を，同社の総

務課長は次のように説明している。

「昭和26年の11月から富士鉄のビレット。ビレットの発生品ですね。そういうものを利用しま．．． 
して，今の圧延工場をつくったわけです。それが今の主力製品である棒鋼のほしりなわけですね。
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（昭和） 28年にですね，富士製鉄の室蘭製鉄所の作業請負という， これは，鋼板の嬌正とかそれか

ら今の太平工業とか吉川工業という協力会社，•ああいう式で仕事を少しさせて貰ったわけですね，

それを機会に系列に入りました。 31年の 9月には富士鉄から20％の資本が入りました。それで富士

製鉄の傍系会社になったということです。専務が入ったのは40年頃です」 6)。

当時，道内では富士製鉄と日本製鋼所を除けば，小形棒鋼メーカーはいわゆる「伸鉄屋」とい

われる小規模生産工場しか存在しなかった。

このため室蘭製鉄所で余力のあったヒ・レットをもち•いた本格的な小棒メーカーの育成は，建築

用鋼材の道内需要の増大という状況も加わって富士鉄自身にもメリットをもたらすものだったので

ある。

こうして，単圧メーカーとして小棒生産では道内でトップクラスの企業に成長した富士工架i

73年の年間10万トソから74年には年間，約20万トソ以上の圧延能力をもつ工場に規模を拡大した。

これにともなって原材料としてのビレットの需要も増大したわけであるが，富士製鉄室蘭製鉄所自

体の一貫体制の進展によるビレット供給抵の頭打ちのため室蘭製鉄所からの供給だけでは間に合わ

なくなり，結局， 70年には東京の清水鋼板と共同で清水製鋼を設立（苫小牧市 資本金5,000万円，

清水鋼鉄70%，富士工業30％出資）し，ここからビレツトの供給をうけることによって原材料面で

の問題を解決した。なお，同社の経営規模拡大の具体的状況は，表2-7に示すとおりである。

o.北海鋼業の事例
北海鋼業はすでに戦前から伸鉄小棒を生産し道内に市販して，道内中小企業としては草分け的

存在とされていた。しかし， 60年当時まではH氏一族による個人会社として運営され，生産規模も

年間5,000トソ弱ときわめて小規模であった。

55年以後の道内の鋼材需要の増大に対応してシニアーの拡大をねらい， 61年に資本金を4,000万

円に増資するとともに，中古品の10トン電気炉と圧延設備を導入し電炉圧延メーカーとして新規参

入したのである。しかし，折からの不況の影響でたちまち経営に行きづまり倒産寸前になった。

「（工場が）でき上った頃には，工場が順調に稼動しない，それから阪売も思うにまかせない

ということで苦境におちいりまして，年末には倒産寸前になりましたo約8,000万円の負債です。そ

れで富士製鉄さんに救いをもとめたわけです」（同社総務課長の話）

こうしてH氏一族による同族経営の色彩の強かった同社は， 64年には4,000万円の資本金のうち

2,000万円を富士製鉄と富士製鉄の鉄鋼問屋でもある商社日綿実業とが折半して (25％ずつ）出資す

ることとし，社長には日綿実業から派遣されたK氏がなって再建にあたり 65年から操業を再開したo

D. 北日本電極の事例

北日本電極の場合，溶接棒用の心線材の室蘭製鉄所から供給されるということから， 60年から

新日本製鉄の資本が渫入される。

すでに北日本電極は戦前から溶接棒の生産を開始したが，本格的な生産を行うためには安定し

た原材料の供給先が必要だった。こうしたことから5碑こ頃から同社の技術員が室蘭製鉄所を訪ね，

同所からの心線材の購入を前提とした原材料，製品全般にわたっての技術指瑯をうけた。こうした

ことが契機になって設備拡張にともなう増資の際， 26％の資本が新日鉄から導入されることになっ

た。

同社自体は他の溶接棒メーカーに比すれば小規模ではあるが，本道唯一の溶接棒メーカーとし

て道内市場に25％のシェアーをもっていること。さらには町工場的であるが故に，小規模な生産設
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備と既婚婦人を主体とした地域のもっとも低廉な労働力を組みあわせた収益性の高い企業形態から

くるメリツトは新日鉄にとつても投資効果は小さくたい。

2 系列化の特徴

同じ系列化でも鉄鋼二次加工メーカーと平電炉メーカーでは親会社との間の関係が異なること

は北海鋼機が新日鉄室蘭で生産される線材，冷延鋼材の二次加工として，いわば一貫メーカーの製

品を直接消痰する関係にあるのに対して，北海鋼業のような電炉メーカーではほとんどそうした関

係にない。後述するようにこうした平電炉メーカーは鉄鋼における独占市場支配との係りでむしろ

補完的な役割をもっている事が指摘出来る。．ここでは二次加ロメーカーである北海鋼機と他の企業

の違いにウニイトをおきっ上系列化の特質について，いくつかの項目毎にその特徴をのべることに

しよう。表2-11ほ，聴取調査で明らかにされた諸特徴を表に整理したものである。

表 2-11 新日鉄と調査企業との系列関係の特徴パ＼． 親●注との系・・・...

人的関係

系列化による合併， 阪売（泣通） 生産謂笠
只本関係 あるいは菜務再紺成 一般出向 原材料閲保技術関係委託加工 関 係出 荷 備 考

役只出向管理験出向 採 用

亜 新日鉄so% 1961年 新日鉄より 子会社の北 新日鉄室閲 新日鉄室閲 亜鉗鉄板 は出部門の

カラートタン 三井物産 旧宮士製鉄の主荘に 常務阪締役 部長 2人 鋼運はへ9日 冷延工湯 ｝ 技術管理 （一部） 成約は全て あり

線材製品 20% よる 2社の合併 1人 宮士製鉄か 線材工場 品只管理） 軽証形綱 新日鉄

釘 日商岩井 生産設備の全i!li更新 技術担当） 牒長 2人 ら1人， より冷延コ 冷廷工場

北涸鑽機 軽碑綱 約 IS% と江別工場集中 取締役2人 （常務） イルおよび 新日鉄グル

etc 北海道拓殖 （菜務部長 線材 ープ内の同

銀行わ85% 相駅役） メツキ班長 菜皿工場へ

拓銀 に富士製鉄 の派逍

菜務取締役 から

笠通ヽJヽ形 1956年 系列（ヒ後，新日鉄室 新日鉄室閲 新日鉄室閲 技術管理部 小形搾鑽つ 新日鉄只材 北涸綱菜工 昭和四年新

異形） 棒鑽 新日鉄20% 聞の各櫨綱材加工 専務瑕締役 特になし 定年退戦者 栗務部成品 工務部 今印計の 課（直阪分） 場と生産謂 日鉄室聞作

山形綱 株式阪得 (H形鑽坑枠鑽な の固用 鰈． 1'l材諜 藍備謀 1訊坑 商社 控について 菜請只菜者

平銅 どの加工） よりビレッ 工作課 綱細目板レ 三菱物産 話し合い 指定，新日
宮士工；；；

板金加工 トの供給 動力課 ール， CT作 三井物西 鉄室聞関連

eIC ヘ技術相談 栗など加工 日商岩井 協加盟

出向依顎 部門は全豆 イリマ9滋菜

委託加工 伊藤忠商事

銅塊 1964年 新日鉄系の鉄鑽商社 日綿央栗よ 新日鉄室聞 新日鉄室閲 新日鉄室聞 新日鉄 宮士正衷エ 金凪

笠通小形 新日鉄25% 日綿央莱の央四的支 り 工湯長 特になし から の
頭 ）小形

日綿央菜 湯とサイズ 日綿央菜の

異形） 捧鋼 日綿実栗 記下 代表取締役 （役R兼任） 鑽月当り 品共t埋課 異形 （小棒閲保 調藍（新日 保証

北海綱菜
平綱 25% 常務取締役 1,000.._ 製鑽工場｝ 棒綱の全生 で北里会結 鉄の指導）

etc 株式取得 （工場長） 1200, 級材工場 産餓のうち 成）

新日鉄より （月生茂豆 ヘ技術相訣 10~J5 % ll!値阪売指
監査役 の20~25％） 研じ （年間）委導

託加工

溶接棒 1960年 溶呻紐能力を倍 新日鉄室閲 溶接棒の研

新日鉄 増o 特になし より溶接捧 究を共阿で

北日本雹極 製缶製品 約38% ？ ？ 用芯線材， すすめる

株式阪得 圧延部第 1

•IC 貌材工場

小形棒綱 1967年に 川鉄系列化にともた 川鉄商事よ 工場長 II!材部門 小搾．生近 Ill綺製鉄， 小形棒綱11 北海道全体 川商による

産菜機械
Ill鉄商軍が い圧廷部門を新殷， り社長 改只兼任） 建築部門 ではIll鉄お Ill鉄テーパ 商社を通す では上の二 久債の代替。
24％の株 小形棒捐が主力製品 取締役3人 企固室長 特になし 産機械部 よび系列企 フレームの 川鉄商事他。 社ととも1：： 麟機械郎

畳乎製絹 橋梁 を取得，72 になるo 太平洋炭絋 (＆Jl.兼任） 門が川鉄H 栗への技術 委託生既 北悔辺棒鋼 内でも川崎

（川鉄系） 年には川鉄 1人 Ill鉄グルー 形綱などの 研i芦 小形棒綱の を形成して 重工受注品

商事切％， 三菱栗 ブ工場から 材料使用 一部 いる。 （地下鉄工

川崎製鉄15 1人 IE延賊場長 市）の下請

％となった などあり。

只料出所：各社只料，聴取調査から作成
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ィ，資本関係について

北海鋼機の場合，新日鉄が50% (1億 5千万円）の株を所有し実質的な支配権を有しているこ

とがうかがえるが，さらに新日鉄の鉄鋼問屋としての役割を有する三井物産が20%，日商岩井が15

％であり，新日鉄の直系小会社といってもさしつかえないであろう。 ． 

富士工業の場合， 56年に新日鉄が20％の出資になってからもその比率は変化なく 72年に 1億円

に増資した際も20％の出資比率は変化がなかったo株主の大半は創業者であるY氏一族が今も占め

ている。

北海鋼業の場合，設備投資の失敗で創業者であるH氏一族が全株高の50％にあたる25％ずつを

それぞれ新日鉄，日綿実業に渡し，経営権を手離した。

北日本電極は溶接棒用芯材の室蘭製鉄所での生産，供給を通して新日鉄から資本参加をうけた。

現在の主な株主構成は新日鉄が38.5o/o (10万株），社長の0氏が20%，となっている。

参考までにつけ加えると川崎製鉄の系列会社となった (72年）豊平製鋼についてみると，表 2

-12のように川鉄系とはいっても当初は川鉄子会社の川鉄商事の資本参加をうけ，ついで72年に増

資の際，川鉄が約15％の出資，川鉄商事自身も50％の出資比率に増加し，名実ともに川鉄グループ

に傘下に入ったo設備投資（電気炉部門）の失敗が系列化の契機となっている。

ロ、人的関係について

北日本電極をのぞく全ての企

業が親会社からの出向をうけてい

る。

北海鋼機の場合，創業者の 1

人にあたる現社長も旧富士製鉄出

身者であり役員の枢要な部分は新

日鉄からの出向者で占められてい

る。7)

又部課長クラスの管理職にも

出向者があるが，一般作業員のレ

ベルでは新日鉄退職者の再雇用と

いうことはほとんどなく， 66年頃線

メッキ係逍独乏tこ些時の富士製鉄から

出向してきた例がある程度である。

北海鋼業の現社長のF氏は日

綿からの出向という形であるが，

新日鉄の釜石製鉄所副所長退職の

のち日綿実業参事になると同時に，

同社参事の身分のまま北海鋼業社

長に就任していて新日鉄幹部退職

表2-12 豊平製鋼の資金楠成 (67年→72年）

67年(23,000萬円） 72年(50,000萬円）

株 主 名

持株数 比率 持株数 比率

千株 ％ 千株 ％ 

JI I 崎 製 鉄 ． 

゜
1, 456 14. 6 

J I l 崎 商 事 1, 100 23. 9 5, 014 50. 1 

住友石炭鉱業（株） 457. 5 10. 0 458 4. 6 

T 氏（元社長） 390 8. 5 

太平洋重鉱 275 6. 0 

三井三池製作所 175 3. 8 121 1. 2 

丸 和 鋼 業 140 3. 0 400 , 4. 0 

三菱鋼業セメソト 137. 5 3. 0 138 1. 4 

井 鉱 山 137. 5 3. 0 

日 商 右u 井 125. 0 2. 7 250 2. 5 

K 氏 120. 0 2. 6 564 5. 6 

井 物 産 200 2. 0 

（株）トーメン 120 1. 2 

ノロ 計 3, 057. 5 66. 5 8, 721 87. 2 

資料出所；同社有価証券報告書による

注； 72年の報告書では「昭和47年4月 1日をもつて川崎

製鉄僻が当社の主要株主になつた」旨記載されでいるo

者の再就職先としての機能も北海鋼機，富士工業と同様である。富士工業では同じ室蘭ということ

もあり，新日鉄室蘭の一般作業員の定年再雇用者もいる。

川鉄系の豊平製鋼の場合，系列化後川鉄・川商派遣の重役が年々増加し同社生え抜き役員や炭
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鉱系の重役は減少一途をたどっており，こうしたことにより社内でも不満をもらすものもでてきて

いる。

^．原材料関係について

北海鋼機の場合，原材料となる線材および冷延鋼板等をそれぞれ新日鉄室蘭製鉄所の第1線材，

冷延工場から供給されている。これらの素材はほとんど梱包なしで専用貨車で送られてきて「 130

Km位（室蘭と）離れていますけれど隣の工場へ移すという感じでやっています」（北海鋼機総務課

長談）というように密着しているばかりでなく，主要製品である亜鉛鉄板の原材料で冷延鋼板につ

いては，室蘭製鉄所の冷延鋼板の過半盤が北海鋼機で消費されていて「ワンセツトになった」（同

経理部長）関係をもっている。

同様に北日本電極も溶接棒用芯線材を当時の富士製鉄室蘭の技術スクッフと共同で開発し，芯

線材の全最を室蘭製鉄所に依存している。

これに対して小形棒鋼メーカーである富士工業，北海鋼業の場合は原材料の依存関係は少い。

北海鋼業の場合，もともと電気炉メーカーなので原材料は鉄屑といえるが，鉄屑使用最は月間

5,000トンから 6,000、トンになるがこ心手当には，日綿実業に依存する他に地場鉄屑取扱い業者であ

る北海金属等に依存し札幌地城の発生屑を主体にしている。しかし75年に大型電気炉工場 (50t) 

が建設されるまでは鼈気炉の能力が弱体のため月間生産最の20~25％にあたる 1000~1500tの鋼

塊を委託加工分を含め新日鉄室蘭から供給をうけていた。

富士工業の場合，すでにのべていたように73年に清水製鉄と共同出資した清水製鋼が設立され

るまでは，新日鉄室蘭製鉄所からのビレットの供給に全面的に依存していたo清水製鋼（資本金

5,000万円，本社東京，工場苫小牧市労働者110入）は棒鋼冷延用小形鋼塊を月間 11,000t (73年

蒲工した連続鋳造設備が完成すると月間 12,500t)で，その70％を富士工業がうけとることになっ

ている。しかし，その清水製鋼も原材料になる国内屑はともかく輸入くずについては「すべて新日

本製鉄室蘭製鉄所のワク内で行う方針」 8)であり，会社全体の基本方針も「新日鉄の方針に沿うこ

とに」 9)なっている。

叉，富士工業はそれ以外にも坑枠鋼，継目板等の委託加工をおこなっているがこれは全盤室蘭

製鉄所からの供給であり，小形棒鋼についても輸出用（新日鉄マークをつける）および国内新日鉄

工場建設用小棒は委託加工として全蘊原村料を室蘭製鉄所に依存している。

ニ．技術関係について

北海鋼機の主力生産設備である連続亜鉛メッキ設備（アームコスチール社との技術提携）の設

置については当時の富士製鉄の技術的菩旅に全面的に依存していた。工場建設にあたっても富士製

鉄から出向した管理職（統合建設本部副本部長および管理・エ務課長）の指導をうけ，又装置の稼

動のために，旧富士系の大同鋼板，東海製鉄（現新日鉄名古屋）に長期に亘って同社現場労懺l者を

研修に派遣している。軽盤形鋼についても旧富士製鉄系の東海鋼材に 2ヶ月の研修の斡旋をうけて

いる。日常的にも室蘭製鉄所技術管理部，品質管理部とも技術面での相談をうけている。又IE講

習など新日鉄室蘭製鉄所の主催する教育訓練にも参加しているb

富士工業も又，室蘭製鉄所の工務部整備課，工作課などに「技術面で問題がおきれば相談にい

きます」（同社総務課長）他，教育訓練については新日鉄下請協力会の主催の講習会に参加してい

る。

北海鋼業についても， 日常的ではないが問題によって技箭指端を室蘭製鉄所からうけている。
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北日本電極はすでにのべたように溶接棒生産にあたって室蘭製鉄所の技術者と共同開発をおこ

なって，溶接棒用芯線林の選定，製品種の改良などをす kめた。

ホ．販売関係について

小棒関係では委託加工分を含め，新日鉄の関係工場の建設用に消費する分がありこれは新日鉄

の窓口との直販関係になっている。それ以外は商社を含めて「北星会」を結成していてこれに対し

て新日鉄の「指噂助言」があるとされているo北海鋼機では亜鉛鉄板の海外輸出があるが，その大

半は新日鉄で成約したものが新日鉄を通して輸出されることになっている。

へ．生産出荷調整について

小形棒鋼業界の場合，すでに知られているように， 68年8月の産業構造審議会鉄鋼部会平電炉

小委員会による「今後の平電炉メーカーのあり方」について答申がおこなわれたなかで， 「経営の

安定」「市況の安定」のために，高炉メーカー（つまり鉄鋼独占）の系列化あるいは地域的な結合

による共販会社の設立が必要であるという見解を示唆している。

この答申のあと旧八幡製鉄系列の大谷重工業など 5社によって「日本棒鋼」が設立されたQ0)。

この日本棒鋼参加企業が76年になって新日鉄のイニシアチプのもとで企業合併にむかつていること

はその後の新聞報道でも知られている動きである。

表 2-13で示すごとく地域共販会社の方は，新日本製鉄常務の大内氏が会長を勤める全国小棒

懇談会で70年1月以後検討が続けられ70年10月に全国 6地区に設立された。

道内ではこの「北海道棒鋼」にここで調査の対象となっている 3社の他，伸鉄メ_:_カーである

宮坂金属鋼業，東洋鋼業など 3社を含む 6社で販売面での共同化がすすめられた。

生産面での調整は生産最については減産体制など平電炉カルテルによる調整が全国的鋼材不況

のたびに長期に亘ってなされるほかに新日鉄系である富士工業と北海鋼業との間で小形棒鋼のサイ

ズ別に生産品種の調整を行おうという動きもあり注目される。

ト．委託加工について

系列関係のなかでも大きなウエイトをしめるものに委託加工がある。先の表2-10でもわかる

ように北日本電極を除く全ての企業で委託加工をおこなっており，これは各社の生産最のなかでも

かなりのウェイトをしめているo例えば富士工業では売上げ高の約10％が新日鉄の委託加工であり，

同じく北海鋼業では10~15％が委託加工である。北海鋼機で輸出用亜鋭鉄板の一部の他，軽簸形鋼

の委託加工をおこなっている。

委託加工の大半は原材料の支給による加工賃収入が受託会社の利益になるわけで販路が安定し

ていることが受託会社のメリツトになるばかりでなく，原材料面の手当に苦労している乎電炉ある

いは加工メーカーとしては安定した半成品支給により稼動率確保が容易になるわけである。一方，

受託先である親会社は委託加工によって少抵生産の負担をまぬがれるばかりか生産品種の総合性が

確保できるメリットをもっ。こうして委託加工は親会社にとっても系列会社にとっても相方期待さ

れるところになるが，他方では加工賃が受託企業そのものにとって問題になる。親会社自身系列企

業に対して加工賃をぎりぎり最小限に切下げることを希望し，そのための企業努力＝「合理化」を

加工賃の面からプッシュすることになる。

この調査のなかでも「現金決済でありがたい」としながらも「加工賃はすえおかれたま .l,.」と

いう話もきかれ，結局は系列企業自体の「合理化」によって利益をあげざるを得ないということ-e-,

企業「合理化」を推進させる要因の一つとなっている。

ー41-



l 

表 :t-13 地域共阪会社概要

参加
販売予定

社 名 登記月日 資本金
社数
参加企業名 巌（月間 事務所所在地

: t) 

萬円 社 宮士工業，豊平製鋼，北海 札幌市北二条西

北海道棒鋼僻 70. 9.25 500 6 鋼業，宮坂金属工業， 日本 6, 000 2丁目 15番地（北炭ビル）

製鏑所，東洋鋼業 TEL 011(251) 7603 

三星金属工業，北越メタル， 新潟市東大通1丁目 4番地

東越棒鋼鈴 70. 9.16 750 5 八戸鋼業，大谷製鉄，東北 9, 500 2号（新潟三井物産ビル）

伸鉄工業 TEL 0252(45) 5401 

吾嬬製鋼所；伊藤製鉄所，

王子製鉄，三興製鋼，城南

製鋼所，千代田亜鉛工業，

千代田製鋼所，東京製鋼， 東京都中央区日本橋茅場町

関東棒鋼僻 70. 10.26 3, 000 18 東伸製鋼，東部製鋼東洋 31, 000 
3丁目 16番地（鉄鋼会館）

製鋼，南部製鋼，平塚工業，

船橋製鋼，船堀製鋼所，向 TEL 03(666) 7495~7 

山工場，西武化学工業， 日

本棒鋼（大谷重工業，西製

鋼）

旭鋼業，金桝工業，関東製
東京都中央区日本橋茅場町

関東圧延棒鋸師 70. 2 1, 000 8 
銑崎玉製鋼崎玉特殊圧

9, 000 1丁目 18番地（共同ビル）
延，清水郷，千葉鴫

TEL03(668) 0747~8 
武蔵製鋼所

東海圧延鋼業，徳山工業，
名古屋市中区錦1丁目

中部棒鋼緋 70. 9.16 3, 000 3 
利川製鋼

10, 000 17番 13号（名典ビル）

TEL 052 (221)1626 

朝日製鋼，岸和田製鋼，共

英製鋼，興国金属工業，国

光製鋼，大和電機製鋼，中 大阪市北区曾根崎上4丁目

関西棒鋼鈴 70. 9.14 2, 500 12 国製鋼，東洋スチール，土 32, 000 20番地（大阪駅前第ービル）

佐電気製鋼所，中山鋼業， TEL06(345) 1521 

播磨鉄鋼，日本棒鋼（大阪

製鋼，大谷重工業， 日本砂

鉄鋼業）

北九州製鋼，佐野産業，昭 福岡市渡辺通3丁目 6街区

九州棒鋼鈴 70. 17 700 5 和鋼業，西九州製鋼， 日本 9, 000 11号（福岡フコク生命館）

棒鋼（東海鋼業） TEL 092(74) 1931 

ムロ 計 57 106,500 

〔参考〕 小棒全国生産最平均 65萬t／月，共販予定最約11萬 t／月，シニアー16.5% 
資料出所；「鉄鋼年鑑」昭和46年版鉄鋼新聞社 1972年 P342より
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チその他

その他系列関係の特徴をみると，北海鋼機，富士工業などで設備更新などの金融面での保証を

新日鉄が行うなどがあげられる。

叉，こうした資本間での系列関係が形成されたことにより，労組間の関係も密接になってきた

ことも注目されるo北海鋼機の場合はIMF.JC道地連を通して新日鉄室蘭労組との交流を深め，

富士工業の場合は新日鉄室蘭関連労組のメンバーとして交流がある。こうした関係は，賃金交渉の

面でも新日鉄労組の交渉における賃金上昇を上限とする形で各々の労資交渉の際に影響をうけるこ

とになることは第 4章でも報告するとおりである。

＜註＞
1) 鉄鋼独占の系列化についてはすでにこうした「単に原料供給を通じての系列関係の域を脱して，経

営権まで左右されるに至るほどの支配従属関係必；生じている」（『企架系列の研究』小林義雄PI13)こ

とはすでに55年以後の系列化の特徴としていわれで、ヽる力3支配従属関係の内実に立ち入っ活画應は少い。
ここでの系列内実を示す諸指標では十分とはいえないが，少くとも「支配従属」という以上内容こそ

が問題なのである。

2) 例えばトタ‘ノなどは八幡系の月星マークなどが大量に進出しているo

3) 社内報『北鋼だより』 N0.5o北海鋼機， 71年 4月号，傍点は筆者がつ冴たものである。

4) 社内報『北鋼だより』No.12, 64年，新工場（江別）建設にあたり，竣工式に参加した永野氏自身の

あいさつに伽よって同様t.cti旨がのべられている。

5) 同上，北海鋼機社長の工事経過報告からo

6) 富士工業インタビュー調査（総務課長）からo

7) 例えば取締役営業本部長のH氏の富士製鉄時代の前職は富士製鉄札幌営業所副長の地位にあったo

8) 9) 『転換する鉄鋼業，電炉網』産業新聞社発行 1973年9月， P45 

10) 大谷重工業，西製鋼，大阪製鋼 日本砂鉄鋼業，東海銅業の 5社。

もともとこの日本棒鋼は 70 年に新日鉄のスクートと同時t~ 旧八幡系の小棒メーカーが営業担当者を
出し，生産した全産を日本棒鋼経由で取引する形にしたものであるが， これが，平電炉業界の不況下での

再編の母体になり，上記の 5社のうちの西製鋼（東洋製鋼への身売り話がある）を除く 4社の合併が76年

になって本格的動きになっているo産構審答申の高炉メーカーの系列化のもとで企業再編がこうして実を

むすんでいつたのであ・る。
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第三章 「合理化」の展開と労働力編成の特質

系列化の進展が系列化された企業内部でのシピアな「合理化」の展開として進行することはす

でに第一章•第二章のうちにのべた通りだが，何よりも戦後の第一次鉄鋼合理化計画の進展のなか

での系列化の進展が系列企業労慟者の首切り人員整理として進行したことは周知の通りである。

（表 3- 1を参照のこと。）

表 3- 1 中小メーカーにおける人員整理の実態

会 社 名 解雇年月 解雇人員 解雇の理由・形態

日陽本特特殊殊鋼 象化炉 400人 更生法申請による自然退職
山 製鋼 800 “ 
日曹靡 製鋼

65年 4月 300 

早 製鋼板 5月 1 60 

中鋼 7月 65 

日本陽高特周殊波1富士 7月 24 り

山 製鋼業 9月 1 94 

東海鋼 10月 57 

日本ステソレス 10月 33 り

日伸製製鋼 11月 200 

大阪 鋼 12月 39 希望退職
中部鋼板 12月 3 20 

中山鋼業 12月 12 

大阪製鋼炭 66年 1月 266 

岩手木 1月 10 

中部鋼板 1月 616 

不 越 2月 880 ，指名解雇
有明製鉄 2月 250 

中日 本芝津特鋼殊鋼板
3月 31 
3月 200 

東 電興 3月 150 

合 計 16企業21件 5,007人

資料出所；鉄鋼労連『鉄鋼労働運動史』 1971年。 p481から引用
注 ；系列企業でない企業も入っているが，表のうちの多くの企莱が
系列化されている。

68年の産楷審鉄鋼部会平電炉小委の答申自体，平電炉メーカーのスクラップアソドビルドを前

提にした系列化，共同化をより促進をうながした内容であることからも容易に理解されることであ

ろう。

とくに70年代新日鉄合併以降の系列再編成の動きは，先のべたところの新日鉄 4社の平電炉メ

ーカーの合併計画や特殊鋼メーカーの再編成が9それぞれの業界における不況下での製品需要の減

少＝過剰生産＝操業率低下を背景にしているだけにl)設備の廃棄・工場統合閉鎖を含む人員整理等

による「合理化」は必至である2)。
従ってここでは調査企業における「合理化」の展開過程を紹介するとともにこのような「合理

化」の基盤になる労慟力編成の特質を明らかにすることによって，現段階での系列化の進行がそれ

ぞれの系列企業の「合理化」をどのように特徴づけ，労働者にどのような影響を与えたかをみるこ

ととしよう。
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以下ここでは調査企業を，二次加工メーカー（北海鋼機）小形捧鋼メーカー（北海鋼業，富士

工業，参考として豊平製鋼），これらの企業に対して小規模な二次加工メーカー（北日本電極）に

分けて事例として考察することとする。

＜注＞

1) 平電炉業界は75年 9月以降不況カルテルを結成し，今年になってごれを設備カルテルとし，これをテ

コとした「過剰設備」の廃棄をうちだし，構造改善による業界「安定」を追求している。平電炉普通鋼協

厳会の平電炉基本問題幹事会によれば生産能力年間2,500万トソに対し30％を過剰として，これを廃棄す

る計画にある。

2) 例えば特殊鋼再絹ではすでに特殊製鋼・日特鋼等の再絹ではすでに特殊製鋼の 530人の人員整理など

がうちだされているし，平電炉莱界でも再絹にともなう人員整理のあり方について検討されているのである

こうした状況下で，例えば特殊鋼についてではあるが「鉄鋼労連が，昨年(75年） 12月2日の中央委

員会で『再建の青写真をもたないなしくずしの人員整理には反対するが，青写真さえほっきりすれば雇用

併障を前提に余剰人員対策の話し合いに応ずる』という柔軟な姿勢を示している」（『週刊東洋経済』

1976.1. 31N□ 391 9.P. 81)のはかっての系列化一再網のなかでの「首切り合理化」の経験をわすれた奇妙な
見解であろう。

第 1節 二次製品メーカーの「合理化」と労慟力構成

1 生産工程の特徴

北海鋼機における全生産工程を概観したものが図 3-1である。又工場設備について示したの

が表 3- 2である。

図からもわかるように，原材料として蒔入されたものを，さらに二次・三次に亘って加工した

ものをそれぞれ成品として出荷している。従ってその加工原材料およぴ加工工程の違いにより，ぉ

おむね12の工程が存在する。

ここでは，原材料および工程の区分に従って生産工程の概要をのべてみよう。

(1) 原料

まず原料についてみると，亜鉛鉄板の厚板になる冷延コイル，および軽量形鋼の厚板たる帯鋼

そして針金・メッキ鉄線・釘などの原材料になる線材，ツイスト・バーの原料になる異形捧鋼， p

C鋼線の原料になる異形ピアノ鋼線などがあげられるが，これらはさらに規格（重羅・径）などに

よって細分される。このうちツイスト・バーについては現在生産が中止されているので入荷はなl,b

これらの素材はそのほとんどが新日鉄室蘭製鉄所から，他に出荷する場合と異り梱包なしで送

られてくる。

「まぁ， （新日鉄）室蘭の場合，離れてますけど特別の貨車でおくってくるんです。コイル状

態のままでハダカのま入包みましてね，一定の貨車が特別の列車を選びまして行ったり来たりして

いるんです。貨車の上に箱のようなものを置きまして，ハダカのまとこうくるわけです。 130km位................ 
はなれていますけど隣の工場へ移すという惑じでやっています。（作業の関係で）相当期間おくも

のほうちで梱包します。紙で。」（同社，総務課長の話）

このように原材料の供給関係から見れば，新日鉄室薗製鉄所の生産工程の延長とも思われるほ

ど深く結合している。

(2) 生産工程

北海鋼機はこれらの原料を用いて二次加工を行うわけであるが，大区分では板製品と線材製品
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図3-2 北悔銅機の全生産工程の概要 10 
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表 3-2 北海銅機

工場設備及び厚生施設の概要 (70年）

建 家

名 称 設備名称 月産能力 設 備 の 概 要
長 m 巾 m 面放戒 (t) 

亜鉛鉄板製造設備 8,000 アームコ ゼソジマ一方式全長170m 炉長69m、

第 t 場 189 23 4,347 

-・・ 
仝ヒ附属建家 975 

カラートクソ製造設備 3,000 安全連続ストリップ塗装方式 1基 全長 185m

工 第 工 湯 189 40 7,560 断熱カラートクソ製造設備 200 断熱プリソトカラートクソ 1基全長 llBm

針金製造設備 1,000 針金メッキライソ 1甚

軽批形銅製造設備 1,250 リップ溝形鋒l 1茄

酸 洗 T. 場 30 7 210 酸洗設備 700 酸洗槽 3槽 その他

焼 鈍 T 場 30 9.97 2991 焼鈍設備 300 焼鈍炉 4基

147[ 

第二t場附属建家 445.5 

湯
伸線設備 4.00 0 伸線機 14基

第 T 場 I 89 20 3,7 so 製釘設備 1,200 製釘機 126台 磨釘機 12連

仝上附属建家 577.5 PC銅棒熱処理設備 4 00 麻周波焼入れ．焼戻し装群 1甚 全長 47.osm 

ッィストパー工場 122.5 12 1,470 ツィストパー製造設備 2,000 32型 1基 14型 1基

仝上附属建家 906 カラー鉄線製造設備 50 1基

材料ヤー ド 168 18 3,024 

成品ヤー ド 133 23 4,233 

事務所及その他 2,457 

合 計 30,285.7 

独 身 寮 江別 1棟 1,667.3 地下 1階 地上3階 室数 30 収容人員 100名
厚
社 宅 江別 94戸 鉄筋 3階建 1棟18戸X5棟＝90戸 1棟4戸X1棟＝4戸5,152.5 

生
白石 48戸 1棟 2戸X4棟 1棟3戸X2棟 1棟4戸X2棟 1棟 6戸X2 1棟 1戸X14棟“ 2,588.8 

oo 
分 室 江別 1戸 24 3 

係
屋内体育館建設計画中 1梱 896戒

資料出所；同社70年度，新入社員教育用資料から抜粋



の二つになり，さらにそれらの三次加工をも行っている。

これを工湯別にみると主要工場は第 1工場から第 3工場まであり，第 1工場は亜鉛鉄板ライソ

(HKライソ）とカラートクソライソがあり，第 2工場は断熱カラートクソの他，伸線・線メッキ

の各設備と線材製品の曖洗・焼鈍設備， さらにこれらとは別に軽量形鋼設備 (LGライソ）があら

第 3工場は製釘ライソを主体にPC鋼線ライソとカラー鉄線の設備がある。ッイストバーは現在生

産を中止としている。

A.亜鉛鉄板

亜鉛鉄板ライソは， 64年の江別新工場の建設により，旧工場切板熱潰法（通称ドプ潰け，湿式

法）が廂棄され，アームコゼソジミア一方式（還元式）の連続亜鉛メッキ設備となった。素材も冷

延鋼板のコイルを用いる。

主要工程は次のようになっている。

冷I 連続式亜鉛メッキ設備
延

コロ＾ ＾ ＾ 、,i処→シャー に（切板）ィ 溶 酸 冷

ル接 → 
→ →ツ→
化 却 見キ Mi'-'理→ （まきとり機） （：；り

ヽ 、一 、一ノ

B.カラートタン，断熱カラートタン

カラートクソは亜鉛鉄板のコィルを素材にしている。当初は 1コート 1ベック（一度塗り，一

度焼き）であったが第 2次合理化計画により 2コート 2ベークに変化した。これも捲き取り機にコ

ィルをセットしたのちは連続式のライソによって最終工程まで進行する。

連続カラー設備

＾ ＾ ＾ ＾ ＾ ＾ ＾ ＾ ＾ ＾ ＾ ＾ ＾ 化水後湯乾第オ空乾第オ空乾

冷
二 →（ジャー）

成 コ 1 コ＇冷
→ → → →旦→ → → 1 → → • → → 1 → → • → 
処処

ク
プ
水タ

プ
水 → ( まきと ） 

接理理洗理洗燥 I ソ冷燥 I ソ冷燥
り機

、一 、ー' ‘ ‘ ‘ ‘ ‘-／ 、一 、一ノ ‘ ‘ ‘ ‘ ‘ーノ ‘ 

断熱カラートクソは上のカラートクソのライソと類似しているが次工程として焼付炉（転1~

低3)があり，全工程がコソベア，テ‘ノショソリール，ループ装置などで連続していることはカラ

ートクソの工程と同じである。

c.伸線，焼鈍線，亜鉛メッキ鉄線
伸線はいわば線材製品の中間工程にあたる。伸線工程をへて，メッキ針金，カラー針金，釘等

の工程になる。
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ここでは原料線材を検査したのち，線材のサイプ毎に連続伸線機を通して「線引き」し鉄線と

する。鉄線のまゞでも販売されるが，大部分がより付加価値を高めるための加tに廻される。

↓
 

（

鉄

線

）

焼

鈍

炉
→ 

酸

水

洗

槽

→ 

鍍

金

槽
→ 

捲

取

機 ぃ↓ 
贔
畔
v

↓
 

焼鈍線は，焼鈍炉内で加熱焼鈍役検査をへて焼鈍鉄線として販売される。

亜鉛メッキ線は鉄線を各装置を連続的に通することによって製品化する。

D．製釘

製釘工程は大きくは製釘・磨釘工程に分かれ，さらにパッキソグ（函詰め）に廻るものもある

製釘は，釘の長さ別の製釘機 (19m~150mm)を 1人が数台ずつ受けもち（全部で 126台ある）

出来た釘を視覚検査したのち， ドラム状をした磨釘機でおがくず等とともに回転させ磨く。秤盤，

製品検査したものは一部は樽に詰められるが最近は函詰めにされる。函詰め工程は機械化され，

ソペア，フイダー，マグネッ・トコソベアロールガ‘ノグによって連搬されながら， ボックスホーマー

から，空箱にマグネットペッカーによって計盤投入され，ポックスクロッサーで閉箱され秤量後自

動梱包機で梱包される一連の設備である。

E. P C 鋼線

PC鋼線は硬鋼線材を素材とし，

させPC鋼線をつくる。

コ

これをPCラインと呼ばれる一連の機械装置を連続的に通過

F.軽

材口 No.1 加冷電冷最捲
料出 終
し嬌 却 気 却矯

ス→塵→正→熱→ →抵→ →正→取

タロロ 装抗 装` ロ
ソ I I I 
ド ルル器～置炉置ル機

量 形 鋼

軽量形鋼は帯鋼を素材にしている。

生産工程は次の通りである。

送
り
出
し
ロ
ー
ル
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溶
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Q．カラーワイヤー（カラー針金）

カラーワイヤは鉄線を素材にして，加熱した後接着剤クソクを通し着色被覆したものを乾燥後

ダイスを通して成型し，石けん水で洗漁・冷却したものである。

北海鋼機の生産工程はほゞ以上の通りであり，生産数量は表 3-3の通りである。

2 労慟力編成の特徴

最初に北海鋼機の経営組織について概観しておこう。（図 3-2)

同社の場合，大別すれば営業および

経営管理部門と生産および生産管理部門

の二部門に分れ各々一人ずつの常務によ

って統轄されている。このうち業務部だ

けは札幌にビルを借りて営業活動の拠点

としている。

事務部門の特徴はまず第 1に64年の

江別への下事集中以後，労慟課が総務課

から独立し勤労担当の職務内容が強化さ

れたことがあげられる。

勁労係の職務分掌

1. 従業員の採能，進退，給与，服務

及び賞罰に関する事項

2. 労働協約の締結改廃その他労働組

合との折衝に関する事項

3. 従業員の貨金計算に関する事項

4. 労働統計に関する事項

5. 勤務制度，給与制度，労働法規及

び労働事情等の調査研究に関する事

項

6. 従業員の教育訓練に関する事項

7. 従業員の通勤及び通学に関する事

項

第 2に業務部の強化である。これは

販売課が一本であり大半が商社まかせで

あったが，前にのべたように「高附加価

表 3-3 北海鋼機の生産製品名および製造期間．

現

在

生

産

中

の

も

の

生し
産た
をも
中の
止

注(1)

生産数批

製品名 製造開始年 生産数巌(6函三）

亜鉛鉄板 194 9- 84,966 t 

鉄 線 1946~ 37,379 
~----------- ・---・ ーー・~-.一，．．．，

丸 釘 1946~ 12,069 

亜鉛メッキ鉄線 194 9- 6,118 

有刺鉄線 1950~ 113(6呼）

焼 鈍 線 1951~ 715 

カラートタソ 195 S- 21,011 

断熱カラートタン‘ 1967~ 410(70年）

軽巌形鋼 1961~ 6,118 

軽巌＾ リ 1970~ 

溶接金網 1 9 5 8~ 

p.  C 鋼棒 196 g....., 2,794(7呼）

カラー鉄線 1969- 295 

帯 鋼 1961~ 
1 9 6 7 

ツイストバー 1961~ 
1966 

タイヤチニーソ 195 5~ 
1957 

蛇 力、 ご 1 950~ 

ド ラ ム 罐
1 94 9~ 
196 1 

製造期間は6吟こ4月～70年3月まで，但し，断熱カラ

ートクソおよびPC鋼棒は70年4月～71年1月まで，

有刺鉄線は68年4月～69年3月までの期間である。

(2) 亜鉛鉄板・線材はカラートクソ，メッキ鉄線などの原

材料分も含まれている。

値」製品の開発という社長方針にもとずき多様化した商品を直接ューザーまで開拓することを目的

としている。

次に生産ならびに生産管理部門における特徴は，第 1に生産品種の多様化にともない第 1製造

部。第 2製造部がそれぞれ整理・統合されたことがあげられる。またこのような機肺改革によって製

造課の課付業務が強化され生産管理機能が強化されたことがあげられる。

第 2に67年の同社の第 2次合理化計画以後，開発管理部が設けらti!)スクッフの増強等をおこ
ない成品の市場調査開発，新製品の研究が本格的に推進されたことにある。
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こうした経営管理組織の再網強化は後述する同社の「合理化」計画の推進と密接にかかわって

おり．とりわけ生産および生産管理部門での工場近代化に対応した管理体制の強化が目標となるの

であった。

次に職制機構についてみると表 3-3のようにt場部門では部長→課長（代）→係長→（主任）

→職長→班長→一般作業員となっている。

表 3- 3 北海鋼機の職制および職場別人員構成および平均年令・勤続年数
70年 3月30日現在

職 制 在 籍 人 員 平均

版 部 副 課 課 係 主 職 班 般 嘱 非 ノに 年 勤

部課係
締 長 常
役 長 長 長 代 長 任 長 長 男 女 託 勤 計 令 続

版 締 役 3 3 

東 京 営 業 所 2 1 1 1 2 7 

総 務 課 1 1 1 1 6 7 3 20 
総務部

労 働 課 2 1 1 4 2 10 

経 理 課 1 1 2 4 8 
経理部

需 品 課 1 2 1 4 

阪売第一課 1 1 2 2 6 

業 販売第二課 1 1 1 1 1 5 

務 成品管理課 1 1 1 2 7 3 15 343 13.6 

部 旭Ill駐在員事務所 1 1 

業 務 部付 1 1 2 

第製 鋼 鍍 金 1 1 5 45 52 33l 122 

造 板 力 ラ 1 1 1 1 3 29 36 315 102 

一部 課 鋼板課事務 1 2 3 

精 伸 線 1 1 4 38 44 335 11A 

第 条 線 ・線メッ封刊
係 製 釘 1 1 1 3 30 36 32.4 11.8 

製
線

・線メッキ 1 3 16 2 22 34.10 11.6 条

造 課 鋼 p C 1 2 21 24 281 8.7 

部 係
形 鋼 1 6 7 40:J 17.1 

条線課事務 1 1 1 3 

紐目 理 課 1 2 1 4 

企管
工 材 1 1 1 1 4 8 

理 工
画部 務 電 気 1 1 13 15 3 02 93 

課 整 備 1 1 13 15 38.7 12.9 

:> 研 究 室 1 1 3 1 6 314 92 

試 験 検査 1 1 4 1 7 

出 向 者 他

245 30 
9 376 

@38) Q 14) 
ムロ 計 8 5 4 5 2 13 10 11 26 8 

275 32.10 1 ld 

資料出所；会社資料から作成

注（1) 職場別の平均年令，勤続は職長以下一般従業員のみの平均を示す。

(2) 合計欄の平均年令，勤続で（ ）数字は役員，嘱託を除く全従業員の総平均である。
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図 3- 2 北海鋼機の経営組織(1972年 4月1日改訂）
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資料出所；同社社内報『北鋼だより』7呼召月号から

このうち日常の作業に直接たずさわるのは組長からで主任以上は課付業務ならびに管理的業務

である。職長以下の現場労働者の職制機能については第 4章で詳述するのでここではふれないが．

ただここでは71年 6月の職務分析の結果職責基準が文章化されたことによって職制機能が一層強化

されていることを指摘しておく。

北海鋼機の人員棉成および平均年令・勤続年数についてみたのが表3- 3である。現湯作業に

関係する労働者数はt務・検査・成品管理を含め約 280人で．同社全従業員数の約％になる。又班

長 1人当りに対する一般作業員の数は製造課では 9人もしくは10人前後である。現場作業関係では

この表以外に同社の下請社外企業である北鋼連輸労働者が40人いる。

次に平均年令は職長以下についてみると32オ10ヶ月で， 56年の北海鉄板当時の平均年令 (27オ5ケ

月）に比べると年令楷成の面では高くなっており．同様に勤続年数でも11年 4ヶ月で56年当時の 6

年 9ヶ月に比べて長くなっている。これはあとの表 3-4および 3-5でうかがえるように「合

併」 「工場移転」を経て退職せずにふみとどまった層もかなり多いことを意味している。ライソ別

にみるとカラーおよびPCライソに属する層の年令が比較的に低いが．これは同社の方針で新鋭ラ

イソには若年労鋤者主体に絹成し．彼らを他t場へ研修におくり技術・技能を習得させ「若いもの

でチームワークをつくる」 (PC技術員の話）という方向が被極的に打出されているからである。

このことは表3-4の係別年令階層別描成によっても前述したPCライソの場合35オ未満の労

働者で絹成されていることからも明らかである。

全体としての特徴は若年層を基礎に合併前に比較すれば流動性の低い終身雇用的な勤続構成に

かわっていったとみることができ．こうした結果を反映して同社の職階級制度による昇進制度の蒔
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表 3-4 北海鋼機労慟者の年令階層別人員数および檄成比 (71年6月）

年 令 階 層
部-□---乏趙竺 ~ 20オ 21~25 26~30 31~35 36-40 41~45 4&̀、50 5 1オ～

事 総務・労働・経理
o @人） 2 （人か 5 ① 人

人 人 人

務 販売・需品各課 4 @ 7 ⑥ 2 @ 4 

成 品 紐目 理 課 0 ③ 1@  1 ＠） 2 c 3 ⑥ 5 ⑥ 1 
鋼板課
メッキ係， カラー係 6 ⑥ ， ② 23 ⑥ 26 c 1 5 @ 7 ＠ 4 
条 精 線 係

鋼 伸 線 係

線 条鋼係(PC芍徐く） 13 (1) 8 ⑥ 30 c 26 c 11 c 1 7 の 8 
p C 班 4 @) 2 ＠ 3 ⑥ 3 ＠ 3 ＠ 

゜
c 

゜工務 ・管理

（含む研究室） 3 c 14 ① 6 ⑥ 7 ＠ 7 c 5 ⑥ 6 

計 26’ ⑪ 3 6 ⑱ 68 ① 68 ＠ 43 c 36 ① 23 

合計（男子＋女子） 37 4 6 72 68 43 37 23 

描 成 比 11.0伶 13.7伶 21.4伶 2 0.2伶 1 2.8伶 11.0，，， 

資料出所；同社提供資料より作成
注 〇 内は女子の数

表 3- 5 北海鋼機労働者の勤続年数階層別人員数および構成比 （71年 6月）

＼ 部門 勁

0 年 1 2 

事
需総経理務品各・・販労課働売 人 人 人

務 0 ③ 1 ④ 2 ⑤ 

成品管理課 o @ 0 ③ 〇⑥

鋼板キ課係メツ ・カラ
係 1 @ 3の 4 @ 

条 精伸 線線鋼 係
線
(条pCを除係係く：
課 5 @ 5 G) 9 R 
P C 班 0 ⑥ 3 R 2 R 

工（務含む・管研究理室課） 6 ⑥ 2 c 0 R 

計 12③ 14 ⑨ 17 ⑤ 

ムロ 計 15 23 22 

栂成比 4.5 % 6.8伶 6.5伶

資料出所；同社提供資料から作成

注 ：0内は女子の数

続 年 数 階 囮

3 4 5 6~11 11~15 16~20 

人 人 人 人 人 人

0 (幻 0 R 0 ⑥ 8 ① 4 @ 8 @ 

〇⑥ 0 R o @ 3 @ 1 @ 3 @ 

1の o @ 2 @ 39 @ 20 ⑥ 17 @ 

1 ⑥ 1 @ 1 ⑥ 37① 23 ⑥ 24 ⑥ 

l @ o @ o @ 2 @ 3 @ 1 @ 

0 R o @ 4 ① 19 @ 4 ⑥ 9 ⑥ 

3 ③ 1 @ 8 ① 108⑤ 55 ⑥ 62 ⑥ 

6 1 ， 113 55 62 

1.8伶 0.3 伶 2.7伶 3 3.6 伶 16.4 伶 1 8.5 伶

入が稼極的な役割を果すこととなった。 （職階級制度については第 4章参照の事）

人 人

⑥ 3 c 
⑥ 

゜
c 

⑥ 

゜
@ 

⑥ 4 ⑥ 

⑨ 

゜
＠ 

⑥ 3 ＠ 

⑨ 10 c 

10 

6.8伶 3.0伶

21~ 計

人 人

3 ⑥ 27 ⑱ 

6 R 13 @ 

3 @ 90(の

11 @ 117(の
o c 12⑥ 

7 ⑥ 51① 

30 @ 310⑮ 

30 336 

8.9 伶 10 0愚

同社は合併以後． 「原則として中途採用はとらない．新規学卒者に限る」ということを採用方

針としてきた。表 3-6のように63年以後の入社人員数の推移ならびに内訳をみると64年． 67年を

除けばほとんど新規学卒者でなかでも高卒の比重が高い。とりわけメッキライソ．あるいはPCラ

ィ、ノの新規補充はほとんど新規高卒者によってなされているとのことである。
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表 3- 6 北海鋼機の入社人員数の推移およびその学歴別内訳

男 子 女 子

年度 内新規学卒入社人員 内新規学卒入社人員
入社人員 入社人員

計 職訓 高校 大学 計 職訓 高校 短・大学

1963年 10人 8人 人 8人 人 10人 8人 人 6人 2人

64 26 6 5 1 10 6 5 1 

65 16 11 ， 2 3 2 ’2 

66 3 1 1 2 1 1 

67 ， 3 1 2 ， 4 4 

68 18 14 1 13 ， 5 4 1 

69 16 16 2 12 2 10 3 3 

70 
， 8 6 

2 4 4 4 

資料出所；会社資料から作成

このように高卒主体の労働力補充がなされてきた結果，一つは教育訓練などを通じての企業芍

での系統的養成に企業側が力を注ぐようになーったこと，今一つは同社の職階級制度の溝入の結果，

古くからの中高年労働者に比し，職階級制度での昇進ルートにうまく適合する高卒若年労働者b屯．

利になり彼らが現楊識制を中心とする新たな屯堅幹部曾を形成することになったことが特徴といえる。

表 3- 6のもう一つの特徴は大学卒者も毎年ではないが継続的に採用されるようになったこと

である。これら大学卒労働者は業務あるいは経営管理部門だけでなく，開発管理室や現場技術員な

どとして活用されていて出身学校も私大のみならず国立大学工学部を含む全国的（関東以北）に拡

っている。従業員規模では他の調査企業とそれほどの大きなひらきはないにもかかわらずこうした

特徴を有する要因として設備近代化による装置の大型化，連続化等によって一定の知識水準が要求

され，大卒技術系労働者の役割が大きくなったことは注目されよう。．

最後に定着性についてみると表 3-7のように決して定着性は高いとはいえない。 66→68年の

ように入社人員よりも退社人員の方が上廻るという年もある。退職理由として会社側は「高卒で入

ってすぐの若い人は三交替勤務をいやがる。製釘職場などに配置すると非常によごれるのをきらう」

などあげているが，欠員の補充ということでギリギリ最低の人数だけ採用した高卒労働者が操業要

員としてある程度の能力を身につけたころ離職されることによって，操業体制にも影響が生じるな

ど，管理機能の強化が同社の労務管理上の新たな課題となった。

若年層の定着率を高めることが現場職制の重要な職務になっていて，監督者訓練でも「人の扱

い方」がテーマとして重視されるにいたり， この面からも新しいクイプの職制の養成と労働者管理
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の厳格化が一層強められる契機になっていった。

表 3- 7 北海鋼機の入退職者数および定着率の推移

男子従業員 女子従業員 ノロ 計
年度

入社 退社 入社 退社 入社 退社
人員
人員 人員 定着率（彩）

人員
人員 人員 定着(%率) 

人員
人員 人員 定着率拗

1961年 296人 77人 3人 9 9.8 9 2が 3人 o人 100 318人 BO人 3人 9 9.9 0 

62 316 3 3 1 3 9 9.6 5 1 9 3 6 9 7.6 2 335 36 1 9 9 9.5 2 

63 315 10 11 9 9.71 25 10 4 9 8.6 8 340 20 1 5 9 9.6 4 

64 327 26 14 9 9.6 4 30 10 5 9 8.5 9 357 36 1 9 9 9.5 5 

65 3 1 6 16 7 9 9.83 27 3 6 9 8.2 8 363 1 9 1 3 9 9.7 0 

66 3 24 3 1 5 9 9.6 2 22 2 7 9 7.7 0 346 5 22 9 9.4 0 

67 3 1 5 ， 18 9 9.5 3 23 ， 8 338 1 8 26 9 9.3 7 

68 314 18 19 26 ， 6 340 27 25 9 9.3 7 

69 320 1 6 1 0 9 9.7 4 29 10 7 9 8.0 0 3 4 9 26 1 7 9 9.5 9 

70 321 ， 8 30 4 3 3 5 1 1 3 1 1 

資料出所； 会社提供資料による

注 定滸率は会社側の計算で
1年間の退職人数
月別在籍人員Xl2ヶ月

としているので参考までにのせておくにと

どめたい。

＜注＞

(1) 72年の改訂以前は企画管理部，開発研究室となっていたが，内容的にはエ務課が施設課にかわったこと

等で，あとは機楷上の整備である。

3 「合理化」の展開過程

第 2章でもふれたように合併による北海鋼機の成立は一つに設備「合理化」＝生産設備の更新

と集中による生産性向上を前提としていた。江BlJ工場への集中を中心とした同社の「合理化」計画

の推進i屯当時の富士製鉄室蘭製鉄所の設備「合理化」による生産能力の増大・新製品の操業開始

（冷延工場や当時の棒鋼工場など）と密接に係っていて，・北海鋼機においては室蘭製鉄所の製品を

原材料とした二次加工のための主力工場としての位置が明確になったこと。第2に折からの北海道

総合開発計画が進捗する過程で建設用素材の大巾な市場の拡大にむけての加工メーカーとして，さ

らには亜鉛鉄板等の海外市場むけの輸出エ湯としても新日鉄室蘭製鉄所と密着した楷成分肢工場と

しての役割も増した。こうしたことは，北海鋼機の役員がしばしば口にした北海鋼機の「合理化」

と新日鉄室蘭製鉄所の「合理化」の進展とを一体視した発言としても見出すことができる。

「・・・・当社においてはどうかと云いますと，富士系列ナソパーワソ，または北海道においては

当社のような設備をもった会社がない。道内の全需要品を室蘭製鉄所とヮソセットになって原料か

ら末端製品まで作るというのが理想なんです。．．．．」（『北鋼だより』転． 22号， 「市場確保に全

カ」同社経理部長の話・・・・同部長は拓銀からの出向者）

「・・・・（不況のなかで）唯一の朗報は昨年の暮に，親会社富士製鉄の室蘭製鉄所に『冷間圧延

設備』が完成，稼動しだしたことです。これによって，今後わが社の連続亜鉛メッキ設備と直結し

て，ヮソセットに能率的に運営されるならば，わが社の原価低減等による，業績の向上に寄与する
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ことが大きいことは言うまでもありません」（同 ,ro.20号「年頭談話」同社社長の話）。

このように北海鋼機は．道内市場にとどまらず輸出メーカーとしても急成長を遂げ． 1972年度

には「13万 3千トソ・年商82億円」とされ．相次ぐ設備投資・不況下でも「年 8％配当の見通しも

ついた」とされるにいたった。しかしこのような設備投資による負債の返還と利益率の向上が，「付

加価値」の高い新製品部門に進出することにより収益を高めるといった多角化と後述するような大

巾な人員整理・配置転換と労組を先頭にたてた「生産性向上」運動の結果であり，同社が新日鉄グ

ループ内での「優良企業」としての位置を確保しえたとみることができよう。

以上のように．同社の設備「合理化」を貫く特徴を概観したが．具体的にどのような展開であ

ったのか次にみることにしよう。

北海鋼機は今日．亜鉛鉄板メーカーとしては．業界全体の中堅上位に属する企業に成長したが

この生産規模の拡大をなしとげた経過を新日鉄室蘭の「合理化」計画の推移と合わせ年表にしたの

が．表 3-8である。叉．この間の生産量および労働者数の推移についてグラフにしたのが図 3-

3である。図 3-3のなか

で太い線で表示される板関

係の生産抵の上昇について

は． 1964年から65年におけ

る大巾な上昇が注目される

が．これは第一次合理化計

画による亜鉛鉄板の製造法

が．旧来の切板熱潰法（い

わゆるドプ潰法）からアー

ムコゼン＇ジミア社の特許の

迎入による冷延コィルを素

材とした連続亜鉛メッキ装

置の迎入へと転換され．こ

の設備による新工場が稼動

したことに大きく影響され

ている。

これに対して線材関係

についてみると67年から68

年にかけての第二次合理化

計画の時期に生産最は増大

しているが．板関係に比し

てその伸びは著しく小さく

1965年を境にして生産撒は

板謁係と逆転していること

がわかる。

又この間の労慟者数の

変動についてみると．合併

図3-3 生産量および人員数の変化
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資料出所； 会社提供資料から作成
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表 3-8  北海鋼機の「合理化」過程（新日鉄との関連において）

年代 新日鉄室蘭製鉄所の動き

年
1946 

4 9 

6 1 

62 

63 

64 

6
 

66 

67 

68 

69 

70 

71 

73 

北海鋼機の「合理化」

北日本鋼機（札幌）
設 立

↑ 
1 北海鉄板（室蘭）

I 

i I設立 1

ご□
北海鋼機設立（貸本金 6,000万円）
富士鉄持株分50%

0資格制度苺入

0提案制度部入

0社内報発刊

軽扇形鋼生産開始

第一次合理化計画開始

{i¼塁；［：：：鉛メッキライ‘ノ）
第 2工場（線メッキライソ）40年稼動

資本金 3徳円に増資

0労使乎和協定（第-?1(5ケ年）

カラーライン（連続表面処理塗装付）移動

0合理化委員会発足

線メッキライソ稼勁

0生産委員会の発足（労使の）

北板金属（株）設立 建築板金施荏業者を一

本化

ツイスト・バー工場移設稼動

第二次合理化計画開始

第 3工場（カラートタ` ノ）

くぎ， 自動箱詰装置導入

PC疇ライン疇

新カラーライン(2コート 2ベーク）稼動

断熱カラートタン設備新設
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カラー鉄線ラインの設置

カラー鉄線設備増設

新製釘機（ドイツ・ワアフイオス社）禅入

PCライン増設

亜鉛メッキライソにVJCを新設

特殊カラートタソ（衣裳箱用）生産開始

0 アタック 500運動の開始

0時間短縮実施

（主として線材）
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（冷延コイルの供給）

冷延工場完成

平炉方式から完全転炉製鋼体制へ

H形鋼圧延操業開始

小型転炉（高級鋼梢 ）稔

（硬鉗腺材の供給）

年産40 0万t体制へ
第 2線材工場操業開始

冷延工場APライソ稼動

富士製鉄・八幡製鉄の合併

一新日本製鉄の成立一

資料出所； 1. 北海鋼機社内報『北鋼だより十各号および会社聴版調査から作成
2. 新日鉄室蘭製鉄所については鉄鋼業の「合理化」と企業内教育I』（前掲書）から作成
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後，増加の傾向を示したが，これも第一次合理化後の1965年をビークに減少停滞現象をみせている

ことがわかる。このことは一人当り生産量が大巾に増大したことを意味すると同時に次にのべるよ

うに製品種目の多角化をめざした新生産ライソの増加による必要労働力がほとんどその時の在籍人

員の枠のなかで既存部門からの配置転換によって遂行されたことをも意味している。

同社の設備「合理化」のもう一つの特徴は，生産品目の多様化，特に新製品部門への進出が急

速にす Lめられてきたことであり，次下程製品の開拓つまり二次製品の再加工による附加価値の一

層高い製品の開発に力をいれてきた事である。例えば合併後，板製品については亜鉛鉄板のライソ

が更新されてから， 64年にはカラートクソと呼ばれる亜鉛鉄板の表面処理塗装製品がつくられ，こ

れはさらに68年の第 2次合理化ではそれ以前までの 1コート 1ベークから 2コート 2ペークに品質

の改善がなされ， さらにカラートクソの裏面に発泡化成品を塗付した断熱カラートクソが製造開始

された。 70年には特殊カラートクソといわれる衣裳箱に用いられるカラートクソの製造も開始しf屯

一方線材関係についてみると，従来の鉄線・丸釘・焼鈍線・有刺鉄線・亜鉛メッキ線から，まず第

一次合理化計画中に亜鉛メッキ鉄線ライソが自動化され， 69年にはビニール途装をほどこしたカラ

ー鉄線が籠産されるに至った。又，新日鉄室蘭の生産する異形棒鋼を利用したツイストバーを61年
L) 
に， 69年には同じくビアノ鋼線を利用したPC鋼線のライソを設置し特にPC鋼線については附

加価値・将来性の高い製品として線材部門の中でも力点がおかれるようになっている。

以上のような新製品開発の他，帯鋼・軽撤形鋼の新日鉄の委託加下による生産ライソが61年か

らそれぞれ建設されたが，帯領については生産メリットがほとんど上らないということから中止さ

ね軽批形鏑については67年から委託加工としてではなく自主販売として生産されるようになっfる

新製品分野への進出の意欲はこれに留まらず， 70年代に入ってから，まず軽量ハリの生産を開

始し，ついで会社定款を変更して建築下事施下部門に進出し，カラートクソをはじめ，軽量形鋼，

軽盤ハリなど同社の製品を使用した牛舎など畜舎の受注活動を開始し，将来はPC鋼棒等を使用し

た小橋梁など逐次受注範囲を広げていくことを計画している。

ところでこのような新製品分野への進出による設備「合理化」計画の進展は，単なる営業内容

の拡大としてはとらえられない面もある。我国鉄鋼二次加工メーカー，とりわけ中規模以下の鉄鋼

メーカーにおいてはほとんど北海鋼機と同様な生き方をしなければ，企業としての存在を危うくす

るという共通の問題としての側面をもっているという点が注目される。

北海鋼機の社長の言葉を少し長くなるが引用してみよう。

「（高炉メーカーの亜鉛鉄板設備拡大による供給の増大に比して）端的にいうと亜鉛鉄板の需

要がないということにつきる。わたしの考えでは亜鉛鉄板の需要は，将来とも現状とまったく同じ

で希望がもてず，極言すればこのままではわれわれ単圧の亜鉛鉄板ライソは，スクラップダウソす

る以外ないのではないか。（市況が上向きにならないのは）その原因はこの 3月末 (71年）までは

各高炉（メーカー）とも，実際に粗鋼の減産を実施していないからだ。この間高炉（メーカー）の

亜鉛鉄板ライソはフル可動していたわけで，結果としてわれわれ単圧にだけ減産を強制していたこ

とになる。．．••さらに（高炉メーカーは）輸出用と称してロールした分までが国内に流出して，一

般と市況を圧迫している状況だ。（専業メーカーが生きるためには）当面する現実の問題としては

高炉は厚物の生産だけに専念し，ーミリ以下の蒋物の亜鉛鉄板は，一年間生産をストップしてほし

い。..••高炉は厚物だけをやって，われわれ単圧が薄物でフル生産するようになれば，なんとか立

ち直れると思う」（『鉄鋼新聞』1971年 6月7日号，鉄鋼新聞社，（ ）内は引用者の補足の言葉）
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しかし現実にはこのように行かなかった。小形棒鋼などで相対的には高炉メーカーのシェアー

が減少している部分もあるが，亜鉛鉄板，プリキ板など板の二次加工においては，高炉メーカーの

市場は拡大し，無制限な生産の増大のなかで，系列の中小メーカーすら高炉メーカーによって圧迫

されるようになった。他方，素材そのものは高炉メーカーのひも付きとして送られてきており，と

りわけ北海鋼機のような場合，新日鉄室蘭の冷延鋼板生産とリソクされた関係がある以上，素材の

使用による生産維持の圧力は室蘭製鉄所の圧延ライソが操短しない限り存在する。こうして素材を

さらに加工する部門への進出という， 「既存部門」からの脱皮が中小メーカーにとっては一層切実

な衝動にならざるを得ない。

北海鋼機社長はこう語る。 「現状でのわれわれは，単に高炉（メーカー）の材料売りの手伝い

をしているに過ぎない。高炉のコイルや線材を消化するために，赤字を出しながら加工に精を出し

ている感じだ。．．（市況が大巾に上がればよいが期待がもてないので）従来の材料売りでは限界が

ある。..・・単なる素材売りから脱皮して，大きな冒険をせず製品に付加価値を高め，従業員の労苦

に十分報いられるだけの，企業収益をあげなければならない。」（前掲『鉄鋼新聞』，（）内は引用者）

設備「合理化」計画が新製品部門の開発にむけられていた要因として，こうした鉄鋼独占の中

小メーカーヘの圧迫を背景としていることも一側面として指摘しておきたい。

北海鋼機の設備「合理化」計画の特徴について，新日鉄との関連という点からみると年表から

も明らかなようt;::,素材の供給関係は拡大傾向を示しており又量的にも増大している。このことは

又，新日鉄室蘭の生産拡大とも一層密接になっていることも意味し，北海鋼機の設備増強が新日鉄

室蘭とリソクされ強まってきたということができる。亜鉛鉄板設備の更新なと；すでに述べた如く

このことを明確にしている。

このような原材料の面を通じての親工場との関係の強まりは， 「軽量形鋼の素材など，現実に

（新日鉄以外から）安いものを売りにきている。だからといって新日鉄以外の材斜を使う気持はま

ったくない」 2)と云わしめるように，原材購入の面でも規制をうけ， 「結果的には採算割れ」とい

う事態にもいやおうなく系列メーカーが直面せざるを得なくなるような不安定な経営悪化要因を生

みだし，そのためのコストの切下げは要員削減など労働者の負荷の増大に転化されてきた。

以J:,・北海鋼機の設備「合理化」計画の特徴についてのべてきたが，巨大鉄鋼独占体，中小メ

ーカーの間で，独占体の設備増強における無政府的競争が，既存中小メーカーの生産分野を圧迫し

これらの中小メーカーをして新部門（再加工部門）への設備「合理化」を行わざるを得なくさせる

と云う対坑的関係と， 他方では系列メーカーにおいてほ，同時に上の過程が親会社の生産部門との

!)ソクされた関係の一層の深まりとして．又は設備「合理化」計画の親企業たる新日鉄との一体関

係の深まりとして，系列メーカーの「合理化」計画の展開自体が新日鉄独占への従属度の一層の強

化となっていることが指摘出来よう。

ところでこうした設備「合理化」の成果は「生産性」の大巾な上昇として結実しなければなら

ないが，それは経営・労務統轄機構の「合理化」再編成なくして実現しない。北海鋼機においては

この意味での特に注目されることとして労資関係の「安定化」と労慟者の「合理化」への全面「協

カ」体制の確立であり，今一つが「合理化委員会」の発足による「業務の改善」と要員見直しの徹

底である。前者は64年の「争議行為による問題の解決を禁止」する「乎和協定」の締結がそれにあ

たる。

ま咲 65年に発足した怜酒北委員会のねらいは「業務の改善」とともに「合理化意識を全社的に
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ーだんと高揚結集し，四六時中ねてもさめても，改善改善と合理化意識を研ぎすまし執念化3)」す

るための「専門の機関」としての役割を果すことであった。 「合理化委員会」はこのために「日作

業工程および人員の適正配置の検討・改善，口事務処理改善の検討・改善日輸送・梱包の検討・改

善」4)の三つの専門部会を設け，第 1次合理化計画の進捗に対応した労務統轄面での「合理化」を

推進させた。しかしこうした具体的活動とは別に「合理化委員会」の狙いが全社的な「合理化」運

動としての意識面での高揚にあった点もみのがせない。こうした「合理化」意識は例えば「第 2エ

場のホイストなんですが実にノロノロと走っていて時間のムダであり，ひいては人のムダにもなっ

ている」 「酸洗いでいえることは，今槽が一槽しかないんですが，もう一槽あると作業が間断なく

行えるわけで今の状態ではときによっては2, 3人手のあく人が出る始末で，これも人と時間のムダ

といえますよ」など社内報で座談会を行なわせ設備「合理化」と密蒲した労働強度の増大を労働者

自身の作業改善提案によって実現させようという意図などにあらわれている。

こうした結果は第一次合理化計画の成果にもあらわれていてさきの図 3- 3のように，新たな

作業工程（カラーライソ，線メッキライソ， T．Bライソなど）の稼動，線材・製釘部門における

機械の増加にもかかわらず，人員数は1965年をピークに減少傾向を示す一方生産巌は急上昇してい

るのである。亜鉛鉄板ライソにおいてもオペレークーの削減や，製釘部門での要員削減 (50人→36

人）さらに一人当りの製釘機の持台数の増加（ 1人当り 5~6台→ 8~9台）など確実に要員削減

と労働密度の増大が進行した。

こうした「合理化」運動に続いて，第 2次合理化計画のスクートする68年の冒頭に社長の「企

業防衛のため全員の一層の団結を」 5)という年頭所感をうけた形で「最小の人員で最大の生産」を

スローガソtこ「新設備に人員の機動的配慮を推進」 5 させるという徹底した要員見直し連動が始ま

った。この内容は「二課（線材関係）の方は自動梱包機その他を配置して，また各製釘機の側の床

面にピットをほり， シュートを通じてクソプラーの中に自動的に入れるなどして若干の人員の合理
• • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • n • 

化が考えられます。ここで浮いた人数をPC鋼棒設備とか増設の連続伸線機などにもっていきたいl
「起電機などを無線操継にして出来るだけ下で（ライソで一引用者）操作する」 「エ務課にあった

クレーソを各所に配分する」 「（各部署の）整備保全関係を（統合する形で）検討していきたい」6

等の要員の見直しの他，あき時間の他部署への応援「各現場の生産蓋を検討して残りの何日はどこに

応援するかなど機動的に行っている」6)事が強調された。 「最小の人員で最大の成果」運動は第一次合

理化の時に比ベシビアな形で作業廊囲の拡大労働の濃密化を追求し， 「三百数十名に倍働けということ

はできないが，各自が一割や二割の能カアップということは決してムリじゃないと思う。 1割アッ

プすれば三十数名の増員と同じわけです」 6)ということが，実際にほとんど抵抗みずに実現してい

ったのである。

こうした「合理化」がほとんど抵抗なしに進んだというのは．労働組合の「生産性向上」への

全面協力があったからに他ならない。会社創立10周年の1971年， これまでの「合理化」の成果をふ

りかえって「『労使一体』が実をむすぶ」として， 「平和協定締結による労働組合の協力によって

始めて成し遂げられたもので，このことは，将来長く，われわれの銘記すべきことでしょう」 7)と

いうように労組の活動は経営者側から高く評価されたことにもあらわれている。

労組は61年の合併後「労資協調」を基本とする組合路線をす上めてきたが64年の新工場建設に

ともなう， 「長期賃金協定」（協定期間中の賃上げを定昇十 500円）と「争議行為の禁止」を柱と

する協定ー「平和協釦という会社側からの提案を中央委員会で激論の末承認，協定を締結した。こ
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の協定の発足したあと一層強く「生産性向上連動」を組合活動の全面に押しだすにいたった。 65年

の運動方針では「企業防衛の一端として，今こそ組合員が一丸となって生産性向上連動を推進して

躙極的に企業経営に協力することが必要になってきた」 8)として， 「作業改善が最も手近かな方法

と思い改善提案制度」を推進するなど，先の「合理化委員会」の提案をバックアップする方針をう

ちだす一方，経営側との協厳機関として「生産委員会」 9)を設け「生産性向上」について労資日常的

な一体化を推進したのである。

新日本製鉄が誕生した1970年，社長は「労使双方重大決意の年」として「このように親会社が

マソモス企業となりましたためこれからはいまの立場からもの申すなら”ょしのずいから天井のぞ

く，，ょうなもので，なかなか私共の声がとおりにくくなるでしょう。したがって私共が真剣になっ
IO) 

て経営に努力を傾け生産性の向上を計らない限りその声はとどきません」 と強調) 「会社ぐるみ

の運動」として＜アクック 500>運動が展開されるにいたった。

＜アクック 500>とは「ーロに云えば，当社の製品の平均総価格をトソ当り 500円切り下げる
I 1) 

ことを目標に」 「自主的に努力目槻を設定して，原価の切り下げに取り組む」 というものである。

内容的には節約運動を通しての精神教育的側面と，提案改善運動の活撥化や労働密度の増大を

めざした生産能率向上の側面をもっている。前者は「私のケチ作戦」として「事務用品の節約．電

話の使用の改善」（事務）「日報用紙の節約」（メッキ）「電気，軍手の節約」（製釘）などであ

り， 「歩留り向上」あるいは「作業改善」が強調され，職湯の中では「線メッキでは一番高い亜鉛

の原単位を減らそう」（線メッキ職場）， 「従来から伸線はつらい仕事だといわれ，事実時間的に

身体を休めていましたが，最近は設備も改善され，身体もラクになってきました。いままで少しム

ダにしていた時間を使うと，相当生産が上がると思うし，いまも少しづつ上ってきています。」（伸

線職場）「電気の仕事なので，自分たちの職湯というより，現場の機械をいかに故障を

少なくするかに目標をおいています」（電気職湯）「持ち時間がうちの会社は多いです

ね，アクック 500運動を推進するうえで， この問題を考えることはいいことです。」(P

〇職場）などと強調された。

こうした「合理化」運動への労組の協力への見かえりとして，かねてから労組が要求していた

「時間短縮」が1972年 4月1日1から施行されることになった。その内容を常昼勤についてみれば以

前は午前 8時始業～午后 4時50分終業，昼休み 1時間であったのが，改訂により，午前 8時始業～

午後4時終業，昼休み45分で，前者が拘束 8時間50分，実慟 7時間50分，後者は拘束 8時間．実慟

7時間15分である。その他交替勤務番については以前は定まった時間帯（例えば 3勤務者は午前

2時から）に 1時間の休憩をとっていたのが，改訂では45分ずつ「行政官庁の許しを得て順次交替

で休憩を与える」．という但し書きがつくことになったことである。

しかし時間短縮のもたらす効果について「実施段階のことを考えると，生産を下げないでやる

ということだと思うんですよ。すると，労慟強化ということばは当てはまりませんが，いかにして

生産を消化するのか・・・・．．。不安な気持となおかつなんとかしなければだめだという気持と，入り

混っているんですよ」（社内報での座談会の発言から）という一労働者の話に象徴されるように，

時間短縮は，生産を落さないで時間のロスを減らす，残業は規制するという内容をもった＜アクッ

ク500>連動と相互に補完しあい， 「生産性向上」運動を強化するという側面をもっている。

「時間短縮」そのものは大概労働者には好感をもって迎えられたといってよい。しかしそうし

た良しとする労慟者のなかにも「短時間にして生産を上げるというのだから手離しではよろこべ
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ないですよ」 （製釘31オ男）「合理化により人員の削減．そして時間短縮・・・・残業ゼロを基準とし

ているから大変だわ」 (24オ女）という声も決して少くはなかった。

時間短縮から半年たった73年3月に実施した労組の調査でも「その後の作業内容についきつく

なった76.7％で•その内訳については作業蓋が多くなった392%．作業の守備範囲が拡くなった

24%．要員が少くなった20.9%．精神的にきつくなった10.4％となっており．エ数当り生産蓋が大

きく伸びたことと併行して労働者にもかなりの負担がかかってきている」と分析しているように•

「時間短縮」のもっている「合理化」の側面が大きく労慟者にのしかかっているということができ

よう。

この他． 「4組 3交代」（現在 3組 3交替）の実施について労使間で協議されているが． 「人

員を増やさないですすめるのはむり」（亜鉛メッキライソ男）というように．現在 (73年）協謡さ

れている原案比例えば第 1鋼板課 (HKライソ）では班長を除く一般労働者一組当12人を10人に

線メッキは同じく 5人→ 4人． PCライソでは 8人→ 5人という大巾な要員削減をともなうもので

まさに． 「合理化」の推進以外のなにものでもないといえよう。

ところでこうした「合理化」の結果どのような「成果」が上ったのか会社および組合資料によ

って検討することにしよう。

表 3- 9 および図 3-4 は同社の生産要員会に提出された生産菌・在籍人員・延工数•および

工数当りの生産量について同社の第一次合理化以降． 71年までの推移についてみたものである。

表 3-9 「労慟生産性の推移」 各年度 1月～12月

年 度 196 5 1966 1967 1968 19 6 9 1970 197 1 

生産巌 108,043 119,871 1 3 8,6 1 5 144,624 162,086 172,317 176,487 

(t) 100% 1 1 0.9 12 8.3 13 3,9 1500 15 9.5 1 6 3.5 

延工数 71,352 69,194 68,236 66,303 64,147 67,416 6 2,4 1 2 

田 100% 97.0 9 5.6 9 2.9 8 9.9 9 4.5 87.5 

工数 当 1,5 14 1,732 2,031 2,181 2,527 2,560 2,828 

⑱) 100% 11 4.4 13 4.1 14 4.0 16 6.9 1 6 9.1 18 6.5 

在籍人員 369 364 336 3 29 3 3 5 343 341 

w 100% 9 8.6 9 1.1 8 9.2 9 0.8 9 3.0 9 2.4 

費料出所；北海鋼機労組提供 「生産委員会資料」より

注；表中，下段の数字は196碑遠~ 100伶としたその後の推移である。
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図 3-4 「労慟生産性の推移」(65年を基点にして）
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資料出所：表 3-9に同じ

これによればまず在籍人員は65年の 369人から 341人へと約 8％減少しており．さきにもみた

ように第一次合理化計画以後カラーライソ．線メッキライソ． PCライソ．断熱カラートクソライ

ソ．特殊カラートクソ工程など数多くの工程新設にもかかわらず要員削減および配置転換が如何に

シビアに推進されたかを示している。

しかも大巾な要員削減と延t数の減少にもかかわらず生産量は 7年間で 1.6（音に増加しとりわ
け労慟強度の増大を物語るエ数当り生産載は 1.86倍にまで増加し，「合理化」のすさまじい内容を

物語っている。

図3- 5のようにこれを製品別にみても板製品の方がエ数当り生産量の伸び率は若干高いが．

労働集約度の高い針金．＜ぎでもかなり高い伸び率を示していて． 「機械の設備の合理化がなく漁．

担が）労働者にかぶさってきているから」（前掲労組意識調査結果から）生産載の増加をみたとい

うことを裏付けているといえよう。

次に「アクック 500連動」の成果についてみることにしよう。

表3-10および表 3-6は72年 7月の同社原価審議会「アクック 500連動」の「成果」である。
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この内容について労資協談機関である「労使運営委員会」における労資間の「成果」についての認

識はどのようなものであったかを談事録でおってみよう。

図 3- 5 1968年以降の線材製品下数当り生産餓指数推移
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資料出所； 『北鋼だより』No.53.1971.11

昭和43年度以降の板製品工数当り生産抵指数推移
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資料出所； 『北鋼だより』l'J053.1971.11
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表 3-10 アクック 500連動と賃金比較 単位千円

実施前後の諸経喪額 貿 金 比

比 較 期 間 節減額 月平均 増 加 月平均

70•11~71• 3 (実施後）
(1) 23,234 

① 6 9・11~7o・ 3 （実施前）
10,099 2,020 4,647 

7 1 • 4~7 2・ 3 
(2) 3 8,0 8 8 (・2) 6 0 • 4~7 I• 3 

15,860 1,322 3,174 

7 2 • 4 
(3) ③ 7 I• 4 

1,087 1,087 2,9 1 9 

72• 5 

④ 71 • 5 94 94 (4) 3,312 

貰料出所；「北海鋼機原価審厳会提出汽料」 1972.7.『北銅だより』N0.56.から引用

図 3- 6 アクック 500運動成果比較表
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資料出所； 同 上
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＜昭和47年度 (I972年度）第一回労使運営委員会談事録＞

〔4〕議題 アクック 500の成果並びに経営状況について

(1) アクック 500の成果について

当時，鉄鋼業界は不況のどん底にあって企業防衛と従業員の生活保持のために昭和45年11

月にアクック 500連動が提唱され，直ちに労使一体となって全従業員の積極果敢な協力によっ

てその成果を上げた事に対し感謝する。

記

（イ） アタック 500連動実施期日 S45年11月より。

（口） アクック 500運動の対象項目

事務用消耗品費，洗瀧材料費，工作材料費，消耗工具器具備品費，雑消耗品費，支払修繕

費旅費交通既厚生費，支払電気料，電話料，ハイヤー代金，交際費

以上 42項目

料アクック 500の成果

A 自S45年11月～

至S46年 3月（実施後）

自S44年11月～

至S45年 3月（実施前の同期間）

総節減額 10,099千円

月平均節減額 2,020千円

B 自S45年4月～

の比較

至S46年 3月（実施期間15ヶ月を含む） の比較

自S46年4月～

至S47年 3月

総節減額

月平均節減額

C S46年 4月

S47年 4月

総節減額

D S46年 5月

S47年 5月

総節減額

の比較

の比較

15,860千円

1,322千円

1,087千円

94千円

以上の諸経費節減成果ではあるが，この成果額を従業員の給料賃金上昇額と比較すると

Aの期間における給料賃金比

総増額 23,234千円

月平均増額 4,647千円

Bの期間における給料賃金化

総増額 30,088千円

月平均増額 3,174千Pl

-66-



Cの期間における給料賃金化

総増額 2,919千円

Dの期間における給料賃金化

総増額 3,312千円

Eアクック 500連動全期間〔自 S45年11月～至S47年 5月迄の19ヶ月間）における

アクック 500運動成果

総増額

月平均額

給株賃金比

総増額

月平均増額

27,1 4 0千Pl

1,428千円

67,553千円

3,555千円

以上の給料賃金増額の吸収は，生産性の向上，主原料，副原料の向上，或は販売政策の合

理的連用等によるものの他，アクック 500會運動の成果による吸収が約40％を占めており重要な

吸収財源になっている事が理解して戴けるものと思う。尚，本連動も引き続き，労使一体とな

って一層の成果を上げるよう，それぞれ創意，工夫を重ね努力することを認識し合いたい。

(sは昭和の略号となっている）
図 3-7 伸線職場のアクック 500連動の展開
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資料出所：『北鋼だより』Jf6.57 1972, 9 

-67-



この労資間の見解では， アクック 500運動による成果は日常の消耗品の節約分しかのべられて

いない。しかもこれは「給与の原資」としたとしている。この限りではまさしく「合理化」運動へ

の協力による成果配分を労働者が全面的に亨受したということになろうが（これによって労組の生

産性向上運動の推進による分配の向上というスローガソは貫徹したことになる！），アクック 500

運動期間中の急上昇したあの総生産最，エ数当り生産蓋の伸びがどのように労働者に「分配」され

たかは明らかにされていないのが特徴的なことといえよう。

しかしこうしたアクック 500運動および「時間短縮」の過程でもっとも輝かしい成果をあげだ

された伸線職場で，アクック 500運動が開始された70年11月のその直後入社 1年の青年が仕上り

ドラムより鉄線がとびだし死亡するという労災が発生するなど「合理化」の犠牲は労働者に一層厳

しくなっていることも今一つの注目すべき事柄といえよう。

＜注＞
I) 

2) 

ヽ
ノ
）
）
）
）

4
 .

5

7

8

9

 

3
 

67年に販売成紹が思うようにいかず生産を中止した。

「社長談話」『北鋼だより』51号71年7月号

『北鋼だより』;fG.17号19 6 5年 6月号 P 2~  3 

『北鋼だより』茄31号1968年 1月号

『北鋼だより』;fG.50号1971年4月号

「北海鋼機労働組合 1965年運動方針」より

生産委員会の開催ほ毎月 1回を定例としている。（労働協約26条）

生産委員会に討議する事項（同第24条）

1. 生産性向上に関する事項

2. 生産性の測定に関する事項

3. 生産計画に関する事項

4. 生産実績に関する事項

5. 璽要なる新設備，新作業方式の導入に関する事項

内容は例えば次の議事録にみる内容のように生産能率向上のための労使一体化の体制をよく現わし

ている。

（生産委員会巖事録から）

日時，場所 S 41年9月3日

第一会議室

1. H常務挨拶

『亜鉛鉄板関係は現在，値段が上昇気味とは言っても粗鋼減産の枠がはずされたので先行きの見通しはど

うなるかつかめない。しかし， 9,10月と売れる時に沢山作りたいのでHKラインの定期ドロッシソグも 9月

29日～10月5日と短期間でやりたい。線材関係も値段が少し良くなって来ているし，ロッドの入荷も順調の見

込みなので， 9月は日曜が4日，その他祭日が2日と時間外時数が多くなるのが生産はいっfまいにやりたい』

（組合と会社協議の上p月，残業は4綜帷り 十 8時間 ＝ 5暉捕りを最高限度とすることにきまった）

1. 第一製造課

定期ドロッシソグ 9月29日～10月5日・・ぃ．．6日朝スクートの予定

8月は，生産遂行率 10 6.2 4特に1級留りは， 98.4 2％とライン稼動以来最高を示した。

1. 第二製造課

8月はカラー，軽批形鋼共に順調であった。特に形鋼は生産抵／エ数が月々伸びており， 9月は切替（サ

イズ）回数が少ないのとロソグサイズが多いのもありますが， 4,14 sK9./'数と他社に見られない廊水準を計

画しております。

1. 第三製造課

綿材の酸洗能力，検討 1 8.5 t／エ数
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月約 1,6 O OT可能

1. 工務課，受渡課，調整課

特記事項なし

1. 事務所

8月の残業時間，最高5嘩袖ij(1名）は成品課で退職者 1名とその他，旅行等で休暇をとった者が出たた

め。

しかし，努力次第では協定 (48時間）内で済んだのではないだろうか。

しかもこの事で組合と事前協膀も行われていないので，今後このようなことの絶対にないように厳重に申

し入れた。

10) 『北鋼だより』妬．45, 1970年4月

11) 『北鋼だより』A6,4B, 19 70年12月

アクック 500運動は1970年11月を起点にしている。

12) 『昭和48年度組合員意識調査報告』から引用 北海鋼機労組 1973年3月6日

第 2節 小形棒鋼メーカーの「合理化」と労働力構成

1、小形棒銅企業の生産構造

小形棒鋼の生産構造の鉄鋼各品種間での特徴は，高炉大手独占体企業への集中度が，他

の品種に比較してきわめて低いことにある。従って，参入企業の型も高炉，電圧・単圧の各型企業

から伸鉄（再生鉄）企業まで，多様性をもち相互に部分的には市場において競合し•合っている。又，

その用途の 3割強が建設部門への出荷となっているのも特徴である。 ' 

このような特殊性から，小形棒鋼生産への新規参入が「高度経済成長」期を通して鋼材需要の

増大をあてこんで多くみられ，鉄鋼問屋・屑鉄業者の，単圧メーカー・伸鉄メーカー等への転換や，

好不況の影響がはげしい建設部門主軸という需要描造からくる既存企業の改廃業が，他の鉄鋼業

とは相対的にみて異なる競争関係の激しい生産構造を形成してきた。

しかし， この分野に大手独占体から中小メーカーまで参入しているといっても，生産設備の面

でも，機械設備の生産能力の面でも大きな隔たりがある。一般に小形棒鋼生産企業は， I高炉一貫

メーカー， 11電気炉圧延メーカー，皿単圧メーカー， N伸鉄（再生棒鋼）メー・カーの 4つの型に区

分されているが， これらの型の間の相違を概括的にあらわすと図 3-8になる。小形棒鋼生産の主

要工程である加熱炉・圧延工程の前段にあたる原材料生産工程についても高炉の優位性が確認され

るが，とくに皿の単圧メーカーは1::.守レットの購入をめぐって，高炉メーカーあるいはイソゴットを

生産する電気炉メーカーと関係をもたざるを得ない。その場合，高炉つまりほとんどが大手独占体

の製鉄所と需給関係をもつ単圧メーカーにおいては，その原材料供給関係を媒介にして大手独占体

の従属下に組みこまれるか，あるいは大手製鉄所の圧延工程能力増大を含む一貫化の進展により原

材料供給の面で不安定な状態におかれてきた。こうしたことから単圧メーカーが設備能力を増強し

原材料たるビレット等の需要が増大すれば， 1::..レット（あるいはインゴット）を生産するために自

社内に電気炉を設けるかもしくはビレット等の鋼塊を製造・販売する工場を見出さなくてはならない

ことも多い。

一方電気炉・圧延メーカー（以下電圧メーカーとする）についてみると， ビレットの生産を自
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図 3- 8 小形棒鋼生産企業の型別生産過程
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社内で行うため，高炉メーカーとの原材料供給関係はほとんどないが，素材となる鉄屑の購入ある

いは成品としての小棒販売を通して鉄鋼商社の関係が緊密である（商社との関係は単圧メーカーも

同様である）。又，電圧メーカーについてみれば上位の一部企業を除いて電気炉能力と圧延機能力

のアソバランスが目立ち， とりわけ多額の設備投資を必要とする電気炉の増強が問題となるが， こ

の資金の調達・技術の嘩入も鉄鋼大手メーカーや商社への従属度を増す契機をU王U泊杉成してきた。

最後に伸鉄メーカーは一般に生産規模も小さく，素材を直接加熱することによって圧延，成品

化しうるものに限られ（例えばレールなど），小形棒鋼のなかでも小口径のものを生産しており，

図3-8の事例からもわかるように他の型のメーカーに比べて生産能力も著しく低い。成品市場で

も一般規格とほ異った「再生棒鋼」規格でラソクされるが，需要先—とくに建設業関係ー一ーとの

関連で単圧・電炉メ←カーの 9mmから13mmサイズの棒鋼とも競合する場合もある。

次に工場単位での生産蓋からみた，小形棒鋼の生産構造について述べると， 1973年度の工場当

りの最大生産最は住金小倉工場で約44万6千トンである。表 3-11をみると一応30万トソ（年間）以

上の工場をトップレベルとすると 6工場でこのうち大手 5社の工場は住金小倉と神鋼尼崎であとは

電炉メーカーである。叉10万トン以上30万トソ未満の工場は33工場で全小棒生産の約50%，上位 6エ
場を合わせると，約70％が 200工場以上ある小形棒鋼生産の大半を占めるわけである。しかしこの

表からもわかるように，他品種に比べれば小形棒鋼市場を支配する企業はないわけで，分散による

ところの競争の激しさ，好不況時の変動の激しさが常に問題となる。そのなかで同一地域の同一系

列企業間では小形棒鋼の生産サイズの調整など分業による合理化がー協議されている。

表 3-11 小形棒鋼の主な企業と生産盤 (1973年度）

会社・工場名 生産最 会社・工場名 生産産 会社・工場名 生産高

太阪製鋼 126,231 t 大谷製鉄 55,938 t 北海鋼業 68,221 t 

川崎製鉄水島 177,811 岸和田製鋼 192,004 三星金属工業 1945 00 

神戸製鋼所｛尼崎
364,063 共英製鉄 134,320 三星産業住吉 14,169 

神戸 I 72,273 興国金属工業 99,889 向山工場 71,240 

新日本製鉄室蘭 57,999 埼玉製鋼 58,506 山口鋼業 33,603 

住友金属工業小倉 445,707 三興製鋼 I 73,695 大和電気製鋼 160,198 

中山製鋼所船町 99,980 城南製鋼所 103,601 臨港製鉄星田 128,358 

日本鋼管京浜 4,196 西武化学工業 120,929 朝日鋼業 86,017 

愛知製鋼知多 90 拓南製鉄 63,510 
朝日製鋼｛岸和田

55,664 

吾 製鋼所千葉 63,651 大三製鋼 31,817 住吉 15,179 

大谷重工業｛雷誓
285,886 中央圧延 66,877 関東製鉄 57,950 

146,303 千代田亜鉛工業 111,968 埼玉特殊圧延 55,010 

関西製鋼 314 東京鉄鋼 314,190 坂本興業 2,670 

共英製鋼｛悶嬰
113,400 東部製鉄 110,992 清水鋼鉄 48,401 

257,325 東北砂鉄鋼業八戸 141 城東製鋼 15,480 

国光製鋼 300,043 ｛江戸川 119,558 太平鋼材工業 13,256 

東海鋼業 354,666 東洋製鋼 川崎 137,189 中国製鋼 170,022 

東伸製鋼｛瓢姫路

104,434 徳山工業 137,419 東化伸鉄工業 26,858 

67,121 利川製鋼 174,207 東洋スチール 83,560 

66,055 豊平製鋼 108,366 富士工業 225,255 

土佐鼈気製鋼所 416,852 西鋼製機 鋼
143,679 武蔵製鋼所 132,168 

中山鋼業大阪 219,939 日重 工業 65,593 その他の会社 907,381 

日本砂鉄鋼業 198,919 日本スチール工業 43,531 

三菱製鋼東京 309 八戸鋼業 64,744 

石原製鋼所 12,226 平塚工業 60,461 

｛石巻 151,395 船橋製鋼 189,945 
伊藤製鉄所 市川 118,613 

北越メクル｛長三条岡
29,073 

王子製鉄 207,018 118,031 響△ロ、 計 10,128,152 

資料出所；『鉄鋼年鑑』昭和4碑こ度版 鉄鋼新聞社調より
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表 3-12 小形棒鋼（再生棒鋼を含む）のサイズ別生産高 (1973年度）

サイズ伽D 生産高(t)

8以下 1,076 ， 318,351 
12 21,670 

小 13 740,016 

16 282,690 サイズ伽n) 生産高(t)

19 184,493 8以下 1,726 

22 108,845 

形 25 93,354 
再
， 473,633 
12 11,658 

28 46,290 

32 59,269 
生

13 221,503 

16 144 

36 28,783 

19 
丸

22 2,379 

棒 38 35,270 鋼
25 1,685 

40 7,540 

42 34,369 計 712,728 

44 17,666 

資料出所：鉄鋼年鑑昭和4綽F度版
鋼 46 6,204 

48 17,352 

計 2,003,238 

2、生産工程の概要

小形棒鋼製品は通常日本工業規格 (JI S)か否かによっていわゆる無規格品との区分が生

じ市場価格が異ってくるo このため素材となる鋼の成分組成を調整できる機能が必要となる。こう

した機能をみたすには，成品管理の行届いた高炉一貫メーカーの鋼塊もしくは鋼片を購入するか，

叉は市中のスクップを一度溶融し副資材（マソガソ，シリコソなど）を添加して成分調整をおこな

うことのできる電気炉もしくは平炉が必要である。さらに圧延効率をよくするために小形鋼塊（イ

ソゴット）もしくは鋼片（ビレット）として圧延挿入前の形状を一定にする必要がある。こうした

材料を外部から購入するか内部で生産するかによって電圧メーカーと単圧メーカーとの相遮がでて

くるが，まえにもみたように単圧メーカーである富士工業も別会社としての清水製鋼という電炉専

業メーカーを設立したことにより，事実上電圧メーカーになったとみることもできる。

従ってここではまず電気炉を核とした製鋼工程と圧延工程に分けて生産工程の概要をのべてお

こう。

(1) 製鋼工程

製鋼工程の概要は図 3-9のようになる。

原材料となるスクラップは商社又は鉄屑問屋によって集荷される。北海鋼業の場合月間鉄屑購

入批は 5,000~ 6,000 tで，主な購入先は親会社である日綿実業の他，産業振興・北海金属の地場
会社を窓口として集荷地域は札幌市周辺で全体の80％を占めている。豊乎製鋼の場合は月間約 1万

トソで道内ものを川鉄商事を通している。清水製鋼は月間1万3,000t ~ 4,000 t,国内くずの
集荷体制として三井物産や道内業者を組織した「清和会」によっているが不足分は，新日本製鉄室

蘭製鉄所のワク内で輸入ものを使用している。
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図3- 9 製鋼の生産工程と作業組織の対比

（作業組織は下段）
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こうして集荷されたスクラップは工場内のスクラップヤードに集稲されるが，まずこれを品質．．．． 
検査して仕分けする。実際に消費するについてはこのままではかさばるのでプレス機て任縮，電気炉

に投入しやすい形にして電気炉上部から投入される。この作業はリフティ‘ノグマグネットクレーソ

などを用いる。

電気炉に素材が押入されて還元雰囲気のなかで精錬されている間に分析試験が行われ副蜜材が

適度に混入される。電気炉における製鋼能力は炉の容撒およびチャージ回数によって決まり精錬時

間が短縮されればエ数当りのチャージ回数は増加する。北海鋼業・豊平製鋼も1975年に10t電気炉

を廃棄に新たに50t電気炉の製鋼工場を建設，清水製鋼は74年のスクート時から50t電気炉によっ

ている。チャージ回数の増加は装入方式の改善，検査方法の改善などによっておこなわれる他，労

慟密度を高めることによって増加することができる。電気炉から出た鋼は取鍋によってイソゴット

ケースに注入されるが， これは造塊作業もしくは定盤作業と呼ばれている。ィソゴットケースで成

型された鋼塊は湯道などがついているのでこれを落とす作業はハソマーなどの手作業によって行わ

れるか機械化されているところでは鋼塊整理械等を用いておこなわれる。 r一方清水製鋼の場合はこ

うした工程を通らず電気炉から取鍋によってくみあげた溶鋼を連続鋳造機に注湯し一挙に鋼塊を製

造する連鋳方式を採用している。北海鋼業，豊平製鋼も50t電気炉への設備更新を期に連鋳方式に

リプレースするという方針で，電炉の中位以上のエ湯は， この方式に移行しついある。

製鋼工程は重籠物の移動が全工程t•こわたっているので，天井走行クレーンによる工程間の移動

によっておこなわれている。

(2) 圧延工程

圧延工程の概要は図 3-10のようになる。

ノ

鋼塊を加熱炉で湿度を下げて圧延機を通すわけであるが，それぞれ粗圧延，中間圧延，仕上げ

圧延があり何回かパスさせて形状を作り，冷却させたのち，定尺に切断したものを結束し出荷して

いる。製品は普通棒鋼の他に最近はリプのある異形棒鋼の生産比重が高まっているが， これはみぞ

のついたロールで圧延することによってリプをつける。

圧延能力は圧延スピードによって決定するが，加熱炉の性能，圧延機への装入方法（手で装入

するか自動的に行うか，クーニソグ，チルチング，ガソグなど圧延する鋼塊を走らせる装置等によ

っても決まるし，工場レイアウト（直線が一番簡便である），各圧延機間の制御方式（中央制御か

個別制御）によっても影響をうける。

調査企業のうち，富士工業の圧延設備が一番能力が高く月間1万2,000t~5,000 t,豊平製

鋼1万トソ，北海鋼業 4,000t ~ 6,000 tで， とくに北海鋼業の場合，加熱炉，圧延機も旧式で装

入その他で手作業も多い。

3、労働力構成の特徴

まず最初に富士工業と北海鋼業の経営組織についてみておこう。

図3-11は富士工業の経営組織である。

経営管理部門は総務・経理・業務・企画調査課によって構成され，生産部門は作業課•第 1 圧

延•第 2 圧延課・鋼板課によって楷成されている。

生産部門の組織について若干ふれておこう。まず， 73年に鷲別地区に工場が統合される以前は，

室蘭市および鷲別地区の 2つの離れた工場から網成されていることからそれぞれ第 1,第2の2つ

に区分されていること， そして鋼板課の業務は全て新日鉄の委託業務からなっていて，なかでも鋼板係
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図 3-10 圧延の生産工程と作業組織の対比（作業組織は下段）
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図3-11 富士工業の経営組織 (1972年） 図3-12 北海鋼業の経営組織
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第 1圧延係ー［ド:(2交代）

賂備係

燃料課 6人

受渡課 17人

第2圧延課―[
第2圧延係{::(2交代）
整備係

霞部{品質管理課 7人

検査課 7人

鋼板課ー[
鋼板係ーCT班

坑枠係

賓料出所；会社提供汽料による。

資料出所；会社提供汽料による。

に属するCT班は新日鉄室蘭製鉄所描内で作業をする新日鉄室蘭の社外工の役割を果している。

圏 3-12は北海鋼業の経営組織である。 62年に伸鉄メーカーから電圧メーカーに固奥してから

65年に最初のJIS規格を小形棒鋼について取得して以来． 品質管理に力をいれていて管理部を独

立させ．大学卒も採用し．分析・検査に力をいれている。

現場の作業組織についてみよう。

図3-13は富士鋼業の圧延工程の現場作業組織についてみたものである。富士工業の場合胆延

工程は 2交替制になっていて，表 3- 10のような勤務体制たなっている。（この他坑枠鋼工程につ

いても 2交替制である）

このため圧延はA • Bの2つの職湯に分 図3-13 富士工業の勤務体制

けられ，それぞれ作業長が全体を統轄している。

職場の班構成は操炉，圧延，精製の3つの

班に分けられている。それぞれの班は班長が

統括しているがあとでものべるように班長自

体は実際の作業にも従事しており固有の権限

はほとんどない。

圧延班の班絹成で特徴的なのは、それぞ

れの班の中に固有の職務はあるがそれに対す・

る固定した労働者が配置されているというこ

始 業 休 憩

2交替
甲 8時 12~13時

勤務
乙 22 2~3 

普通勤務 8 12~13 

出所；同社労働協約より作成
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とではなく，全員がローテイショソに準じた形態で全ての作業につくことが原則になっていること

である。つまり要員としてプールされているわけである。さらに操炉なら操炉班という枠も長期尻

亘って固定されたものではなく．操炉から精整あるいは圧延という移動も短い年限の間に行われて

いる。こうした編成が行われる要因として考えられることは各々の職務がOJTを通して比較的短

期間に技能を習得することが可能であることと，労働力の流動性が比較的高く，補充として未経験の

中途採用者が直ちに現場に配置されるということから全体として要員をプールすることによりどの

ボジショソが欠員を生じたとしても．班内部の持ち場の移動で操業度をおとさないためである。定

着率が低く中途採用者が多いというなかで， こうした新規入職者を早期lて戦力化しながら生産能率

を落とさずにいくというための要員フ゜ー・ルは富士工業だけに限らず．北海鋼業や豊平製鋼にも共

通してみられる小棒メーカーの労働力絹成の一つの特徴といえよう。

次に富士工業の第 1圧延工場を例にとりながら．全体としての労働力配置の時徴をみることに

しよう。富士工業には第四節でくわしく述べるように岡本工業．産業振興，北信運輸．室蘭鉄工所

の4つの下請企業が入っている。臨時工は60年以後ほとんど顧用されておらず．臨時工の職務のほ

とんどが岡本工業等によって代替され，さらに本工の作業分野にも拡大している。（表3-14参照）

こうして社外工を含めた労働力配置がどのようになってい

るか図 3-13をみることにする。 表3-14富士工業の労働力棉成

まずトラックによる搬入は社外企業である北振運輸労働者

が行い．材料ヤードヘの積下ろしは本工である受渡係の指示で

岡本工業が行う。こうした混在作業は加熱炉装入直前まで行わ

れる。ビレットの形状が異なる場合には室闇鉄工所によってヒ令

レットが切断される。加熱炉装入から抽出までは本工である操

炉班となっており装入作業の他，加熱炉運転，湿度測定．抽出

監視，記録などの作業がある。次はロールガソクのところから

冷却台までは本工圧延班が担当しここでは．粗・中間・仕上（並

行）圧延機の運転．圧下調整． ロール取換，測定． ロール隙採

57年 73年

職 員 数 26人 55人

本 工 数 109 199 

臨寿じ季節エ 30 

゜
社 外 t 80 

資料出所； 73年は会社提供資料

取等の作業がローテイショソで行われている。冷却台から毀品は 57年は表3-32による

ね出しまでは本工の精整班で．冷却台運転・監視．定寸機測定・監視などあるが． この工程間で検

定係による測定検査がある。定尺に切断された小形捧鋼は再び検定係によって抜き取り検査試験が

行われるが，成品は数十本ずつたばねる結束作業に入る。結束作業は手作業かあるいは結束機を用

いた機械作業がその時々により両方とも行われているが手作業の方が効率が上がるということであ

る。

ここでは本工である作業係と岡本エ薬の混在作業であるが．人力で結束する湯合の主体は岡

本工業労働者によっている。ここで発生したスクラップは産業振興によって処理．搬出される。出

荷は受渡係による記録等のもとに北振運輸によって搬出される。以上がおおよその労働力配置であ

る。ここでの特徴は運転・監視・測定・調整などの作業を除けば本エと社外エとの混在作業や社外

工独自の作業範囲がかなり広く，社外工の作業範囲ほ臨時エの時と比較しても格段に拡っていき毎

年社外エ人員数も増加していることがあげられる。

次に北海鋼業についてみることにしよう。
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図 3- 13 富士工業第 1圧延工場の生産工程と労働力配置 (1972年）

並行スクンド

←し」＃4角測定1/H圧ロー下ル調隙節採そ取の都Y度H 

11 
y ロークリー汗— I ~中延スクソド

ロール隙彩取VH 
圧下調節•その都度

ビレット切断

→ 
I社外エ（室蘭鉄工） 1

粗角測定ツH 

外径測定（検定系）

ツ30分

一

ロールガ‘ノグ

1)粗ロール

新日鉄成品ヤード

（ビレット）

トラック運搬

材料ヤード下し

山租（場所指定）

受入検査 1受渡係 I

リフト迎搬

｝ 
指定場所に山稲

中間測定（鋼材長さ）

装入材チヤージ確認

プッツヤー旅み 1作業係 I

装入
1操炉班 1

今

取醗検
]
-
_
j験

巌
庇
径
さ
試

し

面

的

機

饂

li竺麟
麟

餌

麟

ロールガソグ

↑ 

抽出4五亘目
完辺o分
定レ30分

操炉班十一__＿＿------------------...J

社外エ（北振）

出荷搬出

恒可社外エ（北振運輸）1

資料出所；会社提供資料および聴取調査から作成
注；こニコ内が労働組織名
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図 3-14 

図 3- 15 

富士鋼業現場作業組織（第 1圧延課について）
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てブー穂されももる）

図 3-15は北海鋼業の製鋼・圧匙両課の現場作業組織をみたものである。生産部門の労務統轄

全般の統轄責任者は課長で戦長は作業の遂行•安全管理の責任者となつていて，そのもとに班長が

いる。製鋼職場は原則として 3組 3交替で休日は 2組 2交代12時間勤務ということになっている。

これに対して圧匙職場は常昼勤で 8時間50分拘束の 8時間実慟が就業規則上の勤務時間となつてい

る。製鋼と圧匙職湯の相遮があるのは製鋼能力が圧延能力に比べてかなり下廻つているため製鋼で

は3交替制によるフル操業での増産体制でその遅れをカバーしている。

製鋼における労働力編成は炉付，造塊，クレーソ班の三つの班および副資材係 1人から成立つ

ていて他に杉山組，北都溶接の二つの社外エが入っている。本工の班編成はあとでみる圧延職場と

比べて班をこえての移動はほとんどないo これは炉付であれば炉前の作業として「炉内の温度を測
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るのtこテストバーといいましてね，禍の中に丸棒をつつこみましてね，何分かいれてさつとあげる。

そのきれぐあいでもつて何度かということを測るのですが，これ経験が必要ですね。」（製鋼課長

の話）あるいは造塊の作業のようにイソゴットケースの下に耐火レソガをしきつめる定盤作業など，

又クレーソにしても，これらの班の労働内容が相対的に独自な技能を必要としていることによるも

のである。

製鋼職場における社外工の労働内容は主に鋼塊の盤理とされている。以前は原材料配合なども

社外工の仕事であったが「本工の方が省力化されたため」（総務課長）再び本工の作業にかわった

ものである。結局「鋼塊の整理（湯道などを＾ソマーでほうる）これは非常に重労働なんです」と

いう仕事が社外工の作業範囲として残されたわけである。

一方圧延職場の場合，

第 1圧匙職場を例にとつて 表 3-15 北海鋼業現場要員配置 (73年）

みると，第 1圧延職長の下

に挿入，粗・中，仕上，精

整班長がありさらにそれぞ

れ伍長がいるが，一般作業

はどこの班というような形

ではなくプールされている。

表 3-15にみるように，職

務そのものに対する要員数

は決つている。しかし班長

伍長はそれぞれの要員数の

なかに組みこまれていて固

有の職務としてみなされて

いない8つまり班長・伍長

は実際に現場作業に従事す

るベテラソ熟練工で「ロー

ル調整など高度な技能」を

必要とする作業を遂行する

ことが主な職務内容になっ

ている。但し班長について

は技能の指尊，安全面も含

めて「見廻り」もあり p 職

長が休んだ場合はネットを

はなれて職長の職務を代行

することになっている。

こうした圧延における労

働者の技能習得も OJT

によっておこなわれていて，

「入ってきたら，最初は操

（製 鋼）

炉 付 15人 (5人X3) 
坦•91• 塊 21 (7人X3) 

ク レーソ ， (3人X3) 
職 艮 3 (1人X3) 

副 資 材 3 (1人X3) 

計51人定U外2人

（三 圧）

挿 入 3人

取 出 2

粗ロールカソト調整 1 

チルチソグ及びカソト 1

調 整

中間ヵックー I 

先切カックー 1 

中間ロール調整 1 

仕上ロールII及び 1 

製品測定

冷却台製品コロガシ 1 

精 整 2

職 長 1

計15人定日外 2人

（エ 作）

ガ ス 工 4人

仕 上 エ 3

施 盤 エ 4

木 型 工 1 

計12人定H外2人
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（一 圧）

挿 入 5人

坂 出 2

粗ロール調整 1 

操 作 盤 1

中間昴切カックー 1 

仕上ロール調整 1 

製品測定 1

乱 尺 取 1

製品落し 2 

カックー操作 1 

賊 長 1

計17人定員外3人

（原 料）

玉 掛 3人

ク レーン'2

検 収 2

計 祉 1 

計8人定目外 2人

（屯 カ）

受渡し立合 5人

ク v ーン 3
ビレッ 卜 5 

※13人

繁忙期には相当数増員する

定員外 2人

往）定員外は事務・技術員の応援

という形をとつている。

資料出所；北海鋼業要員配骰表から



炉やらして次にカックーの方にいって，粗ロール，中間，仕上げやらして，ある程度やって，今度

は粗ロール専門とか，中間専門とか，仕上げ専門になるんですね，それは1年間位かかりますね，

そして全体を又おぽえていくのです。」（同社総務課長の話）ということになる。こうした点では

細かな点の相違はあるとはいえ，富士工業の場合とほぽ共通した特徴をもつている。

圧延における社外工は杉山組が入っていて，結束作業を主にしてミスロール処理などを行って

いる。

次に富士工業，北海鋼業労働者の年令・勤続年数樅成についてみることにしよう。

表 3-16は富士工業現場労働者の年令別勤続年数別構成である。この表からわかるように年令

層描成では30オ未満が全体の50％を占めていて， とりわけ25オ未満の若年層に多く集中している。

ついで30オ台が34%, 40オ台9.5％で50オ台 6％となっていて中高年令層および高年令層労働者のウ

ェイトが比較的に低いことが注目される。又勤続年数別描成からみると， 3年未満は全体の25%,

3年から 5年がlOo/o, 6~9年が15％で，勤続10年未満の労働者が50％以上占めていることになる。

これに対して勤続15年以上の労働者は28％であり，全体として勤続年数構成は若年層に片寄ってい

ることがわかる。こうした労働力描成についての特徴をまとめると次のことがいえる。

第1に表の中で〇で囲んだ数

字のように大きくわければ，富士 表 3-16 富士工業現場労働者年令勤続年数別棉成（ 1971年）

工業労慟者の楠成が年令25オ未満

疇 5年以下のグループ（全体の

30％を占める）と中堅的グループ

としての30~40オ，勤続10~19年

の層（全体の40％を占める）から

成つていて，高勤続年数者が比較

的に少ないこと。このことは勤続

5年位を一つの境にして離職する

一つの定着のパクーンと，中高年

令層レベルになっても離職を考え．

る部分がかなりいることを予測さ

せるものである。このことは「も

ともと室蘭地方は労働者の定着性

が悪いんですよ」ということもあ

ろうが「不況前は半分位はやめる

のですけど，不況になつてからは

ほとんどありません」 (40オ，男

結束）というように，本工のなか

I ミ・階級 3年 3年 6 10 15 20年

s ＼ I ＼ 計

未満 5年 ， 14 19 以上

15オ～ 19オ ， 人 畠
人 人 人 人 1 1 人

20 ~ 24 ふ 12 32 (1) 

25 ~ 29 1 3 7③ 11 

30 ~ 34 1 13③ 5③ 19 

35 ~ 39 2 14③ I 17 

40 ~ 44 1 2 5 1 9 (2) 

45 ~ 49 1 I 

50 ~ 54 2③ 1 1 4 

55 ~ 59 2③ 2 

60オ以上

計 26 11(1) 16(1) 24 26(1) 3 106 (3) 

（圧延課，鋼板，抗枠課人数。不明分を除く）

貴料出所；富士工業従業員名簿から作成

注1.; (）内数字ほ女子の数

〇内数字は構成上の特徴を 3つに分類したものである。

でも比較的熟練度の低い部門で働く労働者を中心に，第 2部でみた社外工労働市場と重なりあった特

徴をもっていることをしめしていると考えられる。

第2の点では，富士工業の場合，停年は55オであるが「会社が必要と認めた場合」嘱託として

再雇用されることになっている。しかし実際には今のところ富士工業はえぬきの再雇用はなく，こ

の表の50オ以上3年未満の労働者（表の中の③）は全て新日鉄室蘭の退戦者が眼託として脈用され
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ている。「（新日鉄室蘭）製鉄所の退職者の人は守術とか雑役という形で一定期間の契約をして嘱

託に・します」というように，製鉄所時代の技能とは全く結びつかない形での再就職口にもなつてい

ることである。

次に北海鋼業労働者の年令別勤続年数構成をまとめたが表 3-17である。

表 3-17 北海鋼業労働者の年令別勤続年数別構成 (71年／74年）

ミ I I f l t I ll・ 2 11. 3 イl 4 年 s fl. hり～1いI・ 1111.~15り＇Ih iI・~2IIfl: 21 fl•一iSiI ・ 加i1~．＂＇ii • JIii- (r,It 
71 {lデ174 {l̀ 7Jil. I Mfl. 7Jfl~ I"り・ 71 fl,, I 74 fl 1111, I7;_ itll ?I {l‘1 7『iり・ "'lしlI 74’ト 71 iI.74 fl • 71り・ 174り・ n il1 I "り 7 1 w. 1 14il・ 71 ij~ I 71り．
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この表によればまず71年についてみると20オ台が33名で全体の40％を占めもつとも多く， 30オ

台は24°lo, 40オ台22°lo, 50オ以上12％となっている。 74年では26オ台は43％とやや上昇し， 30オ台

は24%, 40オ台は19%, 50オ以上は11％で， 20オ台が若干増しているものの年令構成は3年間でほ

とんど変化がない。次に勤続年数では71年では， 3年以下11%, 5年以下では15％で， 6 ~10年は

48％ともつとも多く， 11~20年は7%, 21年以上は22％となつている。一方74年についてみると 3

年以下21°lo, 5年以下で32%, 6~10年は40％とやはり高く， 11~20年は 9°lo, 21年以上は19％で

ある。

年令，勤続年数から見た特徴をまとめると，第 1に若年層のウニイトが高いこと自体は富士工

業と共通しているが，異なるのは北海鋼業の場合年令構成のバラつきがなく， 「定着性はよいほう

だ」という同社の話を裏付けてもいること，第2に勤続年数の 0~5年と年令層を比較してみると

わかるように，若年層の場合も新規学卒者よりむしろ転職者の中途採用が多いことである。しかし

この場合も中途採用者の年令の上限も30オ前半位で高年令層はほとんど採用されていないことであ

る。第 3に，北海鋼業の湯合，札幌に通勤する他は，比較的地元定着の高い小樽地方労働市場を
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基盤とする企業として，労働力不足の影響はほとんどうけることなく，比較的若年層の労働力を常

時補充することができるという事情の上にたった編成上の特徴が反映していることである。

4 「合理化」の展開とその特徴

今回の系列企業調査のなかで小形棒鋼を主力としているのは新日鉄系列下の富士工業，北海鋼

業，それに旧富士製鉄の系列から離脱し，川鉄系列化に新たに参入した豊平製鋼の三社である。こ

のうち富士工業は単圧メーカーである。

まず単圧メーカーである富士工業からみていこう。

富士工業は， 1 9 7 4年時点で資本金 1億円，労働者数270人（現場労慟者は 213人），年間約

21万トソの鋼材を生産・加工し， 100億円の出荷額を実績する単圧メーカーである。同社の生産活

動は表 3-19の如く96％までが小形棒鋼生産で，残りの4％弱が坑枠鋼の曲成加工を含む加工生

産で，これらは小形棒鋼の受託分 6％を含め，新日鉄室蘭製鉄所からの委託加工となっている。

現在のような小形棒鋼の生産形態をとつたのは， 1956年に資本金をそれ以前の 600万円から

1,200万円に増資し，それとともに当時の富士製鉄から20％の資本参加がなされ，それまでの発生

品を主体とした原材料供給関係から一層緊密な関係が成立したことが契機になった。 57年には新日

鉄室蘭製鉄所の前に室蘭工場に第 1圧延工場，続いて59年には第2圧延工場を建設し，単圧工場と

し志道内トップレベルの企業になった。 65年には旧式設備であった室蘭工場の第一圧延設備をリプ

レースする形で敷地の狭小な室蘭工場から郊外に新たに工場を建設し連続式小形棒鋼圧延設備を，

更に72年には第 2圧延工場もリプレースし鷲別地区に新鋭設備を集中した。この間資本金も63年に

は5,000万円，更に72年には1億円に増額し，年商 100億円と，道内鉄鋼業の地場大手企業としての

地位を確立するに至った。一方，新鋭設備の導入により生産能力の増強に対応して，原材料の使用

盤も増大したが従来のように新日鉄室蘭製鉄所からの供給は増えないことから，安定した原材料た

るヒ＇レット（イソゴット）の供給企業を必要とした。そこで 70年には，東京に本社，工場をもち圧

延用鋼塊，鋳鍛鋼品などの生産実績がある清水鋼鉄（資本金1億円）と共同出資（出資率は清水鋼

鉄70%，富士工業30%)して，清水製鋼（資本金5,000万円）を設立，室蘭から 1時間位の距離に

ある苫小牧市勇払工業団地内に製鋼用電気炉工場を建設した。

清水製鋼は80t電気炉（最大37t)と連続鋳造設

備各一基を保有し，棒鋼圧延用小形鋼塊 (100~ 120 
角ビレット）を月産 1万2,500t生産，外阪用鋼塊メ

ーカーとしては道内唯一の工場であるとともに，表 3

-18の設備一覧の如く新鋭設備を端入した企業である。

しかも工場建設に際してのさまざまな保証を含め「発

足の時点から新日本製鉄系となっており，今後とも新

日鉄の方針に沿うことになっている」りとされ， 同社

の原材料となる鉄屑の面でも，道内発生屑については

清水鋼鉄と岡谷鋼鉄の共同出資によるところの北海

道オートスクラップセンクー (73年7月設立，処理能

カ月間 2,000t) I)から供給される他， 「輸入くずの購

入はすべて新日本製鉄室蘭製鉄所のワク内で行う方針

であり，入荷予定日，数盤および取扱い商社などは同
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表3-18 清水製鋼の主要設備

苫小牧工場

◎30トソ電気炉（最大37トソ） 1基

◎スクラッブプレス (1,000トン） 1基

◎真空分光分析装匝 1式

〇集座装股

ベソチユリー式集座装慨 1基

バックフィルクー式建屋集座装置 1基

〇連続鋳造設備 (1チャージ40トン， 3ストラ

ンド， ー卑知ャルソカ屈ローヘッド式） 1基

資料出所；『転換する鉄鋼業く電気炉絹＞』

疇新聞社 197 3. 9より



製鉄所と話し合いの上」 1)というように需給面でも新日鉄の方針が清水製鋼の経営方針に反映され

るしくみになっている。

清水製鋼の設立経過にもみられる如く，単圧メーカーとりわけ大手鉄鋼資本のもとでの単圧メ

ーカーにおいては，富士工業のように設備能力の増強に対応した原材料需要の増大が，他方では新

日鉄の「合理化」の推進との関係で安定した原材料の供給を要するとこるから，電気炉を自工場に

附設して持たざるを得なかったことに単圧メーカーの今後の方向としての特邑を見出すことができる

であろう。

以上，富士工業の小型捧鋼部門における 表 3-19 富士工業の主たる生産品種と売上高

設備合理化中心にその展開過程を概観してき の割合 (1974決算年度）

生産 品 種 売上高 売上げ比率

小 形 捧 鋼 9, 803百万円 90. 1茄

同 受託加工 690 6. 3 

坑枠鋼曲成加，工 145 1. 3 

そ の 他 246 2. 3 

（シートパイルなど）

年間総売上げ高 10, 884 100. 0 

たが表 3-20のように生産批においては小棒

の生産を開始した翌年にあたる 1958年当時

の年間 1万3千トソから74年には21万tと20

倍近くの伸びをみるとともに，一人当りの生産

拡も84.5卜‘；から784tと飛躍的に増大してい・

る。かかる「合理化」の過程は一方では設備更新

増強，他方では省力化（＝人べらし），交代勤務

体制の全面化，職制機檄の確立，社外工制度

の端入とその範囲の拡大などの労務統轄機描

の再絹強化をともなったものであったが，同工場
資料出所；会社資料による

表 3•-20 富士工業の生産高および労働者数の推移

祠 1 9 7 0 7 1 7 2 7 3 7 4 

売上高（百万円） 3, 338 3, 328 4, 661 9, 148 10, 884 

a生産批(t 数） 126, 745 143, 345 188, 150 225, 391 211, 788 

払込資本金 5, 000万円 5, 000 10, 000 10, 000 10, 000 

従
事 務 系 55人 53 55 55 57 

業
c現場系（技能） 180人

員
199 204 199 213 

数
b 合 235人'計 252 259 254 270 

臨時エ・季節エ

゜ ゜ ゜ ゜ ゜
1人当り生産批 a/b 539 t 569 t 726 t 887 t 784 t 

” a/c 704 t 720 t 922 t 11, 303 t 994 t 
（現場労働者 1人当り）

資料出所；会社資料による

労働者の労働内容，労働条件さらには労資関係にも変容を促さずにおかないものであった。

富士工業には， これ以外に加工部門があり，そのほとんどが新日鉄室蘭からの委託加工もしく

は発注になつている。これらは先の表のように同社生産高の約 1割を占めていて， 「私共の会社は
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新日鉄のかげにあるものですから不況になっても委託加工をだしていただけるものですからいくら

か喰いつないでいける」 1)というように本格的不況期はともかく，建設業に需要先をもつ小棒メー

カーとしてこれらの委託加工などが，経営上少からぬ影響を与えていることがうかがえる。

まず抗枠鋼および継目板の生産方法は「 I型鋼の曲成加工」と呼ばれていて，プレス機を主な

機械として用いている。この抗枠鋼を接続する継目板加工と合わせてこれは全て「新日鉄の注文で

毎月来るんで浮動がありますが，月に一枠いくら（のエ賃で）くるのですが，まあ（月に） 5,000

枠ですね」（同社総務課長の話）というもので，新日鉄から提供された素材による委託加工と考え

てよいだろうo抗枠鋼の他にはレール，あて板が同じく新日鉄のコイルの結束などにつかうために

発注されるが，生産のウエイトは他に比して低い。

ところで，以上の品目t訂富士工業の自工場内部で加工するものであるが，同社が加工部門とし．．．． 
ているなかに， 68年からはじまった新日鉄室蘭製鉄所のH形工場に属する CT工場での H形鋼

の切断加工は，これはむしろ第2部で展開した社外企業の「作業請負」とほぼ同様な性格をもって

いる。これらの作業は富士工業の鋼板課CT工場班に属する12人の要員が 6人ずつ2交替で編成さ

れフレームプレーナー（ガス切断機）の運転によるH形鋼の切断， （熱で偏曲したものを矯正す

る）矯正機運転，玉掛け作業を主な作業とし， H形鋼からT字形の鋼に加工するわけである。

このCT工場班が他の社外エと異なるのは，成品の搬入，搬出を除いて工場全体を富士工業が

管理していることである。こうした「請負作業」を富士工業が行う理由として，富士工業が「技術

をもっている」 2)という他の社外企業との違いの他に，もともと5呼こ1月には旧富士鉄室蘭の作業請

負業者（認可第20号）に指定されビレット，シートバーなどの発生品の整理などをおこない作業請

負業者としての性格も強くもつていたこと，又56年には旧富士鉄資本が導入され実質的な支配下に

組みいれられ外注工場としても育成されていることにもよろう。

しかしこうした「作業請負」部門をもち，又委託加工が一定の割合を占める富士工業は，ここ

で展開する他の系列企業とは異なり労資関係の面でも，富士工業労組が新日鉄室湖関連協に加わる

など「社外企業的」性格を他の系列企業に比して強くもっていることは注目されよう。

次に北海鋼業についてみることにしよう。

調査対象企業のうちで電炉・圧延メーカ

-（以下電圧メーカーとする）にあたるのは

新日鉄系列の北海鋼業および川鉄系列の豊乎

製鋼がそれにあたる。

さて，北海鋼業は地場鉄鋼メーカーとし

ては草分け的位置にあり，伸鉄ではすでに戦

前の 1938年から，また電気炉も 1.5tと小規

模ではあるが41年から操業している。（以下

表 3-21参照の事）戦後61年には，旧富士製

鉄，日棉実業の資本参加（それぞれ25%）をう

け資本金4,000万円に増資されるとともに，

それまでの伸鉄業から， 10屯電気炉，半自動

圧延機をそれぞれ新たに設備し電圧メーカー

に発展した。こうして同社は小形棒鋼を中心

表 3-21 北海鋼業の主要設備 (72年現在）

本社・工場

◎闊岡工場（月間生産能力5,000トソ）

10トソ電気炉 1基

〇第 1圧延工場（月間生産能力5,000トソ）
圧延機 (2重式 4基， 3重式 1基， 3重式

併列 4基）

加熱炉 (3帯式連続重油加熱炉） 1基

〇第 3圧延工場（月間生産能力2,000トン）
圧延機 (3重式 6基， 2重式 6基） 1式

加熱炉（連続式加熱炉） 1基

注； 75年からは前掲の製鋼工場がリプレースされて，

次咬ようになる。

◎製鋼工場（月血ヒ産能力 13,00 0トソ）

40トン電気炉 1基

連鋳設備 1式

資料出所；同社会社概況から
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に月産 1,500tの生産能力をもつ工場となったが，おりからの業界不況とぶつかり， 「でき上つた

頃には工場が順調に稼動しない，それから販売も思うにまかせないということで苦況におちいりま

して，昭和38年末には倒産寸前になつた（約 8,000万円の負債）のです。それで（富士製鉄および

日綿実業に）救いを求めたわけです」3)。こうしてH氏一族による同族経営の色彩の強かった同社は，

これ以後実質的に経営権を掌握した旧富士製鉄の委託をうけた日綿実業に整理，再建にあたらせ64

年から再び操業を開始した。その後は大幅な設備投資は手控え， 「いろいろな合理化をしてですね

改造などをした結果昭和40年 (65年）には月間 3,000トンの工場になったわけです。その間市況も

横ばいでしたが生産力が上りましたのでコストダウンし，欠損もださずまあパーパーという成績で

終始しました投）。 68年には，生産品種の多角化に目をむけ，平鋼を中心にした第 3圧延工場を建設

したが，この圧延ラインは小形棒鋼も生産出来るとはいうものの，生産能力は 1,500t (月産）と

小規模なうえ，現在 (73年）では平鋼の生産は中止されてしまった。

しかし表3-22にもあるように生産量は73年には7万トソ近くまで増加しているにもかかわら

ず，労働者数が減少しているように「合理化」は一人当りの生産最の 3倍近い増加となつてあらわ

れた。

表 3-22 北海鋼業の製品生産屯数および従業員数の推移（ 1967年→ 73年）

＼ 67年 68年 69年

小形棒銅
普通 14, 866 t 18, 538 15, 007 

(t) 
異形 13, 372 21, 9 44 30, 505 

計 28, 239 40, 482 45, 512 

平 鋼(t) 720 992 1, 515 

従業員数
男 169人 155人 150人

（人）
女 26 24 27 

計 195 179 175 

資料出所； 67年～70年は会社提供資料

71年～73年は鉄鋼年鑑各年次より

注（1) 平鋼は途中から生産を休止している。

70年 71年 72年

6, 131 

（鋼46,3 18塊t) （鋼49,14塊1 t) 41, 114 

47, 245 51, 621 68, 952 

556 

158人

26 

184 194人 188人

73年

（鋼48,61塊6) 

68, 221 

182人

(2) 71年以後は普通棒鋼と異形棒鋼の合計数最， （ ）内は同社電気炉で製造される鋼塊数祉

表3-23 北海鋼業の生産盤および労働者の推移（ 1948年→ 51年）

ご
小型棒鋼 その他の 2次製品 総計 謬想胃盆 労働者数
生産批生産額 生産批生産額 生産批生産額 生産批．生産額

合計職員エ員
（咽 （千円） 佳 （千円） ⑮ （千円） （伶） （伶）

1948 850. 0 19, 000 270. 0 7, 400 1, 120. 0 26, 000 76 73 183 36 147 

49 960. 0 23, 000 210. 0 8, 500 1, 170. 0 34, 5 00 82 67 102 23 79 

50 1, 731. 5 55, 6 97 173. 4 7, 780 1, 904. 9 63, 4 77 90 88 91 23 68 

51 2,178.6 102, 604 178. 5 13, 188 2, 357. 1 125, 874 92 82 94 21 73 

資料出所；北海道商工業振興対策委員会網『石狩地区工業地帯調査報告書』 1952年刊より引用
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こうした一人当りの生産高の大幅な増大をともなう設備「合理化」の展開は労働者にどのよう

な影響を与えることになったのか，ここでは北海鋼業の事例を中心にみることにしよう。

北海鋼業の主要工程は，製鋼工程と圧延工程であるが， まず製鋼工程の場合，生産能力を上げる

ためには電気炉をリプレースしない限り炉内の改造による容根の増大とチャージ（湯出し）回数の増

大と稼動時間の延長がその方法となる。

北海鋼業の電気炉は62年に10t電気炉を禅入したが， このままでは容拡が小さすぎて圧延工程と

のバラソスがとれないため64年には内容梢を12tへ，更に69年には15tへとギリギリまで改造する

一方，チヤージ回数も64年当時の8チャージから10~11チヤージヘと増加された。

こうした事態は労働者に対する労働強度の増大となつてあらわれ，炉前労働者を中心に「電気

炉のトン数が増え，スコップで入れる副資材の量も増えてきているのに人数は増えないのできつく

なつてきた」（製鋼炉前 29オ）

「定盤が 2枚になって熱がなく楽になつた面もあるが，チャージ回数の増加で労働強化」（製

鋼造塊取鍋43オ）という意見が聞かれた。

また圧延工程では，まず加熱炉が敷地面蹟は12t設計のままでバーナー能力，内容旅を変えて

25 t炉に改造し，又66年には中間三段のレパスを改造， これによりハシ取り作業はなくなった。 67

年にはVッヘンの改造により冷却作業が自動化されるというように手作業はすべて機械操作に移行

し如更にロール部分ではモークーのパワーアップとギャの回転数を上げることによつてシフトを

15％あげ，その後更にギャの回転数のアップによってシフトを11％向上させている。こうした設備

「合理化」によって62年には月産 1,500tの能力が68年には3,500tまで増加した。

こうした設備「合理化」の腰開は， 「加熱炉が大きくなって仕事がきつくなった」（圧延挿入 54オ）

「モークーの回転数があがつたのできつくなった」（圧延ロール伍長 36オ）

という労働者の感想が， 「ハシ取りがなくなって楽になった」という意見と交つて多くから出

ていた。

しかし労働強化の面で，労働者がもっとも影響を与えていたのは長時間労働を前提とした勤務

体制であった。勤務時間の短縮は労働組合の重要な闘争課題となった。

まず「勤務体制」についてみると，圧延は定時間内が午前8時から午後 4時までの一直制で実

働 8時間，休憩50分となっていて，土曜日は72年から労働組合の春闘における「時短闘争」の成果

として50分短縮され，午後4時までの勤務時間となった。

圧延に比べて生産能力の低い製鋼部門では3組3交替のシフトをとつていて，一直が午前 8時

～午後4時，二直が午後 4時～午前 0時，三直は午前 0時～午前 8時の勤務割で実働 7時間10分，

休憩50分となつている。又交替のサイクルは表 3-24のよう15日間を 1サイクルとして一直が 5日

間，二直が4日間，三直が 4日間でその間に2日間の休日となっている。ー班が休日にあたる期

間は，残りの二班が，午前 8時から午後 8時，午後 8時から翌朝の午前 8時までの 8時間プラス時

間外超勤4時間の12時間勤務となっている。

こうした通常的勤務の他に，残業があり冬期を除く繁忙期にはそれぞれ35~50時間の残業があ

り，組合調査 (1972年8月21日～12月20日まで）でも 1ヶ月乎均に，常日勤労働者で28.25時間

交替番勤務労働者で27.16時間残業で，月間の労働時間は製鋼で206時間，圧延で224時間にもな

つている。

こうした長時間労働のもとで，労働者の時間短縮に対する要求は切実である。
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「土曜日の時間短縮を 表 3-24 北海鋼業の勤務割 (1974年 5月）

1時間でもいいからおこな

ズほしI,沃圧延ロー叫系3吋）

「日曜日は一律に休め

るようにして欲しい」（製

鋼炉前係）

「土曜日は半ドソにし

て欲しい， 日曜日は休みた

い」（製鋼造塊係）

しかし，残業は他方で

は割増し貨金として賃金部

＼ 
6 7 8 ， 10 1 1 12 13 14 15 16 17 18 19 20 
日 日 日 日 日 日 日 日 日 日 日 日 日 日 日

一直 盈B B B B A A A A A C C C C C 

二直 品C 休 C C B B 休 C C A A 休 A A 

三直 盈A A A 休 C C C C 休 B B B B 休

資料出所；労組提供資料から

分に大きなウニートを占めていて，一様に「残業なしの賃金では生活できない」と労働者染答えて

いて， 「基本給が安いので残業をやらなければ食えない。残業は経済的問題と複雑に絡みあってい

るので難かしい。」（製鋼炉前29オ）というように，残業の縮少という方向には必ずしも労組に意

見が集約されていない。

こうした長時間労慟は，労働者のわずかな休日の痰し方にも影評を与えていて，休日には「家

で休養」をとつたり「寝て，すごす」と答えた人が多く，有給休暇すら「疲れた時の休般に使う」と

答える労働者が多かつた。

設備「合理化」のもとでの労働強度の増大と長時間労働に比例して労働災害も増大し，ここ数

年労基局の特別安全指定事業所にもなっている。

表 3-25は70年から73までの

労働災害の発生状況で，これをみて 表 3-25 労働災害発生状況（北海鋼業） 73年 3月

もわかるように労災は製鋼，圧延

部門といった基幹工程に多く発生

し，一年間で平均してみれば労鋤

者 3人のうち 1人は事故にあつて

いることになる。また社外工はこ

れよりも更に率が高く 1.5人～2人

に1人は事故にあっていることに

なる。

こうした労働災害の内容をみ、

ると，まず傷の部位では手一 9人

大腿部腰ー 6人，その他ー 5人と

なつていて，扱う鉄の重批による

損傷，圧延作業におけるカックー

ロールによる指の切断等，決して

軽くない事故が多く 8日以上の休

業災害が全事故の過半数を占める

にいたつている。こうした怪我以

ご
70年 71年 72年 73年

4月～3月 4月～3月 4月～3月 4月～3月

全課合計 ⑬ 件件 ⑯ 件件 ⑱ 件件 ⑱ 件件

24 33 29 29 

工務課 ① 2 ① 3 1 ① 1 

圧延課 ⑦ 11 ⑨ 17 ⑦ 10 ⑦ 10 

製鋼課 ① 4 R 5 ⑨ 16 ⑨ 16 
販売課 ③ 4 ③ 6 

゜ ゜原料課 ① 1 ① 2 ① 2 ① 2 

総務課 ① 1 

゜ ゜ ゜電力課 1 

゜ ゜ ゜
社外：E

｛杉山典業
北斗糊妾｝

10 6
 

8
 

2
 賓料出所；北海鋼業労働組合提供資料から作成

註 1． 上記の件数は休業］日以上を表わす

2. 0内の数学は " 8日 II 
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外にも， 63年（クレーソ修理中落下）， 68年（成品ヤードから移動中）それぞれ死亡事故も発生

している。まさに労働者は労働力のみならず自らの肉体までをも切売りさせられているといえよう。

こうした労慟災害を防止するための「安全教育」， 「安全活動」は第 5章の企業内教育のとこ

ろでも述べているように事故の根本を改善するものとはいい難く，表でみる如く年々災害件数は増

加傾向を示しているのである。

こうした「合理化」に対する労働組合の対応の仕方について若干ふれておくことにしよう。

北海鋼業労組は小樽金属労組北海鋼業支部として地城産業別組合の形態をとつていて，支部か

らなる小樽金属労組の中でも中核的組合である。

今回の調査企業のうち労組のある北海鋼機労組，富士工業労組が「生産性向上」運動に協力す

るという立場をとつているのに対し，北海鋼業労組は資本からの独立を基調とした運動をすすめて

いる。

現在の組合路線をとるようになったのは， 69年からで， 68年までは，組合幹部は職長，班長と

いった役付エが占めていて「会社と馴れあう」「少しぐらいのことは上部で処理され，相談に行っ

てももみ消された」（製鋼造塊45オ）と職制執行部と会社側とのなれあいによる御用組合的体質を

指摘する話が多かつた。

こうした一般組合員の不満に加えて，労働力楷成も若年層労慟者の比率が高くなり，製鋼，圧

延，工務などの基幹部門で主流を占めることにより， 69年の組合大会で当時の青年部のメンバーが

これまでの組合三役，執行委員にかわつて多数派を占めるにいたった。

20オ台の三役による新執行部は， 「時間短縮」などの労働条件の改善， 「谷理化」による労働

強度の増大に反対し，前近代的労使関係を打破し組合内では組合民主主義の確立することなどをメ

ーソスローガンに掲げ精力的な活動をすすめた。こうした組合運動については別の機会で述べるこ

ととして， 「合理化」のもとでの職場の労働者を守るたたかいについてふれておこう。（文末覧料 3)

69年から発足した組合新執行部は「合理化に伴う諸問題には『労働協約を基本とし，事前協厳

解決の方法』で闘争」 (73年度運動方針案）するというように「事前協談別」の徹底による労資交

渉の確立を合い言葉に，さしあたり「時間短縮」「要員問題」等のたたかいに取り組んだ。

「要員問題」はそれまで各班の編成が会社側によつて適当に決められていて，班の労働者が欠

勤した場合は予備要員もおらず，連続勤務等労働者にしわよせすることで操業してきたことで長期

間に亘る労働者の根強い不満をうけたもので，職場討議と団交をくりかえすたたかいをへて 1972年

の春闘ではじめて「要員確保協定」を締結し，予備要員を含む各職場の要員数を明確にしその変更

を労資の合意事項としていた。（文末の資料 1および資料2)

さらにその後も， 73年春闘では製鋼要員の増加を含む「製鋼要員協定」を締結， 74年春踊では

第一圧延，第三圧延，原料，工務，電力の各課について各々要員 1名増をふくむ要員協定をかちと

った。

一方，「時間知縮」についてほ， 「実働7時間」を目楔とするたたかいが， 73年春闘で土曜日の午後4

時終了等一定の前進がみられたが，現在も継続中の課題である。

その他，労働災害に対するたたかいとして，作業標準の見直しと順守，安全教育の徹底などの

たたかいを職場レベルですすめているが具体的な成果にはなっていないとはいえ注目される事であろう。

以上，北海鋼業の事例を中心に「合理化」の特徴について述べてきたが，こうした「合理化」

の実態は富士工業，あるいは川鉄系の豊平製鋼とほぼ同様である。多少異なるのは，富士工業，豊
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平製鋼の労働者が労働条件の不満に対して，離職ー移動という抵抗が比較的多いのに対し，小樽と

いう余り製造業が多くない地域労働市場の閉鎖性のなかで「地付き労働者」として，離職も出来な

い北海鋼業労働者の場合，より組合に結集して労慟条件の改善をはからざるを得ないという事情も

十分考えられることである。

＜注＞
1) 『転換する鉄鋼業』電波新聞社P45 
2) 新日鉄室蘭労組役員の聴販調査から

3 • 4) 北海鋼業総務課長の話

資料1 北海鋼業労組の「要員問題」に関する職場討厳資料

定員確保協定 討議資料

(1) 合理化攻撃

資本主義国で国民総生産が第二位という駕くぺき高度成長は次々となされた「合理化」による結果であ

った。資本主義的「合理化」の本質は，新しい設備と技術を迎入することによつて生産力を高め．労働者か

らの搾坂を強化して最大限の利潤を手に入れるところにある。資本主義的「合埋化ヽ」は労働者の「窮乏化」

をいつそう強め，中小企業の倒産を激しくする。また資本主義の諸矛盾をいつそう激化させることになる。

(2) 「要員，定員」の考え方

生産の分業によつて生み出された「定員」を定めることは，資本化にとつて「合理化」をすすめる上で

必要なものであづこ。

彼らの考える「定員」は搾取強化の一方法として，労働力を合理的に， しかも安上りに使用するために

必要である。

従つて資本家は完全定員化（いかなる場合も定員を完全に充足すること）を要求してもサボクージユし

ようとするし， 「合理化」による労働強化には目を向けない。反対に人ぺらしは常に心がけるものである。

それに対して労働者にとつての「定員」の考え方は，過酷な労働強化から少しでも自分達を防衛するた

めのものである。

我々は「完全定目化」と増員を要求し， 「人ぺらし」に反対している。

以上，（11(2).1)事からの結論として，第一に「定員」の問題は，するどい合理化攻痕によって深刻な問
題となつてきている事，第二には，社済湖争以上の下からの自巽にもとづく強力なたたかいなしには前進し

ないことが，恐き出されよう。

(3) 現状はどうか？

〇 程遠い「完全定員化」

例えば製鋼課の場合，定員は合計で45名である。昨年度の組合調査による計箕では 1人が 1カ月に 2日

の休暇をとつていたから 1日については平均3.6人が休暇をとる。この計箕から出された数字でさえ，製鋼課

では現場張りつけ要目として 4人をおかなければならない。

〇 労働力の流出

日本の中小企業では過酷な労働条件であることから労働者の戚場，仕事の内容，労働条件に対する不満

も強く（特に青年労働者），労働力の流出入は激しいものがある。

退職するたびに新しく雁用しなければならない。現状では孫集してもすぐには労働者を雇い入れる事は

出来ない。そこで他の労働者に負担がかかつてくることになる。

〇使えない有給休暇

基準法で権利として与えられている有給休暇を残さざるを得ない。有給休暇をとつてもその欠員が完全

に補充される体制がないことに大いに起因している。

(4) 定員問題を解決するために

弟ーに労働強化に反対し労鋤災害の原因を明らかにし労慟災害の撲滅をめざす安鉗餅争を強化すること。

第二に労働条件，作業環境を良くし，消化器系疾患，職業病をなくするたたかいを起すこと。
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第三に「完全定員化」をかちとり，要員の体制を獲得すること。

以上の点で，労働災害，私病による休暇を減少させると共に第三の要員体制の獲得によって有給休暇を

完全に取得できるようにすることが解決の方向性であろう。

ここで働く者のモラルとして無断欠勤をなくし，有給休暇は事前に届け出されるようにする事である。

最少限のルールを守らないで「完全定員化」を要求し，たたかいとることはできない。

(5) 定員確保の協定 執行部案

本協定は，現場作業員の労働過剰と疲労を防止し，労働災害の撲滅の目的をもつて，労使協議の上，締

結するものである。

1. 公傷，私病，有給，一般休暇等について原則として完全に補充し，定員を厳守すること。

1. 合理化による増産体制，作業内容の変更等労働条件の変更は一切，会社は組合に対して事前に申し

入れを行い，同意を得るものとする。

1. 協定が遵守されない場合，作業員は労働災害の発生，生産の低下等の不測の事態に対して一切の西

任を負うものではない。

1. 会社は，補充人員を含む要員の確保に責任をもつものとする。

1. この協定の改訂は労使いずれか一方の申し入れにより協議し，決定するものとする。

1. 定員は次の通りである。

（以下略）

資料出所；同労組提供資料による。

資料2 72年春闘における要員確保協定

協 定 書

本協定は現場作業員の労働強化を防止し，労働災害の絶滅をはかることを目的とし，労使協議の上，締

結するものである。

記

1. 公傷，私病，有給休暇等を堪案して標準作業用員を定める。

1. 作業内容の変更，合理化による増産体制に伴う労働条件の変更について，会社は事前に組合と協議

の上実施する。

1. 試傭期間の者，並びに配慨転換された者は一定期間定員に合まないものとする。

1. 会社は補充人員を含む要因の確保には資任をもつて努力する。

1. この協約の改訂は，労使いずれか一方の申し入れにより協議し決定する。

1. 標準作業要員は原則として本従業員によつて充足する。

1． 標準作業要員は次の通りとする。

（略）

炉 付 15人 (5人X3) 

造 塊 21 (7人X3) 

クレーン， (3人X3) 

職 長 3 (1人X3)

副資材 3 (1人X3)

計 51人定員外 2人

北海鋼業労働組合要員協定 (47, 5, 10) 

（製鋼） （一圧）

挿入 5人

取出 2

祖ロール調整 1 

操作盤 1

中間鼻切カックー 1 

仕上ロール調整 1 

製品測定 1

乱尺取 1

製品落し 2

カックー操作 1 

班長 1

計 17人定員外 3人

＇（三 圧）

挿 入 3人
取出 2

粗ロールカソト調整
チルチソグ及び
カソト調整
中閻カックー 1 
先切カックー 1 
中間ロール調整 1 
仕上ロール調整
及び製品測定
冷却台製品コロガレ 1 
精整 2
職長 1

計 15人定員外 2人
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（エ

ガス

仕上

施盤

木型

工
工
工
工
一
計

務）

4人

3 

4 

ー一い 定員外 2人

掛

ソ

収

批

計

レ

原（
 
玉

ク

検

計

料）

3人

2 

2 

一人

1

8

 
定員外 2人

（電

受渡し立合

クレーソ

ビレット 5 

※ 13人

緊忙期には相当数増員する

定員外2人

固定員外は事務・技術員の応

援という形をとつている。

カ）

5人

3 

資料3

資料出所：資料 1に同じ

小樽金属労組北海鋼業支部の組合活動の経過

年．月．日 組 ム口 運 動 の 動 き

968. 12. 3 青年第 1回学習会

69. 1. 20 青年部機関紙第 1号発行

69. 2. 9 1第30回定期大会 青年部より副委員長と 4名の戦場委員選出さる。（委員の半数） 1

70. 3. 5 春闘職場集会実施

70. 3. 13 春闘要求執行部決定 ー要求決定のバクーソ

70. 3. 16 代議員会開催春闘要求決定

基本給 6,500円アップ

70. 3. 23s,7 1 春闘第 1回団交

70. 4. 春闘第 5回団交ー一ー合意

第 3回代議員会ー一一妥結承認

基本給 5,500円アップ

70. 6. 10 職場集会実施，夏期手当執行部案決定

70. 6. 12 クレーソ無免許述転の件で監督署へ通告

70. 6. 18 第 4回代議員会夏期手当要求決定 基本給の 27割（一律）

70. 7. 3 第 2回団交ー一→合意

70. 7. 4 代議員会で妥結承認一基本給の 27割

70. 11. 13 職場集会実施年末一時金執行部案決定

70. 11. 16 一圧，三圧定員補充の件で会社に申し入れ。

70. 11. 18 代議員会で年末手当要求決定一基本給の 45割（一律）

70. 12. 2 第 1 回団交—合意

70. 12. 8 代議員会で妥結承認一基本給の 45割

71. 1. 28 時間外協定に関する職場集会

3. i ｝網諏場集会実施
3. 8 春闘要求執行部案決定

3. 11 代議員会で春闘要求決定 一基本給 12, 000円アップ

時間外協定に偶する内容決定

4. 8 春闘第 1回団交

4. 28 一斉職場集会

5. 7 第 8回団交一基本給 7, 700円アップ回答

5. 8 残業拒否闘争

5. 11 総決起集会第 9 回団交――—合意

臨時大会で妥結承認基本給 8, 600円アップ
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年．月．日 組 A ロ 迎 動 の 動 き

1971. 6. 2 春闘賃上げ査定配分に関する団交

6. 18 代議員会で夏期手当要求決定一 基本給の 28割（一律）

7. 8 第 3 回団交一—ー合意

代議員会で妥結承認一基本給の 23.5割

9. 27 ＜安全衛生懇談会設趾＞

11. 11＼ ,4 0 
I I. 

｝年末闘争麟集会実施

I I. 16 代議員会で年末手当要求決定一基本給の 40割（一律）

12. I 3 第 5回団交 145, 000円回答

総決起大会

12. 1.4 1s 9 
臨時大会

残業拒否闘争

12. 16 第 6回団交ー決裂地労委に斡施を依頼

12. 1 7 地労委斡施 斡施案受諾

組合 35割 (17万円） 会社 14万 5千円斡施案 30割＋ 1万円 (15万 6千円）

12. 19 臨時大会で妥結承認 ー 30割十 9,500円

1972.3.10 春闘要求決定一基本給 13, 000円ァップ

時短常日勤者 1日30分

3. 27 労働協約改訂執行部案決定

3. 30 労協改訂職場討議

4. 8 |：時大会労協改訂交渉案決定 I 
全ユニオソッョップ制実施，平和条項の削除

4. 12 労協改訂労使交渉 (~22日まで）

4. 22 労働協約労使合意 完全ユニオソッョップ制

4. 29 春闘第 7回団交 「要員確保の協定」決定

5. 3 製鋼 3班合同職場集会

5. 13 第 8回団交ー合意

5. 18 代議員会で妥結承認

基本給男8,500円女6,500円アップ時短常日勤者

土曜 50分短縮 生産報償金を業務手当として基準内賃金化

5. 20 査定是正に関する団交

夏季手当闘争 要求29割妥結25,4割

10. 29 製鋼要員問題の解決を会社側に要請

11. 16 臨時大会で年末大会要求決定一 基本給の 38割

11. 3 0 第 2回団交ー 鉄鋼大手の例にならい会社より年間協定の提案一 組合拒否し白紙

撤回

12. 5 残業拒否闘争 (~11日まで）

12. 6 臨時大会でストライキ権確立

12. 7 第 6回団交決裂 →地労委へ斡施を依頼

] 2. ] ] 地労委斡施交渉ー 斡施案受諾 I 
要求38割ー会社案 30.23割，斡施案 33割

12. 12 査定に関する団交

12. 13 臨時大会で妥結承認一 基本給の 33割

12. 22 製鋼要員確保に関する交渉

1973. 2. 20 圧延続行に関する団交 (~21日ま"!=)

3. 19 春闘要求決定一基本給 18, 00 0円アップ

4. 3 製鋼要員と補充要員に関して団交
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年．月．日 組 A ロ 迎 動 の 動 き

1973. 4. 4 春闘第 1回団交

4. 20 要員問題に関して製鋼全職場合同集会

4. 24 製鋼要員数について団交

4. 25 要員補充体制について団交

4. 30 部所変更について団交 ー 協定数実施に伴い2名の配置転換

5. 7 春闘第 8回団交 妥結基本給 110,000円アップ

5. 9 合理化に関する説明会（会社役員より）

5. 16 配転 2名について団交

6. 2 臨時集会 三六協定に関する件

6. 5 作業工程による要員案を会社側が提出

7. 11 製鋼職場要員協定を締結

7. 30 三六協定，休日労働に関する団交

夏季闘争及び年末闘争 （略）

夏季 要求31割 妥結 26.37割

年末 要求55割 妥結 41.4 割

完全月給制へ 2月より移行

11. 9 賃金体系に関する交渉

12, 20 原料識場要員問題に関する団交

1974, 3. 19 臨時大会で要求決定一基禾給35,000円アップ

4. 18 第4回団交で妥結 基本給25,386円アップ

資料出所；同労組支部大会報告各年次から作成

第 3節 町工場的溶接棒メーカーの「合理化」と労働力構成

ここで事例としているのは北日本電極製造株式会社（札幌）の溶接棒工場を対象としている。

我国の溶接棒の生産蓋は約40万トソ（ 71年）で，これらの大半は神戸製鋼所， 日鉄溶接棒，住

金溶接棒，川綺製鉄など大手製鉄所ないしはその直系子会社で生産されていて，それぞれ年間数万

トソの生産能力をもつている。

これに対して， ここでのべる北日本電極は年間 1,600トソ(71年度）の生産盤で，溶接棒大手メ

ーカーとは格段の生産能力の差がある。しかも大手メーカーでは近年顕著に需要の伸びの著しい自

動あるいは半自動溶接棒に対応する溶接ワイヤーを生産しているのに対し，北日本電極では溶接用

ワイヤーを生産しておらず，古くから広汎に使用されている通常の被毅アーク溶接棒の生産が主体

となっている。

こうした大手メーカーとの格差は，次にのぺる生産工程の特徴にもあらわれていてエ湯規模，

レイアウトも金属機械工業の小零細な町工湯に類似したものといえる。

しかし，同社でつくられる溶接棒は，道内市場の25％を占めており，その販路も新日鉄室蘭の

他に，函館ドック等の造船メーカー，炭鉱および炭鉱関連機械機具工場など，道内での地位は唯一

の地場メーカーとして比較的に安定している。

1 生産工程の概要

溶接棒（被覆アー•ク溶接棒）とは，低炭素リムド鋼を伸線したのち切断矯正して，これ（芯線
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と呼ぶ）にフラックス（被

覆材）を塗装したものであ

る。

北日本電極の溶接棒生

産工程は図 3-15のように

なつている。

芯線材となる低炭素リ

ムド鋼線材は56年から新日

鉄室蘭製鉄所より購入して

いてこの線材を伸線機にか

けて直線t項§正したのち切

断機で定尺に切断する。一

方フラックスは金属酸化物，

炭素化合物，けい酸，有機

材等を計墓配合したのちこ

れを覚拌混捻してこれに水

ガラスを注入し粘着力をつ

け成型機にかけて円筒状に

成型し，塗装機中を芯線材

を通過させ被覆する。この

のち表面をプラッシソグし

てなめらかにしてから，箱

にならべて乾燥炉内で熱風

によりフラックスを固定さ

せる。成品は抜き取り検査

をおこない包装出荷する。

以上が生産工程の懐要

であるが各機械間の運搬は

主として人力による手押車

によつて連絡されている。

2 「合理化」と労働力編成

北日本電極が溶接棒の

図3-15 北日本電極製造の被覆アーク溶接棒生産工程

被段原料（フラックス原料）
r金屈酸化物 低炭索リムド線方
金 屈 粉 ↓ ＜主な機械設備＞
炭酸化合物 伸線・・・…直線機 2台

ね悶，怠悶｝ 切↓断••••••••高速切断機 2台
： ↓ 址合
↓ 
混 和
↓ 

圧縮 1成形…・ •• ••………•……•••..t··········••成形機 1 台

↓ 
塗装 射出塗装機 1台
↓ •..............”.............. 
ガッシソグ（端のフラックスをとる） ：…コソペアー
↓ 

ワク坂 り・・・・・・・・．．．．．．．．．．．．．．．．．．：： ： ↓ 査燥・ニ:tf... ......・・重油乾燥炉 1基
包装

出荷

資料出所；同社資料より作成

図 3-16 北日本電極の作業組織(72年）
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生産を始めたのは第2次大戦前からであるが， 56年に新工場を建設するまでは八幡製鉄所の溶接用

線材を購入し，それに一本一本フラックスを手で塗るという「家内工業的で生産最も 5t位」（同

社専務の話）というものであった。同社が機械設備を蒔入し，機械による生産を開始したのは56年

からで，道内の造船関係を中心に需要が増大したことを背景に当時の富士製鉄室蘭でも低炭素リム

ド鋼の生産を開始し，同製鉄所からの依頼で北日本電極で試験研究を行うに至り，これを契機に富

士製鉄室蘭の線材を使っての溶接棒の生産を開始した。 59年から60年にかけて，富士製鉄の援助

のもとに第一次，第二次合理化計画を遂行し自動塗装機，成型機などを禅入，資本金も現在の1,30Q
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万円に増資するとともに，富士製鉄が 500万円出資し，これまでの指定工場(52年から）から系列会

社にヰょつた。その後試験設備を増強したり機械の改良を行い現在は月間 120~130tの生産能力をも

つ工場にいたつている。

こうした工場設備の増強に対応して労慟者数も増大したが，もつと大きな特傲はその増加分の

ほとんどを既婚女子労慟力の採用によつて実現したことであった。

生産工程についてみれば，フラックスの配合作業が高度な熟練と知識を要すること，伸線機の

操作が体力と一定の習熟期間 (1~2年）を要することおよび機械の整備に一定の熟練と知識が必

要なこと以外は，工程の大半はほとんど熟練を必要とせず，各種機械（伸線機を除く）の運転も

6カ月位で技能習得ができ， したがってこうした不熟練労働分野の大半をバートの既婚女子労

慟者が配置されることとなつた。つまりそれ以前は「包装関係については女性だった」といわれる

ように，包装関係以外は中卒の男子労働者を主体に配置されていたが， 65年以後中卒男子労働

者の採用がむずかしくなつたこと， とくに「こういう作業自体が機械化され単純化しましたから長

くいても技術が身につくわけでなし， ということで中卒は製罐部門に廻すことにしました」（同上

専務）ということから「高年令層，女子の採用ということ」で実施し始めた。「まあ5, 6年前ですか，機

械にも少しづつ女性を配置するようになりました」。現在は表3-27にも明らかなように現場18人の労働

者中 9人までが女子労働者であり、例えば塗装班であれば男子の班長 1人から機械の運転，調整をおこ

ない，部下の 6人は全て女子労働者という横成になつている。いずれは「女で間にあうところは全部女性

にする」（同上専務）というように，女子労働力主体への転換をさらにすぃめることにしている。

表 3-26 北日本電極溶接棒工場の主要機械設備 表 3-27 北日本電極溶接棒工場の労働

者構成 (71年 8月現在）

機 種 台数

役職 性別 年令 勁続年数
自動塗装機モスロー型油圧式 2 ムロ

” 96T型油圧式 1 台曲線矯正機ロ Iレ 式 1 台

自動党拌機ロ Iレ 式 1 ムロ

職長 男 25オ 7年4カ月
班長 ” 56 6 4 班長 ” 21 6 4 班長 II 22 6 4 

混 捻機スクリユー式 2 台 ” 64 8 4 
乾 燥 基熱 識 式 1 基

” 
・,じ 気 式 1 基

” 18 3 4 II 18 3 4 

” 17 2 4 直線切断機藤 井 式 6 ムロ 班長 女 52 14 2 

成 型 機 F 式 2 台 ” 52 11 1 
” 福地山重工式 1 ムロ電気溶接機 K D 型 1 ムロ

II 41 7 3 

” 55 6 2 
” 39 6 

施 盤三尺自動施盤 1 台

“ 
39 1 5 

材料試験機アムスラー型SA-30 1 ムロ ” 29 1 6 餌撃試験機ツヤルビーFS C-30 1 ムロ

硬 度 計ロックウニル FHR 1 台
” 33 1 6 II 38 10 

男 57 1 
卓上ボール盤 OKD-350B  1 ムロ

資料出所；同社労働者台帳から作成

資料出所；同社「会社概要」70年から 注）男子平均年令 33.1オ
II II 勤続年数 5年6カ月
女子平均年令 42オ
II II勤続年数 4年1カ月
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こうした女子労働者は表からもわかるように中高年令者を主体としているが，それは「近所の

主婦」， 「国鉄や町工場労働者の主婦が多い」りというように，家計補充的婦人労働者によって占

められているところに特徴があるといえよう。

＜注＞ 1．)同社専務の話＂

第 4節 社外工制度の導入

すでに第 2部で展開されたように鉄鋼大手独占体の製鉄所においては，戦後の， とりわけ60年

代以後の全面的『合理化』の過程で（構内）社外工制度が，不熟練補助的部門にとどまらない「直

接部門をも含めた多様な社外工の存在形態として巌的に拡大されていった」（りとされている。かか

る社外工制度の展開は鉄鋼独占体の資本蓄積過程としてみる時， 「『合理的雇用調盤』機能をもた

される，低賃金労働力組織化の機棉としての『社外エ制度（横内）』の全面的展開の過程」（2) と

しても掌握されてきた。

ところで，本稿の対象とする鉄鋼独占体の系列企業もすでに第 1章でみてきた如く，我国鉄鋼

産業の全機構からすれば，鉄鋼独占体を頂点とした企業間分業体制によって補完する位置と機能を

もつ外業部とみることもできる。しかも鉄鋼独占体と系列企業の相違ならびに謁係は，設備，規模

としての相違ならびに格差としてだけではなく，それぞれの労慟者間の労働諸条件の格差として，

とりわけ大手5社と他メーカー労働者との賃金水準の格差として存在していることである。例えて

みるならば大手製鉄所における「社外工制度」が，大手製鉄所の生産内部の云わば縦の関係をもっ

とすれば，系列企業は外匙的に拡大する横の関係としてみることができ日本鉄鋼業総体としての賃

金労働力組織化の機楷は鉄鋼独占体を頂点とするところの多角的重層的な構造によって全構造をな

すのである。

ところで「社外工制度」はこれら大手企業のみならず，大手以外の鉄鋼各社においても広汎に

苺入されている。表 3-28のIからVまでは日本鉄鋼連盟の「鉄鋼業の安全管理概況」をもとに作

成した鉄鋼業各工場の社外工蒔入状況ならびに下請化率についてまとめたものである。これによれ

ば，独占体の高炉メーカーがならぶIグループの下請化率がきわめて高位であることは当然として

も1Iグループの東伸製銅（姫路）， mグループの大鉄工業， IVグループの東洋鋼板（下松）， Vグ
ループトピー工業（鹿沼）などを特に顕著なところをはじめとして，この資料で抽出された工場に

ついて平均すればほゞ25％以上の下請化率ということになり，本工数の約半分の社外エが大手製鉄

所以外のメーカーにおいても存在していることがわかる。

このように，社外工制度は鉄鋼独占体の製鉄所内部にとどまらず，その外業部たる系列企業内

部にも広汎に普及している。

では，系列企業内部の社外工はどのような機能を有しているのか，調査対象企業の中での状態

についてみることにしよう。
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表 3-28 (1) 鉄鋼業各工場における社外工の端入状況ならびに下請化率

（業態別I~V, 1974年度）

1 高炉事業所 (21事業所）

区 分
作業区分

協力会社数 労働者数

事業所名
本工人数

(12月末現在） （月平均）人
人

-｛生哭巽＿急 17 -----47-9 ----------1. 大阪製鋼・西島 1,362 
工事訥負

゜ ゜灯＿業諮＿負 69 ----7-,9-39 ---
2. 川崎製鉄・千葉 11,998 -—- ------

工事請負 40 2,009 

＿作＿架＿聾真 124 --7,0-09 ---
•水島 1 l[J59 1--------3. ＂ 工事請負 86 6,134 

-作工--莱事---請諮--負負--
56 --- 3,556 --・--------4. 神戸製鋼所・神戸 5,979 
17 79 

作＿業＿堕真 36 ---1,529 --●------・ 5. II ・尼崎 2,084 
工事請負 2 50 

j生蓉＿蟹ー集 45 ----4-,1-31 --
・加古川 5,906 ー，.-----•一•一6. ＂ 工事請負 27 1,537 

ーイ信ー業＿請…負 69 7,540 --・ 
7. 新日本製鉄・室蘭 7,027 ーー ・ー・・..● ●, 

工事請負 8 327 

作＿募＿堕＿色 25 --- 2A03 --
・釜石 4,394 ●--. ー・--8. II 

工 事請負 37 1,947 

-工作--業事--請請--負負-
42 1-2,0-87 ------—•一ー一9. II ．君津 7,312 
22 1,817 

-作---業-~請--負- 69 ----7,345 - ~ •名古屋 8,857 ー・一 • ----10. ＂ 工事諮負 24 1,739 

-作--業---請請-負-
39 3,673 ー・

ー・-..．．—, l 一，＇1 1. II 堺 3,545 
工班 負 ， 323 

直：一粟罫一ー負 24 4,314 
-------・ 12. ＂ ・広畑 9,569 

工事請負 44 3,680 

•-作- 業請•- -負 152 -- 18,1-07 --
・八幡 22,684 -、, •-•一ー・・• --13. II 

工 事請負 18 2,070 

ーイエ翌壁真負
61 3,948 

・大分 2/326 ------- -----—— 14. ＂ 工事諮 32 1,648 

直＿惹＿昭＿急 93 4-,6-96 ---
15.住友金属工業・鹿島 5,549 --------

工事請負 118 7;,72 

-工作 莱事 請諮 負負．．． 
55 8,158 

•和歌山 11,230 ．，．＿ ＿．＿ ＿．ー・一
l - l■,_  - -----16. ＂ 94 4,313 

-作-莱諮．． 鴫'-負 12 2;269 
・小倉 4,130 --ー--------------17. ＂ 工事諮負 46 1,364 

-作工---事菜--請請--負負--
18 1,092 

18. 中山製鋼所・船町 2,489 ー••-．．----- ---------
19 527 

作業請負 53 2,924 
------20 --1--------19. 日新製鋼・呉 3,403 -工---事-諮--負 467 

-作--業--諮--負-
46 6:l-62 

20. 日本鋼管・京浜 13,230 一直， ー・.--——,—- ----
工事請負 10 482 

作業請負 68 14,618 
-----73 - ------21. ＂ •福山 10,669 -工--事--請--負- 3,751 

虹に惹算＿色 1,173 ---12-4,0-79 --ー一 ，---一
6一(2) 合 ・計 155,802 工事請負 746 41,836 

計 1,919 165,915 

資料出所；『鉄鋼業の安全管理概況（昭和 49年度）』日本鉄鋼連盟1975 年 6 月•から集計作成
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表 3- 28 (2) 

II 製鋼事業所第 1部 (26事業所）

こ五~~ど~～分
1. 愛知製鋼・知多

2. 川崎製鉄・知多

3. 
＂ •西宮

4 関東特殊製鋼

5. 神戸製鋼所・高砂

6. 山陽特殊製鋼

7. 新日本製鉄・ 光

8. 住友金属工業・製鋼所

3,202 

9. ＂ ・鋼管

1 o.住友電気工業・伊丹

11.大同製鋼・渋川

1,057 

12. 
＂ 

＂ 

99 

6-（3)合計

本工人

2,897 

2,611 

1,766 

1,460 

3,371 

3,220 

41,69 

3,488 

1,002 

13. 

・星崎

・知多

2/)20 

2,665 

14.東京製鉄・岡山

15. 東伸製鋼・姫路

16.特殊製鋼・川崎

1 7. トピーェ栗・豊橋

18. 日新製鋼・周南

19. 日本金属工業・相模原

20. 日本高周渕御侮•宮 山

1,129 

1,429 

2,119 

1,547 

2,743 

1,038 

1,043 

21. 日本ステンレス・直江津

22. 日本製鋼所・室蘭

1,695 

3!,)73 

24.6 

6.7 

23. ・広島 2,453 

24. 日本特殊鋼・大森

25. 日本冶金工業・川 崎

26.三菱製鋼・東京

1,979 

1,801 

1,373 

56,542 
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注：製鋼事業所第 1部とは1,000人以上の事業所をさす
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表 3- 28 (3) 

m 製鋼事業所第 2部 (21事業所）

1. 愛知製鋼・刈谷

2. 大谷重工業・東京

3. 
＂ 
・尼崎

4. 関 西 製鋼

5. 国 光 製鋼

6. 大 鉄 工業

7. 大同製鋼・築地

8. 中 部 鋼飯

9. 東海鋼業・若松

10.東京製鉄・千住

11・東伸製錮・東京

12.東北特殊鋼

13.土佐電気製鋼所・高松

14. 中山鋼業・鶴見

15. 

＂ 
・大阪

165 

16. 日本砂鉄鋼業・飾磨

17.不 二越・東富山

18.三菱製鋼・広田

19. 
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3
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6-(4)合 計

17.1 

20.大 和 製鋼

21.淀川製鋼所・泉大津
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表 3ー 28(4) 

w 鍛造・圧延事業所 (17事業所）

~I本
1. 吾嬬製鋼所・千葉

2. 川崎製鉄・茸合

3. 神戸製鋼所・長府北

... 
4. 新日本製鉄・東京

5. 大

6. 大同製鋼・王子

7. 大洋製鋼・船橋

8. 

同

＂ 

鋼板

•横浜

9. 東洋鋼銀・下松

10. 中山製鋼所・消水

11. 日新製鋼・市川

工人数 1作業区分
協力会社数労働者数

(12月末現在） （月平均）人
下請化率

人 (%)

作業請負 10 I a19 
555 1----:------1----------,----------1 36.4 
工事請負 o I o 

作業請負 5 357 
3,09 5 1----.-:---: :---. -I-----------1-. ---------. I 14. 6 
工事請負 16 173 

作業請負 9 I 233 
556 1--~--.--.-----l---------1----------1 32.6 
工事諮負 4 I 36 

作業請負 23 I 416 
585 1---------- -----------------| 4 1. 5 
工事請負 o I o 

作業睛負 8 258 
950 1-..:.--:---:---:-l---------+----------I 22.2 
工事諮負 4 I 14 

作業請負 2 28 
368 1----------:--1-----------l-----------l 9.8 
工事諮負 2 I 12 

作業請負 9 I 146 
364 1-:..--:---::-.--.--j---------1----------1 28.6 
工事請負 o I o 

作業諮負 8 I 113 
274 1-:.. ______ _::._ ___ --1----------1------------➔ 29.1 

工事，請負 o I o 

作業請負 32 I 1,315 
2,092 1----.----~----+----------1-----------I 41. 6 
工事請負 4 176 

作業請負 3 I 143 
260 1---------------------.-----------4 35.4 
工事請負 o I o 

作業請負 13 
561. 

212 

---------ーーI 27.4 
゜

12. 11 ・大阪

II •堺

II ・神崎

793 

903 

゜ ゜
650 

:予----
互＿粟一雙一色」-------！き＿＿＿゚

213 

゜
21.1 

545 
------..,37.6 

334 

゜
440 

—-• 33.9 

110 

-----------↑ 48.9 312 

16. 日本金属・板橋

↓ 

17. 淀川製鋼所・呉

一6-（5)合 計

782 

661 

13,889 

工事請負

阻／ー一

作業請負

工事請負

作業請負

工事請負

作業請負
---------
L_ 
工事請負

6 
------------ 1 7.1 

゜
173 
•一

31 

162 
.. 

゜6 

ーー・一•---
223 

---------―→ 25.2 

゜ 5゚,127 

L 
計 204 

-----------1 29. 6 
723 

5,850 
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表 3- 2s (5) V 特殊銑・合金鉄・鋳物（含む鋳鉄管） •その他事業所 (29事業所）

云面百---—巴／分本工人数作業区分昂1贔棗晶督序 9月働平者均臀下請化率
1. 久保田鉄エ・船 橋 1 165 人作--業-請―-負- 5 292人 01.. ＇ 工面一：請負 -----0 _ -------------- 0 _ - 2 o. 0 /U 

2. // .武庫川 1,711 -作工-莱 -請紐--負 I. -------1 - 244 -- 18 6 
軍―萌貧「 29 14 7 . 

3. 神戸製鉄所・ 呉 8 69 -作工---業事--請請--濱負- -------26 0 --- -----3-1-7 0 --- 26. 7 

4. II •高 知 175 -作工---業事--請請--仮負 ------3 0----- -- ------50 7 ---• 24. 5 

5. 太 平洋金属． 八 戸 ， 3 4 作業請負 8 315 
工
古ヨ 負 ---------- --- 357 
手叩 13 205 

6 . • II • 新:ffi'発9E田83 5 3 2 .!.作':. -業-""-;;;;,:畔請--.:;?-負..,.--------4 ~ -- -- -- 7・ 2 ---- 1 5 5 
エ―乖叩只 7 26 

7. ,, ・直江津 501 -作ェ~--c.:業乖-;.;,.謂請-負<;,.負..._- -----.::01 -- -- ---9-0 1 --- 15.3 

8. II • 富山山 2 8 4 -作---業--請- -負- 4 57 工事 請--負 -------0-- 0 -- 16. 7 

9, II • 岩 瀬 315 -作工---莱事--請請---負負--------2 0 - -----4-7 0 -- 12,9 

10. 東京製鉄・高 知 165 -作-工---莱乖--請請--負負- ---0 1 -- -------3-2 0 ·—·-- 16.2 

※11. 日本重化学工業・酒田 537 丈工E -莱---畔請---負石"-- --------5-- ------130 --- 25 0 
事 RFl 只 27 49 

如．2. /9 • 小国 464 -ェ作---莱乖-諧請-- - 負負--------＿ 4 0 ＿ - --154 0 --- 24.9 

※13, II •高岡 670 -作工--•業-事·••ー·ー請請・~ー負負ー -------5 0 -- -------98 0 -- 12. 7 
※． 14. II ．十ふIJ 1 5 8 --作---莱---請一-負-. 5 154 ノし111 工事請負- -------0 -- - ---0 --- 4 9. 3 

I 5. ト ピー工業・鹿 沼 167 し作工---莱溺--請請---負負-----------60 --- ------3-7-8 0 --- 69.3 

16. 日本金属工業・横 浜 203 作.!.\..._—業--請-負-- 1 18 工頑―甑負 ―ーー。--- - --。--- 8. 1 

17. 日本 鋼 管•新 潟 41 7 -作---菜--謂--負 2 212 工事請洟- ---0 ---- 0 -- 33. 7 

18. 日 本鋼管・富 山 537 -工作ー--莱-百請圭―――負負--- ---5 --- - --2-28 --- 29 8 ―頑：一叩 0 0 • 

19. 日本高周波鋼業・八戸 528 -作工---事莱----請請---負負-- -----5 0 -- - -2-3-3 0 -- 30, 6 

20. 日本鋳造・川 崎 1,065 -工作~-~業事-~請請-負~負 -------1・4:6 ---- ---------2~-4:5-4 0 :--- 21.6 

21. 日本電工・日 高 173 -工作~--菜fil事-謂~請-~負負---------2;;.0 -- -------3u2 >0 - 15.6 

※22. II •宮古 11 8 -作莱--謂--負-- 2 88 エ―噸藷負 ―----。- ------。 -42.7 

23. II ・郡山 139 翌靡ー誓—奏 —- -~ --. -―悶—-- 39.8 
24. II •北 陸 299 l作-莱- 請--負- 3 56 「主事嘩負 ―--。-- -----。 --15.7 

※25. II II •徳島 319 -作--菜-請--負- 6 121 工-掌~ 請~ 負--- ----0 --'-------0 - - 27.5 

26.二菱製鋼・-都宮 391 -1-乍--莱--謂--負 4 113 -μ 工面請―毎― --。- ----。 --22.4

27,安田工業・八幡 233 -作工':;'::--業:Z事-蜀~請- ~ 負負 --------:40 ----------1>8 0 -- 7.1 
28.矢作製鉄 554 j:位粟―—墨—負集-------4 _________ 128 __. 216 

工事頭 2 25 . 

29. 淀川製鋼所・大 阪 695 作工-業-事--請請---負負-- ------27 0 --------249 0 -- 26, 3 

＿住．蓑＿皇t＿負＿――― -16l 4,266 
6-(6) 合 計 14,318 エ珈請負 -84 -- -----506 --- 24.9 

計 251 4,772 
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調査企業における社外工の導入状況は表 3-29のようになっている。これらの企業には本工以

外には臨時エ，季節雇，日雇などはいない。このうち北日本電極の場合は社外エもいない。表から

みてもわかるように，富士工業の場合において下請化率が20％を超しているが．先の先の表で掲げ

た全国レベルでの鉄鋼系列企業上層部と比較すれば社外工の禅入状況はそれ往ど高くない。

調査企業群におい

て社外エが導入され社 表 3-29 調査企業の構内作業下請状況 (72年）

ミ 北海鋼機 富士工業 北海鋼業 北日本電極 豊平製鋼

社外企業数 1 4 2 

゜
3 

社外工数 3 5 80 22 

゜
65 

下請化率 9.3 % 32% 13 % 

゜
12 % 

資料出所：各社聞きとり調査による

注 1．北海鋼業については71年の数字

外企業が形成されたの

は，各企業においてエ

場設備の大巾な更新が

おこなわれた時期と軌

をーにしていて，大概

60年代以後になってか

らである。 （富士工業

の場合は岡本工業の前

身岡十組が54年から部

分的下請をしていた）

それ以前においても原

料搬入，成品搬出では

2. 富士工業，豊平製鋼の 2社は運輸部門については社外企業数のうちに

は含まれているが，社外工数，下請化率には含まれていない。

社外の運輸業者に委託されてはいたが，構内作業においては，後で述べる北海鋼機の場合の例にみ

るように，それらは本エ（見習いエ）臨時工，日屈い等が担っていた。

この湯合，室蘭製鉄所における臨時エと性格が異なるのは，こうした調査企業においては生産

の季節変動が激しかったので，季節工的臨時エが主流であったということである。

社外エが調査企業のなかで臨時工に代った理由はそれぞれ異なるが，ある程度共通していたの

は，生産方法の変化，例えば北海鋼機における「ドプ漬」式メツキ法から全自動式連続メッキヘの

転換，あるいは圧延メーカーにおける連続圧延設備への転換等によって運転・調整・監視などの基

幹的工程と補助的・附帯的作業との分離が明確になったことが指摘出来る。

調査企業における下請社外企業と社外工の労働内容についてまとめたのが表 3-30である。今

回の調査ではどの企業も自分のところの作業だけを請負ういわば専属の下請社外企業をもっていて，

そのなかでも北海鋼機や豊平製鋼のように，親企業自らの資本で100％子会社の下請社外企業を設

立し生産工程を本エと社外工に分割している事例もあった。

表 3-30からいわかるように，富士工業における岡本工業の「坑枠鋼曲成作業」の例を除けば，

ラインの運転工的作業には社外工はついておらず，逆に成品の搬入・搬出は共通して社外工によっ

て担われていること，労働集約的，重筋肉的なパートは社外工の作業範囲になっていることである。

社外工の労働内容について技能度，重筋労働度から簡単な区分を試みると次のようになろう。

〔J〕 特殊な技能を必要とするもの，

0 専用鉄道運転・保線作業

〔2〕 一定の技能習熟期間や職業資格を必要とするもの，

0 トラック， リフトの運転手

o 坑枠鋼曲成作業（ロールペンダー運転）
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表 3-30 調査企業における下請社外企業と社外工の労働内容

親会社名 社外企業名 作 莱 内 容

塁虐
0工場内専用鉄道巡転・保線0貨車荷蹟おろし，哉みこみ

北海運輸 作業o亜鉛鉄板等コイル・板梱包作業0釘の梱包，カート

ソボックス製造， 0フープ切断作業補助 0構内消掃片付け

岡本工業
o圧延工程後処理作業0描内リフト運転0整理 0坑枠鋼曲

富 成作業

士 北振運輸 o成品運搬

工 産業振興 0スクラップ処理0スクラップの搬出，片付け，

業 室蘭鉄工所 oビレット切断

北 杉山‘組 0結束， 0雑作業

海

鋼
北都溶接

0鋼塊盤理（湯道の＾タキおとし，切断，グラインダーな

業 ど）

豊 豊運輸 0原材料，製品の搬入，搬出，それに附帯する作業
平

昌 北央鋼材 0結束

資料出所：会社聴取調査から作成

o ビレット切断。 鋼塊整理におけるガス切断

（ガス溶接の技術が必要）

〔3〕 ほとんど経験を要しないが，重筋肉的労働と主内容とするもの，

0 鋼塊整理

0 結束作業

o 成品の被おろし，甜み込み

0 亜鉛鉄板等コイル・板の梱包作業

〔4〕 その他

釘のカートンボックス製造，構内清掃

親会社との関係

100％子会社

65年～

専属下請

54年～

運送会社（非専属）

新日鉄構内社外企業

自家工場あり（非専属）

（準専属）

（準専属）

I 00％子会社

専属

以上のうち〔．1〕の例はごく限られていて，盤的には〔3〕に属する部分がもっとも多い。〔3〕のよう

なパートを社外工に請負わせる理由を北海鋼業では次のようにいっている。

「私のところは組合の意向が強いものですから，職務給（職務手当？……筆者）のようなもの

は余りいれていないんですo働く部門によっての区別は（本工間で）つけていないのです。ただし

非常に労働が過重だというところは全部下請けをつかいましてね，例えば圧延．の結束部門は下請け

なんです。それから製鋼では鋼塊の整理これは非常に重労働なんです。こういうものを工員（本エ）

にしますとね，給料がアンバランスでだれもそこへいくものがいないし，不平がでてくるというこ
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とで下請に出しているのです。」（同社，総務課長）

しかしこうした〔3〕のようなクイプではない，一定の技能や職業資格を必要とする〔2〕のクイプ

の社外エも存在することは注目すべきことであろう。

社外工の労働内容・緬成についてさらに二次製品メーカーと小形棒鋼について，それぞれ北海

鋼機および富士工業を事例として検討することにしよう。

まず北海鋼機における社外工の展開についてみることにしよう。

北海鋼機の主要製品である亜鉛鉄板は，合併前から室蘭において北海鉄板（株）として生産が

おこなわれていたことはすでに第2章のなかでのべた。当時は同じ富士系列の大阪造船などから冷

延鋼板を購入し，云わゆる「ドプ浪け」といわれるような，主に切板をメッキ槽に沈め，亜鉛を板

表面に附蒲させていたが，そこでの労働内容は一部の技術的工程を除けば，労働集約的な運搬・稼

動等の肉体的労働が主要な内容であったo道内における亜鉛鉄板の需要が急速に増大するのに対応

し，同社の生産量も増大したが， これに必要とする労働力を本工ではなくて，臨時エ・日雁い労働

者によって代替させたo表 3-31のように55年頃から臨時工，日雇い労働者は急速に増加し， 56年

には本工数を大巾に上廻るようになった。表 3-33のように繁忙期のピーク時には本工の 2倍以上

の臨時工・日雇い労働者を雇用していたo臨時エ・日雇い労働者は，補助的作業だけではなく，本

エと同一の仕事を，本工労働者，職制の指揮のもとにおこなっていた。

表 3-31 北海鉄板の労働者の屈用形態別構成 表 3-32 富士工業労働者の雇用形態別楷成

(56年 4月→57年 3月） （53年→ 57年）

年度 職員 本工 臨時 日屈 計 年度 職員 本工 臨時 計

53年 31 68 ， 7 115 53年 11 50 61 

54 32 75 ， 11 127 54 11 47 ~ 58 

55 33 76 30 20 159 55 19 51 90 160 

56 29 69 117 10 225 56 24 110 20 154 

57 31 70 96 19 216 57 21 109 36 166 

57年の

描成比
14. 4 32.4 44.4 8.8 100. 0 

57年の

構成比
127 65.6 21. 7 100. 0 

資料出所；北海道商工業振典対策委員会絹
『胆振地区工業地帯調査報告書』 58年から引用

資料出所；表 3-31に同じ

表 3-33 北海鉄板労働者数の月別変動 (56年 4月→57年 3月）

月 56.4 5 6 7 8 ， 10 11 12 57. 1 2 3 合計
職員 28 28 28 28 27 28 29 29 29 29 29 29 341 

本工 69 69 69 75 75 73 73 73 73 72 73 72 866 

臨時エ 36 65 117 145 158 144 79 64 63 62 56 47 1,036 

日屈 14 6 3 10 18 29 18 3 3 16 120 

計 147 168 217 258 278 274 199 169 168 163 158 164 2363 

資料出所；表 3-31に同じ
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表 3-34 富士工業労働者の月別変動 (56年4月→ 57年 3月）

年月 年月
月 56.4 5 6 7 8 ， 10 11 12 57.1 2 3 合計

人

職員 24 26 25 25 25 25 24 25 24 24 24 26 298 
人

本工 97 91 94 96 96 96 95 92 105 105 105 109 1,181 
人

臨時エ 32 38 35 35 34 34 35 38 37 36 34 30 418 

計
人
153 155 154 156 155 155 154 155 167 165 163 165 1,897 

資料出所；表 3-3]に同じ

このように，臨時エ・日雇いに依存度を高めた理由として，主力製品である亜鉛鉄板の需要の

季節変動が激しく夏季に集中していたことによる生産蓋の浮動を短期間に臨時雇いによって調整す

ることによって労務費を大巾に節減出来たこと，そして生産工程そのものが一部の技術的工程を除

けば，本工労働者の指揮，監督により短時間で技能習得が可能な作業部分が多かったからである。

かくして50年代の臨時エ・日雇いは平常的に生ずる補助的業務に従事する通年的性格の臨時工を除

けば，生産最の季節変動に対応した調節弁的機能を有していた。

こうした臨時エが完全にいなくなったのは64年に江別に新工場に建設され，亜鉛鉄板の製造方

式がラインによる連続化されたものとなり，その作業内容も主要工程は運転・調整作業が主なる労

働内容になったことによる。本工労働者の多くは再訓練をうけて新たなラインに配置転換をされ

たが，臨時工は解屑されたわけである。

さて北海鋼機は合併 (61年）と，新工場への統合 (64年から）によって新しい工場での労働力

の編成を旧工場からの配置転換と高校，大学を新規に卒業した労働者によって編成したが，設備の

リプレース・設備の統合によって本工の要員削減も急速にすとんだ。

そうしたもとで社外エ制度が導入された契機は運輸部門をどのようにするかということであっ

た。「（昭和） 39年に江別に新工場がたちましたo新しい工場は月間 1万トソ以上のものをつくり

ますから，材料，成品の搬出で出入り 2万トンになります。それと今までは（鉄道）線路がなかっ

たが，専用鉄道自体は北海鋼機がもっていて，工場と引込みの境界でうけとりますo 自分のところ

で機関車をもっている (2台）のです。ょその会社では普通運輸部というのがありますが，新しく

社内で運輸部門をつくるよりも別会社にした方がよかろうということで。それが昭和39年8月1日

です」（北鋼運輸業務部長の話）

こうして設立されたのが．北鋼運輸で資本金1,000万円，全額親会社出資，社長以下の役員も出

向という形で派遣される， 100バーセント子会社として発足した。

発足した当時は再下請にあたるトラック業者も北鋼運輸の統轄で輸送部門にあたっていたが66

年に切離され，北鋼運輸としては前述の鉄道部門と，構内荷役作業，および亜鉛鉄板ライン，なら

びに製釘ラインの補助的業務の請負いを主たる業務として現在にいたっているo次に工場内におけ

る社外工の配置ならびに作業内容についてみよう（表 3--35) o 73年の同社労働力構成は総数38人

でうち事務部門は 4人で残りの34人が現場系である。現場系のうち 4人は嘱託で，これは保線・機

関士など国鉄等の定年退職者による特殊業務になっている。この表からもわかるように社外エ数は

年々減少傾向を示しているが，これは作業班の絹成の流動化など社外企業工内部の業務「合理化」
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によるところが大きい。

表 3-35 北鋼運輸労働力構成（各年度 3月末）

汀
70年 71年 72年 73年 (2月）

男 女 計

事務職員
人 人 人
4 1 5 

作 業 35 8 43 

嘱 託 7 

゜
7 

計 46 ， 55 
資料出所；同社提供資料から作成

北鋼運輸労働者の作業内容は

男 女

人 人
4 1 

34 4 

5 

゜
43 5 

計 男 女 計 男 女

人 人 人 人 人 人
5 4 1 5 3 l 

38 29 4 33 28 3 

5 4 

゜
4 3 

゜
48 37 5 42 34 4 

次のようになっている。 図 3-17 北鋼運輸の会社組織図 (73年）

イ 軌道作業班，保線班

軌道作業班は国鉄保有の鉄道

路線から北海鋼機工場の線路に引

継れたところから工場内部の貨物

社長一業務部（長）T（業務課）寸髯霜量
切断班

保線
（総務課）

蹟下し場所までの輸送業務でジー 資料出所；同社聴取調査から作成

計

人
4 

31 

3 

38 

1人
5人＋ a

5人

2人

2人

ゼル機関車を使用している。軌道班を担当しているのは現在 1人で，運転資格（軌道二種）が必要

なため，国鉄退職者が嘱託として採用され配置されている。

保線班も主たる作業内容は工場内軌道の整備で，現在 2人（以前は 3人）で，保線作業という

特殊な技能と経験が必要なことから，国鉄保線関係の定年退職者 (60オ位）が嘱託として採用され，

配置されている。機関車等の主要設備は親会社たる北海鋼機から北鋼運輸への貸付という形をとっ

ている。

ロ，梱包作業班

梱包作業班は北海鋼機の亜鉛鉄板およびカラーラインそして製釘ラインの工場内部で作業を行

っている。したがってここでは本エとの同一職湯内での作業になる。梱包作業班の仕事はそれぞれ

のライソを通過して捲取機捻よぴプライムパイラーにでてきた亜鉛鉄板（カラートクン）コイルお

よび切板を梱包する作業で，クレーソ運転（無線）および玉掛け作業，捲締機操作作業が主体とな

っていて， 2~3ヶ月の技能習得期間を要する。製釘ラインの場合は，バッケージマシソの運転・

設備を除く全ての作業が梱包作業班の作業範囲内になっていて，パッケージマシソに乗せるカート

ンボックスの組立て作業，カートンボックスにつまった釘の検量 (2sK9重），カートンボックスの

捲締機操作の作業が主たる作業内容で，捲締機操作以外は女子労働者が配置されている。

梱包作業班は亜鉛鉄板，カラートクン，製釘のそれぞれに 5名ずつ配置されている。

，，ヽ ，切断作業班

'切断作業班はカラートクンからでてくるカラートクンのフープ（帯）をアップカットシャーで
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切断する作業で，本工の補助業務を行う混在作業の形をとっているo配置人員は 5人である。

各班の管理体制は班長が 1人ずつ配置されていて実際の作業の他に記録（日報）をつけること

と，全体で 2人いる管理者とともに本エとの作業進行に関する打合わせをおこなっている。

各班の要員配置は固定されているわけでなく， 34人の労働者を「人間を固定しない」（同社業

務部出）という考えのもとに，作業の繁忙度によってそれぞれの箇所に集中させる体制をとってい

て，とくに成品の積込み，稜みおろしでは一時期に人員を集中するという形をとっている。

北鋼運輸労働者の平均年令は32オで，そのほとんどが広告もしくは縁故による中途採用者で，

前職は「炭鉱離者，農業出身者」が多いということである。女子（既婚）労働者の場合は，本工の

妻である場合も多い。

図 3-18のように社外工の退職者もほとんど毎月のようにあり，入退職はきわめて不安定な状

況であるが，本工の妻の就業の場合は定着性はよい。

図 3-18 北鋼運輸における採用者・退職者数の変動
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資料出所；同社聴取調査から

次に小形棒鋼における社外工の事例として富士工業の社外企業をみることにしよう。

富士工業の場合，社外企業は 4社であるがこのうち産業振興はもともと新日鉄の構内社外企業

として室蘭製鉄所だけでなく，全国各地に支店をもつ社外企業大手に属する企業である。富士工業

との関係は工場で生産される小形棒鋼の乱尺品などをスクラップとして回収するために小人数の作

業員を常駐させているだけである。北振運輸は室蘭市内の運送会社で業務の一部として富士工業の

成品搬出をおこなっていて，社外企業というよりは外注的性格が強いo室蘭鉄工所も市内の小規模

事業所で，自分のところの溶接工をビレットの切断のために富士工業の工場内部に少人数常駐させ

ているo岡本工業は唯一の富士工業専属下請である。

岡本工業と富士工業との関係は， 1951年からで，富士工業が新日鉄室蘭の作業請負が主体であ

ったころ，製缶エが組をつくって富士工業の自家エ湯でブリキによるニントツ作りをしたことがは

じまりでその後富士工業が小棒生産を主力として工場を増設していくにつれて，組の人数も又増大

し65年には組から法人組織の岡本工業へと発展し，圧延部門，坑枠鋼部門の生産工程に配置される

ようになった。
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岡本工業は， 自分のところでフォークリフト 4台， トラック 2台を所有していてリフト運搬，

片付け搬送は全て自前でおこなっている。現在 (73年）の労働者数は7l年傾のピーク時の90人から

70人へと減少したが，それでも本工の約快iの人数を占めていることになる。人数が減少したの|i
富士工業が圧延ライソの結束作業に自動結束機を琳入したことなどにより人べらしされたことにも

よる。

現在の作業体制は，班編成に分れていて後処班（結束班） （36人）， リフト班 (6人），切断

班 (4人），整理班 (2人）， トラック班 (2人）に分れていて，それぞれ第1圧延，第 2圧延工

場で働いている。

切断班，結束班は圧延ラインに直結するもので，切断班は流れてきた小棒棒鋼を定尺で切断す

るためにカッテイングマシ‘ノを操作する作業で整精作業の一部をなしており，結集班は切断された

小棒を決められた本数ずつ結束する作業である。整理班は乱尺の盤理， トラック稼込み時の玉掛け

を主におこなっているo リフト班， トラック班はそれぞれ成品の移動をおこなっている。リフト班，

切断班は本工の作業体制に合わせて 2交代制をとっていて，勤務時間は甲が午前 8時から午後4時，

乙が午後10時から午前 6時となっている。

リフト班， トラック班をみてもわかるように，社外企業といっても不熟練肉体労働が主ではな

く，これらは国家試験を合格した特殊技能が必要であり，切断班も機械操作に 6ヶ月程度の習熟期

間を必要としている。しかし一番人数の多い結束班は不熟練重筋肉労働が主要な形態である。

岡本工業の社外工は，その大半が新日鉄室蘭の社外工労働市場と重っており，流動性も高く単

身者より世帯持ちが多い。岡本工業子飼いの労働者，あるいは新規学卒者はほとんどいない。

以上，不充分な資料から系列企業の社外工の存在形態をとらえてきたが，産振を除くいずれの

社外企業も労働者は未組織労働者であり，労働条件も劣悪であるo鉄鋼独占体による系列支配もさ

らにこうした社外エ労働者の存在をふくめて成立つていることは注目すべきことであろう。

＜注＞
1) 前掲『鉄鋼業の「合理化」と企業内教育I』,p261尚，新日鉄室蘭における社外工制度については上

記第2部参照の事o

2) 『日本資本主義における「戦後重化学工業段階 (1965-70)」』鍋島力也『土地制度史学』第60号

P13。

第5節 鉄鋼系列企業の労働市場

l 「合理化」と労働市場の変容

同じ道内鉄鋼系列企業であってもこれまで述べてきたことからも明らかなように，それぞれの

企業「合理化」の展開過程における絹成替後の労働力の性格は各企業によって異ったクイプが形成

されていった。

まず，この「合理化」の過程において新日鉄室蘭製鉄所の生産体制とのリンクされた状態が一

層強まり急速な設備の更新を展開した北海鋼機においては，工場における基幹労働力の主要部分を

新規高卒労働者へと編成替えし，この層の養成ならびに「合理化」によってもたらされた社内「余

剰」労働力の配置転換によって次々と建設された新ラインの稼動体制を形成したo更に現場におけ

る技爾スクッフおよび研究開発部門の要員として64年以後，年間 2人ないしは 4人程度までの工業

系大学卒およびエ専卒の採用も恒常化したo他方ラインの補助部門，運搬，雑役等については別会

社を設立し社外エとして配置してきた。
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第2に，富士工業，北海鋼業の場合は町工場的伸線メーカーからそれぞれ設備更新をおこない単

圧・電炉メーカーとして国内小棒メーカーの中堅的位置を占めるにいたったが，この過程での労働

カの需要増をいわゆる新規学卒者ではなくて「中途採用者」によって満たしていった。もちろん新

規高卒者の採用もおこなっていたが，むしろ交代制勤務等の職場で直ちに稼動出来る18オ以上の労

働者で頑健な体力ということが学歴にかかわりなく条件であった。

こうした「中途採用者」を基幹労働力とする小棒メーカーのなかでも特徴的であったのは，新

たに川崎製鉄の系列下（当初は川鉄商事の系列下）に組みいれられ， 66年から新規に電炉・圧延

メーカーに参入した豊平製鋼のケースであるo即ち，同社の場合新規立地に必要な労働力のうち操

業に必要な最小限の人員を，本州の既存同業工場で働く熟練工を引きいれるとともに圧延ラインの設

置によって廃止された部門（鋳鋼部門）の若手労働者を本州の川鉄系の小棒メーカーに派遣して技

能習得をさせて，彼らを「組長・伍長」等の職制にし，労働力の大半を占める一般労働者を炭鉱離

職者・自衛隊退職者等の頑健な体力の未経験中途採用者によって補充し，一気に生産を開始した。

第 3に，北日本電極の場合は機械によって作業内容が単純化したことと，男子中卒労働者の不

足による採用難から，工場労働力の半数を主婦労働力におきかえた。

以上のように，系列企業における「合理化」の展開は労働力の編成替えをともないながら進行

したことである。こうした点を以下個別企業における労働力の需給描造を明らかにするとともに，

とくに大きなウニイトをもつにいたった中途採用者の性格についてその特徴をみることにしよ

う。

1 調査企業における労働力の儒給構造の特徴

(1) 北海鋼機亜鉛鉄板新ライソ稼動時の労働力の特徴

64年の工場統合によるリプレースで従来の生産方法とは大きく変化した同社の亜鉛鉄板ライソ

の場合，社内の既存労働力の配置転換と再教育に・よって稼動させることにしたが，旧来の亜鉛鉄板

部門だけでなく，製釘，伸線などの全ての部門の労働者から「希望者を集めて選考」（同社総務課

長）した。つまり，旧来の亜鉛鉄板ラインで働いていた熟練労働者が全て新しいラインを担うと

いうことではなかった3これらの労｛動者は室蘭から江別（約120Km程離れている）への移転を好まない

という理由による「退職」を含め，新たに他部門への再配置されるなどにより整理され，新ライン

は再教育をうける労働者と新規に採用した高卒労働者を基幹工としてスクートした。

この再教育は，同社と同じ新日本製鉄系列の亜鉛鉄板生産ラインをもっ，大同．鋼板と東海製鉄

（現新日本製鉄名古屋製鉄所）へ派遣し 3ヶ月の実習を行うというものであったo

こうして派遣されたメンバーを見ると，表 3-36のように全部で17人であるが，このメンバー

の特徴は，課長・係長を除けば，全員20オ台の若年層で勤続も 4~8年というように，年令・勤続

年数の高い旧部門の熟練工は全て選考からはずされたo

こうしたことにより，古い熟練工て新ラインヘの配転者は新規に採用された高卒労働者にまじっ

て，かっては自分達が指嘩していた若い労働者達から逆に指導されながら新しい技能・知識を習得

しなければならなくなった。

2 北海銅機高卒労働力の特徴

64年以前にも同社の場合新規高卒を採用はしていたが，それは主として事務部門が中心であり

採用者の出身地域が同社工場のあった札幌・室蘭近郊がほとんどであった。しかし新ラインの稼動

以降，はじめほ亜鉛メッキ，カラー鉄板などの新ラインを主体として高卒を嘩入していたのが「現

-110-



表 3-36 北海鋼機亜鉛鍍金実習員の年令・勤続楷成

大同鋼板行

名前
当時の 当時の 現在の職務

名前
年令 勤続年数 (70年）

0 H 31 7 メッキ係係長 K y 

K R 39 17 カラー係係長 K M 

I T ？ ？ ？ K I 

I s 22 4 第 2電気係 K K 

K K 27 ， メッキ係班長 I K 

K s 35 11 鋼板課長 T T 

K s 24 5 メツキ係冶金管理

゜
K 

A I 22 3 メッキ係センタ--(悸難

T K 24 4 メッキ係センター作業

A K 27 8 メッキ係班長

賀料出所：北海鋼機組織機能図 70.6および社内報より作成

注： ITの現職は不明

東海製鉄行

当時の 当時の 現在の職務

年令 勤続年数 (70年）

28 8.3 工務課主任技術員

22 4 需品課資料食庫係

24 2 第 1電気係

22 4.3 カラー係工程検査

28 10 メッキ係班長

29 4 メッキし系センターイ乍業

23 4 メツキ係センク---{乍業

在は線材・製釘にも高卒をいれて 表 3-37 北海鋼機における新規高卒採用者の内訳

いる」というように可能なかぎり

採用者を新規高卒者に切換えると

いう方針から採用地域も工場近辺

から表 3-37にもみられる如く全

道的に拡がった。このため独身寮

の建設など若年層向けの厚生施設

も設備合理化と併行して建設され

た。

又，これらの高卒労働者の高

課程別

(69年～ 71年）

地域別

普涌高校I工業高校1農・商業I道
高校

央I道東道北I道 南

19人 0人 7人 I 6人1 8人

資料出所：会社提供資料より作成

注：男子についてのみ

校における課程別特徴ではほとんどが工業高校が多く， 「電気，機械について手ほどきをうけたも

のが望ましい」（勤労係長）というように生産に必要な基礎知識を学校で習得していることが望ま

しいとしていた。

これらの高卒労働者の入社動機として「将来性がある」「規模が大きい」「親類（兄弟）が（同

社で）働いている」ということが比較的多かったが，本州企業とは異なり道内には比較的大企業の

少い道内で新日鉄の「直系」企業という同社の企業イメージが高卒労働力への転換を可能にしたと

いう側面も見逃せない。

3 富士工業における中途採用者の性格

すでにみてきたように道内小棒メーカーの場合，学校卒業後 1度職業についたいわゆる転職労

働者が採用者中に占める割合が大きい。

とはいえ富士工業においてもまったく新卒者の採用をおこなっていないわけでなく， 75年に実

施した企業へのアンケートでも採用者中の新卒者の占める割合は「半分位」と答えている。これを
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70年め資料でもう少し具体的

にみると， 70年の男子採用者

は24人で．このうち学校卒業

後直ちに3月又は 4月に入社

したのは，中学卒 6人，高卒

2人の計 8人であり，残りの

16人が（転職経験のある）「中

途採用者」である。この中途

採用者の内訳をみると，中卒

10人，高卒 2人で残りの 4人

は新日鉄室蘭本工の停年退職

者になっている。そして中途

採用者の年令をみると，新日

鉄室蘭本工の停年退職者を除

けば25オ～16オの間で17~18

表 3-38 富士工業男女別最終学歴表（事務，現場別）（70年）

＼ 旧小 旧中 新中 高校 職訓 大学

事 男子 5 10 2 8 

゜
4 

務

関

係 女子

゜ ゜゜
19 

゜゜
現 男子 27 4 104 35 7 3 

場

関

係 女子 4 3 2 

゜゜゜
資料出所：同社労働者台脹から作成

オの層がもっとも多く， 「中途採用者」といっても若年層であることがわかる。「中途採用者」が

若年層ということは，若年層の採用が可能であるという地城労働市場的特質もあるが，会社側の事

情として「給与ベースとの関係上24~25オにしている」（同社総務課長）というように，年令給的

賃金体系をとつていることから賃金格付上の問題が考慮されていることがいえよう。

ところでこうした採用時の違いは実際上職場配置上の違いはどのようにあらわれているだろう

か。

同社の場合，新中卒を採用出来るのは他のメーカーと異なり昼夜交代システムをとる圧延職場

だけでなく，継目板加工など鋼板課関係の常昼職場があることによる。そこで中卒労働者は「1年～

2年位働いて，圧延の仕専に少しずつむけていってまた次の段階に備える」というように，常昼職

場である鋼板課の勤務期間は，夜勤等労基法上の制約がある期間中のつなぎ的役割になるわけで圧延

部門への異動は実質的にはあとでのべる「中途採用者」の圧延職場への配置とは教育訓練との関連

からみてもほゞ同様にあっかわれているe

次に新高卒については， 「将来の幹部として考えている」というように，職制への昇進を考慮

しながら，圧延部門であれば結束・操炉などから順次圧延機運転，調整などジョプローテーション

をしていくことにしている。「中途採用者」は一応常時採用していることになるが，採用後の配置

は「欠員のあるところにうめていく」ということでとくにどの作業に配置するかきめていない。

多くの場合，退職者による欠員補充として会社側の方針によるその都度毎配置転換をほとんど抵抗

なくうけいれ作業をしながら技能を習得していき体系的な技能習得過程というものはない。しか

し会社への「貢献度」等を勘案されながら下級の職制には将来なりうる可能性はないわけてiまない。

中途採用者のうち新日鉄定年退職者については「体力的なこともあるので」，圧延部門ではなく，

鋼板課（中高年の婦人労働者もかなり働いている）か，片付け，守衛に配置されていて，新日鉄時代

の経験を生かすということではなく，むしろ引きうけたのでどこ・かで用いるということが実情である。

新規学卒， 「中途採用．」を含め，労働者の出身地城は同社の室蘭近辺が圧俄的に多く 70年につ

いてみれば， 14人が市内であり， 6人が室蘭市近郊，あとは奥尻，倶知安など道南地城となってい
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る。新日鉄室蘭本工以外にも新日鉄の社外工の経験者も採用されていて，第2部で展開した社外工

の労働市場とオーバーラップしながらもそのなかでの比較的若年層部分を吸引しているのが特徴

といえよう。

最後に定着性については「年間退職者数は大体20人位で協力会（＝新日鉄社外企業）よりしまず

っといいです」（総務課長）ということではあるが，ほゞ採用者数に見合う数だけ退職しているこ

とになり，それだけに「中途採用者」の性格が流動性の高い職場における退職者の穴埋めという意

味合いが強いことをうかがわせるものである。

4 北海銅業と地域労働市場

北海鋼業の場合も，採用労働者の構成は中途と新規学卒それぞれ半々ということであるo北海鋼

業が立地している小樽地域は道内古くからの商工業地域ではあったが近年は既存工場の撤退や，約

30Km離れた札幌地域への移転により新規立地も少く，金属機械工業の工場も町工場的規模の工場が

ほとんどで，北海鋼業は地場産業の大手どころに位置している。ここでは他地域からの労働力の流入

はきわめて小さく，札幌地城への通勤と市内中小企業での就労が常態的である。

こういうことから北海鋼業労働者は小樽近辺の生家からの通勤者のウェイトがかなり高く，前

述の 2つの企業に比べても定蒲性も高く勤続年数も長い。表3 - 39は今回の面接調査で実施した

労働者のフエイスシートであるが， ;1G.4, 5労働者を除けば親の代からの小樽在住者で.J1G.5労働者

の居住地も又通勤地帯にあり，居住も持家が多い。又親の職業との関連でみれば，農漁業出身者は

少<,むしろ 2代目あるいは 3代目労働者として，市内の労働者世帯を給源としているのも 1つの

特徴といえる。

表 3-39 北海鋼業調査労働者のフニイスシート

労働者
職場名 職位 年令

最終 卒業 入社 生家
卒業時の生家の職業

番号 学歴 年次 年次 所在地

I 圧延ロール 班長 36 中卒 1,951 1,951 小 樽 北海鋼業

2 製鋼炉前 班長 29 中卒 58 67 （同上） 石炭会社勤務

3 圧延押入 班長 54 高J滓 31 45 （同上） 市役所ハカリ検査買任者

4 製鋼造塊 43 ？ 44 64 利 尻 水産加工雑貨商（規模4~5人）

5 製鋼炉前 班長 29 中卒 58 64 目 名 疇（水田，畑 2町歩）

6 圧延操炉 班長 52 高小卒 40 47 小 樽 古物回収業

7 製鋼造塊 29 中卒 58 64 （同上） 船乗り

8 圧延カツクー 55 高4滓 30 40 （同上） 馬車追い業

， 製鋼造塊 38 
工高

58 67 （同上） 港湾労働者
賑

10 製鋼造塊 38 中卒 52 70 （同上） 普通の労働者

資料出所：聴取調査から作成

-113一



学歴構成についてみると，今回の調査の対象となった30オ台以上の労働者では，ほとんどが中

卒（旧高小，国民学校卒を含め）である。しかし「高卒を入れたのは（昭和） 40年から。それまで

は募集はしていたが採ってはいなかった。しかし高卒はここらの設備には来ないのでどうしても大

手へ行く。数としては新高卒者は少なく，東京とか川崎へいって戻ってきたものの方が多い」（同

社総務課長）という会社側の説明にもあるが， 65年以降は高卒への切換えに稼極的になっていて，

分析検査，事務部門以外の圧延・製鋼ラインでも高卒労働者は増加している。

又，高卒以外の「中途採用者」の場合，採用時の年令を30オ未満としていて， 「縁故者で家族

持ちが望ましい」というのが会社側の方針である。

入社後の職場配置の方針は富士工業の場合とほゞ同様である。

5 畳平製銅における製鋼，圧延ラインの新設稼動と労働力の性格

豊平製鋼（札幌市）はさきにものべたように川鉄系列の小棒メーカーであるが， 66年に小形棒

鋼の生産ラインを新設しそれに必要な労働力調達をおこなったが，富士工業，北海鋼業とは異り札

幌市の場合は労働力の流入地帯で新規の労働力調達は札幌近郊以外に求めなければならないこと，

又圧延ライン自体が新設部門であることにより，そこでの労働力需給の展開は，前の 2社とはかな

り異っていた。

まず操業に必要な圧延作業の既経験工しま図 3 - 19のように本州方面の圧延工を数人引き抜き

組長，伍長レベルの職位につけ，訓練，作業体制のカナメとした。

図3-19 豊平製鋼の既経験工の職歴（圧延組長32オの例）

中学卒 → 
営林署 自営業

→ → 
材木運搬夫 （運搬請負）

（埼玉県）圧延工場

l ハシ取エ

二市ー）圧延工場 （船橋市）圧延工場 東京ラッシュ
→ → → 

ハシ取りエ ハシ取りエ 圧延工

資料出所；労働者面接調査による

さらに新設の圧延部門の代りに廃止された鋳鋼部門の労働者を川鉄系列の本州方面圧延工場に

派遣し再訓練を 2~3ヶ月をおこなって伍長層および圧延運転調整などの熟練度の高い作業に配置

した~ • 

しかし製鋼・圧延合わせて約150人の労働者は新規学卒および「中途採用者」であり， 「中途

採用者」の方が圧倒的に多かった。しかも「中途採用者」の前職についてみると炭鉱離職者がもっ

とも多く，ついで自衛隊除隊者が多かった。今操業開始から 4年後の69年についてみると，同社全

体の労働者のうち炭鉱離職者は約150人で全体の36％を占め，そのうち製鋼・圧延部門についてみ、

れば85人で64％にまでになり，自衛隊除隊者も約10％占めているo炭鉱離職者をこれほど多数同社

が採用した理由として， 62年の三井美唄炭鉱の閉山以後70年代初めまで道内の炭鉱の閑山）湘相次ぎ，

炭鉱労働者が過剰労働力として大嚢に創出されたことを背景に，一部の炭鉱電気関係経験者を除け

ば製鋼・圧延作業技能とは無関係に「肉体頑健」「交替勤務になれている」（同社総務課長の話）

という身体磨耗的作業への「適応性」が合致したからに他ならない。

こうした炭鉱離職者を主とした「中途採用者」は，ほとんどが未経験労働者である上入社後の
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教育訓練もほとんど実際に作業につきながら「体で覚える」という同社の労務体制から「不慣れの

ための事故つづき」ということで労働基準局の特別安全事業所に指定されるなどの悪条件への不満

から，退職者が毎年60~70人になり，その補充としての未経験労働者の中途採用が常態化するとい

うことで労働力構成上からも，安全面の問題を生じるを得なかった。

表 3-40 豊平製鋼の新学卒・「中途採用」別採用者・退職数の推移

口 68年 69年

採用退社 採用退社

学校新卒 12人 7人 30人 15人

中卒採用者 130 76 108 68 

合計 142 82 138 83 

資料出所；会社提供資料から作成

表 3-41 68年 4月～ 8月の採用，退職者の内訳

＼ 
学校

自衛隊
一般

計
新卒卒 募集

68年4月～8月採用者 12人 6人 36人 54人

退 67年まての採用者 1 

゜
18 19 

職 1月～3月 ＂ ゜゜
1 1 

者 4月～8月 II 1 3 3 7 

数 計 2 3 22 27 

資料出所；会社提供資料から作成

70年 71年

採用退社 採用退社

22人 5人 30人 4人

120 65 66 75 

142 70 96 79 

表 3-42 新規学卒者の学校別内訳

＼ 67年 68年 69年

大学卒（高専） 6人 2人 5人

高 卒 10 10 12 

戦 訓 卒

゜ ゜
， 

資料出所；会社提供資料から作成

注； 69年巴ついては全体では30人で

26人分についてのみ。

以上， 「合理化」の進展のもとでの労働力編成の特徴をみてきたが， ここでは次のことをとくに

指摘しておこう。

まず第 1に， 「ハシ取りエ」 「メッキエ」など職人的ともいえる熟練エがほとんどなくなった

あとに，運転・操作・監視を主体としたオペレークー的職種の労働者が工場労慟力の大半を占める

にいたったことである。

第 2に，こうしたオペレークー的職種に対し，北海鋼機の事例のように，新日鉄との工程上関

係が密接で大手レベルの機械装置を導入したところでは新規高卒者への切換が進行し，圧延作業の

ように比較的短期間の訓練で作業遂行可能な電圧メーカ-の事例では流動性の高い中途採用者への依存

度が強まっていることである。

ちろん，北海道と本州とは異った地城事情を考慮にいれなければならないが，鉄鋼独占体を

頂点とする労働力編成の多様さ，重層的な性格は，より一層明確になったといえよう。
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第四章企業系列化の進展と労務統轄機構

の再編

ここでi北海鋼機を事例として「合理化」の展開と労働統轄機構の再編成の実態を述べること

とした。

第二章の展開牧）なかでも明らかなように，新日鉄の主郡により「近親結婚」（永野重雄氏の言葉）

をした目的は，工場統合によるメリット追及であった。そしてそのメリットの実現は合併による

旧二社の労働者の管理機楷の再編のみならず工場移転による労働移動，旧部門のスクラップアソ

ドビルドによる配置転換を含む「合理化」の徹底した推進いいかえれば労働強度の増大を前提と

した「生産性向上」が親企業たる新日鉄の眼目であったし，当然北海鋼機経営者層の狙いでもあ

った。

北海鋼機の労務統轄機描の特徴を明ら加こするためには，前章の労働力編成の変容を基盤にし

ながら，上途の合併によって生ずる労働問題の資本主端の立場からの解決，もう一つは「労資協

調」の路線を確保する労働組合の「育成」による労働組合による「生産性向上」運動の推進，こ

れがどのように展開したのか，明らかにすることが必要である。

従ってここでは，職制機構，昇進制度と賃金構造，労資関係管理などの主要な労務統轄機構の

機能についてその特質を整理することによりそのダイナミックスについて明らかにしよう。

第1節職制機構の再編

0 0 課 0 0 係 （個別生産レペル）

以前↑
課長丁二係長ー一（職長）一一一伍長ーー一般労働者

課付事務
1 96碑

以後↓
口係長技術員 -（主任） 課付事務

課長 職長 班長—一般労働者

同社のライソの職制機描が現在の形になったのは，工場統合の中核になった江別新工場が完成

し， メッキライソが稼動した 1964年以降である。その変容は上記のようになるが，その特徴

は第一に従来の伍長という呼称にかわってライソの長として職長が正式に設けられたこと，第 2

に班長制度が噂入されたこと，第 3tこ，課によって異なるが，技術員と云われるスクッフおよび

課付事務が整備されたことがあげられる。

このような職制機描の変化の契機となったのは「班長がおかれたのは 3交替になってその必要

がでてきたからと云えます」（メッキ係職長）というように， メッキラインを中核とした自動化

機械設備の嘩入による連続操業体制の確立にあった。そして「少ない資本をより有効にいかすた

めに 3交替によるフル操業が不可欠」（同総務課長談）な新設のメッキライソ班長層には，年功

のある「ボス的存在であった者」（同上）を任ずるのではなく，新班長には主として20オ代の若年層で，勤続

年数も 4年から10年というう労働者で，旧室蘭工場での亜鉛メッキ作業の経験を問わず抜擢し，

当時の富士系列の東海製鉄ならびに大同鋼板に派遣したものを選任した。（表3-36を参照のこと）
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これに対して聯長の場合は，以前の年功序列的な意味合いが強かった伍長層からなったものが多

く，云わば「ボス的存在であった者」11号イソの長としての，職長におさまったわけである。
こうした，異ったクイプをもつ監督者層をともに必要とした理由は， さきに述べたような新しい

亜鉛鉄板のラインのフル稼動が同社の至上目的でありしかもこのライソが早期に本格的操業体制を

つくるためには年功者よりも「視野が広い，計数能力もあるし，判断力もある」（同社総痴裸艮の話）

若年層とくに新規の高卒者中心によって作業組織が緬成されていることが望まれていたことと，他

方では， 「合併という事態のなかで両方の人々がいかにしてうまく手を握れるか……多分に年功序

列的なものも必要だったし， 日本的家族的なものを重視せざるを得ない」（同）というように，合

併後の労働問題を円滑に解決し職場秩序を確立するということが， こうした職長層さらには製釘・

伸線など旧来の機械設備と変動のない工程における班長層［こ期待されたからである。

職制機構の再編確立f:J:,資格制度の禅入とならんで，企業合併・工場統合を端緒とする合理化

計画の達成にむけての「要員削減」，労使協力による「生産性」向上の実現などの諸課題を解決する

基礎であると同時に労務統轄機梢の確立にむけての最重要課題であったといってもよいだろうっし

かし，こうした「制度の端入だけでは意味がない」（総務課長の話）わけで，職制機楷の確立の具

体的な課題となったのは，監督者教育と職務分析による職制能力の向上・職掌の明確化であった。

前者の監督者訓練についてf:J:,まず合併後の64年にTWIへの取組みがおこなわれた。そこでは

「企業内訓錬は会社・工場を運営して上に欠くことの出来ない要素であり，...……我社においても

一目も早くこれを苺入して他の会社との生存競争に打ちかって行かなければなりません」2)という

ようにTWIの禅入を契機に，同社が教育訓練を活発化することにより「合理化」計画に人的側面

から対応させる方策を稲極的にうちだしたことであった。これらの訓練の内容・効果等については，

べつに章を改めて述べることとするが，同社の労働担当課長・技術員，伍長層から選抜したもの 5

名を， TWI のうち J•M(Job•Method改善の仕方）ならびに J•R(Job•Re

r a t i o n,．人の扱い方）のトレーナー講習に参加させ，ついで社内の監督者層のみならず，中

堅的な工場労働者の全てに講習をおこなった。その後も TWIの他にも日産訓で行う職長訓練コ

ースなどにも職長，班長層を受講させそして社内で普及させている。

こうした職長•班長層の訓錬と平行して，職務分析などによる監督者層の機能の明確化と，個別

作業における作業標準の作成がすすめられた。

すでにメッキライソを主軸とする江別工場の建設がはじまった63年には，建設統合本部に当時の

旧富士製鉄室蘭製鉄所から技術者・管理者がおくりこまれるなど，技術面でも旧富士製鉄との関係

が一層緊密になっていたが，職務分析の基礎となる IE手法の渫入も室蘭製鉄所の生産管理部との

連襲でおこなわれた。この年には北海鋼機の技術員ならびに工務課職員を室蘭製鉄所にIE研修に

おくり，これらのスクッフが中心になって新工場完成後の工業概準，職務機能の明確化の作業がす

すめられた。

同社の70年6月に完成した組織機能図をもとに，メッキ係を例にしてラインの階梯における職制

機能を検討してみよう。

-117-



図4- 1 北海鋼機メッキ係組織図 (70年 6月）

主任 係員

[（ 1人） （3人）
鋼抜課長

(I人）

メツキ麟—メッキ｛饂長一~ライソ班長 係 員

I c 1人） （1人） （1人X3) ⑬3応 3)

）̀ -―［□□／9門） ：4人:
二次検班長 係員

資料出所 ： 同社組織機能表から作成

0 職制の職務分掌の事例

＜メッキ係長＞

(1) 生産計画作成

(2) 生産調盤

(3) 生産実績統計作成

(4) 製造喪予算及実績調査統計

(5) 設備計画，予算作成

(6) 安全衛生管理

(7) 教育訓練，人事考課

＜鋼板課主任＞

(1) 原板購買契約資料作成

(2) 原板デリバリー連絡取決め

(3) 原板受払記録（侑戎

(4) 亜鉛鉄板・カラートクソ原単位調査票，生産工程表作成

(5) 勤務調査表作成

く技術員＞

(1) 亜鉛鉄板生産，原単位記録整理

(2) 品質管理デーク整理

(3) 原板欠陥デーク整理

く職 長＞

(1) 勤怠のチニック

(2) 労働課への連絡（勤務変更，残業給食，時間外超過勤）

(3) 購売請求手続

(4) 消耗品払出手続

(5) 安全衛生指蒔

(6) 日報のチニソク
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(7) K-資材消耗品予算実績の作成

(8) 製造費予算実績の作成

(9) 稼動時間集計

00) 生産計画実績報告

(lI) 月間整備計画作成

(l2) 生産指示書作成

(l3) 予備部品の管理

U4) 成績査定

＜ライン班長＞

(1) ライソ運転状況指蒔

(2) 技術報告（日・月報）

(3) 生産盤，原単位の記録

(4) 勤怠記録

(5) 部内連絡統制

く2次検査班長＞

(1) 亜鉛鉄板生産月報の作成

(2) 亜鉛消費月報

(3) 波付生産月報

(4) 亜鉛鉄板カラートクソ生産工程表

(5) 検査カードの作成

(6) 消耗品払出手続

(7) 消耗品購入手続

(8) 亜鉛鉄板，原板日計グラフ作成

(9) 原板払出予定表作成

U0) 作業指禅

＜整備班長＞

(1) HK• カラーライン機器整備

(2) HK• カラーライソ修理計画作成

(3) 整備資材購買手続

(4) エ数配分

資料出所；図 4-1に同じ

以上のなかからいくつかの管理内容について整理してみよう。

まず生産市国をおよび目標の達成という点についてみれば，生産計画の確定について職長・班長

の職務内容はどちらかと云えば前月の実績報告ということで係長の原板の契約状況や経営陣からの

指示にもとづいて策定する末端管理者的業務とされていることがわかる。従ってこれが達成につい

ては職長が具体的な生産指示書をつくり各交替番（メッキライソの場合）の班長に達成を命じると

いう形になっている。班長はこうした生産指示表にもとずき部下を督促しノルマ達成の責任を担う

ことになる。班長は又要員を欠いた場合や新入者の場合あるいは製釘等のように受けもち機械の台

数によって生産最が決ってくる場合には自ら生産を行うことになる。このような役割は時には職長
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図4-2 職制機能の関係
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にも及ぶことがあるという。こうした計画は月に一回開く職場会談の席上で一般労働者に周知され

るがが，管理機能の面では職長がライソの長としてだけでなく，第一線監督者としての役割も担う

ことになってくる。班長はその意味では第一線監督者であると同時に一般労働者の役割をも担うこ

とになる。

従って生産管理的な面での機能は係長の果す役割がもっとも高く職長はそれを具体化するという

ことで班長層は管理的な権限をもたず遂行する責任だけを負うことになる。しかしながらその係長

の役割も職長・班長を含む現場労働者の声を反映するのではなく，あくまで上意下達のかなめとし

てあらわれてくる場合が多い。

ある職長の話を引用してみよう。「うちの場合ね，職長というのは計画から何から本当はうちの

職務分掌から云えば，職長と云うのは計画を組まなくていいんですけどね，うちのみんな（＝職長）

の場合は全部計画から何から組んでいるんですよ。だから係長っていうのはただ目を通すだけなん

ですよ。やっぽり職長というのは上にはこうで下にはこうだという本当につらい立場にあるんです。

上から云われたらたとえば職長はこれで不滴であるということがありますね，生産あたりでたとえ

ば1000トンやれと云われて実際計画をたてたら 900トンもいかない。それでも 1000トソやれと

云われてもなんぽ不満があってもね，いったん決められたことは絶対やるようにぽくはそういう風

にしてきました。班長あたりもそういう事は反映して不満があってもそういうことはやっぱり上の

命令は自分の命令として伝えて自分がやらなければだめという風にして，結局生産を割ったという

ことはまずないんです。どんな事ここでもやりますね。その時はぽくら自体も人が休めば機械を廻

しますし。そして常に生産状況をグラフに書いて毎日掲示しています。それをみながらやります。

休んでいる人の担当の機械もみんなで手分けて動かしていますよoだからまず心配なく生産は完成

できるのです」（某職長の話）

職長層の生産管理面での役割も「生産性向上」運動が展開し要員削減が進むなかで，職長層もそ

の尖兵として，目標達成することが機能強化の狙いであったとも思われるし，そうした限りでは成

功しているとも云えよう。

こうした生産計画の達成方式と直接対応する労働時間の管理においてii 従って職長を主軸と

して下位の労働者へのチエック，統制機能の強化として働く。職長は班長を指郡し，上司・労働課

との間を往復しながら生産計画の目標達成にあわせた時間管理の責任を負っているわけである。

これに対して人事考課管理の面では，職制層の機能は職長層の第一次具申権によって象徴され

ている。人事考制度そのものについては次の節の資格制度と賃金のところで詳述するのでここでは

次のことだけを指摘しておこう。

「・（ボーナスの査定の時に……筆者）よそに貸付けに行くのがいやだというのかあってそして

その為にボーナスをかなり下げられた事があるんですよ。ぼくはちゃんと普通の評価点をつけたん

ですけど上のほうからマイナスにされたんです。それでだいぶもめたんですけど，ぽくらも上司に

くってかかったんですが，無理しゃりそれは払ってしまったんだからどうにもならないと，いうこ

とで，なんとかかんとか本人に納得してもらえってね結局そうしたんです」（製釘職長の話）

職長は職務分掌上は成績査定の当事者になっているが，実際上は「会社を休まないでまじめに

働いてもらう人をだいたい 100とする」というようなことが多く，査定上の権限というよりは上記

のはなしのなかでみられる如く部下の説得役ということで人事管理上の役割は小さい。

いくつかの職制の管理的機能についてのべてきたが，職制の機能の充実化がはかられてきたと
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は云え，それほむしろ「合理化」の達成の係りで，部下の不満を押え目糠を遂行する能力として発

揮されてきたとみることもでき，その側面では職制機棉の再編成も資本の意図した成果を上げてい

ることは注目されよう。

職制の機能についてもう一つの側面をのべなければならない。労資関係管理の面での職制の果

す役割である。同社の労働組合は「生産性向上」への積極的取組みを合併後の運動の基本的な柱と

してきた。会社側のすすめる「合理化」と組合の「生産性向上」運動とは云わば車の両輪として機

能してきたわけである。労資間の「平和協定問題」にしろ「合理化委員会」「生産性委員会」の設

置にしろ会社と組合との協調が前提になると，それが職場で目標の達成を実現と結びつく。他方で

は組合員である一般労働者の不満が生じた場合，不満を抑制し円滑な労資関係を維持することが，

同社社長のいうところの「労働問題」の「合理化」遂行のなかでの重要な問題だった。

そうした中での職制層の役割について次のような労働担当職員の話を引用してみよう。

「（職制層が機能について……質問者）これはね新しいひとつの課阻になるわけです。端的な

例を申し上げますけど組合がわたしらはありますo組合の幹部というのわねだいたいにおいて上

級職で班長，職長を兼ねている人が多いわけです。まあそれだからいいんですよ，それだからまあ

話がわかるようなものですけれども，じゃ全くそういう職責にない人達を組合の役員になったら

どうなるだろうかということですねo端的な例ですこれ。そうなるとね，あの問題が今は問題がな

いというわけじゃない。多少あってもおのずと処理されてくるんだけれども常識的に。それが常識

だけでは収まらなくなるんじゃないかと思いますよ。」 （同社総務課長の話）

もちろん こうした組合幹部と職制との兼ね合わせに一般労働者からの批判はある。しかし，

職制機構の再編により「合理化」達成の尖兵とされた聯制層が他方では「生産性向上」運動を柱と

する労働組合の幹部を続けたことが，大きな役割を果してきたことはいうまでもないことである。

第2節 資格制度の導入と賃金管理

1,資格制度の導入

現在の資格制度の原型が適入さらたのほ， 61年の合併直後で， 69年 5月には一部手直しされたが

内容的にはほとんど相違がない。

社内で通例「資格制度」と呼ばれているこの制度は，正式には「従業員の職階級制度に関する

規定」にもとずく制度で，その概要は表4-1に掲げたようになっている。要するところ社内の管

理職を除く労働者を一般職•上級に区分し，個々の労働者を学歴・人事考課・昇格試験等に区分し，

勤続年数を加味させ，これを賃金の面での職階給と結合させたものである。

資格制度が華入されたいきさつ，その後の手直しの意味などについて同社の総務課長は次のよ

うになっている。

「二つの会社が合併したという事がその必要性を生じさせたわけですね。内容の全く違う会社

つまり管理面においてですが，まあいわばみぞを埋めるといった事が必要だったわけです。資格を

作るとまあ適当に人を当てはめるわけです。••…•そうしますと次の段階ではその資格制度の中味が

問題になるわけです。うちの資格制度はよそのと比べてレベルはどうだろうと。このままでは資

格制度が死んでしまう。そういうことで職務分析，企業教育訓練，精神教育それを加味しながら，

きびしい利潤の追求に合併後の事熊ということにいかにしてうまく対応できるかということで試験

制度，自己申告制度などもいれてやってきた」「もう一つは最近の新しい機械の導入です。昔は手

先の熟練度が重視されたが現在はそれはもう通用しない。……•••ですからそれまで最も技術の優秀
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表 4-1  北海鋼機の資格制度 (70年改定のもの）

職 能 一般職 上級職 管 理者

等 級
1 2 3 1 2 3 

級 級 級 級 級 級

号 級
1 ~ 4 1 ~ 4 1~  1 ~ 6 1~8 l~  

号 号 号 号 号 号

給与形 態 日 給月 給 月 給 制 月 給 制

子}U 歴 又は 中 高
高専
昇給試験の 係長代理

相 当 学歴 卒 卒
および
合格者及び大学卒 以上の役職者

短大

進級資格取得
3 3 3 5 8 

最底所要勤続年数

職 分
事務，技術，作業員 員事務及，び技持務術，員作，業班

だった人が新しいシステ

ムになると劣るというこ

ともあるわけです。特に

科学的知識のない人はそ

の傾向が著しいわけです」

つまり資格制度は合

併後の賃金・待隅面での

統一の方便としてつくら

れたものだが，その後

の「合理化」計画の中で

労働者の統轄に具体的に

および特務員
長，職長

規則の名称 要 網

1．識能等級 一般職上級職共 1~ 3級
2．職能号級 一般職 9級(！ 9~4号） 2級(1~4号）

3級 1~ 37号）
上級隙 1級 1~6号） 2級(1~ 8号）

従業員の職 3級 1~ 23号）
3．進級所要勤続年数一各級 3年

階級制度に 4．職 分ー事務員，技術員，作業員，特務員
5．上級職昇格試験資格年数ー中卒 9年 訓練所卒 8年

関する規程 高卒 6年高専，短大卒 3年
6．上級職昇格試験方法一学科試験（一般常識，社会，国語，作文

理科，数学）
7．上級昇格試験合格基準点数一学科試験 80点以上

勤務評価点数 2,700点以上
8．月給者の昇職基準ー中卒 15年訓練所卒 14年

高卒 12年高専，短大卒 9年
9．進級昇格昇瞭の時期一年一回 4月1日

役立つようにする方向が 資料出所： 北海鋼機規定集より作成

模索され教育訓練やその

他の制度が禅入され，内容面が形成されてきたわけである。

先の会社側の説明の後半については，採用労働者が新規の高校卒を中心とするようになり，こ

れらの若年労働者がラインの基幹部門に数多く配置されることによって，雇用管理の面でも変化

に対応せざるを得なくなったこともあげられよう。

この資格制度の特徴についてみると次のようなことが云えよう。

まず第 1に，一般職と上級職とは賃金支払形態が異なり，当然の事ながらこれにリンクされた

職階給のテープルも異ってくることである。

第 2に，学歴区分が職能・等級・進級・昇格に影響していることと，地位（職分）が職能区分

とリソクされていることである。つまり班長，職長になるためには上級職資格取得者であることが

必要ということである。

第 3に，上級職への昇格には上級職昇格制度が設けられ， この昇格試験の合否の判定け．，人
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事考課にもとずく勤務評価点 (2,700点以上）と，学科試験合格点 (80点以上）の二本の基準が設

けられ建前としては両方が同時に満されることが要件とされていることである。

第 1，第 2の特徴については賃金の部分でもふれるので特に第 3の特徴である人事考課と学科

試験についてたちいってのべることにする。

人事考課は，職階級制度に関する規定と人事考課規則ならびにその細則によって運用されてい

る。表4-2にその概要と図 4-3でその運用をそれぞれ示した。この表ならぴに図からも分るよ

うにこのような考課は「考課業務の組織的及能率的な処理」（人事考課規則第 1条）を目的として

その運用については， 「昇給，賞与．昇進，異動，教育訓練その他人事管理上の諸措置 l（同第2

条）に用いるというものであった。この人事考課がボーナス・昇給・昇進など労働者にとってもっ

とも関心の高い事柄の基礎とされる以上その査定基準ならびに査定者の意志は一般労働者の重大関

心事となった。

表 4- 2 北海鋼機人事考課の概要

1. 目 的ー公正な実施と考課業務の組織的能率的な処理

2. 人事考課の利用目的ー昇給．賞与，昇進，異動教育訓棘

その他人事管理上の諸措置

3. 考課角度一執務態度，技能．仕事の成果．協調性．責任感．

判断及び創意工夫．企画力，指鵡及び統卒．勤怠

4. 考課者及び考課の段階一

意見具申者～班長

第一次評定者～職長主任

第二次評定者～係長課長

5. 自己申告表の目的一従業員の長期的育成方向とそれに必要な

人事上の措置

6. 自己申告表の範囲ー職長以下全従業員

7. 自己申告表の処理一申告者の申告内容によって人事上特別の

利害の禁止非公開

8. 自己申告表の提出期日ー毎年1回 4月

資料出所；会社提供資料より作成
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図 4- 3 人事考課と人事管理の関連図
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資料出所；会社提供資料から作成
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その査定基準は，執務能度以下勤怠まで 9項目で，その内容は人事考課規則の第 7条で規定さ

れている。しかしその内容は例えば，執務態度についてみれば「被考課者が所定期間において職務

遂行の過程に発揮した執務振りを云う」，叉技能については「職務遂行の成果として発揮した顕在

的な能力並びに他の職務遂行に当っても，その成果が充分期待出来る潜在的な能力の綜合」という

ようなもので，規定そのものがきわめて抽象的なものにすぎない。具体性のあるものは結局勤怠つ

まり「被考課者が所定期間中における勤務実績」だけである。

一方考課における査定は， 「調整者，評定者及び意見具申者」からなり，調整者は「総務部長

勤労課長並びに各関係部課長があたり，評定者については「一般職ならびに上級職者の第一次評定
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者は職長」， 「第二次評定者は係長，課長が協議の上評定を行なう」とされている。叉意見具申者

はそれぞれ直属の上司（一般労働者の場合は班長）が行うこととなっている。

査定の決果は表4- 3および表4- 4の如<, 7つの段階に分けられ，それぞれ点数に換算さ

れ評価されるわけである。

人事考課のなかでも一般職から上級職への昇格については「職階級制度に関する規理」に華づ

き「選衝委員会」（同第 9条）が設けられ常務取締役が委員長となり「担当部課長及び職制上の役

職者」から選ばれた委員により，人事考課による査定と学科試験が行われる。学科試験は毎年 3月

妬行われ，国語・数学・理科の他その都度担当係に共通した問題が出され，通例上級職昇格資格の

あるものに対して講習会が事前になされている。

実際の運用を通して資格制度禅入のもとでの人事考課の峙徴についていくつかの結徴をまとめ

てみよう。

第1に，昇進，昇格にかかわることでは技能のもつウニイトがかなり低くなったことである。

このことは，亜鉛メッキ職場のように大幅な技術変化のあった職場だけでなくさしたる変化のない

製釘，伸線などの職場においても同様に行われた。その結果熟練工の処遇は確実に低下せざるを得

なかった。

第2に，同時に査定内容がきわめて抽象的である結果，会社への貢献度というような形で，管

理者層の恣意的な判断が優先させる危険性を内包している。現にある職長の話によれば，ボーナス

の査定において，他職場への応援を渋った一労働者に対して，職長の一次評価をくつがえし係長

以上の管理者層がみせしめ的低レペルの査定をおこなったこともあるということである。しかもこ

うした特徴は，職長・班長にも査定を部下の管理上の武器にするという傾向も生みだした。例えば

ある職長は次のようにいっている。「まあ私達職長とか班長とか，いろいろな人事，いわゆる給与

関係のですね。査定を決める人事評価というのがあります。その査定をやるんですけど，どうして

も守らない部下には，そういうもの（＝査定・・・…筆者）に必ず反映しますよ。という事にしていま

す。まあこれは云うなればなかばおどし的な文句です。大変良くないと思いながらもそういう言葉

を私は2度程使ったことがあります」。勤務態度，協調性を評価のボイソトにする職制も多くいた

が．これは同時に上記の職長のような職制層の部下管理上の道具としても機能していることを指摘

出来よう。

第 3に第1のことも関連するが． 学科試験制度の禅入により古くからの学歴のない年功者が実

質的に賃金水準を切り下げられることともなったことである。

学科試験に対してf:t.,職制層，一般労働者はどのような意見をもっていたのであろうか。

「40歳近い人は困難さを感じているようなんですoまあ私達の目から見れば上級職になって貰い

たい人なんでれナど。仕事もまじめだしまわりが認める人でもてすね，昔の高等小学校程度の学力しかない

ということであきらめている人がいるんですね。…•••なかなか合格出来ない年寄り連中の中にてすね， fまた

してこれでいいのかという疑問をもっているものがいると思います」（メッキ職長）

「そうですね．試験を受ける資格の年齢の人はいるんですけど． 1人か 2人うかると思ったら

うちの職場（製釘係）だけだめでした。私もがっかりしました。本人たちもがっかりしてます。あ

る程度年輩になっているとあきらめている人が多いですね。上級職と一般倣は給与体系が進うから

つらいですね。そして上級職は職長・班長につながるんですよ。年とった人はなかなか受からない

という現状ですけど，年功があって技術がある。そういう人がなれない。推薦制度で強引になって
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表 4-3 北海鋼機の人事考課基準表

評 価 点 数 考課の利用目的

最 か や 血ロ や か 悪 資格審査 贅ほ
も
な
や や

な

評価要素 上 上 上
評 価 の 着 眼 点 り

劣
り

般
注 慈 点 ， 

良 良 良 劣 級
職 職 級 級 級

＼ヽ し‘ ＼ヽ 通 る る し‘ 進 昇
ウエー
ウトェX6 
ウ.x.-ウエー ウ＝ ウ=-ウェ 級 格 職 職 職

トX7 トX5 トX4 トX3 トX2 トXI

仕事に対して積極的であり熱寇をもつているか。 00  

゜
諸規則や上司の指示命令を忠実
に戚場秩序を乱すような事はな

指示や規則を良く守ったか。 00  

゜
かったか。

1 執務態度
勝ふにま琺な場かをっ離たかれた。り，仕事の取りかかりが遅かつたり， 早仕舞す

゜゚ ゜納得の出来ない遅刻や欠勤はなかったか。

゜゚ ゜仕事に必要な基礎知識及び技能は十分であったか。

゜゚
0 0 

゜
戟務を遂行していく上の甚礎的

一般的知識を十分備えていたか
仕事に対する応用能力は十分であったか。

゜゚
0 0 

゜

ー1271

2 技 能
仕事は能率的であったか。

゜゚
0 0 

゜仕事は安心して任せておけたか。

゜
0 0 

゜仕事のやり方や結果に誤りはなかつたか。

゜゚
0 0 

゜
仕事の処理過程及びその結果も

正確で誤りがなく信頼するにた
与えられた仕事を瓜的にどの程度こなし要請に応えたか。 00  0 0 

゜
るものがあったか。

3 仕事の成果

仕事の成果にむらはなかったか。 00  0 0 

゜与えられた仕事以外に同僚の助力も進んでしたか。

゜゚
0 0 

゜進んで関係方面と協力し組織全体の能率向上に貢献したか。

゜゚
0 0 

゜
組織の一員として他の職日との

協調に立をもち日常の業務処理

仕事や環境に適応したか。

゜゚
0 0 

゜
を行なったか。

4 協 調 性
上司の方針に従い進んで協力的に仕事をしたか。

゜゚
0 0 

゜戟場の親睦，融和に努めていたか。

゜゚
0 0 

゜仕事を常に最後まで衰任をもつて遂行したか。

゜゚
0 0 

゜
仕事に対して西任を自共し誠実

にその遂行をはかったか。

衰任を回避したり，他に転嫁することはなかったか。

゜
0 0 r) 

5 沢 任 感
職衰の自党に欠けるようなことはなかったか。

゜゚
0 0 

゜や与える意られ欲たが仕旺醤はであ自分ったかから進。んでやり， 又それ以外の仕事を進んで

゜゚
0 0 

゜



複雑な問題に対し理解が遅かつり間違った事はないか。

゜゚゜゚゜
問題の所在及び本質を迅速的確

仕事の判断及び 判断が不明確なため業務に支膵を生ずるような事はなかったか。

゜゚゜゚゜
に把握し適切な判断を及下かす方能法力に
があるか。業務内容

6 ついて常に工夫改善に努めたかn

創意工夫 嗜応力のやはあり方るをかた。えず誌改善しようとする意欲はあるか，又その i 
゜゚゜゚゜業務を遂行するためにその手続方法を効果的に計画し得たか。

I ゜゚ ゜
仕事を遂行する上での独創性及

璽鴨起。おいて発生した諸紺牛に対処して当初の計画を適切に調
び企画力があったか。

7 企 画 力

゜゚ ゜計画立案のための論理的思考能力に欠ける点はなかったか。

゜゚ ゜指導統卒上の問題で部下から苦情が出るような事はな力つたか。

゜゚ ゜
効果的，能率的な業務処理を行
なうため常に部下職員を統卒し

部下の性格及び能力又は適性を正しく見抜いているか。

゜゚ ゜
又部下職員の能力向上を図るた
め適切な指導を行なったか。又

指違能力 部下との意志疎通はどうであったか，又部下の信頼ほどうであったか。

゜゜
一般職の昇給審査においてはこ
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8 れら上級戟としての能力を兼ね

及び統卒力 雙下統の卒長す所る能を伸力はし，十短分所かをど正うすか。ような教育指導はどうであったか，

゜゚ ゜
備えているかどうかを想定評価

゜
すること。

組織の力を十分に発揮させる能力はあったか。

゜゜自ら卒先垂範して活動し所属員の志気の昂揚を図ったか。

゜゚ ゜病気による欠勤 ゜゚公偽による欠勤 それぞれ回数 1回当りの ゜゚9 勤怠の状態 評価点数

゜゚自己都合による欠勤

遅刻，早退及び私用外出 ゜゚資料出所；同社規定集から作成



貰う時もありますけど．それと同時に入社して片方は上級職になっている6若くてもなっていると

いうことで．職場の人間関係にも大きな影響を与えると思っています。」（製釘職長） 「試験は 1

回．ぽくは落ちたんですよ． 2年目は学校でですぐの子がいましたから．一緒に毎日12時頃までやり

ました。 2回で受かったから早い方でないかな． 40すぎている人だったら 4回から 5回で受かったと

いうのがいますからね。」（メッキ係．上級職）

「あきらめています。上級職のなかにも試験をやってもできそうにないのでも上級職になっている．

おかしいと思っています。」（メッキ係． 40歳勤続22年）

高卒後6年で昇格資格の与えられるこの資格制度は．昔からいる熟練エ層にかわって基幹労働

力となった新規高卒労働者のうけとめ方は悪くはない。 しかし同社の総務課長がのべているように

既存熟練の陣腐化を理由に．新鋭設備を除き既存の熟練がさほど変化のない職場まで含む資格制度

iた事実上．中高年齢層労働者の賃金抑制策として機能していることが特徴的である。

自主申告制度は69年度の人事考課制度の改訂によりとり入れられた制度で． 「従業員の潜在能

力をフルに発揮して貰うための長期的成長育成の探究」「現職務の適応状況……を知り人事施策の

参考」「自己啓発への剌激と適切な業務格等」を目的として「異動・配置・教育訓練」に適用する

としていた。この制度は職長以下全従業員をその範囲として． 「勤労課長及び担当課長．及び人事

担当者」がこれを読むことになっている。
(2) 

「従業員自身のためであり．会社発展につながる一石二鳥」 と会社が自慢するこの制度はそ

の目的のところからも読みとれるように．職務分析を一応完了し．職制機構を再編し． 「最小の人
(3) 

員で最大の生産を一一新設備に伴ない人員の機動的配置を推進」 することをうち出した会社側

が．要員削減と少数精鋭主義の展開のために．労働者の直接的管理を一層強めようとする全従業員

管理とみることができよう。しかし「従業員自身のため」という点ではどうだろうか。調査時点で

はまだ 1回しか実施されていないので．ハッキリした事は云えないが．この制度が従業員の希望を

とりいれるものではないということについてはほとんど一致して感じていた。ある技術員の次の言

葉が控え目ながらその問題を指摘している。

「う一ん．要するに卒直に云えば．全々生かされていないということですね。あの実際に何の

ためにあれだけの費用というか費用をかけましてやって．そのやったことに対してですね．ある程

度の評価とか成果とか云うことが全然あがっていないのがやはり不満ですね。そりゃ職場でも現場

の人間でもそうだと思っています。実際にあれだけのことをやったんならですね．何かの形で希望

なり．現場の者の気持が何かのその形でですね． （会社の方で）現われて来ないとやった意味が全

然惑じられないですね．それが一番問題のところです。」（技術員．大学卒）

2. 賃金体系と賃金決定

北海鋼機の賃金は合併後の資格制度の禅入により．従来の勤続・年齢給的な構成の基本給か

ら．資格区分にもとづく号俸別標準賃金表による職階級を内容とする基本給に改められた。発足し

た当時の資格制度がそうであったようにこの職階給の端入も合併による異なった賃金制度をもつ旧

会社の賃金面での「デコボコだったものを（｀新しい体系た）はめこむ」ことを狙いとしていた。そ

して71年になって現行の賃金体系が整備された。新しい賃金体系は新たに「職能給」が付与され

ていることが特徴である。つまり従来の基本給のウニイトを下げたかわりに職能給を設けたという

ように第 2基本給的性格をもつものといってよく．人事考課制度の薄入を賃金面にも反映させ

たものと考えてよいだろう。
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表 4-4 人事考課基準点の内容

① 一般職，昇給，昇与配分詔面点数表 第 8条評価点数基数表

評 分 基準評価点数 評価点数の範囲 考課る ① 一般罪進紐打与評価基数表

390 ~ 490 △ I 0 
悪 ＼ヽ 390~ 710 500 ~ 600 

△ /¥ 8 9 
610 ~ 710 

720 ~ 820 △ 7 
かなり劣る 7 20-1,1 s 0 830 ~ 930 △ 6 

評 評塔 ウ最

tしか孔.r.‘ やゃし良‘ 

昔 や

>る
悪

価
栖郎
二も や

摘 要
要 I 良 劣
索 砂 トし‘ 通 る ¥、

点 7 6 5 4 3 2 I 
94 0 ~ J,04 0 △ 5 I 140 120 I 00 80 660 40 20 
1050 ~ t.150 /¥ 4 

1,160 ~ 1,260 /¥ 3 
執務態度 23 20 140 

120 I 00 80 60 40 20 
140 I 20 I 00 80 60 40 20 

やや劣る 1,1 6 0-I,4 8 0 J,2 7 0 ~ 1,3 7 0 △ 2 4 140 I 20 I 00 80 60 40 20 
1,380 ~ 1.4 80 △ 1 I 140 120 I 00 80 60 40 20 
1,4 9 0 ~ 1,6 3 0 

゜普 通 1,4 9 0-),8 5 0 1,640 ~ 1,740 I 
技 能 2 2( 140 120 I 00 80 60 40 20 

3 140 120 I 00 so 60 40 20 
1,750 ~ 1,850 2 4 140 120 l 00 80 60 40 20 
1,860 ~ 1,960 3 

やや良い 1,8 6 0--2,2 9 0 
1,9 7 0 ~ 2,0 7 0 4 
2,080 ~ 2,180 5 
2,190 ~ 2,290 6 

仕限の 12 
140 I 20 I 00 80 60 40 20 

20 11440 0 
120 I 00 80 60 40 20 

成 果 3 120 I 00 80 60 40 20 
4 140 120 I 00 80 60 40 20 

2,300 ~ 2,400 7 1 140 120 I 00 80 60 40 20 
かなり良い 2,3 0 0-2,6 2 0 2,410 ~ 2,510 8 

2,520 ~ 2,620 ， 協調性 2 20 140 I 20 100 80 60 40 20 3 140 I 20 I 00 80 60 40 20 

11301 

最も良い 2,6 20- 2,630 ~ 2,730 I 0 

⑫ 上級戟昇給，昇与配分評価点数表

4 140 120 I 00 80 60 40 2( 

1 70 60 50 40 30 20 10 
西任感 2 10 70 60 so 40 30 20 10 ． 3 70 60 SC 40 30 20 10 

4 70 60 50 40 30 20 10 
評価区分 基準点数 評価点数の範囲 考課，，，

1判:t断りト及のび l 70 60 so 40 30 20 10 
2 II 70 60 so 40 30 20 10 

405 ~ 515 △ 1 0 創意工夫 3 70 60 50 4( 30 20 10 
悪 ＼ヽ 405~ 750 5 I 6 ~ 530• △ 9 

531 ~ 750 △ 8 
750 ~ 860 △ 7 

かなり劣る 750~1,210 
860 ~ 980 △ 6 
980 ~ 1,090 △ 5 
1,090 ~ 1,210 △ 4 
1,2 1 0 ~ 1,320 △ 3 

1 

合遅回回回日鵡＝ままににつででつ1早きき日11回コ曰迅回に点点つにに。そつつ外き病れ四●きき欠点ぞ"2（.れ点＝。.. 私減無用3点届の1日99阿回以欠み以内勁1）9上の＝＝tm場9 1 3 2 
勤 怠

3 

やや劣る 1,210-1,55 0 1,320 ~ 1,440 △ 2 4 
1,440 ~ 1,550 △ 1 
1,550 ~ 1,690 

゜普 通 1,5 5 0--1,9 2 0 1,690 ~ 1,800 I 
A 口 IOI g•3 1 

2. ), I. I, 780 390 
340 950 560 170 

1,800 ~ 1,920 2 

1,9 2 0 ~ 2,0 3 0 3 

やや良い 1,9 2 0-2,3 8 0 
2,030 ~ 2,150 4 

2,150 - 2,260 5 
2,2,6,0 ~ 2,3 8 0 6 
2i3 8.0 ~ 2U 9マ。 7 

かなり良い 2,3 80-2,7 2 0 2,490 ~ 2,610 8 
2,610 ~ 2,720 ， 

最も良い 2!72'0- 2,720 - 2,8T35 I 0 



（上級戟昇格）・評価基数表 （埠職）縁昇給貨与詔認数表

評 評珀 ウ 最

［ 
や 血u や

>る
慇

価
価眼 = も ゃ ゃ

摘 要
要 I 良 良 劣
索 の点 卜 ＼ヽ ＼ヽ 通 る ＼ヽ

評 評着 ウ最

[‘ 
ゃ 血k』 や

i る
悪

価
価眼
二も や や

摘 要昭 l 良 良 劣

索 の点 トし‘ ＼ヽ 通 る し‘

素 点 7 6 5 4 3 2 I 索 7 6 5 4 3 2 I 

I 140 I 20 I 00 80 60 40 20 I 70 6( 50 40 30 20 10 

執務態度 3 2 20 
I 40 120 I 00 80 60 411 20 

140 120 100 80 60 40 20 
技 能 2 3 10 

70 6[ 50 40 30 20 1 0 

70 60 50 40 30 20 IO 

4 140 120 I 00 80 60 40 20 4 70 60 50 All •O 90 ,o 

I 70 60 50 4 0 30 20 l 0 I 70 60 50 40 30 20 I O 

技 能 3 2 10 
70 60 50 4 0 30 20 10 

70 60 so 4 0 30 20 I 0 
仕 mの

3 2 10 
70 60 50 40 30 20 I 0 

成 果 70 60 50 40 30 20 I 0 

4 70 60 50 4 0 30 20 10 4 70 60 50 40 30 20 9 (） 

I I 4 0 I 20 I 00 80 60 40 20 I 70 60 50 40 30 20 10 

仕 mの
2 3 20 

140 I 20 I 00 80 60 40 20 

成 果 14 0 120 I 00 80 60 40 20 
協調性

2 70 60 50 40 30 20 10 
3 1 (） 70 60 50 40 30 20 10 

4 14 0 120 100 80 60 40 20 4 70 60 50'0 30 20 

゜I I 4 0 120 I 00 80 60 40 20 仕限の I 105 90 75 60 ~5 30 I 5 

ー131ー

協調性 2 3 20 
14 0 120 100 80 60 40 20 

14 0 120 JOO 80 60 40 20 

4 14 0 120 ]00 80 60 40 20 

1 14 0 I 20 100 80 60 40 20 

貢任感
2 140 120 I 00 80 60 411 20 
3 20 I 4 0 120 100 BO 60 40 20 

判断及び 2 105 90 75 60 ~5 30 15 

創意工夫 3 15 !OS 90 75 60 45 30 I 5 

4 I 05 9(l 75 60 45 •o 95 

I 105 90 75 60 45 30 I 5 

西任感 2 15 105 90 75 60 45 30 15 
？ '05 `lI• 7 Fi 、,n cヽ 9 (l '. 

4 14 0 120 JOO 80 60 40 20 

＇ 
1 4 1l 120 I Il (） 80 60 4 () 2(l 

仕印の I 70 60 50 4 0 30 20 10 企画力 2 20 14 0 1211 10 0 80 60 4 0 2(） 

判断及び 2 10 70 60 50 4 0 30 20 10 3 9 4 (） 120 100 OD 6(） A (） •9(l 

創慈工夫 3 70 60 50 4 0 30 20 10 指達能力 I 1 4 (） 120 100 80 60 4 () 20 

l 70 60 50 4 0 30 20 I O 

企画力 2 JO 70 60 50 ~ 0 30 20 ]0 

3 70 60 50 4 0 30 20 10 

及 ぴ
2 140 120 100 80 60 411 20 

4 3 20 
14 II 120 100 80 6(l 4 (1 2(l 

統卒力 1 4 (l 120 10 0 Bil 60 4 0 20 

I 70 60 so 4 0 30 20 10 5 I~ 0 120 1110 80 60 4 () 2(l 

指導能力 2 70 60 50 4 0 30 20 10 6 Ino 120 !Oil 8(） 60 4 0 20 

及 3 10 
70 60 50 4 0 30 20 I 0 

び
4 70 60 50 4 0 30 20 10 ＾ ロ

,lt 2. 2. 2. I. I. 
10(） 船5430 025 620 215 RIO 405 

統卒力 5 70 60 50 4 0 30 20 10 

6 70 60 50 4 0 30 20 I 0 

髯
3 I'」まで1回20点に，つIき10I以点上， 4回以I:
10回につき I[!! I回につ
き20点

西料IHI所： 北海湖機「人ijt考課細則」より

病欠 連5点続，4日以上以欠内勁はの場合 Inきにつき
3日 1日につ 20，点

勤 怠 臭麻 1日につき 20点 減点

慕狐 1日につき 30点

＾ n 

計 33. 60 82. 80 420, 0 9I, 20 4I 04.a 0 980 480 



表 4-5 北海鋼機自己申告表

自 己 申 告 表

所属I 部 課 係 ，班 1氏名 1

(1)現在の職務内容 (2)遜去の識務内容 (3)屡塵逹侶讐聾晦
自 ・～至． ． 

目 ． ・～至 . 
自 . ・～至 ． 
自 . ・～至

① 
(4)現在の仕事について 5口多すぎる 10口むずかしすぎる 15口能力を発揮出来る
1口非常に好き 6口やや多い 11 Uややむずかしい 16口能力を発揮出来ない

職
2口だいたい好き 7口適当である 12口適当である 17口特こともらとも云えない
3口あまり好きでない 8口もう少しあってもよい 13口やややさしい 18口その他
4口好きでない 9口少なすぎる 14口やさしすぎる 19口その他

務
(5)現在の什事についてこの 1年間力を入れてやりたいと思った事，或は上司から重点を置いてやるよう指
示された事は何ですかo（具体的に記入して下さい）

状 その結果はどうでした力屯／印て寄入して下さい）イロ満足ロロほぽ満足 ＾口やや小満足 ーロ不満足

(6)この 1年事間で仕し事たの上（で具特体に的婚にし記か入った事は (7)この 1年間（具仕体事的の上に記で特入に苦労した事）はどんな事で
どんな かo して下さい） したかo して下さい

況

(8)仕事をするに当って目分に最も必要と思われたもの．或は不足していると思杜tる枚）がちりまけこら記入して下さいo
イロ知識 ロロ技能 J ロヽ能力 ] その理由を出来るだけ具体的に記入して下さい
ニロ経験ホロ態度ヘロ体力
トロその他

② 
(1)仕事に関する希望(/印で記入して下さい）

仕
ハニイ又咽ロほ痴9二紐に籾記喜入贅（U点翡贔疇缶総り爺りや笞砂りU芦事o頃も（o聯的勾掲ロ喧）ロ恥久零第出し一変末てfる心りF沼如ざ］浪繹 )ヽ匹_ふ‘o ,、口機錨知第⇒た糊締塁め暉（珈紛やって麻か0

事
に

関
(2)能力の活用について (V‘印で活用して下さい）

イ ロ充分に活用されていると思う。oで.;c頃そ;.自的¢口分'{理庄喋の'i由屈能ヤ久な枯力下認し舞＇てをャさる伸．F．れださばけして、）具いる）と思う。 口^あまり活用されていないと恩う。す ニロ全く活用されてしないと思う

る

准(し3)来たあいどなのとた思よはいうどなまん仕すな事か事oを（具職研場体努） 希 的に記入して下さい。

望 究，叉ほ勉強をしておりますかo叉したいと考えておりますかo

意
（イ）現在担当している仕事について (B)現在担当している仕事とは別の仕事について

イしているもの の｝ ィししたて（碗いい距とる考讐え駆のて課いる（職）｝収罪）見

ロしたいと考えているも 口 もの

③ 
ぁ心2I 3 . .,,土．塙が下記な柑111123ご気少尋当までしさくまれわま好る叫きと恩、う籾文〇印21幻お沼を余変内く，述尚より気他く甜郡人よ嘩すな吋るで肱くま心取ま喝るり恥伽とを思如もうtもばゴふ刃コヽ 以◎以31氾田応心理凡印論帳紐配臀好面払きすしnる鎖さ競い力Oも．る

性
4知朗お引っらと蕊なか込吋．いヽ元熙ヽ気に 14少じ団胆］ 面

格
に
5無気翁し ， 15ねやたやみあき．ひがみっぼい 9 25少し人の去、、なり 35ロがの軽他い

つ

7• 礼親少固拭勧U誂沈世い、話、ヽ好 1176理外少内屈向遥じに竹疇いあ叩藝っまぽり とヽころヵ琺る2!)お訂認田無呑少正ロペ気は直気力た効 お勺そその他
Vヽ

て 8 き 18 こだわらない ・
9 19 短い
10 幻

あなたm身少もののUが健甜呵ぷ，あ康甲汲，T柑笠状昧沿熊お記にそ入れつ二しあていか9ト4てなさ正閲い1計症口。必普o、ii 
記匂入也しのて1 ー 汲訊意見蛉琺Uまどんな事でも御目由に

④ ィ 通 下さい。

健 ，，ホヽ ってお‘‘て欲ぃ、
康
状
態

資料出所；同社規定集より
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72年に 「欠勤等による賃金の扱い」並びに時間労働の割増率など部分的に改定をみたが．

71年の賃金改定が現行賃金体系の骨格をなしていることは変わりない。その賃金体系は図 4- 4の

ようになっている。以下，その内容を概略する。

（イ）基本給

基本給は「一般職及び上級職に区分した号俸別糠準賃金表」（表 4-6)に基づいてきめられ，

一般職は日給月給．上級職は月給制度となっていて，職階制的勤続年数給である。

図4-4 北海鋤幾の賃金体系 表 4- 6 号俸別標準賃金表

基準内賃金
l 

基本給く

二職能給
責任手当

物価手当

加給金

皆金手当

特務員手当

準外賃金
| 

時間外勤務手当

深夜業手当

休日勤務手当

祭日勤務手当

休蝦手当

休業手当

通勤手当

旧基本給

調盤．給

資料出所； 72年改産像金規則より

注1)職能給の改定により新た

に入ったo

2)基準内賃金の中から調整

給がなくなり新基本給び中

にくみいれられたo

（口）職能給

般 賠

級 号 年齢 勤続 栂金 井給額 級

I I 15 16,450 i 
2 16 17,250 800 
3 17 18,050 800 

2 1 18 

゜
19,050 1,000 

2 19 I 20,150 1.100 
3 20 2 21,550 1,400 
4 21 3 23,000 1,450 

3 I 22 4 24,550 1,550 
2 23 5 26,100 1,550 2 
3 24 6 27,750 1,650 
4 25 7 29,500 1,750 
5 26 8 31,250 1,750 
6 27 ， 33,150 1,900 
7 28 10 35,000 1,850 
8 29 11 36,850 1,850 ， 30 12 38,700' 1,850' 
10 31 13 40,400 1,700 3 
11 32 14 42,100 1,700 
12 33 15 43,750 1,650 
13 34 16 45,500 1,650 
14 35 17 46,950 1,550 
15 36 18 48,500 1,550 
16 37 19 49,950 1,450 
17 38 20 51,400 1,450 
18 39 21 52,750 1,350 
19 40 22 • 54,050 1,300 
20 41 23 55,250 1,200 
21 42 24. 56,350 1,100 
22 43 25 57,400 1,050 
23 44 26 58,350 950 
24 45 27 59,300 950 
25 46 28 60,250 950 
26 47 29 61,100 850 
27 48 30 61,950 850 
28 49 31 62,700 750 
29 50 32 63,400 700 
30 51 33 64,000 600 
31 52 34 64,600 600 
32 53 35 65,000 400 
33 54 36 65,350 350. 
34 55 37 65,700 350 
35 56 38 65,950 250 
36 57 39 66,200 250 
37 58 40 • 66,450 250 

資料出所；同社「汽金規則」 72年8月改定より

(72. 8. 21現在）

上 級 職

号 年齢 勤続・標 昇給額

I 20 23,750 
2 21 25,450 1,700 
3 22 

゜
27,250 1,800 

4 23 I 29,100 1,850 
5 24 2 31,000 1,900 
6 25 3 33,000 2.000 
7 26 4 35,000 2,000 
8 27 5 37,050 2,050 
I 28 6 39,200 2,150 
2 29 7 41,350 2,150 
3 30 8 43,500 2,150 
4 31 ， 45,650 2,150 
5 32 10 47,750 2.100 
6 33 I I 49,750 2,000 
7 34 12 51,700 1,950 
8 35 13 53,650 1,950 
1 36 14 55,600 1,950 
2 37 15 57,500 1,900 
3 38 16 59.400 1,900 
4 39 17 61,200 1,800 
5 40 18 63,000 1,800 
6 41 19 64,700 1,700 
7 42 20 66,350 '1,650 
8 43 21 67,900 1,550 ， 44 22 69,350 1,450 
10 • 45 23 70,700 1,350 
11 46 24 72,000 1,300 
12 47 25 73,200 1,200 
13 48 26 74,300 1,100 
14 49 27 7u,350 1,050 
15 50 28 76,300 950 
16 51 29 7?.150 850 
17 52 30 77,900 750 
18 53 31 78 500 600 
19 54 32 79,100 600 
20 55'33 79,700 600 
21 56 ,34' 80,100 400 
22 57 35 80,450 350 
23 58 36 80,800 350 

9 9 

職能給ほ72年から新たに組み入れられたものであるが．「人事考課によって配分」されるとして

いる事；一般職及び上級職の区分によってテープルが異なることの他，基本給から切り離されたこ

と妬より．．退職金等妬含まれない部分として，云わゆる「第 2基本給」的性格をもっている事があ

げられる5 表4-7 のように職能給における査定幅は同一職同一号俸ではA•B•C•D•EV..)5 段「社

評価が各 200円づつの巾で上下しており， AとEの差は 800円である。（表 4- 7)  
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表 4-7 級号別職能給表

(72. 8. 21現在）

般 職 上 級 職

年 勤 評 価 区 分 年 勤 評 価 区 分

級 号 級 号

齢 続 A B C D E 齢 続 A B C D E 

1 1 15 4,650 4,450 4,250 4,050 3,850 1 1 20 7,000 6,800 6,600 6.400 6,200 

2 16 4,900 4,700 4,500 4,300 4,100 2 21 7,400 7,200 7,000 6,800 6,600 

3 17 5,150 4,950 4,750 4,550 4,350 3 22 

゜
7,800 7,600 7,400 7,200 7,000 

2 1 18 0 5,400 5,200 5,000 4,800 4,600 4 23 1 8,200 8,000 7,800 7,600 7,400 

2 19 1 5,700 5,500 5,300 5,100 4,900 5 24 2 8,700 8,500 8,300 8,100 7,900 

3 20 2 6,000 5,800 5,600 5,400 5,200 6 25 3 9,200 9,000 8,800 8.600 8,400 

4 21 3 6,300 6,100 5,900 5,700 5,500 7 26 4 9,700 9,500 9,300 9,100 8,900 

3 1 22 4 6,800 6,600 6,400 6,200 6,000 8 27 5 10,300 10,100 9,900 9,700 9,500 

2 23 5 7,300 7,100 6,900 6,700 6,500 2 1 28 6 10,900 10,700 10,500 10,300 10,100 

3 24 6 7,800 7,600 7,400 7,200 7,000 2 29 7 11,500 11,300 11,100 •10,900 10,700 
4 25 7 8.400 8,200 8,000 7,800 7,600 3 30 8 12,100 11,900 11,700 11,500 11,300 

5 26 8 9,000 8,800 8,600 8,400 8,200 4 31 9 12,700 12,500 12,300 ,12.100 11,900 

6 27 9 9,600 9,400 9,200 9,000 8,800 5 32 10 13,300 13,100 12,900 ,12,700 12,500 

7 28 10 10,200 10.000 9,800 9,600 9,400 6 33 11 13,900 13,700 13,500 ,13,300 13,100 

8 29 11 10,700 10,500 10,300 10,100 9,900 7 34 12 14,400 14,200 14,000 113,800 13,600 

9 30 12 11,200 11,000 10,800 10,600 10,400 8.35 13 14,900 14,700 14,500 114,300 14,100 

10 31 13 11,700 11,500 11,300 11,100 10,900 3 1 36 14 15.400 15,200 15,000 ,14,800 14,600 

11 32 14 12,200 12,000 11,800 11,600 11,400 2 37 15 15,900 15,700 15,500 ,15,300 15,100 

12 33 15 12,600 12,400 12,200 12,000 11,800 3 38 16 16,400 16,200 16,000 ,15,800 15,600 

13 34 16 13,000 12,800 12,600 12,400 12,200 4 39 17 16,900 16,700 16,500 ,16,300 16,100 

14 35 17 13,400 13,200 13,000 12,800 12,600 5 40 18 17,400 17,200 17,000 ,16,800 16,600 

15 36 18 13,800 13,600 13.400 13,200 13,000 6 41 19 17,800 17,600 17,400 ,17,200 17,000 

16 37 19 14,150 13,950 13,750 13,550 13,350 7 42 20 18,200 18,000 17,800 ,17,600 17,400 

17 38 20 14,500 14,300 14,100 13,900 13,700 8 43 21 18,600 18.400 18,200 ,18.000 17,800 

18 39 21 14,850 14,650 14,450 14,250 14,050 9 44 22 19,000 18,800 18,600 ,18,400 18,200 

19 40 22 15,200 15,000 14,800 14,600 14,400 10 45 23 19,400 19,200 19,000 18,800 18,600 

20 41 23 15,500 15,300 15,100 14,900 14,700 11 46 24 19,800 19,600 19,400 ,19,200 19,000 

21 42 24 15,800 15,600 15.400 15,200 15,000 12 47 25 20,200 20,000 19,800 ,19,600 19,400 

22 43 25 16,100 15,900 15,700 15,500 15,300 13 48 26 20,600 20,400 20,200 20,000 19,800 

23 44 26 16,400 16,200 16,000 15,800 15,600 14 49 27 21,000 20,800 20,600 20,400 20,200 

24 45 27 16,650 16,450 16,250 16,050 15,850 15 50 28 21,400 21,200 21,000 20,800 20,600 

25 46 28 16,900 16,700 16,500 16,300 16,100 16 51 29 21,800 21,600 21,400 21,200 21,000 

26 47 29 17,150 16,950 16,750 16,550 16,350 17 52 30 22,200 22,000 21,800 21,600 21,400 

27 48 30 17,400 17,200 17,000 16,800 16,600 18 53 31 22,600 22,400 22,200 22,000 21,800 
28 49 31 17,600 17,400 17,200 17,000 16,800 19 54 32 23,000 22,800 22,600 22,400 22,200 

29 50 32 17,800 17,600 17,400 17,200 17,000 20 55 33 23,400 23,200 23,000 22,800 22,600 

30 51 33 18,000 17,800 17,600 17,400 17,200 21 56 34 23,800 23,600 23,400 23,200 23,000 
31 52 34 18,200 18,000 17,800 17,600 17,400 22 57 35 24,200 24,000 23,800 23,600 23,400 

32 53 35 18,400 18,200 18,000 17,800 17,600 23 58 36 24,600 24,400 24,200 24,000 23,800 

33 54 36 18.600 18,400 18,200 18,000 17,800 
34 55 37 18,800 18,600 18,400 18,200 18,000 

35 56 38 19,000 18,800 18,600 18.400 18,200 

36 57 39 19,200 19,000 18,800 18,600 18.400 

37 58 40 19,400 19,200 19,200 18,800 18,600 

資料出所；同社賃金規則より

注； A~Eは人事考課におけるランクである。

Cヽ ）責任手当

責任手当は云わば職制に対する手当で班長・職長・主任を対象としている。（表4-8)但し
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主任の場合は残業分の賃金を含む額となっている。

（二）物価手当

物価手当は住宅手当と家族手当を 表4-8 責任手当 (72.8現在）

合わせたような性格をもっている。 72

年を例にとれば世帯主 10,0 0 0円，単

身者 8,000円（月額）とされている。

紐）加給金

加給金は67年の賃金別度の改定に

より定められたもので基本給の端給を

別冗加給金としたものである。 72年の新

規採用者で 1,450円であった。

（へ）特務員手当

役職名 級 責任手当 金

班 長 2, 0 0 0円

職 長 3, 0 0 0円

主 任 I 1, 0 0 0円

資料出所 ； 同社「賃金規則」より

守衛・自動車運転手等を対象としたもの。

（卜）基準外賃金

基準外賃金は先の表で示したように時間外勤務・深夜業・休日出勤手当の時間割増賃金につ

いて定めたものである。この率は労使間の懸案事項妬なっているが．現在は時間外並び深夜業．及

ぴ休日出勤が 2割 5分増で，会社の指定した祭日における労働が 5割増となっている。・休暇手当と

いうのは，年次有休休暇の際健康保険法で定める標準日数と基準内賃金との差額を手当と称してい

るものである。

（労賞与

賞与は年2回，夏季・冬季に支払われる。賞与の額はその都度労使間の交渉で支払い総額が決

定され｀各人には責任手当を除く基準内賃金のスライドによって配分されるが，人事考課ならびに勤怠

たよって増減される。人事考課の評価は「土10％の範囲」とされ＇上位と下位では 20％の評価幅でか

なり大きい。従って調査内容の如何によって調査の中でも一般労働者の疑問や不満が生じることが

ある事がわかった。勤怠評価は減額修正となりその控除額は表 4-9のようになっている。

以上が北海鋼機における

賃金体系の概要である。 表 4-9 賞与における勤怠控除 (72年8月現在）

定期昇給は毎年3月に一

律に実施されるが基本給の場

合は一律に一号俸上昇するの

に対し．職能給の場合は「一

号以上」とされて昇給にも

査定幅がとりいれられてい

る。

欠勤 1日につき ．．．．．．．．．．．．“．..．．．．．．.．．．．．．．．．．..．．．． 5 0円

遅刻、早退・私用外出 1回につき …...……… 1 0円

公傷病欠勤 1日につき ..•••••••…....……•........ 2 5円

資料出所 ； 表 4-8に同じ

一般職から上級職への昇格に伴う特徴ならびに問題については資格制度のところで述べたこ

とがそっくり賃金の問題でもある事なのであらためて資格制度のところを参照していただきたい。

一般職から上級職への昇格妬ともなう賃金の決定は号俸の同ーなところを渡った一号上げられた

ところにおくこととしている。（例えば前掲表4-6を用いれは一般職 3級7号で昇格したもの

は上級職 l級 8号となる。）
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次に職能給へ移行する前と後それぞれの賃金体系内での配分比についてみることにしよう。

表 4-10のように， Aは69年の基準内賃金額の全社平均数字である。調整給というのは平和協

定中の賃金レベルを補正したもので性格的には基本給そのものであるが退職金算出額の中に入らな

いようにしたものである。ここでは華本給についてみると約75%．調整給を含めると82％である。

これに対してBは資料的制約から同社の平均よりやや上位（同じ年度にあたる 72年 11月1日現在

の組合調べによる組合員平均は，年齢 34.11歳，勤続13.6年．基準内賃金は 68,731円である） に

位置する一般の賃金棉成でその範囲で参考とした。ここでは基本給は全体の約65％と， A

に比べて 10％楷成費が低下L．ているのに対し．新たに禅入された職能給が 18.l％と華準内賃金の

5分の 1を占めるよう妬なったことである。全体として賃金規模が上昇したのに対して皆勤手当は

変化がない。又基準内賃金と基準外賃金との関係は「ここ数年残業は少なくなってきています。」

（メッキ班長）ということにもかかわらず，賃金総額の％強を占めているように 「時間外労働

なしの賃金」で生活出来るにはほど遠い状態であることを物語っている。

以上，北海綱機労働者の賃金形態の内容を紹介してきたが，いくつかの特徴と問題点について

指摘しておこう。

表4-10 貨金檄成 (69年および 73年）

A, 6 9年 10月

全社平均 3 1.7歳

（基準内） （百分比）

基 本 給 29,035P-l (7  4.9%) 

調 整 給 2,608 （ 6. 7)  

能 力 給 988 （ 2.6) 

物価手当 4, 6 1 6 (11. 9) 

皆勤手当 I, 0 0 0 （ 2. 6) 

責任手当 496 （ 1.3) 資料出所； Aは労組ニュース「労
計 3 8, 7 4 3 (1 0 o. 0) 報 170年1月7日より

B, 7 3年 2月 作成。｛且し甚準内貿金

メッキ班長 36歳 1 7年上級職 についてのみo

（基準内） （百分比） Bは 73年労働者面接

基 本 給 4 9, 7 5 0円 (64.9%) 調査から作成o
職 !ムJヒヒ 給 1 3, 9 0 0 (1  8.1) 

物価手当 10,000 (1  3. 1) 
注・従ってAは一般戦上級

皆勤手当 1, 0 0 0 （ 1. 3) 
職を問わず，組合員の

箕任手当 2,000 （ 2.6) 
平均額であり． Bは個

小計 7 6,6 5 0 (100.0) 
人の賃金額である。

（基準外）

休日出勁手当 22,385円 (3 6. 7 5時間）

早出残業手当 9, 9 9 3 (1 7. 7 5時間）

深夜業手当 9,990 (7 4. 0 0時間）

通勤手当 3, 3 7 8 

休暇手当 3 1 9 
基準内牧金

小計 4 6, 4 6 5 -―X 1 O O = 6 2.3 % 
賃金総額

（合計 1 2 3, 1 1 5 P.J) 
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まず．資格制度・人事考課の禅入を行いながら職階給・職能給形態へ移行したことによって，

賃金水準がどのように変化したかということである。

北海鋼機労働者全体の賃金水準は，鉄鋼労働者全体のなかでみても決して高くはない。新企業

たる新日鉄室蘭の労働者と比較すれば，平和協定の最終年度にあたる69年にはその基準内賃金比率

は新日鉄労働者の約50％であり，その後 72年には72％まで回復したが，その格差は相当なもので

ある。（第 3表ー14参照のこと）

先にも述べたように， 61年に資格制度を蒔入したがその時点ではそれ自体は本来的な意味での

資格区分とは異なり，合併前の賃金とさして変りなかったとみてよい。しかしその後，新たな賃金

形態の違入、労働力編成の変貌により職能給が避入された71年には以前とかなりな進いがでてきた。

今， 72年の春闘で労組がまとめた賃金資料にもとづいてこの変化をみると次のことが分る。

図4-5 基準内給年齢別趨勢線ー一般職ー （加給金十責任手当）を除く。

406° ~ （一般職 18歳を 100とする）

350 

300 
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100 

ー 80
%/ |15 18 20 2 5 
年齢

30 35 40 45 50 55 5号

資料出所；北海鋼機労組賃金交渉資料 (7砕三度）から作成

図 4-5および図 4-6は一般職上級戦別の 63年および 71年のそれぞれの年齢別基準内賃

金の趨勢で，一般職は 18歳を 100とし，上級職は 22歳を l00としてそれぞれの年齢の賃金を比較

したものである。この図から一目瞭然のように 71年は 63年に比して賃金上昇率はかなり下廻ってお

り， 71年の 50歳は 2.61倍で 6:1年における 39歳の 2.63倍とほぽ同等であり．同様に40歳では2.28

倍に同等なのは 34歳の 2.28倍である。このように賃金制度の改定は何よりも中高年齢層の賃金

上昇を大園妬ダウソさせたこと，こわり；大きな特徴といえる。上級職においても一般職などではないが，

50歳でみれば 63年の 2.60倍に対して71年には 2.37倍にまで低下しているのである。又それだけ

でなく 40歳以上になると賃金上昇率の鈍化傾向は以前に比しても強くなっており，全体として中高位年齢

層労働者の賃金抑制が新しい賃金制度の推進のなかで実現されてきたことが明らかと云えよう。

先にも述べたように資格制度のもとで．旧小卒などの学歴の労働者層は試験制度上不利であり，上級職
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図4...,.6 基準内給年齢別綴勢線ー上級職一 （加給金＋責任手当）を除く。
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資料出所；図 4ー5に同じ

22 25 30 35 40 45 50 55 58オ

への昇進は若年層よりかなり遅れざるを得ない。表 4-11によっても36オ以上の一般職労働者は，

55人と約½を占めている。この結果，その基準内賃金について一般職のままと，上級職へ昇格した
湯合と比較すると表 4-12のように年齢が高くなるに従って格差ほかなり大きくなる。こうして中

高年齢層の一定部分の労働者にとっては新しい賃金制度のもとで二重に賃金抑制の対象にされてい

る部分をも新たに形成したということができよう。

表 4-11 一般職の年齢別

在籍人員(7年度）

年齢区分 一般職

~ 2 0 I 2人

2 1 ~ 2 5 35 

2 6 ~ 3 0 42 

3 1 ~ 3 5 40 

3 6 ~ 4 0 29 

4 1 ~ 4 5 20 

4 6 ~ 5 0 6 

5 I ~ 5 5 
゜計 184 

資料出所；労働組合提供資料
より作成

表 4-12 一般職・上級職別標準年齢別賃金

(71年基準内賃金）

年齢 一般職糠準 上級職標準

3 5オ 6 3,1 0 0円 7 0,5 5 0円

4 0オ 70,950 80,750 

4 5オ 76,700 89,200 

資料出所；組合提供資料より作成
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表 4-13 賃金関係諸協定・協定の推移

1961年5月 新賃金協定書締結，日給月給制，月給制実施

1692年4月 職階級制度確立，一般職上級戦制度実施

1963年11月 中途採用者を主としての賃金是正

1964年4月 平和協定締結 (5カ年）

196 5年4月 物価手当新設世帯者1,300円

独身者 800円

1966年4月 1物価手当増額世帯者 900円

独身者 50 0円

1967年3月I賃金委員会発足，賃金と号給俸に改定，賃金の改正甚本給と給号俸にランク付加給金新設
平和協定改定再締結

1968年3月 1物価手当額一律2,000円

加給金，スライド 20 0円

1968年9月 皆勤手当増額500円(1.000円となる）

1969年3月 中途採用者の賃金是正 (3カ年計画で実施）調整給の新設

加給金を能力給tご名称変更

1970年3月1物価手当増額一律3,000円

1973年 8月 貨金体系の改定ー職能給の新設およびそれに伴う職能給配分甚準表の設定一

物価手当額世帯 10,000円

単身 8,000円

資料出所；労組提供資料から作成

第 3節 賃金交渉の特徴

前節で述べてきたところの北海鋼機の賃金の特徴は会社側の賃金政策の結果であるとともに労

資間の賃金をめぐる交渉結果でもあるo資本の側の意図するところはすでに行論の中でも理解しえ

たと思うので， ここでは労働組合の賃金政策の推移ならびに交渉の経過，そして一般労慟組合員の

対応について明らかにするとともに，そのような労資交渉をも規制する問題について明らかにした。

北海鋼機労組は61年に合併に伴い，旧北日本鋼機工業労組（組合員約50人）と旧北海鉄板労組

（組合員約 150人）が合併し，同年2月1日に新規発足した。執行部の構成は両者の中堅職員なら

びに両組合の役員層が中心だったといわれている。発足当時の労組執行部の現職をみると現在の管

理・監督層の中枢に位置していることがわかる。

初代執行委員長甥条線課長（当時の年齢33オ），初代副委員長隅工務職長（当時の年齢37オ）

初代書記長閲工務係長（当時の年齢31オ），初代組織部長閲精線係長（当時の年齢33オ），初

代教宜部長領）酸洗班長（当時の年齢39オ），初代厚生部長領）条鋼職長（当時の年齢31オ），初

代調査部長領）伸線職長（当時の年齢27オ），（その他，執行委員には職長，主任などがいt.:o)

合併前のそれぞれの会社では「昔には労使間に不安定だったこともあった」(4)ようだが，合併

時には両組合とも企業合併に積極的に贅成し，それとともに「生産性向上運動」を組合運動の基本

にすることを決定したo従って61年 5月の新賃金協定も62年 4月最初の職階級制度も， もつ意味は

別にしても「あてはめた」だけで資格制度にもとづく賃金体系も比較的すんなり会社側との協定妥
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結をみた。この時点では賃金額そのものについては同業他社と大きな違いはなかった。

その後の同社一般労働者の賃金についてみると， 64年の「平和協定」がその後の賃金問題に

とっても決定的役割を果したといっても過言ではないだろう。

「平和協定」（正式には「平和維持に関する協定」）は次のような内容をもっていた。

「平和維持に関する協定」

北海鋼機株式会社と北海鋼機労働組合とは企業平和維持に関し次の通り協定する。

第1条（基本原則及目的）

昭和38年に普工した．札幌，室蘭両工湯の江別への統合計画は，その後順調に進み昭和39年

9月には一部操業の見通しである。

この統合計画は社運を賭けた大事業であり，投入借入金も莫大な額となっており， この大事

業の成否はーに全従業員の双肩に掛っており，向後数年間は苦難の道を将来の光明に向って強

く前進する覚悟が必要である。この時に当り労使は信義と誠実と以て，過去幾多の変遥を経て

築き上げて来た相互理解と相互信頼による健全な労使関係を一層強め，対立抗争を排し， この

協定の有効期間中は労慟争議を一切行わず，労使間の問題は一切話合いによって，平和裡に解

決し，労使間の平和と安定を計ると共に，生産性の向上を通じ企業の繁栄と労働条件の維持改

善に寄与することを目的とする。

第2条（協定期間中の賃金）

1. 定期昇給基準による定期昇給額

1. 定期昇給額に 500円を加算する。

1. 配分その他については従来の慣行に従う。

1. 定期井給時期は 4月1日とする。

第3条（協定期間中の賞与）

1. 協定期間中毎年7月15日， 12月15日に次の通り代与を支給する。

1. 夏期手当基準賃金の55日分

冬期手当基準賃金の65日分

1. 配分その他については従来の慣行に従う。

第4条（平和義務）

協定期間中会社と組合は，平和維持の義務を負い，争議行為を一切行わず，すべて話合いに

より問題の解決に当るものとする。

第5条（人事）

1. 会社は協定期間中は会社都合による人員整理は一切行わない。

但し，労働協約第16章第97条各号に該当する者は除外する。

2. 会社は人事の異動，配置転換，身分の井降職務の任免その他人事に関する事項については

組合と協議する。

第6条（操業時間の短縮）

会社は社会情勢並に経済情勢に応じ，その時期については協談する。

第7条（社宅入’居規程の作成）

会社，組合は協談の上社宅入居規定を作成し入居の公正を計る。
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第8条（会社・組合間の制度的事項）

労使間の話合いの機関として労使懇談会制度を設ける。

労使懇談会制度は，別に定める。

第9条（労働協約との関係）

1. 現行労働協約有効期間満了の場合は速かに再締結し，本協定期間中は改廃は行わない。

但し，労使意見が一致した場合は，改訂することが出来る。

1. 本協定と現行労働協約と重復する事項に就ては本協定を有効とする。

第10条（協定期間）

本協定の有効期間は．昭和39年3月1日より昭和44年2月28日までの 5年間とする。

第11条

本協定事項については，経済の著しき変動並に天災地変等があった場合は労使双方協議する

ものとする。

昭和39年 2月26日

北海鋼機株式会社

社長

北海鋼機労慟組合

執行委員長

印

印

資料出所；労組提供資料より

この協定の特徴は，

(1) まず協定の目的が「社運を賭けた」統合計画に対し， 「労使」が「苦難の道」を「覚悟」を確

認し， 「健全な労使関係」の強化と， 「生産性の向上」を協力し合うというところにある。

(2) 具体的には第 1条ならびに第 4条において協定期間中の「平和維持の義務」と「労働争談」の

禁止を協定し，その代りとして「労使懇談会制度」（第 8条）を設けたこと。

(3) 賃金の面では，賃金引上げだけでなく賞与についても定め，賃上げについては定昇十 500円，

賞与についても第3条で固定額協定が 5年という長期なものである点に注意。

(4) そうした言わば組合側の譲歩に対し会社側が与えたものは，期間中の「会社都合による人員整

理」はしないこと， 「操業時間の短縮」を検討することであった。

(5) 労慟協約と協定との関係では協定が協約に優先すると定めたことである。

この協定をめぐる問題は一時おくとして，組合がこの協定を結ぶ背景はすでに合併以後の運動.. 
のなかにみられた。発足当初はその基本方針のなかでは「生産性向上運動に協力しよう」であった

ものが，次第に「……促進し，成果の配分をうけよう」と変化し， 63年には「企業能力」を前面に

した経済要求へと政策が展開していくのである。平和協定を締結する前年の運動方針では「工場統

合完成迄の組合運動の目標と方向は，工場統合と言う大事業を充分勘案し決めなくてはならない」 5)

とし，組合の基本姿勢を「労使協力体制の精神から生まれてくる」「近代的労使関係の確立を目

指す」とさだめ，総評などの春闘方針の批判の上にたって， 「安定賃金」方式をうちだしたことで

あるo即ち「経済要求長期締結の理由として先づ第1に上げられる事は技術革新に伴う企業合理化

に莫大な設備投資をしていることである。これも現在当社の生産設備等から考えて当然なことであ

り，我々労働者も長期的視野に立って展望するならば望ましい事である。しかしこの莫大な設備投

-141-



資が自己資金ではなくすぺて借入金に依るものである事を見逃してはならない。我々執行部は長期

に亘る借入金の返済及びその利息並びに原価償却費等を検討した結果，過去 3年間の経営内容より

も今後 3~5年間位は決して良くならないという見通しを立てた。そこでこうした長期見通しの中

で，我々労働者に有利である経済要求のあり方として，経済要求長期締結を打出した」 。こうし

た方針はその後も「生産性向上運動」と結合を深める形で一層徹底し， 65年の運動方針では「企業

防衛と企業基盤の確立」を重点にし， 「生産性を高め企業基盤の確立に総力を挙げよう」と発展して

いく。乎和協定の締結は，こうした労組による経営者の要求を先取りするかのような賃金政策（組合運

動方針）が一方の基底となっていたといえよう。

ではもう一方の基底とは何か。

先にみたように，平和協定は単なる争議行為の中止協定ではなく， 5カ年という長期に亘ると

ころの賃金額の決定方式であり，少くともその期間に於いては労資間の賃金交渉をも廃したもので

ある。この平和協定は言わば「富士製鉄（株）の御指蒔のもとに」6)tこ64年に完工した江別新エ湯

の建設費の担保とも言うべき性格をもっていた。

竣工式に際しての，当時の富士鉄社長等を前にして，北海鋼機専務の工事経過報告の第2に，

「労慟問題について」を掲げ， 「弊社は統合建設計画実現と企業の附加価値のあり方について，労

使共に深く考えまして，本年3月初より 5カ年の平和協定すなわち一切の争議行為と闘争による賃

上げを中止するという協定を結び，社運の伸展に万全を期した訳でございます。」 6)としているの

もそのことを示しているだろう。

労組書記長も次のように語っている。

（質問；平和協定を結んだ背景には，親会社への配慮ということもあったのか？）「 50％はそ

うですねo富士鉄からみれば20億， 30億などという金ははした金であろうが，その金をだすあるい

は銀行が融資するということはそれだけの合理化が順調に利益をあげる，予定通りに回収できる，

そのためには労使関係が安定している，安定していなければそういうことが望めない。だからそう

いう文書を示す必要があったと思われるし，そういう側面は否定出来ません」

親会社たる当時の富士製鉄の直接の要求であったかどうかはともかく，親会社の枠内でおこな

った設備合理化ほ，同時に賃金「合理化」としても労組自体うけとめざるを得なかったことを結果

的には示しているということができるだろう。

結果的にほ，というのはそれなりに会社側からの平和協定が提案なされた時点での組合執行部な

らびに一般組合員たちの対応には，むしろ平和協定に反対の空気が強かったということがあったか

らである。長期賃金協定を執行部が方針として掲げたとは言え，平和協定の内容とはかなりかけ離

れていたからだったo組合議決機関の 1つである支部会談の談長を当時勤め，現在もその役職にあ

るI氏は次のようにいっている。

「いろんな識論があったが，なるべくそういうのは公表できないんだけれども，その機関にい

て，当時ぽくは支部長会談の談長をやっていたんですo組合の報告として職場にかかってね，報告

した結果もそれは出してないんですよね実際に。それをだすとチョットまずいんですよね，ま，ぁ

の当時としては執行部の人もかなりシヨックをうけたくらいですからね，だから，袈否の数という

のは，かなりな，半々というとこるまではいかないけれどもそれに近かったということですね，ま，

これもあまり表にだしたくないんですが， これは新日鉄だけでなくて拓銀が入っていたということ

でね，社長としてはね，そういう問厘はあったですよね」（製釘係， 37才，勤続15年）
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叉，中央委員をしていた現班長のA氏も次のように言っている。

「僕は平和協定を結ぶべきでないと思っていましたけれどね。当時は中央委員会だったかな，

僕は中央委員だったものですから。まあどっちかと言えば僕はしやべればしやべる程うまくなくな

るからダメなんですけど。そういうことで平和協定の内容が問題っていうことで中央委員としては

反対，僕ら一応あの時は反対だったと思うんです」（メッキ係班長）「長期賃金協定」に袈成の立

場のものも含め， 「結果的には悪かった」と評価された「平和協定」が結ばれた要因は， 「生産性

向上」「労使協力」の路線を打出した労組執行部が， 「合理化」の一環としてうち出された賃金

「合理化」だけをとりだして拒否することができなかったこと， 「合理化」推進の力が親会社たる

新日鉄の意向に沿った会社側の絶対的・強力的な対応にあったことが充分うかがえよう。

この協定は 3カ年後67年に協定全体が再び改訂されて再度実施されることになる。しかしそれ

以前に協定の翌65年にはすでに， 「物価手当の一部延期」がおこなわれたり， 「平和協定の一部改

正等による手当の滅額」がおこなわれ， 「不況の中で企業防衛のため大きな犠牲を払い，あらゆる

努力をしてきた」7)にもかかわらず， 「異状なまでの物価上昇の下に生活の不安定を余儀なくされ

てきた」り。こうした過程で，組合執行部は「賃金引上げを解決する道は，ただ 1つ，生産性の向

上にある」として「生産性をより一層向上するような賃金体系の蒔入」を掲げ「職務給，職能給」

を基軸とした「新賃金体系」をうちだすにいたった。 67年の平和協定の改定は会社側による第2次

合理化の展開を背景にこうした労組の賃金政策が基盤になっているものであった。

協定全文は以下の通りであるが， 67年の協定の場合，協定の他に附属文書として談事録確認事

項が加えられているのが特徴である。

「平和維持に関する協定」

北海鋼機株式会社と北海鋼機労働組合とは企業内乎和維持に関し次の通りとする。

第1条（経緯及目的）

昭和39年3月締結の企業内平和維持に関する協定は本年2月末日を以て期間満了となるが，

比の間協定の趣旨を体し，両者間に何等の紛争もなく，生産性の向上をはかることに終始した

事は労使双方にとって真に嬉ばしい限りで，その成果は評価せらるべきものであることを認識

する。しかるに当初予想された当業界の経済伸長も意外に振わず，今尚停迷を続けており，会

社としても多額の設備投資による資金の利子負担等の重圧から逃れられない現状にありこれが

打開には全従業員の強固な結束と企業防衛に対する強い熱意とに期待しなければならない。こ

の重大な時期に当り労使共前協定で培われた相互信頼と理解により，再度向後 3年間労使間の

問題を話合解決に求め，一切の争隊をなくして労使間の平和を計り生産性の向上を通じ企業の

繁栄とよりよい労働環境の改善維持に寄与することを目的とする。

第2条（協定期間中の賃金）

1. 定期昇給基準による定期昇給額

1. 配分その他については従来の慣行に従う。

1. 定期昇給時期は毎年 3月21日とする。

1. 賃金委員会で賃金体系の改訂方針が確立された場合は協議の上，第 2条を改訂することが

ある。

第3条（協定期間中の賞与）

1. 協定期間中毎年 7月15日， 12月15日に次の通り賞与を支給する。
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壬． 夏期，冬期共富士製鉄株式会社関連企業の実績と当社の経理状況を勘案の上支給する。

1． 配分その他については別に定める。

第4条（乎和義務）

協定期間中会社と組合は平和維持の義務を負い，争談行為を一切行わずすべて労使運営委員

会にて話合いにより問題の解決に当るものとする。

第 5条（人事）

1． 会社は協定期間中は会社都合による人員整理は一切行わない。

但し，労働協約第 6章97条の各号に該当する者は除外する。

1． 会社は組合員の人事異動，配置転換身分の昇降職務の任免等人瑯に関する事項については

組合と協談する。

その他の人事に就ては事前に通知する。

1． 第5条1項の人員整理には待命休職も含むものとする。

第6条（就業時間の短縮）

会社は社会経済情勢並に社内状況に応じ就業時間の短縮につき考慮する。

第7条（会社組合間の制度的事項）

労使間の話合いの機関として労使運営委員会制度を設けるo労使運営委員会制度は別に定め

る。

第8条（労働協約との関係）

1. 現行労慟協約期間満了の場合は速に再締結し，本協定期間中に改廃ほ行わない。

但し，労使意見が一致した場合は改訂することが出来る。

1. 本協定が現行労働協約に抵触する部分に就ては本協定を有効とする。

第9条（特認事項）

本協定事項については経済の著しき変動並に天災地変があった場合は労使双方協議の上改訂

することができる。

第10条（協定期間）

本協定の有効期間は昭和42年3月1日より昭和45年2月28日までの 3カ年間とする。

昭和42年3月1日

北海鋼機株式会社

社長

北海鋼機労働組合

執行委員長

印

印

議事録確認事項

昭和42年 3月1日協定締結した平和維持に関する協定について次の通り確認する。

記

1. 定期昇給について

（介 賃金加給額については賃金委員会に付託する。

（口） 定期昇給時期を毎年3月21日とするが昭和42年度は賃金委員会による賃金改訂が間に合
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わない場合は昭和43年度定期昇給期から実施する。

2. 年間賞与について

年間協定額税込 12 0,0 0 0円

但し，その時の経済状態或は物価上昇富士系列関係企業等の支払額などとII兒み合せ十 aに

ついてはその時点で充分考慮し，労使で協識して決める。

昭和42年 3月1日

北海鋼機株式会社

社長

北海鋼機労働組合

執行委員長

印

印

資料出所；労組提供資料から

第 1条のところで過去 3カ年の平和協定期間を「労使双方にとって真に婚ばしい限り」を評価

したこの協定は前の協定と比較して次のような特徴をもっていたと言えるだろう。

先に労組がだした方針とも合致するが， 「企業支払能力」論的賃金の枠組みがさらに強く前面

にでて，協定の目的として「企業防衛」への労使の結束ということが明確に記されるにいたったこ

とである。又，賃金面では，本文ならびに確認事項で「富士製鉄株式会社関連企業の実績と当社の

経理状況」というように，系列他社の賃金水準が賃金決定要因として明記されるにいたったことで

ある。それとともに，昇給面では，定昇＋加給額として協定本文ではなく確認事項に組みいれられ

ることになったことなどである。叉，争談行為にかわる労資間の話し合いの機関として，労使運営

委員会が恒常的労使協談の場とされたことである。組合連動のところでものべるように，この労使

運営委員会が「生産性向上運動」を軸とする労資協調路線を具体化する役割を果すのである。

賃金をめぐる労資間の緊張関係は，平和協定の期間が切れる70年の前年の69年11月の第1回代

議員大会から始まった。すでに富士・八幡の合併も決まり (69年10月），労資相方共「富士・八幡

の合併の実現これにともなう関連企業の動向」を注視していた。会社側はこれを機に一層の「生産

性向上を」とのべて，同社社長は70年の年頭には「大いに新日鉄誕生の動向を見つめていきたい」

とし「新日鉄と当社との関係は……当社労使の重大な決意にかかっている」 6)と強調，又 4月の入

社式では新日鉄会長の「永野氏の固い決意のもとに」に北海鋼機が誕生したことを強調し， 「親会

社がマソモス企業となりましたために……私共が真剣になって経営に努力を傾け生産性の向上を計

らない限りその声はとどきません」と述べた。

一方労組においては， IMF•JC にオプザーバー加入をはたしこの代議員会では明年度 (70

年）の正式加盟を提起するとともに「北海道地方労働組合生産性会談」との友好関係を一層深める

方針をうちだしていた。

69年から70年にかけては， 「高度経済成長」下の最後の好況時という背景もあり，平和協定の

もとでの他企業間との賃金格差の増大は一般組合員の平和協定への不満を増大させてきたo組合運

動方針もこうした組合員の動向を反映したものとなった。「我々の場合，長いこと乎和協定に縛ら

れ低い昇給に甘んじて来たことで一般水準からは大きく格差をつけられ依然として時間外給に頼

らなければ生活の出来ない状態を続けている。...…この機に及んで毅然たる態度で大巾賃金引上げ

を要求し，それを貫徹しなければならない」9)

こうした運動方針をうけて平和協定の再々締結に対する労組の意志統ーは，代隊員大会および

それ以後続けられたが，平和協定の締結替成派にしろ「経済の変動が激しいので年間協定にすべき
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表 4ー14 北海鋼機および新日鉄室蘭労働者の賃金比較とその推移

年
貨金引上げの推移

a,新日鉄室蘭製鉄所 b, 北海鋼機の
の定時間内賃金 b / X100 鉄 鋼 労 連 北海鋼機労組
（）内は定時間外賃金 定時間内賃金

a 
度

（ ）内ほ要求額 （定昇込み）

6 5年
円

26,800 円 6 0.2 拓 大手 1,500円 円44,486 

(8,687) (5,000) 2,733 

中小 800~1,800円
(5,0 0 0~  7,0 0 0) 

6 6 4 7,199 29,022 6 1.5 大手 1,50． 0円
(8,483) (5,000) 2,200 

中小 80 0~5,5 6 3円
(s,o o o~  1,0 o o) 

6 7 53,328 32,409 6 0.8 大手 3,200円
(11,205) (5,000) 3,400 

中小 2,3 6 0~4,1 0 0円
(s,o o o~  s,o o o) 

6 8 57,522 3 5,5 2 8 61.8 大手 3,200円
(11,975) (7,000) 4,000 

中小 2,9 3 2~4,2 0 0円
(7,000~10,000) 

6 9 68,680 3 8,8 4 9 5 6.6 大手 4,000円
(l 4,818) (8,000) 4,500 

中小 4,0 o 0~6,9 lo円
(8,000~11,000) 

7 0 79,3 2 I 49,576 6 2.5 大手 6,000円
(18,275) (10,00 0~10,91 3) 11,000 

中小 6,0 0 0~8,6 0 0円
(1 o,o o o~  1 s,o o o) 

7 1 8 6,71 4 5 9,6 6 1 6 8.8 大手 6,000円
(12,672) (11,000) 7,600 + 

中小 6,0 0 0~8,3 0 0円
(11,00 O~l 3,000) 

7 2 9 4,4 3 3 6 8,7 3 I -7 2.8 大手 6,000円
(12,143) (1 2,0 0 0) 8,000 + 

中小 6,0 0 0~8,0 0 0円
(12,000~17,000) 

73 106,6 1 9 大手 8,700円
(2 0,8 6 0) (13,000) 

中小 12,858円
(13,00 0~2 3,0 0 0) 

資料出所； 1新日銑鉄鋼労連は「鉄鋼労連ハソドプック」による。
2北海鋼機は，労組提供資料から作成
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だ」「新日鉄になると種々の問題の発生は予想されるが，過去の内容ではだめだ，叉組織体制の確

立をしたのちに結んでもよい」「結んでも組合の姿勢が問題だ」「平和協定の最初はプラス，その

後はマイナスであり，企業は支払い能力云々で逃げている。結ぶとしてもかなりの条件でないとだ

めだ」 n) なと；過去の平和協定に対する批判は強かった。•こうして翌70年 2 月 28 日には平和協定期限

切れをむかえ，平和協定の再締結はしない方向が確認され，春闘小委員会の結成をみた。春闘小委

員会は第1回～第4回まで開催され，そこでは大巾賃金引上げを主軸とした春闘要求書の案文を作

成のための討談が行われたが，要求額並びにその根拠について最終的に「 70年春闘の目標は旧富士............. 
鉄の80％におき 2万円を要求する」 II)ということが決定するにいたる。

69年における富士鉄室蘭と北海鋼機労働者とで|屯平均年齢は35オとそれぞれ異なるが，基準

内賃金は新日鉄室蘭の 6万 8千円余に対し，北海鋼機の 3万 9千円弱で，実に親会社たる新日鉄労

働者の 56.6％まで低下していた。

7 0年春闘の経過

69年11月1日 第1回代議員大会

「大巾賃上げ方針」

70年2月27日 第6回中央委員会

平和協定再締結をしないこと

春闘体制の確認

平和協定期限切れ

第1回春闘小委員会

第2回代議員会

2月28日

3月6日

4月3日

日

日

日

日

日

日

日

日

6

皮
，

1
0
1
5
1
9
2
1
2
2
2
3

月

月

月

月

月

月

月

月

4

4

4

4

4

4

4

4

 

要求額 2万円を満湯一致で決定

第 1回闘争委員会

三権委譲投票 93.5％支持率上げる

会社側に春闘要求提出

第1回団交 8,000円回答組合拒否

組合決起大会

第 3回団交第2次回答9,300円組合拒否

第6回団交第3次回答 11,000円

中央委員会多数で妥結決定

資料出所；北海鋼機『労働組合ニュース』から作成

従って， 2万円の要求が仮に満額獲得したとしても同社組合員の賃金水準は，賃金引上げ前の

新日鉄室蘭の労働者の85％にしか到達しない。そういう状況のもとで，親会社たる新日鉄労働者の

8割の賃金水準を70年春闘の目標としたのであった。

同労組はこの春闘小委員会の方針を代議員会で満場一致で議決したあと，闘争委員会を発足さ

せ， 4月8日にはスト権投票が実施されたが， 93.5％とこれまでにみられなかった高支持率でスト
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権を含む 3権が確立した。これを背景に会社側と団交に入ったが，第1次回答は8,000円が提案さ

れ，組合側は直ちに拒否，その後の進展がみられない中で 4月19日には社外で決起集会が開かれ労

組は就業中の腕章着用闘争を行った。団交は第6次まで行われ，最終回答は配分源資（定昇込み，

1人平均 11,000円が提案され，執行部はここで妥結を決定し，かねてからの労組側の要求である

職務あるいは職能給への移行を念頭にした「合理的な新賃金体系』°)の早期実現を柱とした「覚書

き」をつけて妥結した。 • 

•平和協定時の落ち込みの回復をめざした70年春闘は，執行部において以上の線で妥結の方針で

中央委員会の識決におろされた。しかし春闘要求段階での満場一致の決定と異なり，そこでは「信

頼して任せたはずの組合員から妥結の時点での執行部に対しての批判が，各人各様に出た」（板メ

ッキ支部労組役員の話）といわれるように，執行部への一般組合員の不満を顕在化させ，袈成多数

で妥結した。

70年春闘をめぐる執行部ならびに一般組合員の総括・意見をまとめると次のようになるまで執

行部レベルでは「当初目概とした旧富士鉄の80％を獲得出来なかったことは非常に残念ではある力3

それに近い回答額を引き出すことが出来たことは80％に大きく近づいたもの」＂）と評価して，今後

賃金の「長期見通しの確立」ならびに「合理的新賃金体系の作成を早急に完成し実施しなければな

らない」 11)と総括した上， 「企業は労使双方の共存共栄の基盤である以上，我々としても生産性の

向上に協力を惜しむべきではない。今後我々としては労使協調路線を確立しつつ民主的組合運動を

推進していきたい」11) とした。

こうした執行部に対して一般組合員の中には「この 5年間低賃金で我慢してきたのに不満だ」

「職場での不満はある。特に若い人にある。我々がもっと賃上げすれというと，それ以上いうと執

行部はそれなら執行部を解散する，やめるという。人材がいないし，（今の執行部の人達は）

長年やっているから，他からやってきて，他の人がやっても足をひっばるんじゃないか，だ

からどうしようもない」13) 等のむしろ組合執行部の対応の仕方への不満が聞かれたのが特徴的であ

る。

70年以後の賃金交渉は，その後も春闘方式をとりながらも「労使協調路線の確立」のもとでほ

ぽ団体交渉の被み重さねにより妥結してきた。他方賃金要求の基盤については， 「生産性向上」に

｀よる成果配分を方針には掲げたが，新日鉄ならびに系列会社の賃金引上げレペルに重きがおかれ

るように展開した。 71年春闘についてもこうした傾向は顕著になり，同年の春闘要求額 15,000円

も新日鉄ならびに新日鉄系列会社10社を「選択」し，新日鉄の77％の平均基準内賃金を要求の基礎

としていた。

こうした賃金交渉の再開は，平和協定の間で，対新日鉄室蘭労働者との対比で56.6％という低

水準にまで落ちこんだ賃金を， 72年は基準内比較で72.8％まで引上げた。しかしそれでも基準内給

にして 2万 5千円以上の差があるわけである。「生産性向上による成果配分」を前提にした運動を

すすめる組合執行部が71年春闘の妥結理由について「不況が増々深刻になり企業経営が非常に苦し

くなってきた，その他の理由等十分考慮して」というように「生産性向上」による成果配分と「企

業の支払い能力」論の両方にたつ執行部の賃金要求方式そのものが実際には企業側の言うところの＇

「企業の支払い能力」論の範囲で妥結するという結果を生じている。こうした執行部の方針と実際

の賃金決定行動自体が，一般組合員の中に「御用組合的だ」という意識を生じさせることになる。

こうした点は，労組が実施した組合員の意識調査の結果にあらわれていると言える。表4-15にあ
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るように組合員の86％が現在の賃金を不満としており， 72年の基準内賃金 6万8千円強に対し10万

円以上を要求するものが70％を超え，賃金の大巾アップヘの要求は強い。一方，、執行部が賃金引上

げの前提として展開している「生産性向上運動」については「正しいと思う」とするのはわずか18

％で，残りの76％が，再検討，中止等の意志表示をしていることが注目される。ほとんど話し合い

の範囲で妥結される賃金闘争， 「労使協調」にもとづく「生産性向上」運動への取組み強化を基軸

とした組合路線に対して，組合員の約§が不満を表明していることは，路線の再検討が根強い一般

労働者の意志をみてょいだろう。

＜注＞
1)社内報『北鋼だより』 1 96 4. 4．第 3号 S札幌工場長談

2) II 38号

3) II 31号

4)労組書記長の話

5) 63年労組運動方針から

6)社内報『北鋼だより』12号 1964年 10 Pより

7) 6 7年労組運動方針から

8)社内報『北鋼だより』 号 1970年

9) 70年労組運動方針

10)同上

11)労組新聞「労報」から

13)同上

表 4-15(1) 賃金に対する組合員の意識

項 目 ％ 

満足している 1.5 7 

大体満足している 6.5 0 

不満である 8 6.0 0 

N. A 5.9 3 

計 1 0 0.0 0 

資料出所；北海鋼機労組提供資料
(73年3月16日）
回答数229名（対組合員比率85%)

表 4-15(3) 自分の労働組合に対する意識

項 目 ％ 

非常に満足している 3.4 

ある程度満足している 2 7.0 

やや不満である 3 7.0 

大変不満である 2 5.b 

あまり関心がない 3.4 

N. A 4.2 

計 1 0 0.0 

資料出所；同 上

表 4-15(2) 生産性向上運動に対する組合員の意識

項 目 ％ 批判率（%)

正しいと思う 18.3 ................. 
検討の余地がある 6 7.2 

} 7 5.7 正しくない 3.4 

中止すべきだ 5.1 

その他 (N.Aを含む） 6.0 ................. 

計 1 0 0.0 

資料出所；同 左

表 4-15(4)今後の組合活動の重点目穂

％ 項 目 ％ 

} 3 0.4 
賃金の引上げ 9 3.4 

時間短縮 4 4.5 

) 6 2.0 
退職金の増設 3 6.0 

定年の延長 7.8 

嘔資料出所；同 上
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第五章 企業内教育の実態とその機能

第 1節 企業内教育の展開とその特徴

新日鉄をはじめとする鉄鋼独占体における企業内教育の体系的展開は我が国独占資本のリーダー

として位置してきたことは第一部でも展開してきた如くであるが， とりわけ65年以後の企業内教育

の展開は独占資本がめざすところの能力主義管理の主柱として企業内教育が位置しているところに

きわだった特徴がある。

企業内教育の展開は， 「合理化」のもとでの労務統轄機構の確立にちって欠くべからざるもの

であったが，他方ではこうした65年以後の企業内教育の体系・機能の発展がIEの薄入によるとこ

ろの職務分析・作業標準設定・要員査定の展開と相互補完的に発展したことも注目すべきところであな

このIEについて，今鉄鋼連盟の実施した調査l によ料f,表 5-1および 5-2のように高

炉会社では 1社当り IE技術者 140人以上，規模別では 1万人以上の従業員規模の会社が，それぞ

れ圧倒的に多数のIE技術者を擁し平電炉あるいは単圧メーカー，又は5千人未満の企業に比べて

ケク違いなIE活動を展開していることを示している。この調査報告によれば，これらの高炉一貫

メーカーではIE教育として全従業員階層を対象に拡げ， QC等自主管理活動の中核となって機能

していることがわかる。 2)

さらに鉄鋼独占体が自分のところの IE「技術」やその他の管理「技術」を社外下請企業をも

表 5- 1 鉄鋼業の IE技術者（業態別）

IE技術者数，（）内は対象会社数 I直技術者1人
業 種 別 当り従業員数

71年 72年 73年 74年 75年 (75年）

高 炉 会 社 856 (7) 795 (7) 853 (8) 942 (7) 990 (7) 250 
平電炉 会社 524 (20) 450(16) 406 (17) 363 (18) 370(19) 153 

単 圧 会 社 32 (3) 52 (3) 16 (2) 16 (2) 16 (2) 213 
その他 会社 228 (4) 225 (4) 181 (4) 128 (4) 119 (4) 293 

計 lf,40 (34) 1,522 (30) 1.456 (31) 1.449 (31) 1,495 (32) 230 

資料出所；『鉄鋼の IE』 第14巻2号 (1976年） 日本鉄鋼連盟より

表 5-2 鉄鋼業のIE技術者数（規模別）

I E技術者数（）内は対象技術者数 IE技術者1人
規 模 別

71年 73年 74年 75年
当り従業員数

72年 （・年）

10.000人 以上 1,044 (8) 993 (8) 991 (8) 1,042 (8) 1,071 (8) 255 
5,000 ~ 9,999 人 257 (4) 227 (3) 235 (3) 196 (3) 201 (2) 139 
1,000 ~ 4,999 人 293 (18) 296 (17) 207(16) 188 (16) 194(16) 197 
999人 以下 46 (4) 6 (2) 23 (4) 23 (4) 29 (6) 119 

計 1,640 (34) 1,522 (35) 1.456 (31) 1.449 (31) 1.495 (32) 230 

資料出所；表6-1に同じ
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包摂しながらもちろんそれぞれの社外企業の労働力構成に対応させながらもっとも妥当な形をとっ

たが，そのもとで企業内教育の面でも社外企業を包摂しながら展開したことは第 2部で明らかにさ

れている。それはなによりも鉄鋼独占体の「合理化」が社外工制度の一層の展開を内容としていた

からに他ならない。

これに対して乎電炉が単圧あるいは二次加工工場などの業態の鉄鋼中小の場合は，一般に独占

体である大手製鉄所に比して本格的な教育体系が存在しないことあるいは内容面でも著しい差異のあ

ることなど指摘されてきた3)が， このことはさきの IEについての調査結果とも一致するところ

で，全従業員を対象とするための，職務分析等の基盤が充分形成されていないことにもなる。

しかしながらこれまでの章のなかでも明なかなように，これらの中小工場においても「合理化」

の推転過程妬おける中途採用から新規学卒者，とくに高卒者への給源の転換等の契機にして， OJT

の再編， Off•JT の導入などの基盤が形成されてきたことも事実である。

鉄鋼系列中小工場における企業内教育の展開が，親企業たる鉄鋼独占体製鉄所やその社外企業

に比してどのような特徴をもっているか，またどのような関連性をもっているのかなど現時点での

特徴をさぐってみよう。

表5- 3から表 5- 7までは調査企業で実施されている教育訓練の態様である。これからもわ

かるように，第一部で展開された室聞製鉄所に比べればどの企業も明確な形での教育訓練妬対する

方針や体系だった教育は実施していなくて，もちろん，全従業員を対象とした教育というような昇

進・昇格管理とも密着した形では企業内教育は展開されていない。

それでも一見してわかるように，北海鋼機の場合では新入社員および班長・職長層を対象とした

教育訓練，そして「課題別」に教育訓練が実施されてきたのに対し，他の企業ではほとんど企業とし

ての教育訓練が実施されておらず「企業内の教育をやる余裕がない」 （北海鋼業）， というのが実

情である。新入社員教育にしろ実際に新規学卒者として入社するのは北海鋼業富士鋼業の場合は

乎均して 1~ 2人ということであとは一年を通して職転労働者を中途採用していることから実際上，

就業規則などの説明に終わっており，あとは現場で実習させて「本人にむいた部暑をきめる」（富

工業の話）のである。集合教育が成立しにくいことはこうした事情にもよっている。

従って結果からみれば，北海鋼機を除く他の企業では，むしろ•一般の機械金属工業における町

工場と共通した実施状況とみることができるだろう。 4)

これ妬対して北海鋼機の場合は少し異っている。

北海鋼機の場合，企業としての教育訓練 (Off0JT)に本格的にとりくむのは61年の合併を一

つの契機としている。 62~ 63年にはまずTWIへの本格的なとりくみが開始され，労務担当者や現場

伍長（現在の職長にあたる）をトレイナーとして社外研修による養成を行い，ついて彼らを講師として

「改善の仕方」 (TWI0JM)を現場の監督者を中心に「各 5回の講習会を終わり合計80名が受講を

終了し着々改善効果を上げ」 5) た。この監督者訓練は一つは「合併という事態のなかでの人間関

係を円滑」 6)を目的とする一方，「改善提案制度の推進」とも一体となったものであった。

最後に北日本電極の基幹労働力である女子労働者は，不熟練エとしてほとんど教育訓練ほうけ

ていない。彼女らは云わば使い捨て労働力として，体力が摩耗したり育児等によって休業が余儀な
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くされた場合は， すぐ代りの小零細企業に働く労働者世帯から主婦労働力という形で補充されて

いる。

＜注＞

1) 2) 『鉄鋼の IE』 1976年3月 日本鉄鋼連盟

3) 例えば， 『最近の鉄鋼産業における職業訓練』 1973.5 鉄鋼労連などを参照のこと。

4) 町工場 Vペルの企業内教育の実態についてほ，拙論「中小企業の近代化と企業内教育」『北海道大

学教育学部紀要』 N0.19.NO. 23参照のこと。

5) 社内報『北鋼だより』第 3号昭和38年4月1日 2 p 

6) 同社，総務課長へ聴き取り調査から

表5-3 北海鋼機における企業内教育（社内）

l l l 

名 称 対 象 内 容 主催 講師 時期・期間
' 

新入社員教育 新 卒 者 （第3節を参照のこと） 総務部

T w 
職長
全員
・仕事の教え方

社内トレーナー
62~63年

I 
班長 ・改善の仕方 10日間

監督者訓練諧座 職長・班長
監督の安全・衰任

日本経営管理コゾサルクソト
71年

人間関係・自己啓発etc 2日間

職務分析購座
事務•生産の

撒務分析のすいら方 北海道労基局
70年

戦務分析適任者 30時間

産業ジュニアリー
各職場から BBS（社外研修の報告）

ジュニアリーダー養成 70年

ダー養成購座報告会 購座出席者 (2名） 1日

安全トレーナー
戦長・班長

安全作業のやり方
成品管理課長

70年

養成購座報告会 自己啓発et C 1日

資料出所；会社聴きとり調査から作成

注；この他に，第4章でのべた上級職昇格前の購習会，作業標準の見直しをかねた月例会，提案

改善のためのサークル活動がおこなわれている。
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表 5-4 北海鋼機における企業内教育（社外）

名 称 対 称 内 容 主催・諧師 時期・期間

品質管理識習会 t 務 係 QCに関すること
新日鉄室蘭製鉄所 68年 11月

（旧官士鉄） 2週間

I B 諧習会 技術要員 3人 IEに関すること 同 上 63年

品質管理諧習会 班長など QC,統計などについて 日本規格協会 69年

職長訓練トレー
班長など 3人

日産訓．職長訓棘コース
日産訓道支部

68年

ナー養成講座 第 1課，第2課 1週間

安全トレーナー
成品管理課長

安全作業のやり方
同 上

70年

養成購座 自己啓発etc 9日間

産業ジュニアリー 伸長 1人
BBS 70年

ダー養成講座 カラー 1人

コソビューター
70年

諧 座

グレーソ購習会 担 当 者
年に1回

2日間

電気工事士講習会 電 気 係 電線研修，見学など 北 電 1~2日位

資料出所；会社聴きとり調査および労働者面接調査から作成3

表 5-5 富士工業の企業内教育

名 称 対象 内 容 主催・諧師 備 考

会社の沿革・就業規則•安全教育・ 同社の新規労働者と中途

新入社員教育 新規高卒者
工場見学など．

総務課
採用者の入社割合はほぼ

そのあと 半々である。

工場の各部署区の 2週間づつの実習

ガス溶接 新日鉄室蘭 ・資格取得に必要な場合

社外教育 該当者
フォークリフトなど 下請協力会 参加させている。

・研修会出張は勁務時問

題，費用は会社からo

資料出所；会社聴きとり調査から作成
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表5二 6 北海鋼業の企業内教育 (69年～71年）

名 称 対象 •内 容 主催・購師 備 考

新入社員教育 新規高卒者
就業規則•安全等の説明．そのあ 新規高卒者の数は中途採

と3カ月実習 用者に比して少い。

新日鉄室蘭見学 希望者
工場見学 「ただ行くだけ」という

（レクレーツヨンを兼ねる） 参加者の惑想。

安全 管理課およ 「反省会的性格が強い」

技術会 議 全 員 生産能率の向上 び．各諜課 とのことo

仕事についての苦情などの討議 長．

資料出所；会社聴きとり調査から作成

表 5-7 北日本電柩の企業内教育 (69年～ 71年）

名 称 対 象 内 容 主催・購師 備 考

新入社員教育 麟規則•安全
新規高卒者は事務・技術

社員のみ

中 堅 層 中堅層の社員教育として，青年 モラールの向上を主眼と
青年菫役会議

社 員 層 重役を選ぴ年に数回会議
社長

している。

該 当 者
監督者層，管理者層を対象にそ

社外研修 の都度，購習会に派逍

資料出所；会社聴きとり調査から作成

注 1．同社自身は溶接捧の阪売と関連して，各種学校としての「溶接学校」を常設し．溶接工の養成を行

っているユニークな特色をもっている。

2. 「三ム運動」（ムリ，ムダ，ムラをなくす）と呼ばれる無欠点運動も社長の音頭ておこなわれで、ヽる。

第 2節 新設備導入時の教育訓練の特徴

疇 系列各社における新設備機械の嘩入ほ，当然のことながら生産方法の変化を大なり小なり伴う。

既存生産部門とは全く異なる新規生産部門の場合，例えば， ここでの調査企業に即していえば北海

鋼機の場合における軽最形鋼生産設備， PC鋼線生産設備あるいは川鉄系企業ではあるが豊平製鋼

における小形捧鋼圧延設備，テーパーフレーム設備などの場合とか，同一製品生産部門でも北海鋼

機の亜鉛メッキライソのようにリプレースによって生産方法が大きく転換したような場合について

は，それは労働内容の全く異なる既存労働力の質的転換が要求され，新しい生産方法が要求する教

育ニーズにもとづく既存労慟力の転換訓練が必然化する。叉既存生産部門の部分的改良の場合も既

存労働力に対する新たな技術知識，技能を附加するための既存労働力の再教育訓練が必要とされる

他に新規噂入労働力に対しても新たな技能養成体制が必然的になる。

一方，第2章でも述べたように新設備の嘩入は親企業の承認のもとに実施され，建設過程で
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は親企業の蓄稼している技術が，技術員の派遣，工事打合せなどの技術指薄という形で系列企業に

与えられていた。

新設備の禅入妬よる既存労働力の転換も又，親企業たる新日鉄系企業全体の技術的蓄積のうち

て推進された。即ち，各企業とも既存労働力のうちのなかから選技して新日鉄の各工場あるいは系

列下の工場へ研修という形態で派遣し新しい装置の稼動妬最小限必要な知識・技能を習得させ，

研修派遣者を新部門の職制など現場労働力編成の頂点に位置づけ，研修に派遣されなかった残りの

多くの現場労働者をその部下とし，実際に操業稼動しながらOJTを通して一般労働者の再教育訓

練を行うという形態で，訓練のための稼動率の低下を企業側はさけてきた。

こうした新設備導入時の教育訓練の特徴をみると次のようなことがいえよう。

まず，第 1にこうした親企業の系列傘下の工場へ派遣され転換訓練としての研修をうけた調査

各企要の労働者の主体は，既存の設備における熟練エというよりは，年齢層ぶ比較的若年層の現場

労働者と技術員と呼ばれるような大学卒のスタッフが主として選技されていることである。彼らは

派遣先企業から戻ってくると，新たな設備のもとでの職制，とくに作業を指揮しながら自らも働く

班長層として，現場労慟力編成のカナメとされ，それ以前の年翡の熟練工をも配下とするというよ

うに，北海鋼機をはじめ調査企業共通して職制層の年齢が若くなったことが指摘できよう。

他方， こうしtゴ形での新設備下の操業は，短い試行期間というよりはむしろ即本番という体制

がとられることたより十分な教育訓練がなされないまま操業におわれることによる「不慣れのため

の事故続出」 l)というような安全面においても労慟者の犠牲を強いる結果となってあらわれているこ

とである。さらに小捧メーカーの事例にあらわれているように，個々の労働者はこれまでのジョプ

ローテーショソをたどっての熟練工形成ということとは異なって，資本によって恣意的に個別職務

に配置される単能工的蓑成が主流になるにいたったことが指摘出来よう。こうした単能工的養成は

炭鉱離殿者など他産業部門からの排出労働者を大盤に採用する2)資本の側からみれば早期戦力化と

してのメリットではあれ，労働者にとっては賂備部門などに配置される場合を除けば，肉体だけが

交代制・長時間勤務に耐えることができればよいという資本の意図のもとで，労働者の肉体の磨耗

は加速され，一層かれらの労慟力を無価値化させている。

ここでは，前者の側面の事例として北海鋼機の場合と，後者の事例としてi川鉄系列の豊乎製

鋼の事例について紹介することにしよう。

1, 北海鋼機の事例

第一合理化計画で亜鉛鉄板の生産方式は従来と一変したが，同社では社内から希望者を含め労

慟者を選抜し，旧富士系列の大同鋼板，旧東海製鉄に 4班17名の労働者を実習員として 3カ月にわ

たって派遣し，再教育訓練を行っている3)。このような新殷備設置に伴う再教育はその後も親企業で

ある旧富士鉄の指示で同系列他工場で技能習得を行うケースが多く， 70年陀は亜鉛メッキ法が従来の

ロールコーテイソグから JTC（吹きつけコーテイソグ）にかわった際も同ライソのボットマソ全員

が新日鉄名古屋製鉄所に技術研修にゆくなど，新日鉄の指嘩のもとでの系列企業間相互の技術研修

体制が確立されていることが注目されよう。

すでに第 3章でも述ぺたように，こうして派遣される労働者や課長などの管理職や技術員の大

学卒を除けば，いづれも高校卒の20歳代の若年層で勤続年数も 4~8年という層が選技され，彼ら

が研修修了後，・新しく配置された新規高卒労働者や古い熟練工を指導するという形態をとった。
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2,豊平製鋼における事例

豊：平製鋼における小捧圧延ライソは，既存の製鋼工場（電気炉）を拡充しながらその鋼魂を利

用する形で圧延設備が新設された。こうして圧延部門ほ 68年4月から稼動したが，これに先だつ 67

年に，圧延部門の新設に伴い廃止されることとなった鋳鋼部門の労働者のうち造形工を主体とした

平均年齢約 32歳という比較的若い層の労働者 8人を川鉄系列下の東京ラッシュ他一つの工場

ヘ，それぞれ 2カ月間派遣して技能を習得させた。一方，薪圧延部門の職場長（工場長にあたる）

あるいは組長クラスには同じく川鉄系の小捧メーカーから移入された熟練労慟者が配置され，研修

から戻った労慟者は加熱炉，圧延，精盤などの圧延主要工程の各作業の伍長という末端職制に配置された。

こうして， 68年4月には新たに採用された炭鉱離職者など圧延部門28人で稼働を開始したが，

もともとこうした圧延設備の稼働に必要な基幹工は 2~3年の経験年数が必要とされているにもか

かわらず， こうした労働力絹成のもとでの操業体制は，不慣れな作業のもとでの事故続出と結びつ

き，労基局による特別安全事業所にされるなど，労働者に対する犠牲を強いる体制であったといえようo

＜注＞

1) 豊平製鋼労働者面接調査からoなお今回の調査企業中北日本電極を除く 4企業が労災多発による特別

安全事業所に指定されていることは象徴的である。

2) 3) 第3章第 5節参照のこと。

第 3節 二次製品メーカーにおける企業内教育における展開とその特徽

1, 新入社員教育の体系化とその特徴

新入社員に対する教育は，北海鋼機が新規学卒者中心の採用に切換えてから，年．々その日数が

増加するとともに勤労課を主管としたその体系化がほかられた。

同社の新入社員教育は「一般教育」と「実務教育」に分かれている。 70年についてみると，

表 5-8 のように「一般教育」は入社式を含め 7日間をこれにあてて，そこでほまず勤労，

総務，経理の各担当者による会社の沿革・就業規則等が勤労課によって作成された「新入社員の手

引き書」をもとにして 3日間午前，午後と行われ，ついで各課の業務内容について，担当課長もし

くは技術員からそれぞれ4時間づつ講談形式で実施されている。

その後，約ーカ月に亘って「実務教育」がおこなわれるが，これは「見学を主体とした実習」

（同社勤労課長の話）が主で，ー職場3ないしは4日閻，小グループに分けて配置され，会社の生

産工程の様要を理解することを目的としている。

このようなOff•JT による新入社員教育の組微は 65 年以後本格化したものであるが， 「実務教

育」にみられるように 2~3日の短時日の見学的なものとはいえ，座学による「一般教育」を補充

するものとして，新入社員に対する会社への理解を深めるのに役立っていて，新入労働者からも，

「会社の状況がわかる」と好評である。

新入社員教育のもう一つの狙いとして「安全面を十分（新入社員に）分っでもらう」（同勤労

課長）というように，安全教育の側面ももっているが，内容的には危険な動作への注意というよう

な安全の初歩の確認が主で，具体的な安全のために必要な知識・技術等の習得は配厩後のOJTに

まかされている。その職場内のOJTもあとで述ぺるが如く，ギリギリの班絹成のもとでの即要員

化という実情とあいまって「生産能率をおとさない」という職場内の目模のもとで，安全動作の面

でもなおざりにされがちである。
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表 5-8 北海鋼機における新入社員教育の内容および日程 (70年）

名称 訓 練 内 容 担 当 時 間

入社式 社長訓示，入寮手続 4月1日

•会社の内容および沿革 ・業務内容 ・社訓の説明 4月2日

・職務分掌，職制の説明 ・工場概要 ・ス福ラ利イ厚ド生映施画設にのよ説る教明育 勤 労 s 
・諸規則制度の説明 ・新入社員の心得・ 3日

•来客の応待 ・文害，社内連絡についての説明 総 務 4月4日
•一般社内規則の説明 ・構内警備，取締等について

•製造原価についての一般心（得原 経 理
4月6日

原価低減を図るにはどうすべきか） 2時間

・当社で使用する主要原材料の名称およびその使用抵，購入先
需 品

4月6日

般 ・副資材の使用名称．使用批 2時間

•製品の名称，販売猜，販路など 市場開発
4月6日

・得意先に対する応待心得 および
4時間

•製品取扱い注意 ・職場の安全衛生について 成品管理

•生産計画 ・品質管理
4月7日

•取扱い危険物の名称．管理およびその取扱いについて 管理部
4時間

教 ・試験，検査，研究等の概要 •その他

•亜鉛鉄板．カラートクンの製造工程
第 4月7日

•原材料，副資材について ・品質管理について
製造部 4時間

・職場の安全衛生について •その他

•第 2製造部（線材）全般についての製造工程
第 4月8日

•原材料，副資材について ・品質管理について
育 •その他

嬰造部 4時間

•電力，工場用水，排水等の概要
4月8日

・エ作機械，ボイラー等について ・職場の安全衛生について 管理課
4時間

•その他

亜鉛鍍金作業

実
カラートクソ作業

4月9日

伸線作業 s 
務 5月6日

製釘作業 各担当部 各作業
（2日～3日間 ） 

教 線メッキ作業 別課長

育
軽巌形鋼作業， PC作業

工作電気作業

成品管理，板浪付作業

懇談会 新入社員教育の惑想とりまとめ（勤労課長），職場配属辞令交付 総 務 5月7日

資料出所；会社資料から作成
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新入社員に対する精神面での教育は新日鉄合併が本格化してから，社長訓示の面でも新日鉄の

翼下にあるメリットが強調される一方「私共が真剣になって経営に努力を傾け生産性の向上を計ら

ない限りその声は（新日鉄に）届きません」 (70年社長訓示）というように， 「合理化」の推進を

「生産性向上」が一層強調されていて， 「一般教育」のなかでも「原価低減」＝「節約」がくり返

し話されるようになったことも注目すべきことであろう。

2,監督者教育の重視とその特徴

新設備の薄入，部門の拡大を柱とした「合理化」の推進過程で「生産性の向上」という課題を

現場労働者尻徹底ざせるためには，労務統轄機構の確立，とりわけ現湯職制層の職務遂行能力の向

上が必要不可決とされるにいたり監督者教育訓練が会社的規模で実施される妬いたった。まず合併 2

年後の 63年妬はTWIの社内トレーナーの養成とそれによる全職制および中堅的労働者を対象とし

た訓練が開始された。この時期のTWIIままず「改善の仕方」 (TWI • J M)と「仕事の教え方」

(TWI0JR)のコースが開始さ九それぞれ5回の社内講習会を開催し: 80人の職長．班長層

を主体とした労働者が受講した。特に「改善の仕方」コースは． 63年に制度化された「改善提案

制度」およびその「表彰制度」とも結合した「提案活動」として，その後の同社の労務管理の主要

な柱として展開した。

ついで68年になると，日本産業訓練協会の「職長訓練コース」の第 1課，第 2課の社内トレー

ナーの養成と，そのトレーナーを中心にした監督者訓練講座が，これも職制層全体を対象としてお

こなわれ，ここでは監督者の責任，人間関係「自己啓発」活動のすすめ方など「合理化」の推進と

一層密着した職制層の能力向上が図られた。

こうした職制層に対する教育訓練は．新日鉄室閾で実施する下請協力会企業への「品質管理講

習会」あるいは「IE講習会」などへの受講を通して「 IE」あるいは「 QC・」手法の尊入も図られ

一時下火になっていた「提案活動」が職制層を主体として再構築され労働者自身の手による「合理

化」活動として活発に展開され， 70年以後妬なると会社ぐるみ運動としての「アクック 500」運動

（トソあたり原価を 500円切下げる）による「企業の体質を強化しようという運動」（社長通達70

年 11月）を補充する役割をもつにいたった。

3,亜鉛メッキライン職場における OJT

新高卒の若年労働者を早期に戦力化し， 「合理化」計画のもとでの増産体制を可能ならいがるに

は，職場での OJT/lJ!強化が監監者層へのOff• JTとならんで重要な柱であった。 Off• JTとしての監

督者訓練の基本的な能力向上の目的の一つがOJT'・リーダーとしての養成でもあった。

ここでは新入社員の職場導入教育および既存労働者の作業見通し，再教育訓練等についてOJ

Tの実態などについてみることにしよう。

イ；蒔入教育の特徴

第 2章でもみたよう妬亜鉛メッキ職場のライソ班の編成は， 3組3交替制を前提として一班の

編成を班長 l' 一般労働者 12人の描成になっている。班長は常日勤で1人である。

通常の作業ではこの班は表 5-9のように入側，セソクー出側の三つの作業グループに分かれ

る。新規採用労働者はそれぞれの班に欠員が生じた場合の補充という形で各班に配置されるが，各

班内部の作業グループのなかでもセンクー作業には配置されることはない。セソター作業は，炉温，

ライソスピード調整や亜鉛附着巌の調整など「 3年以上は必要」という経験的知識・技能を主たる

職場内容としているからである。従って新規採用労働者はまず出側， もしくは入側作業に配置さ
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れる。 表5- 9 亜鉛メッキ職場ライソの作業内容

出側作業に配置された場合の

禅入教育を例に述べると，その順

序と内容はほぼ次のようになって

いる。

即ち新人は検定マークをつけ

る作業を行うが，ここに最初につ． 
けるのはライソのスピードに「慣
．．．．．．．．． 
れないと大変な仕事なんですoは

じめは 30分位で交替させますが，

目がまわるといいますか。まあー

番つらい仕事を一番先に覚えさせ

るというのは酷な感じがしますが，

どこの班も大体その辺を一番先に

覚えて貰わないと雙感ほかの者............ 
たちが仕事の分担上うまくいかな． 
いということがありまして…••o 」

(HKライソ班長）

ついで記録作業に入るがこれ

は「先強の指示」に従いながら

各種の記録をつける。「レペラ

ーシャーの操作」 というのは

「運転という仕事ではなくて，

指定された長さに切れるかという

調整方法一ー一これは板の長さに

作業名 主 な 職 務 内 容

1. 入側機器巡転

入側作業
2. クレーソ運転，原料搬入

3.'メツキ漿備 → 高圧蒸気調整

3人
4. 厚板受入検査
5. 廃板計品
6. 酸化炉調整

I. センクー機器運転操作
セン’クー 2. 管理記録作業（炉混）

作業 3. 亜鉛供給附滸批，炉混．ライ‘ノスピード調整

3人
4. ドロス波上げ処理
5. リフトカー巡転管理（製品迎搬）材料迎搬暉鉛）

I. 出側機器運転

出側作業 2. 製品検定手続・運搬
3. 管理記録作業（成品ヤード，検定記録）

6人 4. 不良板サソプル採取
5. ツヤー操作

r------. -----------------------------------. ---. --→ 
’ 

1. 検定作業（ライソのメッキ板にマークを押す） ↑ i 
2. 記録作業（計器の表示の記録） 1カ月！

＇ 3. レペラシヤーの操作（指定された長さでのツヤの調整） s : 
I 

4. 出側機器運転 3カ月：

＇ '5. クレーソ玉掛，運転 ↓ ： 
''  ， 
←―------------ --------------------------
資料出所；面接調査から作成

よっていろいろな調整がございますのでここて荘定尺に切らなければいけないものですから，先翡.................................. 
がそばについてやってみせる，そして次にやってみれといってやらせるんですc まあまごついて時

間的に間に合わないとなればですね，すぐ先翡がとって代わるわけです。これですね，やっぱり出

側を止めますとね，ループがだんだん伸びていくわけです。ある限度まで伸びますと．全体のライ................ 
ソストップということになり，歩留りが悪くなります。ゃはり出側の人は新人が一人入ったからと.............. 
いってなかなか止めたがらないですね。安全上危いと思ったら止めれということを原則にしている......... 
がなかなか止めません。」（同職長） 「そして最後に大体ひと通り覚えましたらね，あとはこの

出側全体の運転。デスクに座らされましてね。こうやれば，こう動くんだ， こうやればあ日動くん

だ，という指示を与えられまして，その間今までに先蔀のやっていることをみておりますので，の

み込みはこの辺になると非常に早くてですね，大体ーカ月ぐらいで出側は非常に仕事の範囲が広い

んですけど 1カ月ぐらいたつと大体八分通り先袖に追いついたという形になると思います。」（同

職長） 「3カ月位経過しましたら今度は社内教育という目的であのホイストを与えましてで柑a

グレーソの玉掛作業をさせます。」（同職長）

以上は出側に新入労働者が配置された場合だが，入側の場合もほとんど同様で，「入側の場合
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比較的仕事が単調ですので．大体 1カ月もたちますとほとんど補充．欠員の補充として使っていけ

るくらいになります」（同職長）

以上のように新入労働者が職場に配置された場合の蒔入教育としてのOJTを具体的にみて

きたが． こうしたOJTの特徴あるいは問題点について若干検討してみよう。

まず第 1に最初にもふれたようにいわば新入社員教育の一現をなすこの職場蒔入教育が． 最

初から稼動に必要な要員の一人として組み込まれることにより．配属された労働者が班の他の労

働者に迷惑をかけないためにも．操業率を下げないためにも早期に戦力化することが何よりも要求

されることである。こうしたことから新入労働者は個．々の作業に必要な技能や知識を充分納得し

て次のステップヘすすむというよりは．与えられた仕事をとにかく一日も早く覚えることがたえず

要求されているわけである。こうした結果新入労働者は一緒に働く先賊労働者に対して「気がね」

や緊張をたえずもたなければならない。職長はこうした際に新入労働者と先賊労働者との間の調

整役として重視される。「まあ私達．その新人が入ってきた時気をつけることはですね．直接現場

にスボッと入れるものですから．非常に最初あのまわりの人間とうまく調和がとれるかどうか一番

心配なことと．それから先翡達が自分達が楽ばっかりしてなにか押しつけていないかということの

観察．それと何かワ‘ノステップ進歩したと思ったときにはですね．よく覚えたなと声をかけてやる

ことが私の実践を通じて非常に大事なことだったように思います。」（同職長）

第2に技能の習得ほ主に「まわりの者の見よう見まねで覚えるという形」あるいは「先維の

指示」によってなされているわけであるが．まずそこで新入社員の個人差によってレベルの差がか

なり生じる。「結局．なかなかやらない．覚えない．覚えようとしない．というものをどうやって

レレアップするかということが班長をして考えなくてはならないのです。」（同班長）なかrrcは他事を

覚えられない結果，若年層では退職するという事態も生じることになる。他方． ライソ全体の知識と

いうことを系統的に学ぶということが不足するために一般の労働者はかなりの経験年数をへなけ

れば．装既の異常に対する手当てがただちに対応するということにならない。こうしたことは班長

あるいは戦長に通報があってはじめてその事態に対応するというケースが多いようである。

「このライソについての知識ですか．そういうものをもっとやらなければいけないんじゃない

かと思うんです。それほどういうことかと云いますと． まあ何か本当は一般の作業員がですね．何

か異常を見つけたときその場ですぐに手当てをした方がよいこともたくさんあるわけです。それが

実際はですね．手当てしていいかどうかと迷うものあるいは手当てしていいかどうか班長なり私の

ところへ知らせるケースが非常に多いわけなんです。それともう一つはあの動いているものは実際

はあの異常な状態で稼動している場合があるんです。けれどもそれをですね記録をとりながら歩い

ているとですね．それを察知できる機会が充分あったにもかかわらず記録をみますとある時に異常

を呈l．ていたということがあるんです。そういうものをどうやって意識的にとらえるようにするか

対応できるようにするかということで班長達とも話し合ったのですが．そういう教育的な機会をつ

くることについてまあ全社的な要素がからみ合っているものですからね．現場単独でほなかなかそ

こまでレペルアップを強引にすょめることができないのが悩みなんですけど」（同識長）

つまり．早期戦力化のもとでは．一般の労働者は，技能習得といっても操業のためのギリギリ

最低の「動作」を覚えるだけで．本来的な意味での技能習得ということからはかなりかけ離れてい

るといえよう。

第 3に先の禅入教育の事例の職長の話にもあるように．ラインの稼動をとめない，つまり操
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業率を低下させないということが新入社員が配置された場合でも重視され安全面よりも歩留り＝

「生産性」の向上が現場全体に課せられていることである。ライソストップをしないということが直接

の原因でないにしろ．この職場でも職場配置後一年位の労働者が装置に巻き込まれ死亡するという事

故もあり．安全面での教育が導入教育としてのOJTのなかで軽視されがちということができよう。

ロ．職場懇談会を軸としたOJT

亜鉛メッキライソの稼動時の技能習得過程については別のところで述べたが．稼動後も亜鉛の

付着撒調整方法の改善（ロールコーテイソグからVJCへ）．あるいはライン・スピードの増速な

ど工程の部分的改造がおこなわれてきたが． こうした場合． ライソ稼動時の技能習得形態と同様に

当該機械設備を蒔入している他企業（亜鉛メッキライソの場合は新日鉄名古屋製鉄所の場合ほとんど

である）に研惨生を派遣Lて一応の操作方法を学ばせている。しかしこのような改良の場合は多人

数ではなくて．職長．技術員といった者が少人数派遣されることが多い。 69年の VJC禅入時を

例にとると次のようになる。

「VJCの場合．ダイスは新日鉄の釜石工場で作ったんです。それからあの加熱蒸気発生装置

はですね．日本ファーネス．計装関係はフアーネスとヤマタケハネウニルがやっでもります。工事の時．そ

れぞれの会社の方から技術に関する使い方を私達（職場の）全員が説明をうけたわけです。これは

約 30分から 1時間ぐらいの間です。」

「私ともう一人が（新日鉄の）名古屋工場で4日間いきました。（名古屋工場では）このダイ

スの間隔とかそれから溶けてる溶融亜鉛の表面からどれくらいの高さとかまあ一応名古屋さんでや

っておられるものをですね．我．々が見聞きしてあのノートしてくるなり或いはむこうから資料いた

だくなりなんかしたのを参考にしましてね．一応ぶっつけ本番をやったわけです。そしてまあどれ

ぐらいついているか検査しまして，まあ幸いにすぐに製品ができたわけです。最初は輸出向けでは

なくて大体 3カ月位テストと本番両方を兼ねて国内関係をやったわけです。」

「私達でセソクーの全員がこれをできるように順次おしえていきました。」（以上職長の話）

この例からもわかるように工程の部分的変更の際も職長・技術員あるいは班長層を軸とした．

OJTによって実際の操業と並行しながら新技術あるいは技能の伝達をおこなっていることが特徴

である。

ところでこうしたOJTの推進にとって重要な役割を果すものとして「職場懇談会」がある。

とくに同社が推進する「提案制度」あるいは70年から始った「アクック 500」運動を職楊芍で徹底

させる役割を果すものとして「職場懇談会」は一つの職場教育としての機能も果している。

「職場懇談会」は当初は「職場安全懇談会」と呼ばれていて安全教育を主体としていたが．会

社側と組合の間で「生産委員会＇」等が設けられ生産性向上運動が全社的に推進されるようになると

「自分達の身の回りの事一切を話し合う」（同職長）ということで，歩留り向上や改善提案推進の

話し合いの場として位置づけられるようになった。

この「職場懇談会」は．定期に決められているわけでなく．ライ‘ノストップの際やあるいは勤

務明けの班を対象に職長がこれを招集し．大体月に 1回程度ひらかれているようである。

以上のように職場レベルでの教育訓練の主体は職長を中心とした職制層が推進軸となっていて．

OJTにおける職長・班長層の役割がきわめて重視されるにいたった。
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第 4節 小捧メーカーにおける教育訓練の特徴

第 1節でも述べたように小捧メーカーの調査企業では定型的な社内教育訓練はほとんど実施さ

れていない。新規学卒者の採用が少なく中途採用者が探羽の大半をしめるということから．労働者

個人に対する画ー的な教育訓訓練の実施がむずかしいということもその理由の一つである。しかし

このことは教育訓練が全く行われていないということではなく．他方では「合理化」の推進．職制

機横の整備，労働災害の増大などによって教育訓練に対するニーズも増大していることは確かであ

り， Off•JTのような形態が見られないのは管理職がそうした訓練を企画，立案する能力がないこ

とによることも大きな要因となっている。「実はまあ， よそさまのように教育をきちんとやった方

がいいんでしようけども，なかなか人員的妬もそこまで余裕がつきませんし，私共自身←＝管理職）が勉強

するチャンスがございませんのて十分なことは出来ませんでした。」（富士工業総務課長の話）

採用労働者に対する職場適入教育訓練や，設備の変更に伴う再教育訓練もその多くは，作業長，

職長，班長というような現場の職制層が必要に応じて実際の作業を通して，それぞれの職制の経験

と考え方に応じて実施されてきたといえよう。

1,新入社員教育および職場導入教育の特徴

富士工業，北海鋼業とも最的には少ないが，新期高卒を 3月あるいは4月に定期採用しでi‘る。

こうした新規学卒者|む他の中途採用者が一つの作業に固定的に配置されるのに対し工場各部門の

全般に亘ってローテーショソがおこなわれるのが注目される。「高卒の場合は，工場の出来るだけ

多くの仕事を覚えさせます。そして出来たらこちら（＝管理部門）の方にもあげてやるようにして

いますし，班長や作業長にもなって貰えるよう仕事を覚えて貰わないとね」（富士工業，総務課長

の話） 「うちの場合，極端な差はないですね。高卒でも圧延にも，製鋼にも入れますね，そして

現場を覚えさせてそしてまあいずれ記録にもってくるとか，記録主任になる遁を進みますが，やは

り一応現場を覚えさせてね，特にまあ，例えば工作関係に入れで図面かかせるとかありますけど，

それにしても現場に入れてある程度まで現場を覚えさせてからやらせるというコースをとりますね」

（北海鋼業総務課長）

北海鋼業における新入社員教育訓練は次のような内容になっている。

「まず2日間位，社内規定とか就業規則とか安全とかそういうものを教えます，その他各課で

1日か 2日か仕事の内容の説明をします，各課で安全教育をやって，それから現場に出します。現

場では班長とか職長が指溝してしヽくんですね，あとは技術会議とかそういうもので質問させて教え

ていきます。」（同総務課長）

中途採用者でも 20歳代の若い層は北海鋼業の場合，職場でのローテーシヨソはそれほど違いが

ない。

「若い人の場合，圧延の場合は入ってきたら最初は操炉やらして，そして次にカックーの方に

いって，粗ロール，中間，仕上げのロールをやらしてある程度やって粗ロール専門とか中間専門と

か仕上帷厚門とかになるんですね，それは 1年位かかりますね，そして全体を叉おぽえていくので............... 
す。実習期間というものはありません」（同総務課長）

では，中高年齢層の未経験の場合はどうであろうか，

「うちの場合，中途採用者といっても 30歳前半位までです。まあ年をとった人の場合，製鋼の

造塊とか，炉前，あるいは圧延の操炉に直接つけます」（同総務課長）
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例えばF氏の場合，中学卒業後クリーニソグ店，鉄工場，大平工業（新日鉄室蘭スラプヤード

のキズ取り），工務店など職場を点．々とかわって 7年後に北海鋼業に23歳で入社し製鋼の炉前一本

できて，現在は炉付伍長に昇進している。

またKさんは 1944年妬中卒後雑貨店，石油販売所長，自営業とかわって 64年に入社後，製鋼

作業造塊作業をずっとやってきた。さきに述べたF氏やその他の20歳代前半の者が伍長などに昇進

しているのに対し， 38歳で入社したK氏は仕事も地位も変化がない。

以上のように新規高卒者の場合管理部門への登用を含め職制への最短距離をすトむのに対し，

中途採用者の場合とくに中高年齢層の場合は，会社側の都合で配置転換される以外は職場は固定さ

れて，昇進も遅い。しかし新規高卒労働者も，中途採用者と共通しているのは，蒔入教育期間とい

うようないわば実習期間がなく，ただちに要員内に組み入れらね即戦力としての役割がもた苓れ

ていることである。

2,安全教育の特徴

第2章の「合理化」の展開のところでもみたように，北海鋼業，富士工業，それに豊平製鋼も

労働基準局の特別安全指定事業所妬70年を前後してそれぞれ指定されるなど，労働災害の増大が目

立った。このことは先に述べた要員「合理化」，過勤務と呼ばれる長時間労働にもその原因がある

といえようが，他方では即戦力化ということでの未経験労働者に対する技能教育をほとんど実施す

ることもなく要員内に組みいれ増産をすいめた生産体制に起因するところも大きいといえよう。

こうした労働災害の増大は労使間でも安全問睦に対して放置出来ない課題となった。

「（労務管理上の問題として重視し℃ヽるのは），まず第一には私のところでは安全ですね，安

全の関係ではとにかく 69年の 11月に死亡事故を一件出しておりますから特にこの面では安全管理

の規定みたいなものを作ってですね，特にこれには力をいれています。」（富士工業総務課長）

ここでの死亡事故というのは富士工業第 2圧延工場のロール調整作業中の事故で， この他に骨

折などの労働災害が相次いだ。

こうした事故について労使間の交渉が行われてきたのが「安全委員会規定」であった。

この規定は「富士工業株式会社室蘭工場の安全衛生管理の機構について定め，災害の防止と保

健衛生の向上を図り，以って作業能率向上に資することを目的とする」（同第 1条）ということで，

これまで安全管理者として定められた管理職を中心とした安全活動を，労組および現場労働者の全

てを組織した「安全運動」として展開しようということでそのため次の三つの機楷を設けた。

(1) 中央安全衛生委員会

(2) 安全衛生関連部会

(3) 安全衛生季員会

これらの組織の関連は図 5- lのようになっている。

中央安全衛生委員会比 ィ安全衛生に関する各種行事計画， 口災害原因分析・災害事故防止対

策，ハ安全衛生関連部会から提案された事項，二その他が審談されるが， もっとも現場労慟者四密

接しているのは安全衛生関連部会（普通関連部会と呼んでいる）である。

この関連部会は図のように五つの部会からなっており，それぞれの職場の本エと社外企業（岡

本工業，北振運輸，産業振興）の労働者を対象としていて， ここでは災害発生時における原因調査

並びに対策討談の他に，設備改造時における意見交換が談題にされていて，設備変更時の再教育プ

ランが話し合われるなど注目される。
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叉，各課の安全衛生週番委

員は毎日始業時前並びに終業後

のバトロールを実施，不安全箇

所の点検・摘発の他「本作業続

行不能な異常を認めた場合」と

いう条件付きではあるが「本作

業の停止叉は休止を指示する」

（細則第 7条）権限をもつとさ

れていて，運用の仕方次第では

効果が期待されるものである。

こうした「安全運動」は，

要員問題，長期間労働，技能技

術教育の不充分さなどを解決す

るものではなく， 目的にもある

ように「作業能率向上に資する」

というように「合理化」を補完

するものとはいえ，関連部会・

安全衛生会談などの職場討談に

より，作業条件，作業の見直し

などが現場労働者の課題となっていることも討厳されることによって何もなかった状態よりは改善

されていて，一般労働者の反応も「自主的にやれるのでよい」（第 1圧延操炉係， 40歳）というよ

うに稼極的に評価する意見が調査労慟者も開かれた。しかし，他方では「安全運動」の一現として

職場で職制が中心になって組織された「安全サーク／りでは「声かけ運動」（玉掛時の復唱など）の

他に「チニーンの損傷に対する研究」などあとで述べるところのQCサークル活動としても組みい

れられ「作業能率の向上」という側面がその後強調されることにもよって「労働強化につながる」

（第一圧延，結束係 42歳） という声も現場労働者から聞かれるなど「合理化」との補完関係が強

化される傾向もあり，労組の姿勢が問われているとみることができよう。

以上，富士工業について主に述べてきたが，北海鋼業の場合は「安全委員会」（工場全体の労資

構成），「安全プロック会議」 （各職場毎，職制が主催）などがあり， これらは月に 1回の割で開

かれている。

このうち「安全プロック会談」は， 「ヘルメット着用」などをスローガソ化した無事故運動や

不安全個所の改善などを課題としていて，「技術会談」は職長が主催する形式で月間生産目撰， 作

業能率，作業槻準の見直しが討眺実施され，時には作業技術面での「先翡・後輩の話し合い」もお

こなわれということである。

北泄鋼業の場合，労組が「合理化」のところで述べたように「要員問題」などについても他の

調査企業よりもシビアに対応し，組合活動も活発であるが，安全問語では「安全プロック会談」や

「技術会議」を否定的に評価するということではなしvc,不満をもちながらも稲極的に対応してい
るように思われな

「安全プロック会談Jについて

表5-1 富士工業の安全管理機構図 (71年現在）
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「十分だとは思わないが効果はある」

（圧延ロール班長 39歳）

「安全大会では設備に対する不満も出します。要求を会社側がすぐ取り上げてくれないのは問

題だが」（製鋼造塊 46歳）

「班毎妬まとめて意見を出します。ある程度は事故を防げていると思う」（製鋼造塊 32歳）

ロ， 「技術会議」について

「単に生産を上げるということよりも， もっと上AJが仕事に関する教育的配慮がほしい」

（炉付伍長 32歳）

「設備に対する苦情は，会社がやってくれる場合もあるがやらない場合もある……金のかかる

ことは余りやらない」（精整カックー係嘱託 55歳）

「みんなで話す機会がないかがこういうのがあってもいいのではないか」

（炉付伍長 32歳）

こうした意見は調査労働者全てに同じということではないが， こうした会社側の「安全運動」

が真の意味での安全教育ではないにしろ，労組や現場労働者の対応の仕方によっては会社側に設備

面・労慟条件などの要求を具体的につきつけたり，あるいは職瑚知術教育に対する要求を具体化す

る場にもなりうる側面をもっていることは軽視できない。

3, QC活動の現状

富士工業では新日鉄室蘭下請協力会のメソバーでもある関係から， 70年には協力会を通して，

QCサークル活動が苺入された。

しかしQCサークル活動はまだ作業長，班長といった職制段階での討談に止まっていて一般労

働者の間には浸透しているとはいえない。けれども他方では管理職が新日鉄室蘭の IE講習会に受

講するなどQCサークル活動を実施するための基盤作りはす上められている。先に述べた「安全サ

ークル」もそうしたQCサークルのテストケースとされている。

QCサークル活動が「自己啓発」の一端として一般労働者に浸透するためには次のことが障害

にならざるを得ない。室蘭の社外工労働市場と生なり流動性の激しい中途採用者を主体とした労働

力絹成，一つのボジショソのみを体で覚えさせるような技能養成体制が，鉄鋼独占体の意図する，

「身も心も会社に捧げる労働者づくり」による安上り「合理化」を推進する「近代的」労務管理と

は矛盾した形で表われでるを得ないということになろう。

〔後記）

新日鉄の成立後，傘下の系列企業の再綱は最重要課題として問題とされ，新日鉄社内でも「平井

委員会」も設けられ検討されてきた。この再編成が本格化したのは75年以後で，懸案だった特殊鋼，

平電炉の合併再絹成が現実化してきた。前者は日特鋼，特殊製鋼，大同製鋼の三社の合併であり，

後者は1日八幡系の「日本棒鋼」グループの合併問題である。特殊製鋼に典型的にみられるように，

こうした再編成は設備・労働者のスクラップアンドビルドとして社会的にも深刻な形で進展してい

る。更に染現在の不況下での大巾な操業短縮など状況もかわってきている。

本稿ではこうした動きを関連させて展開出来なかったことは大きな欠陥であるが，ここでは新日

鉄室蘭を頂点とした労働力の編成・陶治の重層的構造を明らかにすることを主目標とした。

系列化全体の問題は特殊鋼調査と乎行していずれ発表するつもりでいる。
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鉄鋼大手独占体製鉄所における労務管理の実態

序節研究の課題

本稿の課題は鉄鏑独占企業における労務管理の実態を明らかにし，そこに内包されている矛盾

を探ることにある。

周知のように，鉄鋼独占企業は日本の基幹産業として，戦後国独資の機棉をフルに活用した

三次に渡る設備「合理化」によって，その生産力水準を飛躍的に上昇させた業種であるが，この

「合理化」の過程は同時に，労資関係の再絹成＝「安定化」を不可欠のものとして推し進め，今日

では独占企業労組のすべてが労「使」協調を標榜するいわゆる組合主義者集団によって

牛じられている。こうした，一方での荷酷な「合理化」の進行と，他方でそれを支える

ものとしての組合主義者集団による労働組合の掌握のなかで，鉄鋼独占資本の労務管理は60年

代後半以降いわゆる能力主義管理へと移行してきている。この新しい労務管理が，如何なる形態を

とりながら労働者支配を貫徹しているか，またそこにはいかなる矛盾が蓄稲されてきているかをつ

ぶさに明らかにすることは，労鋤組合の右旋回を克服するための最も基廃的な作業の一つとなるで

あろう。

本稿に於て直接対象とする企業は， 日本最大の独占資本である新日本製鉄の室蘭製鉄所で

ある。室蘭製鉄所は，いうまでもなく，労働者 8千人（社外工を含めると 1万 6千人）

を擁する北海道における最大の企業であり，そこにおける労使関係の帰趨の与える影聾が単に室蘭

市のみならず全道に及ぶものであることはつとに指摘される通りである。

本稿に使用するデークーは70年から73年にかけて行った労働者調査結果を中心とするものであ

る。

第 1節 M製鉄所における「合理化」の現段階的特質

労務管理の実態をみるに際して， 「合理化」との関連を無視することが致命的欠陥になること

はいうまでもない。しかしその点について詳述することは紙数の凋係上割愛せざるをえない。基本

的には前回報告書『鉄鋼業の「合理化」と企業内教育I』に譲ることにして，ここでは「合理化」

の現段階的特質について何点かを指摘することにとどめる。

まず第 1に，図 1に明らかな通り，三次に渡る設備「合理化」により不況期を除けば一貫して

生産高の飛躍的上昇をみており，更に78年までには年産600万トソ体制にもつていく設備更新計画

が予定されているのに対し，逆に生産現場労働者数は62年以降減少の一途をたどり，この10年間に

2千名強の要員削減が行われ，更に70年から始められた「プロジニクト 500運動」 (1人当り年間

生産高を 500トソに引き上げる運動）のもとでは，数年間に約 2千名の要員削減がめざされている。
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このように， 60年代後半以 図1 室蘭製鉄所鋼塊生産高•生産現場労働者数推移

降の「合理化」の特徴は，生産

規模拡大のための設備投資と併

行して，いわゆる人べらし「合

理化」が前面におしだされてい

ることにある。それは， 73年の

室蘭製鉄所のスローガ‘ノである

「リフレッシユ室蘭」に象徴さ

れるように，新鋭製鉄所の相次

ぐ建設の中で，それに比肩しう

るだけの労働生産性の向上が追

求されているからに他ならない。

そして余剰化された労働者は君

津，大分などの新鋭製鉄所の稼

働要員として配置転換されてお

り，室蘭製鉄所は他の釜石，八

幡などと並んで，新鋭製鉄所の

労慟力供給基地としての役割を

果しているのである。

第2には， その人べらし

「合理化」の手段として，職場

IO万 t

r -．．̀ 
40士ー一鋼塊生産高 ＇ : ‘‘・ヽ

―---•生産現場労働者数'
ヽ・ '‘‘  i ¥ 

＇ 
＼ 

f ¥ 
、¥、

30 

20 

10 

，
 

＇ 

‘, ．
 

＇ ＇
 

‘‘ 
9
.
 ー

ー

＇ 
,‘
 ヽ
ヽ

ヽ
ヽ
f
 

i
 

L
 ,‘
 
/
 
‘‘
 ・、

｀
 
｀
 

ヽ
,`ヽ
 
ーヽ

＇ 
．ヽ＇ ＇ ヽ
，ヽ．
 

（注）生産現場労働者数

には事務員・技術は等は

含まれない。また58年の

労慟者数は不明。
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資料出所；『室蘭製鉄所50年史』

と職務のドラステイックな再編 『有価証券報告書』『鉄鋼労働ハンドプック』

成が進行しつつあることである。 ょり作成

人べらし「合理化」の主要な形態はいわゆる省力化投資による労働集約的作業の機械化， 自動化や

社外工への下請化にあるが， 60年代後半から70年代にかけては，それと並んで，作業範囲の拡大，

多能エ化，作業のプール化という形態をとりながら，シビアな要員削減が進められている。たとえ

ば，ラインの労働者に整備技能教育を施すことによって簡単な保全修理をもライン労働者の職務に

含めたり，製鋼部門の三つのクレーソ職場を統合したり，あるいはまた，加熱炉運転，圧延機運転

捲取機運転，クレーソ運転などの質の異なる作業を一つの職場にまとめたり，という具合である。 ‘‘ 

つまり今日における人べらし「合理化」は，単に一つの職湯の労働者数を減らすというだけでなく，

職場そのもののあり方を再編成するという段階へと進んでいる点に最大の特徴があるのである。

第 3に， こうした人べらし「合理化」の結果，職場では常にギリギリの要員で作業がなされる

ため，新規入職者の早期戦力化がはかられ，更に誰でもがどこの作業でも出来るという全面的なジ

ヨプ・ローテーショソの体制がとられている。その結果，職場の中での技能水準の平準化をもたら

し，いわゆる技能序列が，かつてのように労働者の序列付け—ー格差付けの機能を果しえなくなっ

てきている。そしてこうした技能序列の崩壊が新たな労務管理体制の登場すなわち能力主義管理を

必然化しているのである。

最後に指摘しておかなければならないことは，言うまでもないことだが，こうした「合理化」

が著しい労働強化をもたらしていることであるo表 1は69年に行われた意識調査結果の一部である
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表 1 労慟強化に関する意識調査結果 (69年 10月）

（ィ） 「ここ 1~2年前にくらぺてあなたの仕事はきつくなりましたか」
-- ----F--ヽ ,. -h―.. ャー•一 99 99 9 ’' T「―---

かなりきっ 少しきつく あまりかわ むしろらく
わからない N A . 

くなった なつた らない になった

•' 

総 計 48. 8 26. 3 13. 6 2. 0 3. 2 6. 1 

事務・技術職 20. 3 30. 3 34. 0 5. 9 3. 4 6. 0 

現場（常昼） 35. 6 33. 3 18. 6 2. 0 4. 9 5. 6 

現場（交替） 60. 6 23. 7 7. 1 1. 0 2. 5 ` 5. 1 
N ． A 53. 9 16. 4 8. 6 2. 2 2, 4 

（コ） 「きつくなったと答えた方は次のどういう面できっくなつたと思いますか」

作業試が 作業範囲 要偵が少 勤務体制

多くなっ が広くな なくなっ がきびし

た った た くなった

総 計 33, 8 26. 9 35. 4 4. 5 

事務・技術職 3. 4 20. I 14. 5 2. 8 

現場（常昼） 31. 2 28. 6 23. 4 3. 6 

現場（交替） I 4 2. 6 28. 2 45. 5 5. 1 

N • A 33. 2 25. 6 54. 0 5. 7 

資料出所；新日鉄室蘭労働組合「意識調査報告書」より

注 1．調査票配布枚数5,921, 回収数5,691

職制の管 精神的緊

理がきび 張がたか

しくなった まつた

5. 1 15. 1 

2. 2 9. 3 

6. 9 12. 5 

5. 0 18. 1 

5. 9 I 0. 5 

16. 4 

何となく

きつくな

った

2. 0 

1. 1 

3. 0 

1. 6 

3. 5 

計

,100. 0 

100. 0 

100. 0 

100. 0 

100. 0 

N・A 計

28. 1 150. 9 

54. 4 108. 0 

33. 6 142. 7 

19. 1 165. 2 

29. 9 1 48.2 

が，交替現場の84％の労働者が労働強化を訴えており，その内容としては「作業量が多くなった」

「作業範囲が広くなった」「要員が少なくなった」「精神的緊張がたかまった」などをあげており，

「合理化」の実態を反映しているといえよう。また，次の労慟者の話は，今日における労慟強化の

質と将来に対する不安を如実に表わしている。

「昔はやつばり労慟的に消耗しましたね。やつばり今は精神的ですね。精神的負担が重いです

ね。緊張のほぐれることがないですね。昔ならどんなにきつい仕事であつても息抜きありましたよ

ね。でも今は息抜きがないですもね，全然ね。現在はこれでいいけれども，これ以上強くならんか

つていう問題になると，やつばり不安ですね。もう，あれですね，神経がピリピリするわけですね3

そうしてくると食欲がなくなって，睡眠をとらなきゃならんだけども熟睡ができなI,'oだから重労慟やつてい

るときよりもつらいですよ。．」（ 43オ）

以上，現段階における「合理化」の特徴的と思われる点を何点か粗述したが，かなり断片的，

一面的であることをまぬがれない。いずれ日を期して稿を改めることにして，こうした「合理化」

の進展過程のなかでとられてきた労務管理の実態について目を向けることにしよう。

第2節 作業長制度，新人事制度と昇進ー昇格管理の実態

鉄鋼独占体企業における労務管理体制の再編成のメルクマールは，さしあたり，作業長制度の禅
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入と職能的資格制度の導入におくことができる。表2と表 3は両制度の普及状況を示したものだが，

作業長制度は50年代後半から60年代前半にかけて，職能的資格制度は60年代後半に，独占各社に相

表 2 作業長制度の普及状況

達入時期 会社・工場名

I 9 5 8年 99月 八幡製鉄・戸畑

59年 2月 日本鋼管•水江

60年 6月 八幡製鉄・光

6 I年 7月 住友金属・和歌山，東海製鉄

I 0月 八幡製鉄・堺

6 2年I2月 住友金属（全社）

6 3年 5月 八幡製鉄・八幡

64年 3月 窟士製鉄（全社）

6 6年 3月 日本鋼管（全社）

4月 日新製銅

表3 職能的資格制度の普及状況

年 月 ムコ 社 名 名 称

6 7年 3月 日本鋼管 社員制度

6 7年 4月 神戸製鋼 資格制度

6 7年 6月 八幡製鉄 職掌制度

6 7年 10月 宜士製鉄 職能制度

6 7年 住友金属 識分制度

（注） 住金の識分制度は6碑環：実施されたものが

67年に改訂されたものである。

資料出所；『鉄鋼労連調査時報』No.102

19 70. 9 

資料出所；前掲『鉄鋼業の「合理化」と企業内教育I』から

次いで蒔入されていることがわかる。室蘭製鉄所の場合は旧富士製鉄時代の64年に作業長制度が，

67年に職能制度が，それぞれ濁入された。

作業長制度についてはすでに数多く紹介されているので多言を要しないと思うが，ひとことで

いうとそれは戦後の「合理化」過程が年功的熟練の陳腐化を伴いながら生産技術水準を高めてい

くなかで，ネックとなつてきた旧職制層を再編成し}同時にそれを通じて労資関係をも再編成しよ

うとするものであった。したがつて，それまでの年功的熟練の体現者として年功序列の頂点に位置

するものであった「組長」に替わつて，作業長は，現場作業とは一応切り離されて，作業管理と労

務管理とに専念する現場第一線の監督者として明確に位置付けられたものであった。

そして，こうした現場職制層の再編成に一定の目途がついた段階で，再網強化された職制層の

もとで一般労働者を統轄する制度として職能制度が禅入されたのである。職能制度は，八幡製鉄と

の合併による新日鉄の成立に伴つて， 70年10月，新人事制度へと改組されたが，それはほぽ旧富士

製鉄の職能制度をうけついだものなので，新人事制度によってその概要を説明することにしよう。

新人事制度はひとことで言えば，作業長ーエ長ー一般という役職序列とは別に，図 2に示した

5段階の資格区分序列を設けるというものである。そしてその格付けあるいは昇格は「職務および

職務遂行能力並びに業務への貢献度」という三つの基準によってなされるという。「職務」はいわ

ゆる役職位で，作業長一統括主事，工長ー主事という対応をなすが， しかしこのような役職位にな

くとも統括主事，主事への格付けはなされるのであり，そういう意味で役職序列とは別の新たな

「社員序列」なのである。それは「能力はあっても，相応の役職（職務）につけない者については、

能力に見合う資格への昇格」， 「会社業務に精励格勤し，貢献度のある者については，それ相応の

資格への井格」という具合に， 「職務遂行能力」と「業務への貢献度」という基準によるものであ

り，この基準による格付けのほうに，新人事制度の中心はあるのである。そして新人事制度が，職

能的資格制度あるいは能力主義の人事制度と称せられる所以は，年功だけではなく「職務遂行能力」

による格付けもなされているという点にある。その実態については後に誤ることにして，次に昇格
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年限についてみると，表4のように，担当補から主担当までは最長経過年数による自動昇格が認め

図2 新日鉄の新人事制度

＜識務層区分＞ ＜資格区分＞

（ 
生産管理

） 
その他

識務
（）  
識務

＇ 

ライ ン系列 スクッフ系列 横割区分 要 件

作業長またはC分類の戟務を遂行

作業長職務 C 分類識務 ←→ I統括主事 するに必要な経験， 能力を有する

者。

工長またはB分類の賊務を遂行

工 長 職 務 B 分類職務 ←→ 1主事 するに必要な経験，能力を有す

る者。

一般またはA分類の織務を俊秀に

主担当 遂行するに必要な経験，能力を有す

る者。

一般またはA分類の識務を標準的

般 職 務 A 分類蹴務 ←→ l担当 に遂行するに必要な経験，能力を有

する者。

一般またはA分類の蹴務を標準的

担当補 に遂行するには経験，能力が十分で

ない者。

資料出所；室蘭製鉄所労組『組合ニュース』No.224 70.8.14. 

られているが， しかし最長と最短との差は13年もあ 表4 新人事制度における資格区分Q附各争浪

り， しかも主事以上への昇格は保障されていない。

また，昇格選考方法は，担当補から主担当までの昇

格は書類審査と面接によつて行われるが，主事への

昇格にはそれに筆記試験が，また統括主事への昇格

にはレポート審査が加えられるc、これらの昇格選考の対

象となるためには，いずれも所属長の推薦を条件と

しており，形式的には主事への昇格選考の場合は勤

続4年以上の者には本人の希望で受験資格が与えら

れるが，所属長の推薦なくして昇格することはまず

あり得ないといってよい。このように資格区分の昇

格管理は資本の手に完全に掌握されるようになつて

おり，従ってさきの「職務遂行能力」「業務への貢

献度」という基準もその内容のあいまい性から，資

最短年限 通常年限 最長年限

担当補

↓ 2年 2年 5年

担当

担当

↓ 2年 8年 1 2年

主担当

--

主担当

↓ 2年 1 0年

主事

資料出所；図2に同じ

注；昇格年限は74年以後変化している。

本の恣意的管理を合理化する基準となっているのである。こうして新人事制度は，再網強化された
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職制層を頂点に，崩壊しつつある技能序列にかわって全労働者を「能力主義」の名のもとに資本の

意にそうように序列づけようとするものであるということができる。

以上みてきた作業長制度と新人事制度が，今日における労務管理体制の大枠をなしているので

あるが，その昇進昇格管理の実態について次に検討することにしよう。

まず役職位の昇進であるが，作業長制度禅入時の作業長のほとんどは旧組長からの横すべり組

によって充足せざるをえず， したがつて基本的には旧組長型の作業長という過渡的な性格をまぬが

れることはできなかつたが，次の教育課長の話にあるように，近年になつてようやく作業長制度本

来の作業長が育つてきつつあるといつてよい。

「作業長をバックアップするエ長層が，現在の作業長よりだいぶ高卒もはいつていますので，そ

ういう連中が作業長をパックアッブするという体制{こナょっているo従っ℃現在の工長層が作業長

に育つた段階で本当に望ましい期待される作業長ができあがるのじゃないかと思つています。」

（教育課長の話， 70年調査）

従って作業長制度本来の主旨に則した昇進管理は現在の段階ではむしろ工長への昇進において

みられるといつてよいが，しかしいずれにしても今日における役職位昇進の基準はかつてのような

年功におかれていないことは確かであろう。 I 

「経験年数は無視されたような状態で，工長になつてすぐ作業長になる人もいる。端的にいう

とやつばり年功序列制じゃないということなんですよね。だからもう優秀な人は若手であってもど

んどんあがるということなんで，古い人の考え方としては，あきらめムードということなんでね。」

(46オ，高小卒，工長）

年功のかわりに今日の作業長，工長に要求されているものは，仕事の上での能力もさることな

がら，人望や統卒力，租極性などなのである。

「いまはもう作業長ということになってくると，仕事は二の次だと思うんですけどね。やはり

如何に皆んなをうまく使うかということですね。」 (43才，高卒）

「上にあがるにはただまじめに仕事するというだけではだめで，人をひつばっていくような人

でないとだめだ。」 (29オ，高卒）

だがもちろん，統卒力などといつても一般的な意味でのそれではなく，あくまでも資本にとつ

て都合のよいそれでしかないことはいうまでもない。

「いま一番早く会社の上役になるには，もう，上の人に，会社の思う通りな態度をとつていけ

ばなれるんでないかつていつてますけどね，やはり仕事がある程度できて，それから人間的にもす

こしはできないとだめですけどね。だから要するに，会社のほうにペックリしているようでも，我

々作業員にもすごく親しめる人間がすぐなる。」 (19オ，高卒）

それ故にまた，若年層からも，中高年令層からも，次のような痛烈な批判がなげかけられるの

である。

「見かけだけでも一生懸命やる。えらい人が見てる前で一生懸命やりや，一生懸命ゴマすつて

そうしてりゃなるんでないかい。やつぼり口のうまい人だね。だから上のほうにいったら全然仕事

しなくなる。作業長，工長，責任クラスまではまず仕事しないね。下のほうが一生懸命やるし，仕

事も覚えてる人のほうが多い。そういう人にかぎつて仕事は全然しないし，そして上のほう，掛長

とか工場長が来たらうまいこと言つて，そういう人が多い。」 (22オ，高卒）

「我々から見れば，全然能力なくても作業長や工長になっている人いるけどね。」 (45オ，高
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小卒）

こうして職位昇進は，年令，勤続年数序列をのりこえた，いうところの「能力」本位の昇進管

理が主流をしめてきており，若年のエ長，作業長が登場してきつつある。そして逆に，中高年令層

は職位昇進からは完全にとりのこされてきているのである。

「やつばり若年の人の進出がめざましいですからね。昇進の可能性はうすくなったと思います

ね。」 (46オ，高小卒，工長）

「昇進の見通しはありませんね。」 (49オ，高小卒）

一方，新人事制度の昇格管理の実態を，まず，資格区分別労働力構成でみると，表 5' 表 6の

通りである。大まかにいえば年令，勤続年数が高くなるにつれて資格区分も上がるという傾向をみ

ることができるが， しかし，主担当以上では上下の格差が大きくなってきており，昇格管理による

表 5 資格区分別年齢別労働力楠成比 (69年 10月）

19才以下 20~24オ 25~29オ 30~34オ 35~39オ 40~49オ 50オ以上 N • A l I• 

総 計
ヽ 5.1 9. 2 18. 0 12. 3 10. 7 26. 3 14. 4 4. 0 100. 0 

(100. 0) (100. 0) (100. 0) (100. 0) (100. 0) (100. 0) (100. 0) (100. 0) (100. o) 

総括主事 0. 3 0. 8 7. 6 13. 8 8. 6 32. 1 33. 7 2. 9 100. 0 

(0. 3) (0. 6) (2. 8) (7. 6) (5. 4) (8. 2) (15, 7) (4. 9) (6. 7) 

主 事 o. 1 1. 0 12. 9 9. 5 14. 7 39. 0 20. 3 2. 6 I 00. 0 

('0. 3) (3. I) (20. 8) (22. 6) (39. 8) (43. 0) (4 l. 0) (19. 0) (29. 1) 

主担当 O. I 0. 2 12. 9 17. 7 15. 5 35. 2 15. 4 3. 0 100. 0 

(0. 7) (o. 6) (22, 1) (44、5) (44. 5) (41. 2) (33. 0) (23. 0) (30. 8) 

担 当I 21. 3 51. 5 16. 8 3. 8 3. 3 2. 3 1. 0 I 00. 0 

（ ー） (3 7. 4) (4 6. 1) (22. 0) (5. 7) (2. o) (2. 6) (4. 0) (16. I) 

43. 2 ， 
ヽ

担当補
44. 9 8. 7 0. 5 0. 5 1. I 0. 9 0. 3 100. 0 

(96. 9) (56. I) (5. 6) (o. 4) (0. 5) (0. 5) (0. 7) (0. 9) (11. 5) 

N • A 1. 6 
2. 2 6. 2 5. 4 9. 2 29. 6 19. 4 26. 4 100. 0 

(1. 7) (2  3) (2. 4) (2. 9) (4. 1) (5. I) (7. 0) (48. 2) (5. 8) 

資料出所；前掲「意識調査報告書」をもとに作成

表 6 資格区分別勤続年数別労働力棉成比 (69年10月）

4年以下 5 ~ 9年 10~14年 15~19年 20~29年 30年以上 N • A 計

総 計 13. 8 21. 4 13. 3 6. 9 33. 9 5. 5 5. 2 100. 0 

総括主事 2. 1 9. I 9. 1 10. 7 42. 3 24. 5 2. 1 100. 0 

主 事 2. 1 12. 3 9. 1 10. 3 55. 5 8. 3 2. 4 100. 0 

主担当 1. 5 17. 0 24. 8 7. 5 41. 6 3. 6 4. 0 100. 0 

担 当 13. 4 69. 4 11、3 o. 9 3. 3 o. 4 1. 3 100. 0 

担当補 88. 5 2. 8 0. 8 0. 3 1. 1 o. 3 6. 3 100. 0 

N • A 4. 9 9. 1 8. 5 I I. 2 24. 6 4. 0 37. 7 100. 0 

資料出所；前表に同じ
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格淮付けを裏付けているといえよう。資格区分別労慟力楷成が年令，勤続と一定の対応をみせるの

は，前にも述べたように， 「長期間職務に精励し会社業務に対する貢献度の高い者については，エ

長などの役職につかなくても，年満時までには主事以上の昇格の途がひらけるよう配惑する」とい

う「業務への貢献度」による昇格があるからで，特に職位昇進からとりのこされた高小卒，中卒の

中高年令層の不満を解消すると同時に， ＼＼まじめに＼＼やれば昇格の見通しがあるという期待惑をい

だかせることによって，資格区分による格差分断の機能をいんぺいし，それに対する労働者の不満

を顕在化させにくくしているといえよう。

「資格制度はいいと思う。やはり，ある程度年数たつて，会社に貨献するとか，技術とかね，

いろんな，なる条件はあるんですよ。やつばりそれに対して働く愈欲もわいてぐるだろうし。」

(34オ，高卒，主事）

「好ましくない態度をとつているとやはり問題だと思う。たとえば民青でどうこうとか，そう

いう人たちはほとんど除外視されてるような頷向なんです。ですから通常に， まじめにやつてれば

ほとんど勤続プラス能力でいいと思うんですよ。」 (24才，高卒，担当）

だが，そこに差別機能が貫徹していることは、労働者の間では一様な認識となつており，特に

会社に反抗する者， 「思想に走つた者」に対する差別が労働者の意識を常に抑圧していることは次

の話からもうかがえよう。

「やっぱり，工長にたてつくとか作業長にたてつくような人は，ある程度いい目ではみられな

いと思うけどね。工場長の推薦も工場長がじかにみるのではなく工長や作業長の意見ですからね。」

(30オ，中卒，主担当）

「会社に対して悪いことやったら上にあがれないですね。」 (21オ，高卒，担当）

「思想面に走つてる人，そういう人がたは．これ！まもう，昔からいても主事にはなってませ

んわね。主担当どまりですね。」 (43オ，高卒，主事）

だが，新人事制度はこうした思想的な差別といういわば消極的な機能だけでなく， より稲極的

に，労働者の間に昇格競争をもちこみ労働者をして自ら資本に協力的になさしめようという点にこ

そ最大の目的があるのである。それが他ならぬ， 「職務遂行能力」という昇格基準のもつている役

割である。

「昇格のボイントは，すべてに稲極的ということですね。皆にもよく思われて，なおかつ，稼

極的に出るということです。」 (43オ，高小卒，主担当）

「早い話が，やつばり会社のいうことに従っている人間はね，従ってうまくやっていく人間だ

けが上がつていくというようなもんでoQCサークルとか自主管理とかに熱心な人はなりやすいで

すね。これは人間奨係を悪くする面はだいぶあるんでないですか。結局人の足ひつばつて自分があ

がらんことには評価されないわけで，なんかそういう点において人間関係を悪くしますね。やつば

り醜いものはありますよ。早く言えば上司と個人的な付き合いをして，いろんなことをそういう時

点にむすびつけるということでしようね3 うすうすではなくて，はげしいですよoむしろそれのほ

うが強いんでないですか。」 (49オ，高小卒，主担当）

「資格の格付けは妥当とはいえないね。結局，極端ないい方をすれば作業長にゴマをすったと

いうことなんだな。同じドソグリの背くらべだったやつが，結局ゴマすったおかげで上る。それが

今の制度になってからものすごくはげしくなったんでないですか。」 (45オ，高小卒，主担当）

このように，資本によつて完全に掌握された昇格管理のもとでの新人事制度は，労慟者間に全
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面的競争をもちこみ，ゴマスリをも含めての資本への稼極的，全面的服従を労働者に強要している

のである。しかし同時に，こうした労務管理に対する不満が広がっていることも，これまでの労働

者の話からもうかがうことができるだろう。特に，，現在の格付けに対しては，かなりの労鋤者が妥

当だとは思っていない。それはこれまでみてきたような資本の恣意にもとづく格付けに対する反発

でもあるが，更に次のような不満を労懺者は述べている。

「同じ年の入社でも，職場tとょって差が出てくる。だからやつばりこの制度は，やる気をもた

すなんていいこというけども，そういう面ではかなり問題あるんだよね。だから相当そういう面で

よく若い人言うよね。若い人つて， 36~37年頃入った人が比較的多いわけさ。そうするとやはり，

あのやろうはもう主事になつたのに俺はまだ担当だとかつてよく言ってるもね。という問題は当然

出てくるんでないかい。こういう制度であればね。」 (40オ，中卒，主事）

「これはちょつと不滴ありますけどね。結局，公平にするということではじまったんですけど

逆の結果が出てるような感じでね。同じ入社で別な職場に配属されると，職場によつて違うんです

ょ。人員描成やらなにやらで昇格が。だから同じ入社年月で• 10年位たつて 2段階も違うような差

が出てくるわけです。」 (37オ，高卒，主担当）

「仕事では自分のほうが出来るのに，格付けは勤続がないということで低いのは不満だ。」

(20才，高卒，担当）

このように，制度そのものに対しては肯定的な労働者の間にも，現実の格付けに対する不満は

少なくない。

こうして， 「職務遂行能力」と「業務への貢献度」という極めてあいまいな，資本の恣意的判

断にゆだねられる昇格基準や，先にみた職位昇進に対して． 「昇進昇格ははつきりした線をもつて

欲しい」という労慟者の要求には強いものがあり，一般に能力主義管理に適応的とみなされる若年

層ですら， 「若いうちはいいが年配になればそうはいかない。能力主義ですべてをかたづけるとい

うことは問題ありますね」 (23オ，高卒）， 「僕らはその現場の年功でいつてもらいたいと思って

いる」 (29オ，高卒）， 「年功で上がつていく制度をとり入れて欲しい。 70％位は年功で」 (19オ

高卒）と述べているのである。このことは，如何に労慟者が，資本の恣意的な労務管理のもとで神

経をすりへらしているかを物語っているといえよう。

ところでこうしたなかで，我々が調究した60名あまりの労働者の半数近くが，口をそろえて言

つたことは，組合の役員をやれば出世が早いということであった。

「支部の役員でも組合の本部の役員でもやれば，もう必ず昇進。それはもう出世の最短距離で

すよね。それはもうはつきりしてますよ，いまの組合ですとね。いまの労資凋係ですと完全にはつ

きりしてますよ。」 (29オ，高卒）

そして，昇進昇格の基準を「勤続年数と担当職務の経験年数が基準で条文化されており，あと

それが 1年早くなるか遅くなるかは貢献度， というより個人の作業の態度」と明解（？）に言い切

ったのは，他ならぬ組合支部の役員であった。

つまり， これまでみてきたような資本の恣意的な昇進昇格管理を可能としているのは，労勁組

合がそれと完全にゆ着しているからにほかならないのである。

第 3節 賃金体系の特徴と賃金管理の実態

今日における労務管理体制の大枠をなしている作業長制度と新人事制度については前項でみた
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が，それらによる労働者の格差分断政策が有効性をもつているのは，いうまでもなくそれが賃金管

理と深く結びついているからである。しかしここで賃金管理の全貌を明らかにすることは，資料的

にも不足しており更に労資交渉の面での分折も必要なので，ここでは，その極く一部分にスボット

をあててみることにならざるを得ない。

室蘭製鉄所の技術職社員（生産現場労渦者，

いわゆる作業員）の賃金体系は表 7に示すように 表 7 技術職社員の役金体系及び平均貿金構成

いわゆる基本賃金としての基本給，職務給，職務 (72年 9月現在）

加給，能率給，暫定給と諸手当という構成になつ

ており，基本賃金の部分が全体の 82.6％を占めて

いる。以下，主要な賃金項目の特徴についてみて

いくことにしよう。

まず基本給は年令，学歴別初任基本給のうえ

に毎年の定期昇給額を累旗したものであり，その

意味では基本的には年令，勤続給であるが， しか

し定期昇給テープルは67年の戦能制度蒔入によっ

て，それまでの基本給ランク別テープルから資格

区分別テープルヘと改められている。表 8は72年

度における定期昇給額を示したものであるが，各

資格区分間の差を乎均昇給額でみると，担当補・

表 8 72年度定期昇給額

昇 給 額
資格区分

最高額 平均額 妓低額

統括主事 2, 780円 2, 320円 1, 860円
主 事 2, 180 1, 820 1, 460 

主担当 1, 880 1, 57 0 l, 260 

担 当 I, 7 00 1, 4 20 I, 140 

担当補 1, 530 1, 280 1, 030 

資料出所；室蘭製鉄所労組提供資料から作成
注；ペースアップ前の昇給額。ペースアップに
よる昇給額のふくらみは約 100円程度とみら
れている。

所 I金

定

内

貿

金

所

定

外

賃

金

基

本

貨

円 茄

基 本 給 42, 459 39. 4 

職 務 給 22, 62 5 2 I. 0 

職務加給 5, 737 5. 3 

能 率 給 12, 3 24 11. 5 I 

哲 定 給 5, 767 5. 4 

交代手当 3, 483 3. 2 

住宅手当 378 

特別作業手当 442 0. 8 

そ の 他 33 

小 計 93. 248 86. 6 

過勤務手当 8, 410 7. 8 

深夜手当 5, 626 5. 2 

会議手当
363 o. 3 

そ の 他

小 計 14, 399 13. 3 

賃金総額 107, 647 99. 9 

資料出所；「鉄銅労辿月別貨金労働時間
調査報告JfG.29」より作成。
注；作業長を含む。他の主務識，医
務職を含めた平均年令，平均勤続
は 35.8オ， 14.6年。

担当間 140 円，担当・主担当間 150 円，主担当•主事間 250 円，主事・統括主事間 500 円と，上に

いくほどその差が大きくなっていることがわかる。このように資格区分を基本給と直接リソクさせ

ることによつて，前項でみた新人事制度による労鋤者支配の物質的基盤を形成しているわけである

が，いまそれを， 72年度の平均昇給額で資格区分昇格年数の最長・通常•最短別に55オ定年時まで

の累稼昇給額をモデル的に試算すると，最長コース（主担当どまり） 56,410円，通常コース（主事

どまり） 62,380円，最短コース（主事どまり） 66,780円となる。この湯合最短コースを歩む者は

主事どまりという不自然な仮定をしたが，それでも最長コースを歩むものとは優に 1万円を越す差

が出てくるのである。
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「資格区分による定昇の差は，最近特にはげしいというのが私の感じですね。」 (49オ，主担

当）

そして更に，表8にもあるように，各資格区分で上下20％の査定が行われるわけだから，その

賃金格差はますます大きくならざるをえないだろう。この査定のあり方の公式的な見解は次の組合

支部役員が代弁しているとみてよいだろう。

「公表査定は0.5から1.5だが，現状は0.75から 1.25くらいまでの間でしか査定していない。

0.75とか 1.25は特別なにかの理由，最低なら欠勤が多いとかの特別の理由がないとつけていない。

ほとんどの査定巾は0.85から 1.15くらいの間でしか査定されていない。査定は作業長一掛長ー工場

長の三段階で査定されるので，ある程度主観的なゆがみは是正されてきている。極端なあれはない

と思う。」 (27オ，組合支部役員）

査定巾の実態を確かめることはできないし，勤怠成績が査定の大きな部分を占めていることは

もちろんであろうが， 「第4段階として，特定の人は労務によつて査定される」というーエ長の卒

直な発言や，また次の労働者の話にもみられるように，賃金査定が前項でみたような昇格管理と相

まつて労働者支配の重要な環をなしていることは疑いなく，むしろ先の組合支部役員はそのこと

を不当に，意識的に無視しているとみてよいだろう。

「賃金査定は，本当にいま，口あけるとマイナスなんですよ，その人の言うことは正しくても。

やはり，今本当に沈黙は金なりだつていつてるけどね。もう言いたいことも言えないですわね，そ

ういう面からもう昇給にひびいてきますから。」 (.37オ，主担当）

また，このように資格区分と結びつき，賃率カープが資格区分毎に細分化されることによっ

て，基本給は戦能給的色彩を強めてきているわけであるが，それは後にみる職務給の実質的変容と

対応するものであり．少数精鋭主義，作業のプール化；多能エ化の進行のなかで各人の作業範囲の

境界線があいまい化し，相互にオーバーラップしてくるという今日の鉄鋼労働の特質を反映した賃

金形態の新しい特徴とみることができるだろう。と同時にそれは全体としての賃金カ・ープを特に中

高年，高勤続者層においてねせる現実的役割をも果していることは疑いない。

ところで，こうした基本給に対する労慟者の不満の最たるものはそのウエイトが低いことに対

してである。

「我々鉄鋼関係の基本給は低い。ポーナスにすぐひびいてくる。年収iこすれば他より何も高く

ない。そういうんで苦情は多いですよ。我々若い人でも，あれがいやだからつて，そういうことを

いってやめた人もいますしね，給料面でね。」 (19オ，担当補）

「現在の給与体系ほ問題。手当の分が多くて，基本給が低くおさえられている。」 (29オ，主

担当）

先の表 7に示したように基本給は全体の 39.4%，所定内賃金に対しても 45.5％にしか満たな

い。しかも72年9月は減産．期であり能率給や過勤務手当などが減額しているところから基本給のウ

エイトも相対的には高くなっているが，表 9にみるように，増産期では賃金総額に対しても，所定

内賃金に対しても年々，低下の傾向を示しているのである。またこれを年令りI])こみると，若年層ほ

ど基本給の占めるウエイトは低く，年令が上がるにつれてウエイトも相対的に上昇する煩向にある。

基本給が低いことは，長期的には退職金に響くが，短期的には一時金に直接影響し，従って若年層

の中で特に基本給の低さに対する不満が強い。それは，先の資格区分別昇給テープルに対する不満

がその格差の顕在化してくる中高年層に相対的に多いのと対i約をなしているのである。

-180-



次に職務給についてみると，現行職務給は後

の能率給と共に，新日鉄発足に伴う富士，八幡両

社の調整，統一として71年10月より実施されたも

のであり，それはまた労慟組合が「新日本製鉄に

おけるあらたな労使関係の創造をめざして，交渉
※ 

重視の理念のもとであえて事前協厳制に踏み切る」

という過程を経て実施されたという特徴をもつも

のであった。

※ 新日鉄労協他『調査時報No.2』(71年 8月）Pl

撒務給は現在，工長職務をいれて13職級に分

表 9 基本給の賃金に占める比率

対賃金総額 対所定内賃金

67年 6月 40. 7伶 49. 9 oJ, 
69年 9月 37. 5 45. 3 

70年 9月 36、3 44. 8 

7 1年 9月 40. 1 46. 9 

資料出所；鉄鋼労連前掲資料より作成。

注；技術職社員（作業長を含む）平均。

71年9月は減産期。

けられ（作業長は職務給を適用されない），ーエ長系列の一般は平均2~3職務に分け呟tている。

しかし現実の鉄鋼労慟は，少数梢鋭主義，早期戦力化，作業のプール化，多能エ化の進行するなか

で，各人の作業範囲の境界線があいまい化し作業内容が同質化してきており，そうした面での労働

者の職務給に対する不満は広がつてきつつあるといえよう。

「職務給は僕は不満ですね。ゃしまりそういうことで人間を評価されること自体が不満なんです。

同じ作業を皆一生懸命やってるんですから。」 (37オ，主担当）

「同じ職場にいて，ラソクがあるのはちょっと矛盾している。今みんなプールだからね。僕た

ちはかなり知識的にダウンしているわけさ，知識という面で。ということは入ってまだ何年もたた

ないということで賃金がカットされる。ゃはり，たいしたかわらないよo 自分でいうのもなんだけ

どもやはり一人前だからさ，そういう査定されるのはおもしろくないですね。入って一年目つてい

うんだったらね。もう足かけ 4年にもなる。やっぱり一人前の金もらいたい。」 (21オ，担当）

一方では労慟者の技能水準のアップをはかり，職場の全員がどの作業でも出来るという体制＝

少数精鋭主義は，各人を一定の職務に固定することによって成り立つ職務給とは矛盾せざるをえず

そうしたなかでいくつかの職務の職級をプールし乎均職務給を適用するという職級プールの措置が

資本にとつてはいわば苦肉の策として，労働者にとつては当然の策としてとられてきつつあり，そ

れは今後もますます広まつていくだろう。そしてそのことは，職務給制度の根本を問い直さざるを

えない間題を投げかけているように思われる。

ところで71年10月から実施されたいわゆる新職務給では，工作，整備等の鉄鋼労慟のなかでは

高い熟練度の要求される職務には，技能職務として四段階の技能区分を設け；その昇給には技能検

定試験を実施するという制度がとりいれられ（旧八幡にはあつた），また次のような内容をもつ職

務加給が新たにもうけられた。

く職務加給の内容＞
※ 

①各人の職務給を基礎給与として同一職務従事者における各人毎の職務遂行の程度を反映

させる。

R 要員合理化による成果還元として還元財源を半期毎に職務加給に投入する（一般還元）。

③要員合理化により，その影響を受ける者に対し，職務加給において重点支給する（重点

支給）。

※ 新日鉄労協他『調査時報No.2』(71年 8月） P 31 

しかし，これらについては今回は，その実態を明らかにすることができないので，別の機会に
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ゆずることにして，後者の職務加給についてだけ一言しておくと，従来の職務給は，一定の条件（勤

続あるいは資格など）で一定の職務に格付けられると，その金額は自動的に定まるものであったが，

職務加給は職務遂行度の査定をもちこむことによって職務給のあり方に新たな側面をつけ加えてい

るといえよう。

最後に，職務給のウエイトをみると，表10の如く，年々滴まつてきており，基本給の低下傾向

と対照をなしている。

次に能率給についてみると，現行能率給は71

年10月から実施されたものであるが，その前身は

旧来からある業績手当と68年に導入された工場別

能率給である。業績手当は生産量に比例して算定

されるものであるが，工場別能率給は生産向上率

とエ数減少率の二つの指標をもとにしたものであ

り，当時の人べらし「合理化」と増産を積極的に

推進するとともに， 「合理化の成果配分」という

＇表 10 職務給の賃金に占める比率

対賃金総頷 対所定内賃金

67年 6月 14. 5 o,b 17. 8伶

69年 9月 14. 9 18. 5 

70年 9月 16. 3 20. 1 

71年 9月 16. 7 19. 5 

資料出所；表9に同じ

思想を労働者の間に定着させる役割をもつていた。事実， 「合理化の成果配分」が労働組合の正式

スローガンにかかげられるようになったのは70年からであるが，この工場別能率給のうちのエ数減

少率を指課とした部分は先にみたように職務加給に吸収され，いわゆる新能率給は生産向上率を指

標とする部分に集約，簡素化された。そしてこのような能率給の改組に伴う減収保障として暫定給

が設けられているのである。

ところで能率給の湯合一番問題となるのはそれが生産計画に影響されることである。すなわち

表11にも明らかな通り，増産期は良いが，減産期には絶対額そのものが減少してしまい（念のため

附言すれば， 71年 9月は相対的には増加した月であり，それ以前は更に減少している），そのこと

に対する不満は，次の労働者の話に代表されるように極めて強い。

「会社でいくら不況だつてね，

賃金ダウソされてるしよ。能率給が 表 11 能率給の推移及び賃金に占める比率

へらされたり過勤務の減とかさ。だ

けど実際はそうじゃないんだよね。

僕たちの工場ではそういうのまつた

く関係なしさo というのは不況だか

ら仕事が楽になったとかいうわけじ

ゃないわけさ。結局トソ数があまり

いらない場合には装入盤をへらして

チャージ数を多くしてるわけさ。・し

金 額 対賃金総額

67年 6月 14, 822円 22. 7伶

69年 9月 22, 390 25. 9 

70年 9月 23, 743 24. 3 

71 年• 9月 23, 494 24. 4 

資料出所；表 9に同じ

注；業績手当も含まれる。

対所定内買金

27. 8伶
32. 1 

30. 0 

28. 6 

たからかえつていそがしい目にあうわけさoだからなんも賃金ダウンされる必要ないわけさね。」

(21オ，担当）

「あまり能率給にウエイトをおかれると我々としては困るわけですよね。生産上がらんからっ

て，遊ぽせてくれるわけでないしね。」 (49オ，主担当）

能率給と同様に生産計画の変動の直接的影響をうけるのは過勤務手当であるが，表12及び表 8

にみるように， 71年・ 72年の減産期には絶対額のうえでも，比率のうえでも大巾に低下している。
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減産期には過勤務規制がしかれ，人によっては 2~3万の減収になる場合も少なくない。

「多いときは 2万 7~8千円もらつてたこともあった

しね。だから実質的にはそういうことでペースアップにな 表12 過勤務手当の推移及び

っても，やはりなんも伸びないということですね。過勤務 賃金に占める比率

もらわなくてもいいような給料もらえればいいけと廿ね。」

(37才，主担当）
金 額 対賃金総額

以上，主要な賃金項目について簡単にみてきたが，全

体としては基本給の職能給化の傾向および職務給の変容な

どを新たな特徴としてみることができるだろう。そうした

67年 6月
69年 9月
70年 9月
71年 9月

8, 932円
12, 676 

13, 696 

8, 659 

13. 7 o,(, 

14. 7 

,14. 0 

9. 0 

なかで賃金体系はますます複雑化していき，労働者が自分 資料出所；表 9に同じ

の賃金計算をできないようになってきている。

「賃金体系は，いろいろ沢山あって，なにかわからなくなってしまうような感じ，わからなく

しているような感じがちよつとする。」 (43オ，主担当）

「自分で自分の賃金計算できないのもちよっと問題ですね。」 (24オ，主担当）

また，勤続序列による賃金管理が後退して勤続別賃金格差が縮少するかわりに，役職位序列や

資格区分序列による賃金管理が前面にで，それによる賃金格差はむしろ広がつてきているといつて

よい。

「賃金格差がありすぎる。上に行けば行くほど，だんだん差が大きくなつてきて。一緒の仕事

しかしてないです， tまつきりいって。エ長なんていうのは， とつさの処理とかそういうものほうま

いけどもね。つらい仕事とかそういうものはあまりやらないで……。」 (35オ，主担当）

「現在の賃金は，新入社員は比較的良く，工長・作業長もグーッと上がつているが，中間層は

悪いですね。」（ 38オ，主事）

「あんまりハソデイが大きすぎるね。というのは，僕達が若い時に，会社にはいったばつかり

に，安い安いつて文句いえばね，お前らだって年とればオラと同じ給料もらえるんだと，そういう

ことを言われてさ。現在なんぽ世の中変わったかしらんけどね。結局今の給料のハンデイというの

はすごく大きいんですよ。作業長，工長，おそらく主担当とエ長だけでも，ものすごい＾ソデイあ

るんだよ，賞与でも給料でも。で，工長と作業長というのはあまりないわけさ。だけど，工長と主

担当あたりのハソデイがものすごく大きI,'o 」

(41オ，主担当）

更に，工長，作業長には前記賃金項目のほ

かに責任賞与として年に一度数万円 (71年実績

工長 20,400円，作業長 35,000円）の手当がつき，

また一時金や退職金も資格区分別係数によって

支給されるなど，役職位序列や資格区分序列に

よる賃金格差は， ますます大きなものとなって

いる。いまそれを直接明示する資料はないが，

新日鉄全体で，工長数の一番多い41オ層におけ

る一般とエ長との平均賃金をみると表13のよう

表13 41オ層に於ける一般，工長の平均

基本賃金（新日鉄全体）

基本給 I職務給 I能率給 I 計

一般 I45, 506 I 23, 312 I 21, 029 I 89, 847 

工長 I48, 254 I 33, 769 I: 25, 452 I 101, 475 

資料出所；「鉄鋼労連統一賃金実態調査結果， 1971年
度（第 4回）」第 1集より作成。
注；職務給には職務加給が，また能率給には暫
定給が含まれる。

に，基本賃金だけでも 1万8千円弱の差が出ており，しかもそれが単に職務給上だけでなく，基本

-183-



給，能率給にまで及んでいることが確認できるだろう。

第 4節 企業内教育と「自主管理活動」

これまでみてきたような昇進昇格管理と賃金管理を背景として，労働者を思想的に掌握し，彼

らの最大限能力を引き出して積極的に資本に奉仕させるために，企業内教育と「自主管理活動」は

重要な役割を果している。

企業内教育が体系的に整備されたのは， 60年代半ばP 作業長制度禅入による作業長候補者教育

の実施を契機としてであり，その体系は，教育部が行う「箇所教育」と各職場の管理監督者が行う

「職場教育」とからなっている。「箇所教育」は図 3に示すように，新入社員から作業長までを各

図 3 箇所教育体系図（昭和 70年度・技術職・作業長分のみ）
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資料出所；『室蘭製鉄所昭和45年度箇所教育計画書』から作成

層毎に対象とした層別教育が中心をなしており，その役割は，蒔入教育としての新入社員研修を除

けば，昇進管理と結びついて職制層の再編成，育成強化におかれていた。従つてその内容も現場監

督者として必要とされる職務能力の育成と労資閑係教育が中心をなしていた。そして，これらの教

育によって育成強化された職制層によって，一般労働者を対象とした職場での教育が行われたので

ある。「職場教育」には，管理監督者がヽ教育的意図ヽをもって臨むすべての諸会合が含められて

いるが，その内容は大きく二つに分けられ，一つは，従来から職場の定期的な会合としてもたれて

いた技術会談や作業検討会など，作業面に閑連してもたれる様々な会合であり，もう一つは，作業

長制度の母入と層別教育の実施をうけて， 60年代後半から実施されるようになつた通称職場研修と

いわれるものである。この職湯研修は，人間関係・労資閑係を中心とする懇談会形式であり，合宿
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研修施設がフルに活用されている。（表 14参照）

こうして， 60年代後半には，層別教育と

職場研修を通じての全労働者に対する徹底し 表14 研修施設の目的別利用状況

た人間関係，労資関係教育が実施され，この (70年度'J./4期）

時期における，労慟組合の資本への丸がかえ

を完成させる重要な役割を果したといつてよ

い。特に一般労働者を直接対象とする職場研

修では，組合の役員選挙やスト権批准投票の

行われる時期には集中的にもたれ，露骨な投

票依頼や切り崩しが行われているのである。

「組合の役員改選だとか支部の役員改選

だとか，こういうようなことがあったり，そ

参加人員 比 率

労使関係に関するもの 1, 910名 22. 7伶

人間関係 II 2, 841 33. 8 

専門職務知識 II 2, 281 27. 1 

管理改善 II 1, 317 15. 6 

一般常識 ” 67 0. 8 

計 8, 416名 100. 0 o,{, 

資料出所；『室蘭製鉄所職場集合教育結果概要』
1970年度

れから今度，中央委員を立候補させるとかなんとかつていつた場合になってくると，今度，ある程

度物色して，スクッフあたりが呼んで，やはり二製鋼あたりでも思想に走つてる人がいますから，

そういう人あたりが立候補なんかすると，出来るだけそういう人には入れないでくれと，事前運動

あたり，ちよっと大沢（合宿研修施設）でやつてみたりね。」 (43オ，主事）

「いろんな研修会を，部長だとか工場長自ら出席して，ボーナス時期になるとやられるんです

けどね。大沢研修所に皆んな集められて，そういうのはよくやられるのはポーナス時期だとか，ぁ

るいは春闘前だとかにやられるわけです。毎年ありますね。」 (29オ，主担当）

「共産党が組合役選に立つたら，大沢研修所に集めて，ぁ上いうのを選んだらだめだという，

工長などが。新入社員は温泉につれていつて一杯のませる。」 (35オ，主担当）

これらの労働者の話からもうかがえるように，職場研修は労働組合への資本の介入のかくれみ

のの役割を果しているのである。

労資関係教育が，全労働者へくまなく実施されるのに対して，技能・技術教育の面では労働者

の「自己啓発」を強調し，希望制教育への自主的参加や職場教育の一環として位置づけられた作業

面に関連した諸会合あるいは後にみる「自主管理活動」などで代置されている。しかしそのことは

技能・技術教育が軽視されていたことを意味するのではない。少数精鋭主義や多能エ化政策はむし

ろ技能 9技術教育の必要性をますます高めていたといつてよい。だが当面資本が直接手を下す教育

としては労働組合丸が・かえの完成のほうに重点を置かざるをえず，それ故にこそ技能・技術教育は

自己啓発の強調で代置せざるをえなかったとみてよいだろう。そのことは同じ旧富士製鉄の名古屋

製鉄所の企業内教育では技能・技術教育が前面に出ていることと対比される。その違いは，名古屋

製鉄所が新鋭製鉄所であるということもさることながら，決定的には両所の労資謁係の差違として

みなければならないだろう。

ところで，こうした60年代後半以降の企業内教育の展開に対し，労働者のかなりの部分は，次

の労働者の話に代表されるように大きな不満をいだいている。

「どうせやつてもらうんなら，自分でやつてる仕事の技術的なことだね。そういうものならあ

つてもいいと思うけどね。だけどあんまり，その労使関係だとかというやつは，もういいかげんあ

きあきしているんでないだろうか，実際現場に働いている人間としてはね。」 (40才，主事）

「教育とかそういうのは，会社のおしつけというか，なんていうか，思想的なものもあるし。
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おしつけるつていうことではないんだけど，なんかこう，しばりつけられるというね。仕事に対し

てはあったほうがいいと思う。だけど思想的なものとか，やつばりしばりつけようというような，

そういう考え方はないほうがいいと思いますね。」 (20才，担当）

特に合宿研修施設を利用する教育は過勤務の対象にもならないため，そのことに対する抵抗も

強くなり，最近ではその回数も減つてきているという。

「今やつばり問題なのは，大沢研修所に時間外に，就業前とか就業後，そこに行って工場長と

か掛長連中とミーテイソグを行うのは増えてきてるわけですね。そういう面についてはかなり職場

のほうでは抵抗が出てるんですよね。というのは，やっぱり自分の私生活を拘束されるということ

ですねo時間をね。そういう点ではやっぱり皆，不満はもつてますね。」 (29オ，主担当）

「みんな大沢に行きたがらない。大沢でやる場合には，これは自主的なものだということでも

つて，一銭も，会議手当もつかない。だからみんな大沢へは行きたがらない。前は大沢に必ず泊つ

たものだが，今は大沢に行っても泊るつていうことはない。だから大沢に行くのは，今は半年に1・
2回あればいいほうですね。」 (43オ，主事）

このように，労資関係教育に対する不満が高まつてきている一方，ほとんどの労働者が自分の

仕事に関連した技術教育に対する要求をもつているといつてよい。

そういうなかで， 72年に企業内教育の体系が再編成され，図 4に示すように，技術教育が体系

のなかに位置付けられた。すなわち，作業長に昇進するための必須条件として上級専門技術研修が

層別教育に組みいれられ，それに連なるものとして中級および初級専門技術研修が職場教育の必須

項目にいれられた。つまり昇進管理と結びつけて，技術教育の体系がつくられたわけである。その

ことは，労資晶係教育の一段落，したがつてまた労慟組合丸がかえの一段落を意味しているととも

に，労働者の技術教育に対する要求を先取りし，それを稼極的に労働者支配の手段にしようという，

資本の意志の表われとみることができるだろう。

以上のような企業内教育の展開に対し， 「自主管理活動」は労働者をして自ら放極的に資本の

生産活動に協力せしめる活動であり，生産活動に密接して，しかも職場レベルでの小集団活動とし

て展開されているという特色をもつている。それは，内容的には会社業務の延長でありながら，労

働者の私的な自由時間になされるという意味において， ヽ自主管理＼＼活動なのである。それは，昇

進昇格管理や人間関係などによるしめうけによって強制された「自主管理活動」である。

「ある程度半強制的なものであり，半強制的というより，必然的にやらねばならないような，

そういうあれになつてますからね。」 (29オ，主担当）

「自主参加でありながら，半強制的な面があるんじゃないかと思うんです。たとえば10人いて，

8人までがやるつたら，あとの 2人，僕はいやだっていえなくてね。」 (23オ，担当）

「自主管理活動」は尊入当初は過勤務手当がつき，そのことが「自主管理活動」を普及させた

一つの大きな要因となっていたが， 71, 72年の減産下での過勤務規制および過勤務手当の一部会議

手当への切り替えはその前提をくずし， 「自主管理活動」に対する労働者の不満を高めることにな

った。

「しかたがないから一緒にやつてるんだというような人が大分いるんじゃないですか，正寵な

ところ。ある程度肩書きのついた人は租極的にやらざるをえないわけですよ，正直なところ。だけ

ども下の方にいる人は，どうでもいいんだとか，かえつてそんなものやめたほうがいいんだという

ような人がかなり多いんですよね。ということは，以前はこれは過勤務でやつてたでしよ。これは
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図4 社員研修等体系図 (72年度・室蘭製鉄所）
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資料出所；室蘭製鉄所『昭和47年度社員能力開発計画』 (1972年4月）より

注；職場教育についてほ共遥の必須項目のみ表示した。



我々がはじめたわけでもなんでもない。工場長のほうからこういうものをつくるんだ，そして工場

発展のために，人間関係大事にするためにも全員がはいつてくれということでもつて，ただしこれ

は過勤務でやってもかまいませんということでもつて発足したものなんですよ。だから皆んな，我

先にということで残ってやつていたもんですけど，今度はそれが会議手当だということになつてき

たらね。我々がなんもしたくつてやつたものでなく，会社の方から押しつけてきておいて，そして

今さら過勤務が多いからだめだとか， これを会議手当でやれとか，自主管理活動はつぶしたくない，

今よりもなお一層もりたてていつてほしいとか。そんな虫のいい話がどこにあるか，そんな自主管

理活動なんかやめてしまえ。こういうような声がかなり上がつてきているんですよね。我々がそれ

に一緒になつて尻まくつてしまえばそれで終りなんですよ。だけども出来るだけそういうようなこ

とには耳をかさないようにして，なんとなくもつてきているんですけどもね。」（自主管理活動の

工場副委員長）

また，活動そのものに対する批判も少なくない。

「技術の向上とかなんとか，いい面はいろいろあると思いますけども，あまりにもこれが，自

主管理という名のもとに自分達の首をしめているという点はいなめないですねa.I(49オ，主担当）

「要するにQC（自主管理活動の一部）ということは，合理化につながりますからね。だから

別に賛成はしないですね。というのは，合理化するということは人をそれだけ減らしていくという

ことですから。となると得するのは企業だけで。」 (20オ，担当）

表 15 自主管理活動に対する労働者の意識

Q, 「最近会社の労務管理として目標管理， ZD運動， QCなどということが行われていますが

あなたはどう惑じますか」

総計 ~19オ
20---- 25~ 30~ 35~ 40~ 

50オ
24オ 29オ 34オ 39オ 49オ

N•A 

忙しくなったり精神的に負担を感じる 33. 7 12. 4 25. 7 30. 4 39. 6 37. 8 37. 5 36. 5 29. 6 

多少負担は感じるが，やむをえない 33. 9 23. 4 28. 4 34. 0 32. 6 35. 0 37. 8 34. 9 29. 6 

仕事にはりあいがでる 12. 2 19. 9 13. 8 17. 7 13. 7 11. 1 8. 7 8. 0 8. 8 

わからない 9. 7 33. 7 22. 2 1 o. 8 7. 0 6. 7 4. 4 7. 4 5. 3 
N ． A 10. 5 10. 7 10. 0 7. 1 7. 0 9. 3 11. 5 13. 2 26. 5 

計 100. 0 100. 0 100. 0 100. 0 100. 0 100. 0 100. 0 100. 0 100. 0 

資料出所；前掲新日鉄室蘭労働組合「意識調査報告書」より

しかしもちろん， 「自主管理活動」にはりあいをもつ労働者も少な夕なく，表15にある通り，

特に若年層に比較的多いが，全体としては負担を感じている労働者が圧倒的に多い。そうした中で，

「自主管理活動」をいわばかろうじて支えているのは，一方では若年層であり，他方ではエ長，責

任クラス，あるいは昇進ラインにのつている労慟者層ということになろう。なぜなら「自主管理活

動」を熱心にやるかどうかは，昇進の重要な条件となつているからである。

こうして矛盾をはらみつつも資本専制のもとで「自主管理活動」は強引に推し進められている

が， しかし「自主管理活動」が資本にとつては，本質的には諸刃の剣である事を看過するわけには
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いかない。すなわち，労働者が自ら自己の労働過程を検討し改善していくためには知的水準の向上や

創造性を必要とするし，事実資本は労働者にそれを要求している。それはさしあたり資本の枠内に

おしとどめられざるをえないとはいえ，労働者を機械の単なる附属物からその主人へと，従ってま

た生産過程の主人へと高めていく基盤を不断に醸成していくことになろう。

まとめにかえて

以上，今日における労務管理の主要な柱をなしている作業長制度，新人事制度，賃金制度，企

業内教育， 「自主管理活動」について極めて概括的に，主に労働者間の不満に焦点をあわせつつみ

てきた0 60年代後半の時期はそれらの昇進昇格管理，賀金管理と企業内教育が緊密な連携を保ちな

がら労慟者を懐柔桐喝し，労慟組合の丸がかえを完成させた時期であった。しかしそれは，組合本

部から支部にいたるまでのほとんどの役員を丸がかえ，組合の主蒔権を掌握したことではあっても，

労働組合員すべてを丸がかえすることはできなかった。むしろ逆に労働者の間に不満をうつ租させ

ただけだといつてもよかろう。特に変質した労働組合指蒔部に対する不信惑は広範に広がつている。

「もう組合幹部に対しては皆，不信惑をもつてるし，それから会社はまたやり方が上手なのね。

たとえば元組合長が副長（いわゆる副部長）になるとか課長になるとか。執行委員なんかやって現場

へ帰つてくると，イスあたためて待ってるつていうわけさ。そういうのやつばり見てきてるせいか

もう組合執行委員とかそういうのに対する信頼惑というのはうすれてきたもね。」 (40オ，主事）

「とにかくもう，組合長やめればすぐ会社の課長クラスですからね。そういう方が組合長やつ

て，何やれますか。」 (37オ，主担当）

「支部長とか中央委員というのなんのためにいるかつていうの考えるんだけどわかんないんだ

よねo俺に言わせれば，なんか会社のまわし者みたいなかたちだけどね。」 (21オ，担当）

それ故に，現指尊部がその地位を守るためには，労慟者にではなく，ますます資本へ依拠せね

ばならず，前にもみたように，役員選挙のたびに職制ルートを通じての強力な介入をあおがなけれ

ばならないという構造になつている。

「役員選挙も，一応我々が推せんしてるようなかたちだが，なんか会社が推せんしてる人みた

いになって，どっちが推せんしたんだかわからないかたちになつてますね。」 (30オ，担当）

「本部役員はなんか，会社の幹部の上やなんか推せんしてるんですね。それがだいたいなるd

(20才，担当）

こうしたサイクルのなかで，大半の労働者は不満を抱いてもそれを持つていく場がなく，あきらめムー

ドに落入つてる観があるが，それでも選挙のたびにはかなりの批判票が顕在化してきているのである。

「組合もおちるところまでおちてつて，一人一人組合員が本当に目ざめて自覚して，その時で

なければ≫その辺から出直ししないとよくならないんでないかo だけど，あまり悲観的なもんでも

ないと思うよ。前の選挙 (72年）の結果は三人に一人は批判票だからね。まだそれほど悲観的でも

ないんだな。」 (40オ，主事）

「組合のあり方に対する不満はありますね。それはもう，かなり堆放してますよoだからなに

かがあれば， ドッと出るんでないですか。」 (29才，主担当） ＜完＞

＜追記＞本稿は73年10月に別の目的で書いた旧稿に若干の手入れをしたものだが，前回報告書での

約束を筆者の都合で果せないため，前回報告書でほ触れることのできなかったいくつかの点につい

ても言及している本稿を補論として収録させてもらった。叉， 75年からは全社レベルでの能力開発
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中期忘ケ年計画が実施され， これに基いて各製鉄所の教育訓練体系の見直しが行なわれ，本稿とは

若千異った面もある。これらについては別の機会に報告したいと考えているので，了解頂きたい。
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